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スポーツスキル学習における概念知習得のための問題演習支援 

廣瀬はるか*1, 大河原一憲*1, 柏原昭博*1 

*1電気通信大学大学院 

 Practice Problem to Support the Acquisition of 

Conceptual Knowledge in Sport Skill Learning 

 Haruka Hirose *1, Kazunori Ohkawara*1, Akihiro Kashihara*1 

*1 The University of Electro-Communications 

スポーツスキルでは，言語化された規則や戦略といった概念知と，プレー中に身体で覚え込む技術や状

況判断といった身体知が重要な役割を担っており，身体知の向上には概念知の習得が不可欠である．一

般的に概念知の習得はルールや戦略を問う問題を与えて行なわれる．しかしスポーツスキル学習を対象

に，学習者の概念知・身体知に合わせた適応的な問題演習に関する知見は十分に得られていないのが現

状である．本研究では，この概念知の習得，実践，内省・洗練のプロセスからなるスポーツスキル学習

モデルを提案するとともに，フラッグフットボールを題材とした，概念知の習得を支援するための問題

演習を提案した．ケーススタディの結果，作戦図における戦術的知識の理解に対する演習問題の有効性

が示唆されたとともに，演習問題における新たな難易度順による問題構成が見出された． 

キーワード: スキル学習，スポーツスキル，概念知，身体知 

1. はじめに 

スポーツにおける知識は大きく分けて概念知と身体

知の 2 つが存在する．概念知とはルールや戦略といっ

た言語化可能な知識である．身体知とはプレー中の身

体の動かし方や状況判断といった言語化が難しいとさ

れる知識である．スポーツでは身体知の向上が最も重

要であるが，そのためには概念知の習得が不可欠であ

る．関連研究では，身体が体感したことを言語化する

こと（メタ認知的言語化）は身体知の獲得・洗練に有

効であるとし，概念レベルで身体知を言語化すること

の重要性を示唆している(1)．加えてスポーツスキル学

習において，与えられた概念と自分の身体で実践した

時の体感とを結びつける重要性が述べられている(2)．

以上の関連研究から身体知獲得には概念知とのインタ

ラクションが重要な鍵を握ることが示唆されている． 

スポーツスキルにとって重要となる概念知の習得は，

通常ルールや戦略を問う問題を与えて行なわれる場合

が多い．例えばチームスポーツにおいてプレイヤーの

役割や意図を含む戦術的知識に対する理解や，特定の

ゲーム状況で適切なプレー選択をするための状況判断

力を問う演習問題が提案されており，概念知習得に対

する個々の問題や演習の有効性が示されている(3)(4)． 

一方，スポーツスキル学習を対象に，学習者の概念

知・身体知に合わせた適応的な問題演習に関する知見

は十分に得られていないのが現状である． 

本稿ではチームスポーツを対象に，身体知の獲得に

おける概念知習得の重要性に着目して概念知の習得，

実践，内省・洗練の 3 つのプロセスから構成されるス

ポーツスキル学習のモデルを提案する．さらに具体的

にフラッグフットボールにおける戦術的知識を題材と

した問題を作成し，概念知に対する学習者の習熟度に

適応した難易度の問題を段階的な提示して概念知習得

を支援する問題演習について述べる．また，作成した

演習問題の難易度に関する妥当性を検証するために行
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なったケーススタディについて報告する． 

2. スポーツスキル学習 

2.1 スポーツにおける知識 

一般に知識は，事実や概念に関する「宣言的知識」

と，事象や事物の操作・手順に関する「手続的知識」

に分類される(5) ．中川らはボール運動において，ルー

ルやポジション，競技行為に関する知識を「宣言的知

識」とし，試合中にどこを注意すれば重要な手がかり

を得られるのかを指示する知識を「手続的知識」とし

て捉えている(6)． 

一方，スポーツにおいては「宣言的知識」や「手続

的知識」といった概念的な知識とは別に，プレー中の

身体の動かし方や状況判断といった「身体知」も存在

する．すなわち，スポーツにおける知識には，ルール

や戦略といった言語化可能な「概念知」と，身体を動

かすことで経験的に覚え込む技術や状況判断力といっ

た言語化するのが難しい「身体知」に分類できる． 

さらに，諏訪は身体が体感したことを言語化するこ

と（メタ認知的言語化）は身体知獲得のための有効な

ツールであると述べており(1)，「身体知」を概念的レベ

ルで言語化することが，スポーツにおける身体知の獲

得を促進すると考えられる．加えて，スポーツスキル

の学習において，身体知の獲得には，与えられた概念

とその概念を自分の身体で実践したときの体感を結び

つけることの重要性が述べられている(2)．以上の関連

研究は，身体知獲得には概念知とのインタラクション

が重要な鍵を握ることを示唆していると考えられる． 

2.2 概念知の段階的な習得 

前節で述べた概念知には様々な知識が存在しており，

その習得について難易度の差があると考えられる． 

Griffin らはサッカーに関する知識および具体的な

戦術的行動場面に関する知識について検討している(3)．

ここでは，戦術的知識に対する理解が不十分な段階で

は，学習者は自分自身の動きしか説明することができ

ず，徐々に戦術的知識に対する理解が深まるにつれて

味方や敵側のプレイヤーといった周りのプレイヤーの

動きを説明できるようになると論じている．このよう

に自分自身だけでなく，周りのプレイヤーの動きを理

解することは戦術知識の習得にとって不可欠である． 

また，鬼澤らはバスケットボールの授業において戦

術的知識と状況判断の問題を課し，授業における指導

前後の状況判断力の変容について検討している(4)．そ

の結果，攻撃側の人数が守備側よりも多い状況のゲー

ム（アウトナンバーゲーム）を取り入れた学習をする

ことによって，概念レベルにおける状況判断力が向上

すると述べている． 

こうした関連研究より，概念知習得に対する個々の

問題や演習の有効性が示されている一方，学習者の概

念知・身体知に応じた適応的な問題演習や，段階的な

スキル向上を図る支援は現状なされていない．特に，

自分以外のプレイヤーの動きの説明や，攻守の人数が

等しいゲーム状況（イーブンナンバーゲーム）におけ

る状況判断はより難易度が高いため，その概念知であ

る戦術的知識の習得は難易度に応じて段階的に行なわ

れるべきであると考えられる． 

2.3 スポーツスキル学習モデル 

筆者らは，スポーツスキル学習において概念知の習

得が身体知の習得に重要であると考え，概念知の習得

と実践，内省の 3 ステップを通じてスポーツスキルを

獲得するためのスキル学習モデルを作成した．図 1 に，

スポーツスキル学習モデルを示す． 

概念知の「習得」では，概念知の説明や問題での演

習を通じて，ルールや戦術の原則といった概念的な知

識を習得する．概念知の「実践」では，実際に身体を

動かして学習した概念知をもとにプレーを実践するこ

とで，概念知を身体知へと変化させる．概念知の「内 

 

図 1 スポーツスキル学習モデル 
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省・洗練」では，学習した概念知の実践におけるプレ

ー経験を振り返って，実践したプレー（身体知）と概

念知を比較することで，概念知との差異や新たな気づ

きを得て概念知を洗練する．概念的なレベルで行なう

「概念知の習得」および「内省・洗練」と，身体レベ

ルで行なう「実践」とのインタラクションを繰り返す

ことで，概念知の獲得・洗練を促し，身体知の向上を

図ることができる． 

3. 演習問題システム 

3.1 支援の枠組み 

図 1 に示すスポーツスキル学習モデルにおける概念

知の習得に着目し，その習得支援のための問題演習の

枠組みについて提案する． 

まず本研究では概念知の中でも宣言的知識として戦

術的知識とそれに対応した戦術行動を扱う．次に，こ

れらの概念知を習得するために，演習では特定のゲー

ム状況におけるプレイヤーの役割と意図を選択する問

題を与える．また，学習者の戦術的知識に関する習熟

度に合わせ，ゲーム状況と学習すべき戦術の原則の組

み合わせを変更する．こうして問題の難易度を変更す

ることで学習者の概念知の習熟度に応じた適応的な問

題演習を可能にし，チームスポーツの初学者に対する

概念知の段階的な獲得支援の実現を目指す． 

3.2 フラッグフットボールの競技特性 

フラッグフットボールとは，アメリカンフットボー

ルが元になった球技であり，1 チーム 5 人で行なわれ

る．2020 年度より，小学校体育の新学習指導要領(7)に

も掲載されたチームスポーツである． 

フラッグフットボールでは，タックルの代わりに腰

につけたフラッグを取ることで相手の攻撃を止めるこ

とができる．毎プレー直前には攻守に分かれて作戦会

議を行なう時間が与えられる．全ての作戦において各

プレイヤーには戦術に基づいた役割が与えられており，

一つのプレーは攻守を合わせた 10 人のプレイヤーの

役割と意図が集合して成り立っているといえる．  

フラッグフットボールの特徴として，規定の位置に

ボールがセットされた状態（セットプレー）でプレー

が開始するためチームスポーツの中でも攻守が連続し

て切り替わることがなく，一つの短いプレー毎に作戦

を学習することが可能である．こうした特徴から一つ

のプレーにおいて特定のゲーム状況下における各プレ

イヤーの役割にも注目しやすい． 

そのため，本研究では具体的な種目としてフラッグ

フットボールに着目し，中でも広い攻撃空間の活用と

複数のパスターゲットが存在する複雑なパスプレーに

限定し，作戦図や戦術行動を題材として取り上げる． 

3.3 フラッグフットボールにおける概念知 

フラッグフットボールにおける概念知にはルール 

表 1 フラッグフットボールに関する戦術の枠組みと具体的な戦術行動（文献(9)に掲載の表を改変） 

戦術の原則 プレイヤー プレイヤーの意図 具体的な戦術行動・役割 

攻撃空間の 

創出 

ボール 

保持者 

自分自身が走りこむための空間をつくる  フェイント 

自分自身がパスをするための空間をつくる 守備を引きつける 

ボール 

非保持者 

ボール保持者が走りこむための空間をつくる ブロック, おとり 

ボール保持者がパスをするための空間をつくる ブロック, おとり 

自分自身がパスを受け取るための空間をつくる  フェイント 

味方がパスを受け取るための空間をつくる  守備を引きつける 

攻撃空間の 

活用 

ボール 

保持者 

自分自身が空いている空間に走りこむ ボールを持って走る 

空いている空間にいる味方にパスをする ボールを投げる 

ボール 

非保持者 

自分自身がパスを受け取るためにパスが取れる 

空間に走りこむ 

守備のいない空間へ 

移動する 
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や競技行為といった多くの要素が含まれるが，本研究

では戦術行動や役割に関する知識に限定して概念知の

習得を支援する． 

藤本らは個々の戦術的な役割に関する知識の習得に

よって，戦術的な動きや作戦の立案が可能になると考

え，坂田ら(8)による「フラッグフットボールに関する

戦術」を参考に，「フラッグフットボールに関する戦術

の枠組み」を設定した(9)．しかし，先行研究の表では主

語が不足しているために，読み手次第ではプレイヤー

の意図の理解に誤解が生じてしまう可能性があると考

えられる．そのため本研究では，先行研究で作成され

た表を修正し，表 1 のように「フラッグフットボール

に関する戦術の枠組みと具体的な戦術行動」を作成し

た．具体的には，戦術の枠組みと対応する具体的な戦

術行動や役割を補足し，プレイヤーの意図に主語を付

け加えた．さらに空間の活用に対応する「空いている

空間でパスをする」という項目は，実践における守備

側の動きや反応を前提とした役割であるとし，戦術的

意図としては削除した． 

表 1 を用いて次節で述べる概念知習得を支援するた

めの問題の作成，および学習者の解答に対する評価を

行なうことで，フラッグフットボールにおける概念知

習得のための適応的な支援が可能になると考えられる． 

3.4 フラッグフットボールに関する演習問題  

先行研究(1)(2)において，身体知獲得における概念知

の重要性に加え，スポーツの熟達者が概念知と身体知

を両方持ち合わせていることが示唆されている．つま

り戦術的知識と，状況判断能力を持ち合わせている．

このことを踏まえ，本研究では戦術的知識の理解を向

上するための演習問題を作成することにした． 

3.4.1 問題の作成 

まず演習問題では作戦図を与え，学習者はその作戦

図内における各プレイヤーの役割と意図を選択して解

答する．問題解答の前提として作成した，「作戦図の見

方と作戦図を実践するためのゲームルール」を図 2 に

示す．なお，作戦図は小学校におけるフラッグフット

ボール授業の指導に向けて出版された資料を参考に作

成した(10)(11)．また，ゲームルールは日本フラッグフッ

トボール協会の定めた公式規則(12)ではなく，初学者が

学習しやすいようにアウトナンバーのゲーム状況かつ

パスプレーに限定した内容とする．公式規則では攻守

の人数が等しいイーブンナンバーゲームでプレーが行

なわれるが，今回はパスプレーに限定し，ボールを保

持したプレイヤーが走るランプレーは扱わない． 

次に，解答の選択肢は前節で示した「フラッグフッ

トボールに関する戦術と具体的な戦術行動・役割」の

中から，パスプレーに関する記述のみを抜粋した表 2

の「フラッグフットボールに関する攻撃側の戦術の枠

組みと具体的な行動」中に記載のプレイヤーの意図を

用いる．ただしプレイヤー1 人に対して，複数の意図

を持ってプレーすることが考えられるため，解答の選

択択は一つとは限らない．なお，「プレイヤー」の項目

内にある「ボール保持者」とはボールを投げるプレイ

ヤーや，捕球した後に走るプレイヤーを指し，「ボール

非保持者」とは捕球するために守備のいない空間へ走

るプレイヤー，攻撃空間を創るために守備を引きつけ

るプレイヤーのことを指す． 

最後に，演習問題の作成におけるゲーム状況と学習

すべき戦術の原則の組み合わせについて述べる．学習

者の戦術的知識に対する習熟度の違いに合わせて問題

を変更できるよう，図 3 のように 3 種類のゲーム状況

と 3 種類の戦術の原則との組み合わせを変更して出題

する．ここで，組み合わせとしては 3×3 の 9 パターン

が想定されるが，「5 対 4」×「空間の活用」はフィー

ルド上のプレイヤー数が多く最初から活用できる攻撃 

 

図 2 作戦図の見方と作戦図実践におけるルール 
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表 2 フラッグフットボールに関する攻撃側の戦術の枠組みと具体的な戦術行動 

（解答の選択肢に用いるため表 1より抜粋） 

戦術の原則 プレイヤー プレイヤーの意図 具体的な戦術行動・役割 

攻撃空間 

の創出 

ボール 

保持者 
Ⅰ. 自分自身がパスをするための空間をつくる  守備を引きつける 

ボール 

非保持者 

Ⅱ. 自分自身がパスを受け取るための空間をつくる  フェイント 

Ⅲ. 味方がパスを受け取るための空間をつくる 守備を引きつける 

攻撃空間 

の活用 

ボール 

保持者 
Ⅳ. 空いている空間にいる味方にパスをする ボールを投げる 

ボール 

非保持者 

Ⅴ. 自分自身がパスを受け取るためにパスが取れる 

 空間に走りこむ 

守備のいない空間へ 

移動する 

 

図 3 ゲーム状況と学習すべき戦術の原則の組合せ 

空間が非常に狭いためプレー成功の可能性が低いと考

え，この組み合わせの作戦図は除いた．すなわち，全

部で 8 種類の組み合わせが考えられる 

3.4.2 演習問題の組み合わせによる難易度 

図 3 のような問題の組合せによって演習問題を作成

する上で，想定している問題の難易度について述べる． 

まずゲーム状況において，フィールド上の人数が増

えるほど各プレイヤーの動きが複雑化し攻撃空間が限

定されるため，難易度が高いと考えた．次に，学習す

べき戦術の原則に関しては，「空間の活用」，「空間の創

出」，「空間の創出と役割の変更」の順で難易度が上昇

すると考えた．「空間の活用」は最初から空いている空

間に走り込み，パスをキャッチするプレーが想定でき

るため動きが単純になる．「空間の創出」では，攻撃空

間を創りだすために守備を引きつける動きが重要にな

るため，空間の活用よりも動きが複雑になる．「空間の

創出と役割変更」では，守備を引きつけて攻撃空間を

創り出す動きと同時に，攻撃側のプレイヤーが役割を

入れ替える動きが必要になるため，1 人のプレイヤー

に複数の意図を生じる場合が多く，より複雑なプレイ

ヤーの意図の理解が必要になる．このことから 8 種類

の作戦図の組み合わせから難易度を想定すると難易度

順は表 3 のようになる．この難易度表を用いて，学習

者の概念知の習熟度に応じた問題演習を可能とする． 

4. ケーススタディ 

4.1 実験概要 

本研究では，作成した演習問題の難易度が妥当な内

容であるかどうかを検証することを目的としたケース 

表 3 ゲーム状況と学習すべき戦術の原則の組合せと

想定の難易度 

難易度 ゲーム状況 戦術の原則 

1 

3対 2 

空間の活用 

2 空間の創出 

3 空間の創出と役割変更 

4 

4対 3 

空間の活用 

5 空間の創出 

6 空間の創出と役割変更 

7 
5対 4 

空間の創出 

8 空間の創出と役割変更 
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スタディを実施した．本ケーススタディはフラッグフ

ットボールの授業を受講していた理工系大学の学部 1

年生 25名（初学者）を被験者とした． 

まず，被験者にフラッグフットボールの作戦図の見

方と作戦図を実践するためのゲームルール，「フラッグ

フットボールに関する攻撃側の戦術の枠組みと具体的

な行動」を説明した．加えて，表 2 の「プレイヤーの

意図」を選択肢として用い，作戦図内の各プレイヤー

に対し適切だと思う意図番号を解答するよう指示を行

なった．続けて，図 4 に示す作戦図 A〜Hで構成された

演習問題の印象に関する事前アンケートに回答しても

らい，その後作戦図 A〜H に関する全 31 問の演習問題

に解答してもらった．解答時間は最長で 35 分とし，被

験者が解答に要した時間を計測した． 最後に演習問題

の印象に関する事後アンケートに回答してもらった． 

さらにケーススタディの補助的なデータとして，フ

ラッグフットボールまたはアメリカンフットボールの

指導経験者 5 名に，熟達者向けの演習問題の印象に関

するアンケートに回答してもらった． 

なお，表 3 で示した想定の難易度順とケーススタデ

ィで使用した作戦図 A〜Hとの対応を表 4に示す． 

4.2 実験結果 

演習問題の解答結果とアンケート結果から推定した

難易度順の結果を表 5 に示す． 

まず，演習問題の正答は本学のアメリカンフットボ 

 

図 4 ケーススタディで実施した演習問題の作戦図 

表 4 作戦図 A〜Hと表 3に示す難易度順の対応 

難易度 1 2 3 4 5 6 7 8 

作戦図 C E H A F D G B 

ール部においてコーチ経験を有する指導者 A の助言を

元に作成し，その解答を元に採点を行なった． 採点し

た結果から難易度を推定するため，平均正答率の中央

値，平均正答率，作戦図毎の正解人数を求め，それぞ

れ独立で値の大きい順に並べ，想定の難易度と比較し

た．その結果，作戦図毎の正解人数，正答率の中央値，

平均正答率の順で順位相関が高くなった．よってこの

順で各作戦図の値が大きい順番に並び替えた．その結

果，演習問題の結果から推定される難易度は作戦図 A，

F，E，C，G，B，D，H の順になった．演習問題の結果に

よる難易度の順番が表 4 に示す想定の難易度の順番と

一致するかを比較し，Spearman の順位相関分析を行な

った結果，弱い正の相関が認められた（r=0.26）．  

次に，事前・事後アンケートにおいて作戦図の難易

度に対する印象の設問の集計結果から推定される難易

度順の並び替えを行なった．さらに演習問題の結果と

同様，アンケート結果から得られた作戦図の難易度に

対する印象の順番が表 4 に示す想定の難易度と一致す

るかを検討するため Spearman の順位相関分析を行な

った．その結果，事前アンケートから得られた難易度

順は完全に一致しており，事後アンケートから得られ

た順番には強い正の相関が認められた（r=0.98）．  

最後に，事後アンケートで，演習問題の中で特に解

答に時間がかかった作戦図を最大 3 つまで選んで回答

してもらい，その設問の集計結果から推定される難易 

表 5 実験結果から推定した作戦図の難易度順と 

想定の難易度順との順位相関の比較 

難易度 1 2 3 4 5 6 7 8 相関 

演習問題の

結果 
A F E C G B D H 0.26 

事前アンケ

ートの印象 
C E H A F D G B 1.00 

事後アンケ

ートの印象 
C E A H F D G B 0.98 

所要時間に

対する印象 
C 

A，E，H 

(順不同) 
F D B G 0.95 
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度順の並び替えを行なった．さらに事前アンケートの

結果と同様，解答所要時間の長さに対する印象から推

定される難易度の順番が想定の難易度と一致するかを

検討するため Spearman の順位相関分析を行なった．そ

の結果，両者の並びには強い正の相関が認められた

（r=0.98）． 

4.3 考察 

まず，演習問題の解答結果から推定した難易度と，

表 4 の想定の難易度とは差が見られた．その原因とし

て想定の難易度の設定に誤りがあった可能性がある．

想定の難易度の設定では，表 3 のようにゲーム状況，

戦術の原則の優先順位で作戦図を並び替えていた．し

かし，優先順位を逆にした場合の難易度は表 6 のよう

になり，難易度の順番も異なる．ここで，戦術の原則

を優先して並び替えた場合，演習問題の解答結果より

推定される難易度順との相関がどのように変化するか

を検討した．この結果は表 7 に示す通り，表 6 の戦術

の原則を優先した難易度との順位相関係数の方が大き

い値を示した．さらに熟達者のアンケートにおいても，

作戦図の難易度に対する印象の設問の集計結果から推

定される難易度順の並び替えを行ない，表 4 に示す想

定の難易度，表 6 に示す戦術の原則を優先した難易度

との順位相関を求めた．その結果は表 8 に示す通り，

全ての熟達者の解答において戦術の原則を優先した難

易度の方が高い値を示した．このことから，演習問題

の解答における難易度は戦術の原則を優先して並び替 

表 6 戦術の原則を優先して並び替えた場合の難易度 

難易度 戦術の原則 ゲーム状況 

1 
空間の活用 

3対 2 

2 4対 3 

3 

空間の創出 

3対 2 

4 4対 3 

5 5対 4 

6 

空間の創出と役割変更 

3対 2 

7 4対 3 

8 5対 4 

表 7 想定の難易度と戦術の原則を優先した難易度 

との順位相関分析の比較 

 想定の難易度 
戦術の原則を 

優先した難易度 

順位相関係数 0.26 0.74 

表 8 熟達者アンケートの結果と想定の難易度・ 

戦術の原則を優先した難易度との順位相関分析の比較 

被験者 想定の難易度 
戦術の原則を 

優先した難易度 

S1 0.45 0.57 

S2 0.76 0.95 

S3 0.91 0.95 

S4 0.10 0.45 

えた表 7 に従うことが考えられる． 

一方で初学者向けのアンケート結果から推定される

難易度順と表 4 の想定の難易度との間には非常に強い

相関が見られた．想定の難易度はゲーム状況を優先し

て並び替えたものであることから，問題を解答する前

の見た目の難易度や，実際に問題に解答した際の難し

さに対する印象はゲーム状況の複雑さに従うことが考

えられる．  

以上の結果より見た目の難易度は表 3 に示すゲーム

状況を優先して並べた難易度順に従うが，演習問題の

解答における難易度は表 7 に示す戦術の原則を優先し

て並べた難易度を用いて戦術的知識を段階的に獲得し

ていく支援が妥当であることが示唆された． 

最後に事後アンケートについて述べる．事後アンケ

ートでは演習問題の概念的なプレー理解に対する有効

性と，実践における有効性に対する心象をそれぞれ 5

件法による主観評価と自由記述によって評価した．結

果は表 9 に示す通り，どちらの設問も平均値は高い値

を示した．問 6 は作戦図上の理解に対する演習問題の

有用性を問う設問であったが，「自分だけでなく味方の

役割や動きを論理的に把握できる」，「新しい作戦の発

想につながる」という記述が見られた．問 7 はプレー

の実践に対する演習問題の有用性を問う設問であった 
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表 9 事後アンケートの結果 

設問 アンケート内容 平均 標準偏差 

Q6 

演習問題を実施することは作戦

図上でプレーを理解するのに 

役立つと思いますか． 

4.2 0.63 

Q7 

演習問題を実施することは実際

にプレーをする上で役立つと 

思いますか． 

3.9 0.95 

が，問 6 と比較すると比較的低い値を示した．問 7 の

回答に対する理由を記述してもらったところ「実際動

いてプレーしてみるのでは雲泥の差がある」，「動きを

覚えるだけでは，守備の動きに合わせることが難しい」

という内容の記述があった． 

以上の結果から，問題演習による作戦図におけるプ

レイヤーの動きや意図といった戦術的知識の理解促進

や，実践における各プレイヤーの役割の把握や作戦の

改善などに一定の効果は期待できる可能性が示唆され

たが，実践におけるスキルの向上までは十分に期待で

きないと考えられる．これにより，問題演習で得られ

た概念知を身体知へと変化させ，実践のスキル向上を

目的とする新たな支援の枠組みの必要性が見出された． 

5. おわりに 

本研究では，概念知習得の重要性に着目し，概念知

の「習得」，「実践」，「内省・洗練」の 3 つのプロセス

からなるスポーツスキル学習モデルを提案した．さら

にフラッグフットボールにおける戦術的知識を題材と

した問題を作成し，概念知に対する段階的な概念知習

得を支援する問題演習を提案した．ケーススタディよ

り，作成した演習問題の結果から得られた難易度順は

想定していた難易度順と整合しなかったが，新たに戦

術の原則を優先した難易度順を用いた問題構成が妥当

であることが見出された． 

今後の課題は，新たに見出された難易度順で構成さ

れた演習問題の作成と，その演習問題を用いた妥当性

を検証するための評価実験を実施することが挙げられ

る． 
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手本動作とのずれを触覚フィードバックで提示する 

左右反転動作の学習支援環境 

和歌山大学大学院 システム工学研究科 

森 大樹,曽我 真人 

Presenting the gap between the model action 

and the action with tactile feedback 

Learning Support Environment for Left-Right Reversal Motion  

Wakayama University Graduate School 

Taiki Mori, Masato Soga 

There are several situations where you need to learn the same movements on your non-dominant 

hand that you have already mastered on your dominant hand, such as batting and pitching in 

baseball or dancing. At present, however, the only way to practice these movements individually is 

to look in a mirror or to take a picture of the movement from behind and check the difference between 

the left and right sides while watching the video. In this study, we propose and construct a system 

that can be used in such situations to present left-right reversal movements from a first-person 

perspective using an HMD. 

キーワード：拡張現実感，モーションキャプチャー，学習支援，ヘッドマウントディスプレイ，左右差 

1. はじめに 

1.1 研究の背景 

野球の投球やサッカーのシュート，ダンス等利き手

側，片側ですでに習得済みの動作を，非利き手側，反

対側でも習得することによってメリットがある動作が

いくつかある．しかし，既に片側で習得済みの動作を

反対側でも習得するためにコーチの指導を仰ぐのは金

銭的にコストがかかる．また，コーチと自身の体格差

により，コーチの模倣ではうまくいかない場合もある．

自身の動作を毎回撮影して左右差を比較する場合，時

間的にコストがかかるという問題点が挙げられる． 

1.2 研究の目的 

本研究ではビデオシースルーHMD，とそのコント

ローラを用いて，自身の利き側の手本動作を左右反転

した動作を PC 上で生成し，それを 1 人称視点で，学

習者が装着する HMD に AR で提示し，学習者が，非

利き側の体で重ねるように追従する手法を提案する。

さらに，試作システムを構築し，そのシステムの有用

性を検証する． 

1.3 Kinect を用いたシステムの課題 

先に記述したものと同様の研究背景，研究目的によ

りビデオシースルーHMD とモーションキャプチャシス

テムとして Kinect v2 を用いたシステムを構築し，シ

ステム評価実験を行った．その際の実験結果が以下の

通りである． 

モーションデータの相違度の比較 

 

表 1 各群の学習効果の値の平均値，中央値 

 平均値 中央値 

実験群 1.08 0.85 

統制群 0.87 0.77 

※(学習効果の値)=(事前テストの相違度)/(事後テス

トの相違度) 

JSiSE Research Report 
vol.36,no.6(2022-3)
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学習効果の度合いの値に対して検定をかけた結果，有

意差は認められなかった． 

 

表 2 5 段階評価アンケート結果 

 平均値 中央値 

対象動作（投球動作）は適切か？ 3.9 4 

対象動作への理解は深まるか？ 4.3 4 

1 人称視点は役立つか？ 4.3 4 

 

5 段階評価に関しては全体的に高めの評価を得たが,

「投球動作は適切か？（本システムに適した動作か？）」

の項目が比較的低い値となった．これは用いたモーシ

ョンキャプチャシステムの１方向からの深度情報から

骨格を推定するという特性から,モーションキャプチ

ャシステムから見て影になってしまった部分の動作が

うまく測れなかった事が原因なのではないかと考えら

れる．またアンケートの自由記述では「「どれくらい正

確に軌跡をなぞれているのか」「学習者自身の動作がど

れくらいの相違度なのか」を視覚的に，リアルタイム

で知りたい」といった意見を多く得た． 

1.4 改善案 

上記の実験結果と考察の結果本システムにはモーシ

ョンキャプチャシステムの変更とア ンケートの自由

記述等で得られた学習者に提示する情報の改良が必要

なのではないかと結 論付け．変更先のモーションキャ

プチャシステムを適切に決定するためモーションキャ

プ チャシステムの比較を行った．その結果を以下の表

に示す． 

 

表 3 モーションキャプチャシステムの比較 

 Kinect 
V2 

Perception 
Neuron 

VIVE トラ
ッカー 

OptiTrack 

キャプチ
ャ方式 

TOF 方
式 

慣性センサ
式 

Lighthouse 光学式 

トラッカ
ー 

20 個 （約）30 個 2 個 可変 

コントロ
ーラ 

無し 無し 有り 無し 

フィード
バック 

視覚 視覚 視覚＋触覚 視覚 

キャプチ
ャできる
範囲の制
限 

Kinect 
v2 の 1
方向か
らのセ
ンサか
ら見え
る範囲
内 

無制限（コ
ードが届く
範囲内） 

ベースステ
ーションで
囲われた範
囲内 

複数台の設
置されたカ
メラの範囲
内 

キャリブ
レーショ
ンの頻度 

小 多 無 少 

 

この表から Kinect v2 は他のキャプチャシステム

に比べキャプチャできる範囲が制限される一方でキャ

リブレーションの必要性が少なく，手軽に多くの点の

トラッキングを行えることがメリットであると考えら

れる． 一方で PerceptionNeuron はキャプチャでき

る範囲の制限が少ない一方で環境側からの キャプチ

ャが行われないためセンサの誤差が蓄積し，他のシス

テムに比べ頻繁にキャリブ レーションが必要である

事がデメリットであると考えられる． VIVE コント

ローラはベースステーションで囲われた範囲内であれ

ば自由に動き回れる 一方でコントローラやトラッカ

ーを身に着ける必要があるというデメリットがあると

考え られる． OptiTrack はキャプチャできる範囲

の制限がなくセンサの誤差が蓄積することがない一 

7 方で複数台のカメラが設置されている環境が必要

であるというデメリットがあると考えら れる． これ

らのモーションキャプチャシステムの中で Kinect v2 

と違いキャプチャできる範囲 の制限が少ない 3 つの

モーションキャプチャシステムのうち本研究室で利用

可能であった IMU（加速度センサ，ジャイロセンサ

を搭載している装置）を内蔵した PerceptionNeuron 

と VIVE コントローラをそれぞれ用いてシステムの

再構築を行うこととした． 

2. PerceptionNeuron を用いたシステム 

2.1 システム概要 

2.1.1 モーションデータ記録機能 

 本機能は主に学習者による手本動作の記録のために

使用する．システム起動後「R キー」を押したタイミ

ングからモーションデータの記録を行い，「X キー」を

押したタイミングでファイルを書き出して記録を終了

する． 

2.1.2 モーションデータ表示機能 

 モーションデータ記録機能（2.1.1 参照）にて記録し

た手本動作のモーションデータを左右反転させ，指定

した関節の軌跡を表示する．学習者は主に本機能を用

いて軌跡を自身の指定した関節でなぞるようにして動

作の学習を行う．本機能は以下の 3 つの機能によって

構成されている． 
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2.1.2.1 軌跡表示機能 

3.1.1 で記録した関節(全身記録した場合 17 点)の中

から学習者に提示する情報過多を防ぐため指定した関

節（手先，足先等）の軌跡を表示する（下図 1 緑色の

線）．学習者はこの軌跡をなぞるようにして動作の学習

を行う． 

2.1.2.2 軌跡との距離表示機能 

指定した関節（手先，足先等）の軌跡と現在指定し

た関節がある箇所との最短距離を線で結び（下図 1 黄

色の線），その距離を表示する（下図 1 緑色の数字）機

能である． 

学習者はこの数値を見ることによって自身の関節が手

本と比べてどれくらい離れているかを把握することが

できる． 

 

 

図 1 軌跡表示機能 

 

2.1.2.3 軌道と離れている部位を表示する機能 

 軌跡を表示すると指定した関節のうち，現在の関節

との位置の差が大きい部位があると．前方の人型オブ

ジェクトの部位の色を変えることによって表示する．

これによって学習者は自分が練習している部位の中で

どの部位が一番手本動作からずれているかを知ること

ができる． 

 

 

図 2  軌道と離れている部位を表示する機能 

 

2.1.3 モーションデータ 

本システムではモーションデータは Unity エディタ

上で扱え，必要に応じてアニメーションファイルに変

換できる．asset 形式で保存している． 

2.2 本システムの問題点 

本システムを使用している際，長時間使用すれば使

用するほどキャリブレーションし直さない限りモーシ

ョンデータがずれてしまうという問題が発生し，正確

なモーションデータの記録や軌跡との距離の計測が困

難であることが判明した．何度もキャリブレーション

しながら評価実験を行おうにも比較に使えるような正

確なモーションデータの記録が行えないだろうという

結論に至り評価実験を行わずにシステムの構築を終了

した． 

3. VIVE コントローラを用いたシステム 

本章では VIVE コントローラを用いたシステムに実装

されている機能，各機能の使用手順等について示す． 

3.1 システム概要 

3.1.1 モーションデータ記録機能 

 本機能は主に学習者による手本動作の記録の為に使

用する．システム起動前にあらかじめ記録秒数，保存

ファイル名を入力する必要がある．システム起動後，

学習者にはシステム音声によってなされるカウントダ

ウンの後，手本動作を 1 度だけ行ってもらう．動作後

には不要なデータの記録を避けるため，あらかじめ設

定した秒数が経つまで可能な限り静止した状態で待機

してもらう必要がある．本機能は以下の 3 つの機能に

よって構成されている． 

3.1.1.1 モーションデータ記録機能 

学習者に動作を記録する箇所にコントローラを付け

てもらったのちにカウントダウンを行い．カウントダ

ウン最後の記録開始音が鳴らすと同時にモーションデ

ータの記録を開始する．指定された秒数分の記録が終

了すると使用者に記録の終了を伝えるためにシステム

を終了させる．モーションデータの保存形式について

は「3.2 モーションデータ」に記述したものと同様であ

る． 

3.1.1.2 ビデオシースルー機能 

HMD の外面に配置されている左右 2 つのカメラの

映像を 2 つのディスプレイ上に表示することでビデオ
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シースルーを実現している．本機能は本システム起動

中常に使用され続けている． 

 

 

図 3 ビデオシースルー機能で HMD の各ディスプレイ

が表示する映像 

 

3.1.2 モーションデータ表示機能 

モーションデータ記録機能（3.1.1 参照）にて記録し

た手本動作のモーションデータを左右反転させ，記録

した関節の軌跡を表示する．学習者は主に本機能を用

いて軌跡を自身のコントローラを装着した部位でなぞ

るようにして動作の学習を行う．本機能は以下の 3 つ

の機能によって構成されている． 

3.1.2.1 軌跡表示機能 

記録した関節（手先，足先等）の軌跡を表示する（図

4 緑色の線）．学習者はこの軌跡をなぞるようにして動

作の学習を行う．学習者の 1 人称視点では見えない箇

所でも軌跡をなぞれているかを確認できるようにする

ため，学習者の関節が軌跡に触れることによってコン

トローラが振動するようになっている． 

 

 

図 4 軌跡表示機能 

 

3.1.2.2 背後から見た自身のモーション表示 

上記の軌跡表示機能と同様にして記録したモーショ

ンデータの軌跡（図 5 緑色の線）とコントローラの

位置（図 5 白色の点）を学習者の前方の位置に表示

する．本機能は 1 人称視点では確認できない背後か

ら見た自身の動作の確認のために使用する 

 

図 5 背後から見た自身のモーション表示 

3.2 システム全体のフロー 

本項では説明を簡略化するため，手本動作を撮影し

た側利き手側，本システムを用いて練習する側を非利

き手側と記述する． 

 本システムを用いた動作の学習方法は大きく分けて

2 つある．「非利き手側動作の学習」と「フィードバッ

クによる学習」である．本項ではそれぞれの学習を行

うための全項で説明した各機能の使用手順について説

明する． 

3.2.1 非利き手側動作の学習 

 本システムを用いた 2 つの学習方法のうちメインと

なる学習方法である． 

システムの体験を終えた後，手本動作を記録，その後

記録したモーションデータから生成した指定した部位

の軌跡を左右反転させて表示し，学習者に軌跡をなぞ

ることで動作の習得を目指してもらう学習方法である．  

3.2.2 フィードバックによる学習 

 本学習方法は上記の非利き手側動作の学習を行った

後，または行っている最中に行う学習方法である．非

利き手側での動作の学習を行っている最中にモーショ

ンデータの記録を行い，その後，記録したモーション

データから生成した指定した部位の軌跡を左右反転さ

せて利き手側に表示する．それによって学習者に利き

手側で利き手側と非利き手側との動作の差異を感じて

もらい学習効果を得ることを目的とした学習方法であ

る．  

3.3 モーションデータ 

モーションデータは SteamVR のルームスケールを

基準とした各関節の座標を羅列したものを csv 形式で

保存する． 
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4. 実験と評価 

4.1 実験目的 

本システムを使用し左右反転動作を学習した場合と

使用せずに学習を行った場合を比較し本システムの有

用性を検証する． 

4.2 実験概要 

本研究では本システムの有用性を検証するために 2

種類の実験を行った． 

1 つ目は手本動作とのモーションデータの相違度を

測る実験である．被験者を，本システムを用いて動作

の学習を行う実験群と，本システムを用いずに鏡をみ

て動作の学習を行う統制群に分け，それぞれに学習前

に行う事前テストと学習後に行う事後テストを行い，

事前テストと事後テストで得られたモーションデータ

と手本動作のモーションデータとの相違度の変化を実

験群と統制群で比較した． 

 2 つ目はアンケート調査である．被験者全員に本シ

ステムを用いた学習方法と本システムを用いない学習

方法を体験してもらい，本システムについてのアンケ

ート調査を行った． 

4.2.1 被験者 

対象は右利きの大学生 12 人を実験群 6 人と統制群

6 人に分けて検証する．また，モーションデータの相

違度を測る実験を行った後に体験してもらっていない

方の学習方法も試してもらい，被験者全員に対してア

ンケート調査も同時に行った． 

4.2.2 実験に用いる動作 

本実験では右手での投球動作を手本動作とし，左手

で手本動作を左右反転した動作を再現することを目標

とし被験者の学習内容とした． 

4.2.3 実験手順 

  実験は以下に示す図 6 の手順で行った 

 

図 6 実験群，統制群の実験手順 

4.2.4 評価方法 

4.2.4.1 モーションデータの相違度の比較 

手本動作のモーションデータとテストで記録したモ

ーションデータの手先の座標同士の距離をフレーム毎

に計算し，対象となるすべてのフレーム毎の距離の平

均値をモーションデータ同士の相違度とする．ただし，

モーションデータ同士の投球開始のタイミング，投球

動作の速度のずれによる大幅な距離の累積を防ぐため

以下の 2 つの対策を行った． 

1 つ目はテストで記録したモーションデータの全フ

レームのうち手先が最も高い位置にあるフレームから

0.5 秒間を相違度の計算対象とした．これにより投球

動作開始前，開始後のモーションデータを計算対象外

としている． 

2 つ目はテストで記録したモーションデータのフレ

ーム毎の各座標に最も近い座標を手本動作のモーショ

ンデータの中から検索し，最短距離を座標同士の距離

とした．これにより，本実験では対象としていない投

球動作のタイミングと速度を，相違度の計算対象外と

した． 

本研究では事前テスト，事後テストの記録をそれぞ

れ 3 回ずつ行い被験者毎に手本動作と事前テスト，手

本動作と事後テストの相違度を算出し，3 回のうち最

も相違度の高い値をそれぞれのテストの結果とした． 

4.2.4.2 アンケート評価 

以下の 5 段階評価，記述の内容をもってアンケート

の評価とした 

表 4 5 段階評価 

対象動作は適切であると思いますか？ 

システムによって対象動作への理解を

深めることができると思いますか？ 

本人視点から見た手本動作提示はスキ

ル学習に役立つと思いますか？ 

表 5 自由記述 

今回の対象動作以外に本システムを利

用してみたい対象動作は何ですか？ 

実装した機能のうちスキル学習の助け

になると思う機能はなんですか？ 

実装した機能以外に欲しい機能はあり

ますか？ 
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4.3 実験結果と考察 

4.3.1 モーションデータの相違度の比較 

 

表 6 各群の学習効果の値の平均値，中央値 

 平均値 中央値 

実験群 0.75 0.81 

統制群 1.10 1.15 

※(学習効果の値)=(事前テストの相違度)/(事後テス

トの相違度) 

 

事前テストと手本動作の相違度，事後テストと手本

動作の相違度を比較して算出した実験群 6 名と統制群

6 名の学習効果の度合いの値に対してウィルコクソン

の順位和検定をかけた結果「有意水準 5％で平均値に

差がある」という結果となった．又，先行研究(卒業論

文)の際に構築したKinect v2を用いた左右反転動作の

スキル学習支援システムは「システムを用いることに

よって相違度が向上することはないが相違度の低下を

抑えることができる」といった結果となっていたのに

対して本システムでは実験群の被験者 6 人のうち 4 人

が学習効果の度合いが 1 以上という結果となった．そ

れにより HMD 付属の VIVE コントローラを用いた本

システムは，指定した関節の動作を左右反転させて習

得する際に右の動作と左の動作の相違度を向上させる

のに有用であると言えるのではないかと考えられる． 

4.3.2 アンケート結果 

 

表 7 5 段階評価アンケート結果 

 平均値 中央値 

対象動作（投球動作）は適切か？ 4.2 4 

対象動作への理解は深まるか？ 4.3 4 

1 人称視点は役立つか？ 4.7 5 

 

5 段階評価に関しては全体的に高めの評価を得た．

Kinect v2 を用いたシステムで評価を得た際には平均

値が上から順に 3.9,4.3,4.3 であったのに対し VIVE コ

ントローラを用いた本システムでは平均値が上から順

に 4.2,4.3,4.7 という結果となり，特に前回のシステム

では比較的低い値であった 1 つ目の「対象動作（投球

動作）は適切か？」という項目の値が向上するという

結果となった．その為，1.3.3 でも述べた Kinect v2 で

構築したシステムの改善案として VIVE コントローラ

を用いたのは適切であったのではないかと考えられる． 

記述式のアンケートのうちスキル学習の助けになっ

た機能の項目では「軌跡に触れると振動する機能」が

役に立ったとの意見を多く得た．その理由として「練

習をする際に軌跡を見続ける必要がなくなる為」，「触

覚的なフィードバックがある事によって体で覚えてい

るという感覚になる為」といったような意見を得た．

そのためスキル動作学習を支援するシステムにおいて

は軌跡などの視覚的なフィードバックよりも振動など

の触覚的なフィードバックの方が適しているのではな

いかと考えられる． 

一方，本システムでほしい機能としてやはり手先だ

けではなく他の関節の位置やタイミング，モーション

全体の相違度等，ユーザに提示する機能をもっと増や

してほしいという意見も多く得た． 

また，「AR 上に表示されている軌跡の奥行きが分か

りづらい」という意見を得た．その原因として，軌跡

等の仮想の 3D 空間上の仮想オブジェクトを AR 表示

する際，必ず仮想オブジェクトが現実の映像よりも前

に表示されてしまうために，現在自分の手が軌跡より

も奥にあるのか手前にあるのかが分かりづらいといっ

たような事があるのではないかと考えられる． 

また，「VIVE コントローラのみで動作の記録や，表

示の操作を行いたい」といった意見も得た．これは本

システムを利用する際の動作の記録，表示等の操作を

キーボードや，マウス，卓上ディスプレイを用いて行

うようにしていたために，HMD を被っている学習者

一人で学習を行おうとすると操作が困難となってしま

うことが原因であると考えられる． 

5. まとめ 

 本研究ではモーションキャプチャシステムとビデ

オシースルーHMD を用いて，自身の左右反転動作を

手本動作としたスキル学習支援システムの構築とシス

テムの有用性を検証する実験を行った． 

 先行研究（参考文献(6)）の結果から使用するモー

ションキャプチャシステムは 1 方向のみの光学式のセ

ンサを用いたものではなく，キャプチャできる範囲の

制限が少ないモーションキャプチャシステムを用いる

必要があるとわかったため，IMU を内蔵したモーショ

ンキャプチャシステムである PerceptionNeuron と
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HMD に付属しているコントローラを用いたシステム

を構築した． 

 しかし，PerceptionNeuron を用いたシステムは

誤差の蓄積により正確なモーションデータの記録がで

きないであろうという理由で評価実験は行わず，

HMD に付属しているコントローラを用いたシステム

のみ評価実験を行った 

実験の結果，本システムを用いなかった場合ほぼ指

定した関節の左右の動作の相違度の向上が見られなか

ったのに対し，本システムを用いることによって相違

度が向上することが示された． 

また，被験者からのアンケート結果では先行研究の

システムで評価が低かった「投球動作は本システムに

適切か」の項目の値が向上し，選びなおしたモーショ

ンキャプチャシステムは適切であったことが示された．

また触覚的なフィードバックがスキル学習において有

用であることが示された．一方，「表示できる関節が少

ない」「UI をコントローラのみで完結してほしい」「も

っと表示する情報を増やしてほしい」「AR 空間上の距

離感覚が掴みづらい」といった問題点も指摘された． 

今後は，触覚的なフィードバックを行えるトラッカ

ーを追加し，段階的に表示する情報を調整できる機能，

HMD を被っている学習者のみですべての操作が行え

る機能，より AR 空間上の距離感覚を掴みやすくする

ための機能等を追加することによってより効率的な左

右反転のスキル学習を行えるシステムを構築できるの

ではないかと考えている． 
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意思決定における自己の探索空間と 

評価の認知の支援システムの開発と評価 

荻田 将徳*1, 前田 新太郎*2, 東本 崇仁*1 

*1東京工芸大学, *2東京工芸大学大学院 
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Cognition of One's Own Search Space and Evaluation in 

Decision Making 

Masataka Ogita*1, Shintaro Maeda*2, Takahito Tomoto*1 

*1 Tokyo Polytechnic University, *2 Graduate School of Tokyo Polytechnic University 

我々は人生の多くの場面で意思決定を要求される．しかし，多くの場合は何度も逡巡し，一度決断した

としてもこの決定でよいのか不安になる．自身の意思決定が適切に行えないことや，自信を持てないこ

とは，自身がどのように評価し，意思決定を行ったかを自覚的でないことが原因だと本研究では考える．

また，自身の探索空間においてどのような軸が存在し，その軸がどのような重みをもっているかを振り

返っておらず，軸に基づいた評価をどのように行っているかが無自覚であることも原因であるといえる．

そこで本研究では人生において重要な就職活動を題材に，意思決定における自己の探索空間における軸

の存在や重みを認知させ，その軸に基づいた評価を認知させるシステムの開発と評価を行った．評価実

験では，就職活動を終えた 4年生と就職活動中の 3年生にシステム利用させ，アンケートを行った結果，

本システムが意思決定に有効であることが示唆された． 

キーワード: 意思決定，就職活動，探索空間，軸，振り返り，評価 

1. はじめに 

普段生活している中で「意思決定」は数多く行われ

ている．しかし，自身の意思決定を円滑に行え，自信

を持てることは多くはない．例えば，就職活動におけ

る意思決定では，「自身が就職したい企業はここなのだ

ろうか，こちらの企業の方がやりがいはありそうだが，

別の企業の方が待遇は良い」など，逡巡し，意思決定

を行えないことが多い．仮に意思決定を行えたとして

も，「でも本当にこの決定でよいのだろうか」と自信を

持てないことも多い．意思決定を適切に行えたと感じ

させるためには，複数の選択肢に対して，同じ軸で一

貫した評価を行うことが重要である． 

そこで本研究では就職活動における意思決定を題材

に，自らの評価軸の認識と，評価軸の重みを認識し，

取りうる選択肢に対して一貫した評価を行えるように

支援するシステムを開発する．具体的には，自身が意

思決定において探索する際の探索空間がどのような軸

で構成されているかを選択させ，各軸の重みを記述さ

せる．その後，その軸の重みに基づいて各選択肢のス

コアを付けさせ，最終的な意思決定を行わせる．同時

に提案システムも学習者が入力した軸の重みや各軸の

評価に基づいて意思決定を行い，結果を表示する．学

習者は自身の意思決定による結果と，システムが行っ

た意思決定を比較し，自身の軸やその重み，採点の適

切性を振り返り，自らの探索空間と評価の仕方につい

て内省することになる．これにより自身の意思決定の

方法を洗練し，その妥当性を認識することを期待する． 
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2. 関連研究 

本研究では，意思決定における軸の認識と軸の重み

付け，および軸に基づいた評価を学習者に行わせるこ

とで，複数の対象を順位づけるという意思決定を取り

あつかう．学習者が順位付けを行った後に，システム

は学習者の軸，軸の重要度，軸ごとの評価に基づいて

自動で順位を生成し，学習者に提示する．学習者はシ

ステムの提示した順位と自身の順位を比較し，自身の

軸，軸の重要度，軸に基づいた評価を振り返ることに

なる． 

藤井は，ある話題における賛否の立場を決定するこ

とを支援する主観情報の集約・可視化システムを開発

している(1)．藤井は，ある話題において賛否両論が対

立するのは「論点」が存在するためであるとしており，

その例として「情報公開の促進」や「利益追求」など

をあげている．これは本研究でいう，ある評価（参考

研究では賛否）を決定するための評価軸であるといえ

る．藤井の研究では，Webなどからえた主観情報を元

に論点に基づいて賛否両論を可視化するシステムを開

発している．しかし，このシステムでは，賛否しかあ

つかえず，複数の選択肢の中でより良いものを選ぶ意

思決定（たとえば就活や大学選びなど）では活用でき

ない．さらに，自身の軸については表現することはな

く，他者から収集した軸を用いるため，自らの軸の洗

練にはつながらないと思われる． 

加藤らは，合意形成プロセスを重視したグループに

おける意思決定支援システムを開発している(2)．加藤

らの研究では，グループを構成する意思決定者の価値

観に基づく視点・評価基準を共有し，グループにおけ

るコンフリクトを解消する．ここでの「視点」や「評

価基準」は本研究における「軸」と同一である．しか

し，加藤らのシステムは合意形成に特化しており，個々

の学習者の「軸」の修正は，グループの中での合意形

成のために行われる．したがって，自身の意思決定と

軸の関係性を認識させ，個人の意思決定能力を向上さ

せる役割はないといえる． 

意思決定能力の育成を指向した研究として浅田ら(3)

の研究をあげることができる．浅田らは，技術に関わ

る意思決定能力を育成する指導方法の開発を行った．

浅田らは，「情報の信頼性」や「情報収集の早さ」など

を評価の視点と呼んでいる．これは本研究における

「軸」と同一である．浅田らの指導方法では，視点（軸）

に基づいた意思決定を行わせ，意見交換を行い，視点

を見直すことを学習者に要求する．そのため，視点（軸）

の洗練と，軸に基づいた評価の洗練が行うことが期待

される．しかし，あくまでも指導法の開発であり，そ

の効果は教授者やともに参加した意見交換を行う他者

に依存すると考えられる．また，システムではないた

め，教師や他の学習者がいなければ学習を行うことが

できない． 

以上のように，意思決定においては軸や軸に基づい

た評価が重要であるとされながらも，自らの軸を洗練

し，軸に基づいた評価を洗練する意思決定能力の育成

支援システムは開発されてこなかったといえる． 

3. 意思決定における探索空間 

意思決定を行う際には探索空間が存在し，探索空間

の中には複数の軸が存在する．就職活動を例にすると，

志望する企業を決めるという意思決定において，「年収

が良い，年間企業が多い，社内環境が良い，社会に貢

献したい，多様性がある環境で働きたい」などの複数

の就職活動の軸が探索空間に存在する．意思決定を行

う際，この探索空間に存在する軸から自身の考える就

職活動に必要な軸を絞り込み，絞り込んだ軸に対して

重要度を設定し，意思決定を行う候補となる各企業に

対して，自身が選択した軸ごとにどれだけのスコアと

評価できるかを検討する必要がある．この活動の中で

「探索空間を規定するための軸が設定できない」「設定

した軸の重要度が評価できない」「企業ごとに評価する

軸や重要度が一貫していない」「各企業を軸に対して評

価していない」，などの場合，適切な意思決定を行うこ

とはできず，行き詰まりや後悔が生じると考えられる． 

そこで，本研究では自己の探索空間と評価の認知の

支援システムの開発と評価を行った． 

4. 提案手法 

本研究における意思決定を行う題材に，“就職活動”

を採用した．本研究では，就職活動における企業選び

の意思決定における自己の探索空間と評価の認知を支

援する． 
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自身が何かを検討する際には適切な探索空間の規定

が重要となる．探索空間は多次元の軸により構成され

ているため，適切な意思決定を行うためには，自身が

対象を探索する際に要する軸について自覚することが

最も重要である． 

そこで，本研究では“軸”について重視している．

この軸は，企業を選ぶ際の検討材料となる条件ともい

える．この軸の事例としては「給料」や「福利厚生」，

「やりがい」などが存在する．ただし，意思決定を行

う際には人によって必要とする軸は異なる．「やりが

い」を全く求めない人もいれば，「給料」はどうでもよ

いという人もいる．その際は，軸の取捨選択を行うこ

ととなる．そこで，本研究では最初に軸の取捨選択を

学習者に行わせる． 

次に，選択した軸の重要度の設定を学習者に行わせ

る．これは検討材料として残した軸の中でも，重要度

が異なると考えられるためである．例えば，「やりがい」

を重視するが，「給料」も少しは大切であるというケー

スも存在する．このような場合は，やりがいに高い重

み（重要度）を付け，給料に低い重み（重要度）を付

けることとなる． 

その後に，選択肢となる企業を列挙してもらい，各

企業を各軸ごとに採点する．たとえば，A 企業のやり

がいは 8点，B企業のやりがいは 5点などである．す

べての企業に対して，すべての軸で評価を行う． 

最後に，学習者は自身の希望する企業について順位

付けを行う．本来は，各企業ごとに一長一短であり，

良い点と悪い点が存在するはずである．したがって，

1次元の「希望順位」に落とし込むのは簡単ではない．

しかし，結果的に自身が意思決定を行う際はこの 1次

元の軸に落とし込む必要があるため，その作業を学習

者に要求する． 

学習者が意思決定を行った際は，システムは学習者

が入力した軸の重要度と，軸ごとの企業のスコアに応

じて，自動で順位付けを行う．この順位は，線形の重

回帰式を規定しており，企業の総合評価 = Σ(軸 iの重

要度×軸 iにおける企業の評価)で求めた結果をランキ

ングして表示する． 

システムでは，学習者の入力した希望順位と，シス

テムが出力した希望順位と差がある場合，検討しきれ

ていない軸の存在や，軸の重要度および各企業の軸ご

との評点に問題がないかについて，振り返ることを学

習者に要求する．以上により，学習者は自身の軸につ

いての存在を認識し，一貫した自身の評価方法につい

て洗練することができると期待する． 

 

5. 提案システム 

本研究では提案手法に基づいて，意思決定における

学習者の探索空間の認識と評価を支援するシステムの

開発を行った．開発したシステムを図 1-6 に示す．学

習者はシステムを利用する際には，軸の選択→軸の詳

細→軸の重要度→軸ごとの採点→企業の順位づけ→順

位の比較，の順番に行う．また，軸の振り返りや修正

を行う場合は，右の欄から移行したいボタンをクリッ

クすることで選択した場面へ移行する． 

5.1 軸の選択 

はじめに学習者は，就職活動において自身が重要だ

と考える軸の選択を行う（図 1）．この際，学習者が任

意で軸の追加をすることが可能である．この軸の選択

によって，自身に内在する軸の発見につながる．また，

学習者が軸を選択した際に，図 1システム画面の上部

「裁量権のある仕事をしたい等の選択はどうでしょう

か？」というように，システム側から学習者に対して

別の軸の提案を行う．また，提案された軸やほかの軸

を選んだ際には再度別の軸が提案される．学習者がこ

の活動を行うことで，自身の思考外にあった軸の発見

を期待でき，軸の選択漏れを防ぐことにつながる． 

 

図 1 軸の提案 

5.2 軸の詳細 

次に，軸の選択にて学習者があげた軸の詳細を入力
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してもらう（図 2）．学習者に軸の詳細を入力させる

ことで，軸の理解を深めることにつながる．例として

図 2のように「自身の長所を生かし，即戦力になり

たい」という軸を選択した際には，システムから「ど

のような部分を自身の長所と考えますか？」というよ

うに，学習者に質問を行い入力させることで，自身の

選択した軸を詳細化させる． 

 

図 2 軸の詳細 

5.3 軸の重要度 

次に，学習者が軸の選択で選んだ軸に対して，どの

ぐらい重きを置いているかを入力させる（図 3）．重

要度は 1～10の値で入力を行わせ，入力を行う際に

は参考として，前述した軸の詳細にて学習者が入力し

た詳細な内容を一緒に提示する． 

 

図 3 軸の重要度 

5.4 軸ごとの採点 

次に，学習者の志望する複数の企業に対して，軸ご

とのスコアを入力させる（図 4）．スコアは学習者の考

える企業において軸がどれほど適っているかをあらわ

しており，システム内では 1〜10の値で入力を行わせ

る．例として，「年収」という軸において，企業 Aは 5

点，企業 B は 8 点，「年間休暇」という軸において，

企業 A は 9 点，企業 B は 3 点のように企業に対して

それぞれの軸の評価を入力させる． 

 

図 4 軸ごとの採点 

5.5 企業の順位付け 

次に，学習者が考える企業の順位づけを行わせる（図

5）．この際には，学習者はこれまでに記述した内容に

基づいた順位作成を行うこともあれば，自身を十分に

認知できていない状態で順位作成を行うこともある．

学習者に順位づけを行わせる一方で，システムでもこ

れまでに学習者が入力を行ってきた軸の重要度とスコ

アを基に順位の作成を行う． 

 

図 5 企業の順位付け 

5.6 システム順位との比較 

最後に，学習者の作成した順位とシステムで作成し

た順位を学習者に比較させる（図 6）．比較を行う際，

学習者の作成した順位とシステムが作成した順位を表

示し，それに加えてシステムでの順位作成方法として，

「軸の重要度」と「軸ごとの採点」を用いた評価方法

の計算式を提示している．学習者の作成した順位とシ

ステムの作成した順位に差異が生じた場合，学習者に

軸の選択や軸の重要度，企業ごとの採点を振り返るこ

とを促す． 
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図 6 順位の比較 

6. 評価実験 

6.1 実験概要 

開発したシステムの学習効果を検証するために，就

職活動を終え，内定を獲得済みの大学 4年生 7名と，

就職活動中の大学 3年生 9名を対象に評価実験を行っ

た．本システムを最低 30 分，最大 2 日間利用してい

ただき，企業に対する意思決定を行ってもらった後，

アンケートを行い，本システムに対して評価を行って

頂いた． 

6.2 アンケート結果 

6件法(6:とてもそう思う～1:思わない)によるアンケ

ート結果の一部抜粋したものを表 1に示す．まず，表

１において，就職活動を既に終えており，内定を獲得

している 4 年生のアンケート結果に注目する．4 年生

のアンケート結果から，軸の選択や軸の重要度，軸の

採点への振り返りのすべての項目において，意思決定

を行う際に有効であるという評価をえることができ

た．また，システムからの軸の提案においても肯定的

な評価をえることができた．4 年生は既に就職活動を

終えているため，既に就職活動における意思決定を体

験済みである．このような意思決定を実際に行った 4

年生からの評価において，本システムが意思決定にお

いて効果的であるという結果がえられたことは，実際

の就職活動において行う意思決定において，本システ

ムの支援が有効だと判断されたことを意味する． 

次に，就職活動中の 3年生のアンケート結果につい

て言及する．開発したシステムが意思決定を行う際に

役に立ったかにおいての項目，そして意思決定能力の

向上についての項目どちらからも肯定的な評価をえる

ことができた．これは，まだ就職活動を終えておらず，

現在就職活動に取り組んでいる 3 年生が，「就職活動

をこれから進めていくうえで，このようなシステムが

あれば意思決定を有利に進めることができる」と考え

ていることを意味する．この結果から，今後 3年生が

このシステムを使うことにモチベーションがあること

が示されたといえる． 

以上の結果より，本システムによる支援は，実際に

就職活動を終えた学習者からも意思決定の支援として

効果的なシステムであると評価され，今後就職活動を

行う学習者からも有効そうであると感じさせているこ

とがわかった．したがって，就職活動における意思決

定において有効であることが示されたといえる． 

7. 評価式の妥当性の検討 

本研究では，線形の重回帰式を用いて，システムが

企業の順位を計算し，学習者に提示している．これは

表 1 アンケート結果（一部抜粋） 

質問項目 3年生評価 4年生評価 

軸の選択でシステムからの軸の提案は役に立つと思いますか？ 4.67 4.86 

軸の選択でシステムから提案された軸は自身の思考外にあった軸の発見に有効

だと思いますか？ 
4.44 4.71 

軸の選択の振り返りは意思決定を行う際有効であると思いますか？ 5.44 4.86 

軸の重要度へ振り返りは意思決定を行う際有効であると思いますか？ 5.11 5.00 

企業の採点の振り返りは意思決定を行う際に有効であると思いますか？ 5.00 4.86 

本システムは意思決定を行う際に役に立ったと思いますか？ 5.33 5.14 

本実験は意思決定能力の向上につながると思いますか？ 5.11 5.14 
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非常に簡略化された式であり，本来は線形性が仮定さ

れない場合や項の独立性についての議論が必要とな

る．しかし，学習者が自己の意思決定を自覚する際に

複雑な式は自覚できないと予想されるため，このよう

な式に基づいてシステムが評価を行うことは，認識で

きる範囲での振り返りの観点からは一定の有効性を有

すると考える．また，仮に学習者がより複雑な計算式

を用いて評価を行い，システムの評価式と異なったと

しても，本システムはあくまでも「自身の評価を振り

返る」ことを主目的としているため，振り返りという

目的を果たすうえでは問題はないと考えている．軸の

独立性に関しても，従属関係にある複数の軸に対して，

重い評価を付けるとすると最終的な学習者の評価と，

システムの評価は異なることになるため，類似した軸

の削除や統合などが検討されることになると思われ

る．そのため，軸そのものが洗練され，独立した軸に

なるのではないかと予想する．この点の分析について

は今後の課題である． 

8. おわりに 

自身の選択した意思決定に対して妥当性を見出すこ

とは困難である．これは，自身の有する意思決定の軸

がどのようなものか認知していない状態で探索してい

ることと，各軸の重みとそれに基づいた評価を学習者

自身で適切に行えていないためである．そこで本研究

では，学習者の選択した軸に妥当性を認識させること

を目的として，意思決定における軸の振り返りと修正

を促し，学習者自身がどのような評価を行っているか

を認知させる支援システムの開発と評価を行った． 

評価実験による就職活動を終えた 4年生のアンケ

ート結果から，システムの支援による軸の提案と振り

返りが有効であることが示唆された．さらに，就職活

動中の 3年生のアンケート結果からは，意思決定を

行う際にシステムの利用が役に立ち，意思決定能力の

向上が示唆された．よってこれらの結果から，本シス

テムが意思決定において有効であることがわかった． 

このように開発したシステムは意思決定において有

効性が示唆されたが，今後の課題として，軸の提案の

提示方法を改善することがあげられる．現状のシステ

ムによる軸の提案方法では，システムの画面上部に位

置する文章を変更して学習者に別の軸を提案し，あら

たな軸の発見を促す仕組みになっている．これに対し

て，よりインタラクティブな対話形式による軸の提案

を行うことで，学習者にあらたな軸の発見につながる

ことが期待される． 
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Web 調べ学習における適応的な目次構造作成支援の評価 
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Web 調べ学習は，課題に対してその関連項目も含めて網羅的に学習し，体系的な知識を構築することが

目的である．筆者らは，これまで知識の体系化を促すために初期課題をテーマとするレポートの目次構

造を作成するプロセスをモデル化し，支援ツールを作成した．一方，作成された目次構造には構造的に

不十分な場合があることも分かった．そこで，本研究では不十分な点への気付きを促すために目次構造

作成過程で 3 つの適応的な支援を提案し，支援ツールの機能として実装した．本稿では，その効果の検

証ために実施したケーススタディについても報告する．実験の結果，2 つの支援において有意に構造的

に不十分な点が減少し，もう一つの支援でも学習者が有用な支援であったと感じたことが分かった． 

キーワード: Web，調べ学習，主体的学習，目次作成，体系化，適応的支援 

1. はじめに 

Web 調べ学習の目的は，与えられた課題(初期課題)

について，関連する項目を網羅的，体系的に学ぶこと

により，主体的に初期課題に対するより広い・深い知

識を構築することである． 一方，Web 空間には膨大

かつ多様な情報リソースが存在するが，学習者が学ぶ

べき項目とその項目を学んだ順番を表す学習シナリオ

が与えられていない．そのため，課題に対して学んだ

関連項目の中から，さらに学ぶべき項目をその課題の

部分課題として展開(課題展開)することにより学習シ

ナリオを学習者自身で作成する必要がある．また，学

習者は Web 調べ学習を行うために，知識の構築と学習

シナリオの作成を同時に行う必要がある．そのため，

学習にかかる認知的負荷が高い(1)． 

このような問題に対して先行研究では，Web 調べ学

習のプロセスモデルをデザインした(2)．また，Web 調

べ学習モデル通りに学習シナリオの作成を可能とする

支援ツールである interactive Learning Scenario 

Builder (iLSB)(2)を開発した．加えて，ケーススタディ

より iLSB が学習者の課題展開を促すことを確かめた．  

一方，学んだ知識をより深く理解するためには，そ

の知識を他者に分かりやすく伝えることが有効である．

それには学んだ知識を系列化して表現し，論理的に整

理する必要がある．そこで先行研究(3)では ，Web 調べ

学習モデルを拡張し，Web 調べ学習後に学習シナリオ

をレポートの目次構造にまとめるプロセスを追加して，

目次構造作成モデルをデザインした．また，iLSB に実

装した．ケーススタディの結果，構造的に整理された

目次が作られることを確認した． 

同時に，作成された目次構造の中には，構造的に不

十分な場合が見られた．これは，iLSB による支援が目

次構造作成の場を提供するだけにとどまり，学習者が

作成しようとしている目次構造に対する適応的な支援

を行っていないことが要因の一つと考えられる． そこ

で本稿では，学習者が作成している目次構造の不十分

な点への気付きを促す適応的支援を提案する．そして，

その支援を iLSB の機能として提供する．  
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2. Web 調べ学習 

本章ではまず，Web 調べ学習とその特徴について述

べ，先行研究(2)(3)で提案した Web 調べ学習モデルと，

Web 調べ学習モデルに沿って学習者に対して足場を

提供する認知ツール interactive Learning Scenario 

Builder(iLSB)について述べる．加えて，先行研究で提

案した属性提示手法について述べ，現在の問題点と本

稿の目的について述べる． 

2.1 Web 調べ学習とは 

Web 調べ学習ではまず初期課題が与えられる．Web

調べ学習とは，単に初期課題を表す課題(初期課題)を

検索エンジンに入力し，その意味を検索するというこ

とではない．Web 調べ学習とは，Web 空間を探索しな

がら，課題に対する関連項目も含めて網羅的に学習し，

初期課題に関する体系的な知識を構築する学習である． 

一方で，Web 調べ学習では学習すべき項目とその順

番を表す学習シナリオが提供されていない(4)．そのた

め，学習者は初期課題に関する知識を学びながら，学

習シナリオを自分自身で構築しなければならず，学習

にかかる認知的負荷は高くなる．また，学習が進むに

つれて自らの学習プロセスが不明瞭になりやすく，次

に展開すべき部分課題の選択にも行き詰まりが生じや

すくなる(1)．そのため初期課題に対して網羅的かつ体

系的な知識を構築することは容易ではない． 

2.2 Web 調べ学習モデル 

Web 調べ学習は認知的負荷が高いという問題に対

して，先行研究(2)では Web 調べ学習プロセスをモデル

化した．また，先行研究(3)では Web 調べ学習モデルを

拡張し，学習者が Web 調べ学習するプロセスである

「知識構築プロセス」と学習者が調べた内容をレポー

トにまとめるプロセスである「知識系列化プロセス」

の 2 つのプロセスに分けた． 

 

図 1 Web 調べ学習モデル 

2.2.1 知識構築プロセス 

知識構築プロセスでは，学習者が Web 調べ学習する

プロセスを図 2 のように「Web リソース探索フェイ

ズ」，「Navigational Learning フェイズ」，「課題展開

フェイズ」の 3 つのフェイズに分けた． 

 

図 2 知識構築プロセス 

Web リソース探索フェイズでは，検索エンジンを用

いて，学習に用いる Web リソースを学習リソース群と

して収集する．Navigational Learning フェイズでは，

学習リソース群をナビゲーションしながら学習課題に

ついて学ぶ．そして，学んだ項目をキーワードとして

抽出し，関係付けをすることで学習課題に関する知識

構築を行う．また，課題展開フェイズでは，学習課題

についてより詳細に学ぶ必要がある関連項目を部分課

題として展開する． 

学習者は各部分課題に対して，新たに部分課題が展

開されなくなるまで 3 フェイズを再帰的に繰り返し，

最終的に初期課題を根ノードとし，展開した課題を子

ノードとする木構造の形で学習シナリオが作成される．  

2.2.2 知識系列化プロセス 

知識系列化プロセスは，学習者が Web 調べ学習で学

んだ内容をレポートにまとめるプロセスを表し，図 3

のように「categorizing フェイズ」，「hierarchization

フェイズ」および「sorting フェイズ」の 3 つのフェイ

ズによって構成される．特に「categorizing フェイズ」

は「chapter making」と「clustering」に分けられる．

筆者らは，これらのフェイズから構成される知識系列

化プロセスを，目次構造作成モデルとして提案した． 

 

図 3 目次構造作成モデル 
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まず categorizing フェイズでは学習シナリオに含ま

れる課題を用いて，レポートにおける章と各章に対す

る節を構成する．このフェイズは「chapter making」

と「clustering」の 2 つのタスクを含む．chapter 

making では，学習シナリオに含まれる課題からレポ

ートの章を作成する．clustering では作成した章を構

成する節を作成する． 

次に，hierarchization フェイズでは，categorizing

フェイズで作成した章と節を階層構造として表現する．  

そして，sorting フェイズでは，hierarchization フ

ェイズで作成した章や節の階層構造において，レポー

トの目次として章や節の順序が妥当でない場合に，章

や節の順序を変更する．  

2.3 interactive Learning Scenario Builder (iLSB) 

iLSB は Web ブラウザ Firefox(5)のアドオンとして

開発された．iLSB は以下の機能を実装している． 

・検索エンジン機能 

学習リソースを選択，収集するために，Web リソー

スを探索する機能 

・キーワードリポジトリ機能 

収集した学習リソース群から，学習項目を端的に表

すキーワードを抽出し，キーワード間の関係付けを行

うことで知識構築を行う機能 

・課題マップ機能 

キーワードリポジトリ機能で作成した知識構造を振

り返り，さらに学ぶべきキーワードを部分課題として

課題展開し，学習課題と部分課題の関係付けを行うこ

とで学習シナリオを作成する機能 

・目次構造作成機能 

課題マップ機能で作成した学習シナリオを用いて，

学んだ内容を整理するための目次構造を作成する機能 

2.4 属性提示手法 

先行研究(6)では，Web 調べ学習において学習者の興

味・関心によって展開される課題が特定のものに絞ら

れてしまうという問題点が指摘されていた．そのため，

学習者が新たな課題展開の観点を獲得する機会として，

属性提示手法が提案された．属性提示手法では，学習

課題に対して，その課題の上位概念を表す課題タイプ

を学習者に付与させ，加えて課題タイプごとに展開可

能な部分課題との関係を表した属性を付与させた．ま

た，課題タイプは 36 種類あり，属性は 12 種類定義さ

れ，それぞれの課題タイプと展開可能な属性との対応

の例は表 1 のようになる．  

表 1 課題タイプと属性の対応 

 

2.5 問題点 

先行研究(3)ではケーススタディの結果，目次構造作

成モデルに沿った学習の有効性が確認された．一方で，

「章の属性が偏っている」，「章の内容となる課題の数

に偏りがある」，「章や節，親課題と関係の薄い課題を

目次構造に用いる」といった構造的に不十分な目次構

造を学習者が作成する場合があった． 

目次構造の「章の属性が偏っている」場合は網羅的

で広い学習ができているとは言えない．また，目次構

造の「章の内容が偏っている」場合は，網羅的で深い

学習ができているとは言えない．さらに，目次構造の

「章や節，親課題と関係の薄い課題を目次構造に用い

る」場合は，初期課題に対して体系的な学習ができて

いるとは言えない．これらの問題が発生する原因は目

次構造作成の過程において適応的な支援ができていな

いことが一因と考えられる． 

2.6 本稿の目的 

前節で述べた問題点に対して，本稿では目次構造作

成の過程で 3 つの適応的な支援を行う．  

1 つ目は「章の属性が偏っている」に対して，「章立

てに資する属性の提示」を行う．2 つ目は「章の内容

が偏っている」に対して，「各章内の課題数のバランス

の可視化」を行う．3 つ目は「章や節，親課題と関係の

薄い課題を目次構造に用いる」に対して，「章とその節

の意味的距離の計算」とともに「章の推薦」を行う．

これらの支援によって，学習者が目次構造を作成する

際に，構造的に不十分な点に気付きを与え，より良い

目次構造の作成を支援することを目的とする． 

3. 適応的な目次構造作成支援 

本章では，学習者が学習シナリオから目次構造を作

起源 原因 背景 原理 経歴
構成
要素

構造 クラス
インス
タンス

特徴 影響 対策

事柄 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

現象 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事件 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事故 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行事 ○ ○ ○ ○ ○ ○

時 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

時代 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

期間 ○ ○ ○ ○ ○ ○

季節 ○ ○ ○ ○ ○ ○

肉体 ○ ○ ○ ○ ○

生理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病気 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

人物 ○ ○ ○

能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○

感情 ○ ○ ○ ○

自然 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

天文 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

天候 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

生物 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

物質 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

社会活動 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

命 ○ ○ ○ ○

人間関係 ○ ○ ○ ○ ○ ○

社会階層 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

組織 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

産業 ○ ○ ○ ○ ○ ○

職業 ○ ○ ○ ○ ○ ○

生活 ○ ○ ○ ○ ○

娯楽 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行動 ○ ○ ○ ○ ○ ○

人物像 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宗教 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

学問 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

制度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

文化・文明 ○ ○ ○ ○ ○ ○

属性

課
題
タ
イ
プ
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成する際の支援の枠組みについて述べる．また，3 つ

の適応的な支援について述べる． 

3.1 支援の枠組み 

図 4 に支援の枠組みを示す．まず，学習者は iLSB

を使って Web 調べ学習を行い，学習シナリオを作成す

る．その後，目次構造作成モデルに沿って学習者は初

期課題に関するレポートの目次を作成する．このとき，

chapter making では「章立てに資する属性を提示」，

clustering では「各章内の課題数のバランスを可視化」，

hierarchization では「章とその節の意味的距離の計算」

と「章の推薦」の 3 つの適応的な支援を行う．学習者

は 4 つのプロセスを行き来しながら，学習シナリオの

系列化を行う．また，学習者が系列化の途中に学んだ

項目の不足を感じた場合，Web 調べ学習モデルに沿っ

て再度 iLSB を用いた調べ学習を行う．このように各

操作に対して，適応的な支援を行うことによって，学

習者の構造的に不十分な目次構造への気付きを促す． 

 

図 4 支援の枠組み 

3.2 chapter making 支援 

「章立てに資する属性を提示」する支援は，1 つ目

のタスクである chapter making で行われる．この支

援では図 5 の赤い枠で表すように，表 1 の対応表で学

習者が設定した初期課題の課題タイプと対応がある属

性のみを章立てに資する属性として提示する．加えて，

表 2 のように筆者がその課題タイプの初期課題のレポ

ートを書く際の必要性という観点で属性を 2 群に分け，

必要性の高い群を赤色，必要性の低い群を橙色で学習

者に提示する．表 2 ではレポートにおいて必要性の高

い属性を◎，低い属性を○で表す．また，図 5 の青い

枠のように学習シナリオの初期課題から課題展開され

た課題を緑色，それ以外の課題を水色で提示する． 

 

図 5 章立てに資する属性を提示の UI 

表 2 必要性で属性を 2 群に分けた対応表 

 

3.3 clustering 支援 

「各章内の課題数のバランスを可視化」支援は 2 つ

目のタスクの clustering で行われる．この支援では，

図 6 で示すように学習者が各章に振り分けた課題数の

バランスを各章の枠の色で可視化する．章の枠色の種

類は赤，橙，緑の 3 種類である．振り分けられた課題

数が 0 個，1 個，全体の 8 割以上の場合は赤色に．振

り分けられた課題数が 2 個，全体の 7 割以上の場合は

橙色に，それ以外の場合は緑色になる．緑色，橙色，

赤色の順でバランスが良い章である． 

 

図 6 各章内の課題数のバランスを可視化の UI 

3.4 Hierarchization 支援 

「章とその節の意味的距離の診断」と「章の推薦」

支援は 3 つ目のタスクの hierarchization で実施する． 

この支援では図 7 に示すように学習者が作成した章

とその章に含まれる課題がどれくらい意味的に離れて

いるかを LOD を用いた Resim と Word2Vec を用いて

算出する．そして，課題間をつなぐリンクの長さを用

いてその意味的距離のフィードバックを行う．そして

課題間の意味的距離が遠い場合は，ほかの章の中で意

味的距離がより近い課題を推薦する． 

起源 原因 背景 原理 経歴
構成
要素

構造 クラス
インス
タンス

特徴 影響 対策

事柄 ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎

現象 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎

事件 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎

事故 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎

行事 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○

時 ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○

時代 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

期間 ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○

季節 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎

肉体 ◎ ◎ ◎ ○ ○

生理 ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

病気 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎

人物 ◎ ◎ ◎

能力 ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎

感情 ◎ ◎ ○ ◎

自然 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

天文 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

天候 ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

地域 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○

生物 ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○

物質 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

社会活動 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎

命 ○ ○ ◎ ○

人間関係 ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

社会階層 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

組織 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

産業 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○

職業 ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○

生活 ◎ ○ ◎ ○ ◎

娯楽 ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎

行動 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎

人物像 ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎

宗教 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

学問 ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

制度 ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎

文化・文明 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

課
題
タ
イ
プ

属性

－25－



 

図 7 章と節の意味的距離の計算と章の推薦の UI 

3.4.1 Linked Open Data (LOD) 

LOD とは Web 上の関連データをリンク付けし，オ

ープンデータとして公開している仕組みのことで，リ

ンク付けしたデータの集合はネットワーク構造として

表現できる(7)． 本稿で用いる DBpedia Japanese(8)と

は，日本語版 Wikipedia をリソースとする LOD であ

る．DBpedia Japenese のデータは，図 8 のような主

語，述語，目的語の 3 つの構造体で構成される RDF と

呼ばれる形式で表現される．このようなデータは

SPARQL というクエリ言語を用いて取得することが

できる．SPARQL を用いると 2 つの課題間の距離や経

路数，またそれぞれの課題の関連語句の取得ができる． 

 

図 8 RDF の構造 

3.4.2 Resim 

Resim は Piao ら (9) が提案した手法であり，

DBpedelia Japanese を用いた単語間類似度の測定方

法で類似度は 0 から 1 の間の数値で表現される．また，

2 つの数式 LDSD と Property の平均として求められ

る．LDSD は 2 つのキーワード間の様々なリンクの繋

がり具合からそのキーワード間の類似度を 0 から 1 で

取得することができる．Property は 2 つのキーワード

がそれぞれ持っているリンクの種類を比較することに

よって類似度を 0 から 1 取得することができる． 

3.4.3 Word2Vec 

Word2Vec は，Mikolov ら(10)によって提唱されたニ

ューラルネットワークを用いた単語の分散意味表現の

計算手法及びそのオープンソース実装の名称である．

テキスト中の各単語を周辺の単語から予測する擬似的

な単語予測のタスクを設定し，このタスクを大量のテ

キストからニューラルネットワークで学習し，中間層

における各単語の重みを抽出することによって，単語

に対する概念ベクトルとして分散表現を獲得する．2

つのキーワードの共起度を計測するためには，それら

2 つの概念ベクトルのコサイン類似度を求めることに

よって-1 から 1 の値で得ることができる．本稿では，

日本語版 Wikipedia のテキストを学習させた

Word2Vec の概念ベクトル辞書を用いる． 

3.4.4 意味的距離の計算方法 

Resim を用いた単語間類似度と Word2Vec を用いた

単語間共起度を用いて，章とその節の意味的距離を

「Short」，「Middle」，「Long」の 3 段階で取得する．

意味的距離の 3 段階の分け方は，単語間類似度が 0.15

以上または単語間共起度が 0.8 以上であれば「Short」，

単語間類似度が 0.1 以上または単語間共起度が 0.7 以

上であれば「Middle」，それ以外であれば「Long」と

定義する．推薦する章の決定も意味的距離を用いて判

断する．意味的距離が「Middle」または「Long」であ

った節と学習者が作成した全ての章の意味的距離を測

定し，「Short」であった章を学習者に推薦する． 

4. ケーススタディ 

4.1 目的・手順 

本ケーススタディの目的は，提案した 3 つの適応的

な支援が学習者の目次構造作成の際に目次の不十分な

点への気付きを促すかを確認することであった．  

被験者は理工系大学生・大学院生，計 15 名とし，実

験群と統制群の 2 群に分けた．まず，それぞれの群の

4 人には初期課題として「火山」を，実験群の残り 4 人

と統制群の残り 3 人には初期課題として「認知症」を

与え，iLSB を用いて Web 調べ学習を行ってもらった．

その後，実験群には 3 つの適応的な支援が実装された

iLSB を，統制群には適応的な支援が実装されていな

い iLSB を用いて目次構造を作成してもらった．目次

作成終了後に，3 つの適応的な支援に関する学習者の

主観評価を調査するために事後アンケートを実施した．  

4.2 評価方法 

本ケーススタディは 3 つのデータを用いて評価を行

った．1 つ目は，学習者が作成した目次構造から得ら

れるノードやリンクのデータである．2 つ目は，学習
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者が回答したアンケートのデータである．このアンケ

ートは 5 件法で取得しており，1 が最も評価が良く，

5 が最も評価が悪い． 3 つ目は，学習者が学習シナリ

オ，目次構造で作成したリンクについて，初期課題を

熟知した筆者（熟達者）の妥当性評価，意味的距離，

診断による妥当性評価の 3 つの指標で評価したデータ

である．3 つはそれぞれ 1 から 3 の値で評価されてお

り，熟達者の妥当性評価と診断による妥当性評価は 3

が最も評価が高く，意味的距離は 1 が最も評価が高い．

熟達者の妥当性評価は筆者がリンクの親課題，属性，

子課題をみて評価したものである．意味的距離はリン

クの親課題と子課題の意味的距離を計測したものであ

る．診断による妥当性評価は先行研究(11)にて提案され

た課題展開の妥当性を診断する仕組みを用いる．  

4.3 仮説 

本ケーススタディでは，次の 3 つの仮説を立てた． 

H1：「 章立てに資する属性を提示」する支援によっ

て目次構造に使われている章の属性が増加する． 

H2：「各章内の課題数のバランスを可視化」する支

援によって章内に振り分けられた課題数が増加し，課

題数のばらつきが減る． 

H3：「章とその節の意味的距離の計算」と「章の推

薦」支援によって，目次構造で使われているリンクの

各評価が上昇する．  

4.4 結果 

まず，被験者が作成した章の数とその種類について

の分析を行う．被験者全体と初期課題が「火山」であ

った被験者（以下被験者（火山）），初期課題が「認知

症」であった被験者（以下被験者（認知症））の 3 通り

で両側 t 検定を行なった．検定した内容は，学習シナ

リオの初期課題の部分課題から目次構造の章の課題へ

の課題増加数（課題増加数）と学習シナリオの初期課

題から部分課題へのリンクの属性から目次構造の章の

属性への増加数（属性増加数）である．それぞれの課

題増加数を図 9 に，属性増加数を図 10 に示す． 

 

図 9 各初期課題での課題増加数 

 

図 10 各初期課題での属性増加数 

図 9 をみると，各初期課題においても全体において

も課題増加数に有意差（全体：t(8) = 1.51，p>.10，火

山：t(6) = 1.39，p>.10，認知症：t(2) = 0.66，p>.10）

はなかったが実験群の方が大きく，また図 10 をみる

と全体においては属性増加数は実験群の方が有意

（t(12) = 1.98 ,p<.10）に大きい傾向があった．したが

って H1 は成り立った． 

次に章に振り分けられた課題数について分析する．

被験者全体で章に振り分けられた課題数に対して両側

t 検定を行なった．各被験者の章に振り分けられた課

題数の平均と標準偏差を表 3 示す． 

表 3 各被験者の章に振り分けられた課題数 

 

表 3 では，全体をみても，各初期課題をみても群間

で平均，標準偏差の差は見られなかった．それに加え

て両側 t 検定の結果においても群間に有意差

（t(87)=0.19,p>.10）は見られなかった．したがって，

被験者 Mean SD Mean SD Mean SD

A 3.00 1.60

B 4.50 1.50

C 5.67 4.11

D 2.17 0.69

E 4.86 2.85

F 2.80 2.23

G 2.50 1.26

H 2.63 1.32

I 2.00 1.12

J 4.00 1.91

K 4.00 1.58

L 2.83 1.77

M 1.75 0.97

N 4.60 3.67

O 4.83 1.77

3.47 2.66

3.33 2.29

3.23 2.34

3.45 2.36

3.23 2.24

3.04 1.81

火山

認知症

火山

認知症

実験群

統制群
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H2 は成り立たなかった． 

次に被験者が作成したリンクの評価について分析す

る．被験者全体と初期課題ごとの 3 通りで，熟達者の

妥当性評価，意味的距離，診断による妥当性評価につ

いて検定した．被験者が作成した学習シナリオと目次

構造のリンクの熟達者の妥当性評価の差を図 11 に，被

験者が作成した学習シナリオと目次構造のリンクの意

味的距離の差を図 12 に，被験者が作成した学習シナリ

オと目次構造のリンクの診断による妥当性評価の差を

図 13 に，目次構造の各評価を図 14 に示す． 

 

図 11 リンクへの熟達者の妥当性評価の差 

 

図 12 リンクの意味的距離の差 

 

図 13 リンクへの診断による妥当性評価の差 

 

図 14 目次構造のリンクの各評価 

図 11 を見ると各初期課題とも有意差(全体：t(13) = 

1.29 ，p>.10，火山：t(6) = 0.74 ，p>.10，認知症：t(5) 

= 1.00)はなかったが，実験群は学習シナリオから目次

構造で評価の平均は上昇し，統制群は学習シナリオか

ら目次構造では評価の平均が減少した． 

図 12 を見ると被験者（認知症）では実験群の方が統

制群も学習シナリオから目次構造で意味的距離の評価

が有意（t(5) = -2.92 ,p<.05）に上昇した．  

図 13 を見ると全体と被験者（認知症）では学習シナ

リオから目次構造への診断による妥当性の評価は実験

群の方が統制群よりも有意（全体：t(13) = 2.83 ,p<.05，

認知症：t(5) = 3.22 ,p<.05）に上昇した．また被験者

（火山）では，学習シナリオから目次構造への診断に

よる妥当性の評価は実験群の方が統制群よりも有意

（t(6) = 2.03 ,p<.10）に上昇する傾向にあった．これ

らの結果より，H3 は成り立った． 

最後に被験者に行ってもらったアンケートの分析を

行う．両群に対して目次構造作成の主観的な評価を聞

いた 5 つの質問に対して両側 t 検定を行なった．加え

て実験群に行った適応的な支援への評価も示す．適応

的な支援の評価を表 4 示す． 

表 4 適応的な支援への評価アンケート 

 

表 4 を見ると，質問 1，2，3 から 3 つの適応的な支

援は有用性の評価が高いことが分かった．加えて，質

問 4，5 より意味的距離の診断とそれによる章の推薦

も妥当であると感じられていることが分かった． 

質問 Mean SD

(1)章立てに資する属性を提示することは有
用だと感じましたか

1.88 0.78

(2)各章内の課題数のバランスを可視化する
ことは有用だと感じましたか

1.75 0.66

(3)章とその節の意味的距離の計算と章の推
薦することは有用だと感じましたか

1.50 0.71

(4)章とその節の意味的距離の計算は妥当だ
と感じましたか

1.00 0.00

(5)推薦された章は妥当だと感じましたか 1.71 0.70
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4.5 考察 

H1 は成り立ったことに加えて表 4 の質問 1 の結果

より，1 つ目の適応的な支援「章立てに資する属性を

提示」は目次構造作成の過程で学習者が自身の目次構

造の章の偏りへの気付きを促したと考える． 

H2 は成り立たなかったが，統制群よりも実験群の

方が章の数が多い中で各章に振り分けられた課題数が

同水準になっているといえる．したがって，このこと

と表 4 の質問 2 の結果より，2 つ目の適応的な支援「各

章内の課題数のバランスを可視化」は目次構造作成の

過程で学習者が自身の目次構造の章の内容が偏ってい

ることへの気付きを促す効果はあったが，その効果は

想定よりも小さかったと考える． 

H3 が成り立ったことに加えて表 4 の質問 3，4，5

の結果より，意味的距離の計測と章の推薦は妥当であ

ると考えられる．したがって 3 つ目の適応的な支援「章

とその節の意味的距離の計算」と「章の推薦」は目次

構造作成過程で学習者が自身の目次構造の中で章や節，

親課題と関係の薄い課題への気付きを促したと考える． 

5. おわりに 

Web 調べ学習では，学んだ内容をレポートの目次に

まとめることは知識を体系的に構築するために重要で

ある．一方で作成された目次構造に構造的に不十分な

点が含まれている場合がある．この問題に対して，本

稿では目次構造作成の過程で行う 3 つの適応的な支援

を提案した．そして，提案した 3 つの適応的な支援が

目次構造の構造的に不十分な点への気付きを促すかを

検証することを目的として，ケーススタディを行った．

結果として，3 つの適応的な支援は目次構造の構造的

に不十分な点への気付きを促す可能性が示唆された．  

今後の課題としては，実験の結果より「章の内容と

なる課題の数に偏りがある」という問題に対してより

気付きを促す適応的な支援を行うことがあげられる．

また，4 つ目のタスクである Sorting への適応的な支

援をすることや目次構造を生かした Web 調べ学習の

レポート作成の支援があげられる． 
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キャリア教育における大学生のコミュニケーションスキル向上 

トレーニングの提案 

木村好江*1, 長谷川忍*1 

*1北陸先端科学技術大学院大学 

A Proposal of Communication Skill Improvement Training for 

University Students in Career Education  

Yoshie Kimura*1, Shinobu Hasegawa*1 

*1 Japan Advanced Institute of Science and Technology 

This study proposes a method for strengthening communication using a text chat app as a preparation training of 

face-to-face practice to improve communication skills for university students at an initial stage in career education 

and clarify the effect by comparative experiments. Specifically, using the proposed method devised by our training 

model, a comparative experiment was conducted by online face-to-face training and text chat training for university 

students. The effectiveness of the proposed method was verified by comparing the degree of improvement for both 

methods from each communication skill point of view. 

キーワード: キャリア教育，社会人基礎力, コミュニケーションスキル，テキストチャット 

1. はじめに 

日本の大学では 2011 年度から「社会的・職業的自立

に向け, 必要な知識, 技能, 態度をはぐくむ教育」(1)と

してキャリア教育が義務化され, 社会人基礎力を念頭

においたプログラムが実施されてきた. しかしながら，

就職活動に必要とされるスキルの一つであるコミュニ

ケーションスキル向上に関して目立った研究事例が報

告されていないのが実情である.  

大学生のコミュニケーションスキル向上には, キャ

リア教育が目指すコミュニケーションスキルとのギャ

ップを埋めるトレーニング手法を実践する必要がある．

そこで本研究では, 発信力強化に注目したテキストチ

ャットアプリによるトレーニング手法を提案し, 比較

実験によりその効果を明らかにする.  

2. 文献研究 

2.1 キャリア教育とコミュニケーションスキル 

キャリア教育が目指すコミュニケーションスキルと

は, 社会人として職場で求められるものといえる. 金

子は, 働く場で求められるコミュニケーション能力の

具体的な計測方法について, Communicator Competence 

Questionnaire（CCQ）(2)が「職場教育および職場への橋

渡しとしての大学教育での活用のベースとして最も現

実的」であると評価している(3). 本研究では金子の主張

に基づき, CCQ をキャリア教育が目指すコミュニケー

ションスキル測定尺度として採用する.  

CCQ は符号化（Encoding）と解読（Decoding）の 2

側面, 12 の質問項目からなる. 符号化はコミュニケー

ションの発信側に, 解読は受信側に求められる要素で

ある. これらは個人の内面的なもの（内在要素）と, 表

出するという行動（外在要素）に分類でき, それらを組

織コミュニケーションの観点から整理したものが図 1

である.  

組織コミュニケーションは, 発信者と受信者が入れ

替わりながら, 内在・外在要素が循環することにより

行われる. つまりキャリア教育が目指すコミュニケー

ションスキルは, CCQの 12要素を発揮して発信と受信

を循環させることであると言える.  
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図 1 組織コミュニケーションモデル 

2.2 大学生のコミュニケーションスキル 

大学生のコミュニケーションスキルについて, 井上

は「コミュニケーションのなかで生じるディスコミュ

ニケーションに対して敏感であるにすぎない場合が多

い 」と述べている(4)．つまり，大学生は円滑なコミュ

ニケーションを成立させるため, 相手の反応を注意深

く窺う「空気を読む」という意識が強く，自己主張が

十分にできていないと考えられる. 図 1 に当てはめる

と, 大学生は受信者側の要素である「人のニーズに敏

感だ」, 「メッセージにすぐ反応する」, 「人の話によ

く注意する」に重点を置きすぎるあまり, 受信者にな

るばかりで発信者に入れ替わることがなく, 循環が発

生しない. 組織コミュニケーションは発信と受信の両

方が循環して行われるものであることから, 発信を強

化することで循環が生まれ, 円滑なコミュニケーショ

ンが成立すると考えられる.  

2.3 コミュニケーションスキルの測定方法 

スキル向上には客観的な指標だけでは不十分で, 主

観的な指標も必要である. CCQ はキャリア教育に有効

な測定尺度ではあるが, 他者が評価者となる．従って

キャリア教育の場では, 育成する側の指標としては有

効であるが, 大学生自身がその能力を評価するものと

しては適さない.  

主観的なコミュニケーションスキル測定方法として, 

コミュニケーションやそのトレーニングの研究で用い

られる ENDCORE モデルがある(5). 当該モデルは, 藤

本・大坊が 2007 年に提案したもので, 自己統制・表現

力・解読力・自己主張・他者受容・関係調整の 6 カテ

ゴリで構成され，表 1 のような質問項目で構成される． 

以上のことから, 本研究においては主観的評価として

ENDCORE モデルを, 客観的評価として CCQ を, それ

ぞれの測定尺度として使用する.  

 

表 1 ENDCOREモデルの項目内容 (6) 

 

3. テキストチャットトレーニング 

3.1 従来の手法 

キャリア教育においてはこれまでもコミュニケーシ

ョンスキルトレーニングは行われており, 発信につい

ては例としてアサーション（アサーティブネス）トレ

ーニングが挙げられる(7). アサーションとは「自分も相

手も大切にする自己表現」と説明され, 自分や相手の

感情に振り回されず, 事実を客観的に説明し, 相手の

事情を考えながら自分の要望を具体的に伝えることで

ある. 

社会人基礎力およびコミュニケーションスキルの向

上を検討した実施例として, 近畿大学の開設科目「コ

ミュニケーション心理学実習」がある(8). 当該科目の実

施結果について大対ほかによれば, 「社会人基礎力と

コミュニケーションスキルについては有意な向上が見

られたが, 対人不安の低減効果については十分には確

認できなかった。」とある(8).  

      
           
            
          
      
         
      

      
       
      
          

      

      
           
          
                 

      
             
           

                       

サブスキル

欲求抑制 1 自分の衝動や欲求を抑える

感情統制 2 自分の感情をうまくコントロールする

道徳観念 3 善悪の判断に基づいて正しい行動を選択する

期待応諾 4 ま  の期待に応じた振る舞いをする

言語表現 5 自分の考えを言葉でうまく表現する

身体表現 6 自分の気持ちをしぐさでうまく表現する

表情表現 7 自分の気持ちを表情でうまく表現する

情緒伝達 8 自分の感情や心理状態を正しく察してもらう

言語理解 9 相手の考えを 言から正しく読み取る

身体理解 10 相手の気持ちをしぐさから正しく読み取る

表情理解 11 相手の気持ちを表情から正しく読み取る

情緒感 12 相手の感情や心理状態を敏感に感じ取る

支配性 13 会話の主導権を握って話を進める

独立性 14 ま   は関係なく自分の意見や立場を明らかにする

柔軟性 15 納得させるために相手に柔軟に対応して話を進める

論理性 16 自分の主張を論理的に筋道を立てて説明する

共感性 17 相手の意見や立場に共感する

友好性 18 友好的な態度で相手に接する

譲歩 19 相手の意見をできるかぎ  け  る

他 尊重 20 相手の意見や立場を尊重する

関係重視 21 人間関係を第一に考えて行動する

関係維持 22 人間関係を良好な状態に維持するように心 ける

意見対立対処 23 意見の対立による不和に適切に対処する

感情対立対処 24 感情的な対立による不和に適切に対処する
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 科目全体として対人不安の低減効果が十分確認でき

なかった点については, 対面トレーニングが原因であ

ると考えられる. 前節で示した通り, 大学生は空気を

読むことに敏感なことから, 対面環境を排除しない限

り対人不安の解決は難しい. 同科目の報告では, 実際

の場面での自己表現に至っていない原因として, 学ん

だスキルを実際の場面で試す時間の不足と推測してい

る(9)が, 大学生の特性である「空気を読む」ことが阻害

要因となり, 十分な効果が上げられていないとも考え

られる.  

3.2 トレーニングのモデルと設計 

3.2.1 アサーティブネストレーニングのモデル化 

 ここまで述べてきた先行研究や実施例を基に, 大学

生のコミュニケーションスキル向上に有効なトレーニ

ングモデルを検討する. トレーニングのモデル化にあ

たっては①共同化②表出化③連結化④内面化の 4 つの

プロセスで構成される SECI モデル(10)を使用する. 面

接のテクニックを身につけても, 大学生のコミュニケ

ーションに対する苦手意識は解消されないと考えられ

るため，社会人が持つコミュニケーションにおける一

種の暗黙知をマネジメントし, 大学生向けトレーニン

グに昇華させることが, 一つの方法となる． 

そこで, 前項の実施例「コミュニケーション心理学

実習」のアサーティブネストレーニングについて SECI

モデルで示したものが図 2 である.  

  

図 2 アサーティブネストレーニングモデル 

 

アサーティブネストレーニングにおいては, ①共同

化はアサーティブな表現のデモンストレーションを見

ることである. ②表出化は代表事例のロールプレイで

ある. ③連結化は個人の経験に当てはめたグループト

レーニングである. ④内面化は①共同化から③連結化

を踏まえての実践である. しかしながら，これらのス

テップを「空気を読みながら」行うことは, 大学生に

とって相当な負担となる.  

大学生を対象としたトレーニングの観点からは , 4

つの阻害要因が挙げられる. (a)「対面によるプレッシ

ャー」, (b)「受信が先で発信が後」であること, (c)「社

会経験不足」, (d)「実践の機会が無い」ことである. こ

れらがアサーティブネストレーニングで十分な効果が

得られなかった原因であると考えられる.  

3.2.2 テキストチャットトレーニングモデル 

前項で示した 4 つの課題を解決するモデルと手法を

検討する. まず解決方法は以下の通りである.  

(a) 対面によるプレッシャーについては, テキスト

チャットを使用する. 対面環境を排除して空気を読む

必要を無くすことで対人不安を低減し, 自己主張がし

易くなる効果が想定される.  

 (b) 受信が先で発信が後であることについては, 発

信を主軸としたトレーニングが有効であると考えられ

る. 企業の採用選考においてはグループディスカッシ

ョン・グループワークや面接に多くの時間が割かれる

ことから, 本研究では発信の要素の中でも, 外在要素

に着目したトレーニングとする.  

 (c) 社会経験不足については, 社会人の参加により

解決する. 具体的には, 暗黙知として社会人が備えて

いるコミュニケーションスキルについて, 社会人との

コミュニティ形成により共有する機会を得る（共同化）.

次に社会人をロールモデルとして, そのコミュニケー

ションスキルがどのようなものであるか, 実際の様子

を見聞きして明確にする（表出化）. その後, 自分自身

のコミュニケーションを振り返り, 形式知として得た

コミュニケーションスキルについて社会人のものと比

較することで, 自身の長所や課題を明らかにする（連

結化）.  

 (d) 実践の機会が無いことについては, ①共同化②

表出化③連結化を踏まえて実践の場を設ける（内面化）.  

4 つの課題を解決したモデルが図 3 である. このモ

デルによる手法の実行により, 発信を強化し円滑なコ

ミュニケーションを可能にすることができると考える.  
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図 3 テキストチャットトレーニングモデル 

 

3.2.3 モデルの実装 

図 3 で示したテキストチャットトレーニングモデル

を実装する手法として, 本研究では図 4 に示す大学生

と社会人混合チームによるディベートゲームを提案す

る. まず，チームごとに作戦会議で発言内容や戦法を

練る. ディベートではチームごとの発言数を得点化し

て競う. 大学生の発言を促す目的で, 発言数を傾斜配

点とするルールを設ける. ゲーム終了後に社会人によ

る大学生の講評を行う. 大学生は講評から自身の長所

や課題を認識し, 最後に大学生のみでディベートを行

い, 長所の発揮や改善の実行を意識しながら社会人が

行うコミュニケーションを実践する. これらのゲーム

のコミュニケーションツールとしてテキストチャット

を利用することで, 大学生の発信の強化を実現する.  

 

 

図 4 大学生・社会人混合ディベートゲーム 

4. ケーススタディ 

4.1 実験計画 

提案手法の効果を測るため, トレーニングの比較実

験を行った. 大学生と社会人混合チームによるディベ

ートゲームをオンラインによる疑似対面とテキストチ

ャットで行い, その効果について複数の評価項目を用

いて比較することとした. なお, 対面については, 新

型コロナウイルス感染症の影響により採用選考がオン

ライン化していることを踏まえて, オンライン会議シ

ステム Webex Meetings を使用した.  

実験方法は被験者内計画とし, 被験者となる大学生

2 名・大学院生 6 名の合計 8 名を 4 名ずつ 2 グループ

に分け, グループ 1 はオンライン対面, テキストチャ

ットの順でトレーニングを行い, グループ 2 はトレー

ニングの順序を逆にして行った . トレーニングには, 

社会人合計 7 名が参加した. 実験は 1 日で実施した.  

被験者のコミュニケーションスキルの向上度合いを

測るため, 各トレーニングの前後に被験者全員による

グループディスカッションを行い, 被験者自身が回答

するアンケート調査と, 企業人事部門経験者を含む社

会人 4 名による評価を実施した. アンケート調査は, 

グループディスカッション終了時にあらかじめ用意し

ておいたGoogle Formsを利用して個別に回答する方式

とし, 測定尺度は ENDCORE モデルを使用した. 社会

人による評価は, トレーニング参加者とは別の評価者

により行った. 実験当日にオンライン会議システムを

利用しての視聴と, 実験後の録画視聴を併用し, 本実

験用に作成した評価シートに評価者それぞれが評価結

果を記入する方法で実施した. 測定尺度は CCQ を用

いた.  

4.1.1 グループ編成とスケジュール 

被験者は東北・関東・北陸・関西の 4 地域 6 大学か

ら参加した大学生と大学院生 8 名であり, 同じ大学の

学生が同じグループにならないように編成し, グルー

プ内は互いに面識の無い者同士とした. グループ内で

ディベートゲーム対戦を行うため, 各グループを更に

2 チームに分け, 各チームに社会人 1 名を配置し, 1 チ

ームは大学生・大学院生 2 名, 社会人 1 名の 3 名編成

とした. 社会人については被験者とは面識の無い者ば

かりである.  
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4.1.2 オンライングループディスカッション 

オンライングループディスカッションは Webex 

Meetings を使用し, トレーニング前と各トレーニング

後の合計 3 回実施した. 被験者 8 名全員が顔を映した

状態で参加し, ディスカッションテーマを示した後 , 

被験者内で司会者・記録者・タイムキーパー・発表者

の役割を決め, 35 分間のディスカッションを行い, 最

後に 3 分間でディスカッション内容を発表した. ディ

スカッションテーマは各回で異なるテーマとした. 被

験者は各グループディスカッション直後にアンケート

調査に回答した.  

4.1.3 ディベートゲームトレーニング 

2 チームによる対戦形式のディベートゲームトレー

ニングをオンライン対面とテキストチャットで, それ

ぞれ対戦を 3 回行った. ディベートテーマは 3 回とも

同じものとし, 1 チームは賛成, もう一方は反対の立場

を指示した後, チーム別作戦会議を 10 分, 作戦会議後

に対戦を 15分行い, チーム全体の発言数を得点化して, 

得点が高い方を勝ちとした. 2 回戦終了後にトレーニ

ングに参加した社会人から大学生に対して講評を行っ

た. 3 回戦は大学生のみの対戦とし, 作戦会議 5 分, 対

戦 10分, 社会人は判定係として各大学生の発言を評価

し, 社会人からより多くの評価を得たチームを勝ちと

した. 3 回戦の発言に対する評価基準は「積極性」や「努

力や成長が感じられた点」を重視することとした.  

オンライン対面トレーニングは Webex Meetingsを使

用した. 作戦会議はブレイクアウトセッションを使い, 

対戦はグループ全員が顔を映した状態で行った. 発言

数は進行役が計算した. テキストチャットトレーニン

グは Slack を使用した. チーム別作戦会議用チャンネ

ルと, ディベート用チャンネルを用意し, 進行役が時

間を測りながら随時チャットで指示を出した. 発言数

の計算は bot を利用して対戦が終わるごとに自動計算

し, ルール違反の発言については進行役が調整するこ

ととした.  

4.1.4 評価方法 

オンライングループディスカッションにおいて定量

評価と定性評価を行い, 実験開始時, オンライン対面

トレーニング実施後, テキストチャットトレーニング

後の各回の評価結果を比較することで, コミュニケー

ションスキルの向上度合いを測ることとした.  

実験では次のデータを取得した.  

①被験者の発言数（オンライン対面トレーニング , 

テキストチャットトレーニング, グループディス

カッション） 

②被験者のアンケート調査結果（グループディスカ

ッション後に回答した 3 回分） 

③社会人による評価結果（グループディスカッショ

ン 3 回分） 

以上のデータを集計し, 定量評価として①を, 定性

評価として②と③を使用して分析を行った.  

定量評価は録画視聴により各被験者の発言数をカウ

ントし, さらに全発言の文字起こしを行って「役割と

しての発言」・「自らの意見としての発言」・「相槌」, の

3 つに分類した.  

定性評価は, 被験者自身のアンケート調査による評

価と, 社会人による評価を行った. 被験者自身が行う

評価の質問項目については, 1 回目のみ日常のコミュ

ニケーション方法と性格に関する質問 6 問を設け, 3 回

すべて ENDCOR モデルの 24 の質問に 5 段階で回答す

ることとした. 社会人による評価は, 各被験者につい

て CCQ から 6 項目について 5 段階評価を行った.  

4.2 実験結果 

4.2.1 オンライン対面トレーニングの発言数 

被験者全員の発言回数について, 3 回分の結果を検

定した. 1 回目と 2 回目は 15 分間, 3 回目は 10 分間の

対戦であることから, 5 分当たりの発言数を Friedman

検定で分析した結果, 有意差は見られなかった.  

4.2.2 テキストチャットトレーニングの発言数 

テキストチャットトレーニングは Slack によるディ

ベートゲーム対戦を合計 3 回行った. 1・2 回目は社会

人を含めて 15 分間, 3 回目は大学生のみで 10 分間とし

ていたが, グループ 1 は進行役の間違いにより 15 分

間, グループ 2 は 10 分間で実施した.  

被験者全員の発言回数について, オンライン対面ト

レーニング同様に 3 回分の結果を検定した. 分析の結

果, 有意差は見られなかった.  

4.2.3 グループディスカッションの発言数 

グループディスカッションは, 被験者のみで実験開

始時と各トレーニング後の合計 3 回行った. 1 回目は 1

名がネットワークトラブルのため参加できず 7 名で実
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施し, 2 回目と 3 回目は 8 名全員で実施した. グループ

ディスカッションは, 35 分間のディスカッション後に

3 分間の発表の形式とし, ディスカッション中の発言

数を計測した. ディスカッション開始時に, 司会者・記

録者・タイムキーパー・発表者の 4 つの役割を決めて

進行することとしたため, 発言数については, 全発言

の文字起こしをした上で, 「役割としての発言」・「自ら

の意見としての発言」・「相槌」に分類して集計した. グ

ループ別に一人当たり発言数の変化をグラフ化したも

のが図 5 である. 被験者全員の発言回数について, 3 回

分の結果を検定した. Friedman 検定で分析した結果, 

有意差は見られなかった.  

 

 

図 5 グループ別一人当たり発言数変化 

 

グループ別に一人当たり発言数の変化を見ると, 両

グループ共にテキストチャットトレーニング後の発言

数が増加している. また，1・2 回目ではグループ 1 の

発言割合が大きかったが， 3 回目ではグループ 1 の発

言数が全体的に減少し, グループ 2 の発言数が激増し

たことで, 双方の割合が同程度となった.  

4.2.4 被験者のアンケート調査結果 

全被験者に対し各グループディスカッション終了後

にアンケート調査を 3 回行った. アンケート内容は日

常のコミュニケーションツールについて尋ねる質問が

2 問, 性格傾向を測る質問が 4 問, ENDCORE モデルに

基づく質問が 24 問である. ENDCORE モデルに基づく

質問は表 2 の通り 6 カテゴリに分類される.  

表 2 に示した 6 カテゴリについて, 実験開始時, オ

ンライン対面トレーニング後, テキストチャットトレ

ーニング後の被験者全体の評価中央値をグラフ化した

ものが図 6 である.  

 

表 2 ENDCOREモデルカテゴリ 

 

 

図 6 被験者全体の評価中央値 

 

被験者全員のアンケート回答結果について, 3 回分

の結果を検定した. Friedman 検定で分析した結果, 有

意差は見られなかった. 日常のコミュニケーションツ

ールや性格傾向についての回答との相関も確認できな

かった. 全体で見ると, 実験開始時とオンライン対面

トレーニング後の評価バランスはほぼ同じであり, 特

徴的な変化は見られない. テキストチャットトレーニ

ング後においては, オンライン対面トレーニング後に

比べると全体的に評価が低下している. しかし, 自己

主張のみ同程度の効果を感じ , 他者受容, 関係調整, 

解読力は評価の低下度合いが目立っている. 対面環境

を排除したことで, 相手への意識が弱まり, 自己主張

の効果を感じやすくなったことが窺える.  

4.2.5 社会人による評価結果 

企業人事部門経験者, キャリア教育経験者を含む 4

名でグループディスカッションの評価を行った. 評価

基準は CCQ の発信要素から 4 つ（言葉の使い方がう
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まい, ポイントをおさえている, 人と効果的にかかわ

る, 言うべき時に言うべきことを言う）, 受信要素から

2 つ（よい聞き手だ, 人のニーズに敏感だ）の合計 6 項

目について 5 段階評価を行った.  

被験者全員の評価平均値について, 3 回分の結果を

検定した. Friedman 検定で分析した結果, 「言葉の使い

方がうまい」, 「ポイントをおさえている」, 「言うべ

き時に言うべきことを言う」の 3 つについて有意差が

見られた. この 3 点について Bonferroni 法にて比較を

行った結果, 「言葉の使い方がうまい」と「ポイントを

おさえている」については 1 回目と 3 回目の変化, 「言

うべき時に言うべきことを言う」については, 2 回目と

3 回目, 1 回目と 3 回目の変化に有意差が見られた.  

グループ別に評価平均値の変化をグラフ化したもの

が図 7 である. 両グループ共に全項目において 1 回目

と比べて 3 回目の評価が上がった. 特にグループ 2 に

ついては, テキストチャットトレーニング後の向上度

合いが顕著であった.  

 

 

図 7 グループ別評価平均値の遷移 

4.3 考察 

4.3.1 定量評価 

オンライン対面トレーニングでは個別に発言数の増

減はあるものの, 全体として特徴的な傾向は見られな

かった. テキストチャットトレーニングでは, グルー

プ 1 については発言数が増加したが, グループ 2 につ

いては変化がみられず, 共通した傾向は見られなかっ

た. オンライン対面とテキストチャットという手法の

違いによる差異について, グループごとに見ればグル

ープ 1 はオンライン対面の方が発言数の多いことが明

らかだが, グループ 2 は明らかな差が見られない. 個

別では, オンライン対面の方が明らかに発言数の多い

者もいれば, その逆, また特に変化が見られない者も

おり, 特徴的な傾向は見られなかった. グループディ

スカッションでは, 両グループ共にテキストチャット

トレーニング後の発言数が増加傾向にあった.  

4.3.2 定性評価（被験者による評価） 

他者受容の要素は全体を通して評価が高く変化しな

い. 前述した通り, 相手への意識が非常に強いことが

表れている. 全体で見ると, オンライン対面トレーニ

ング後の評価は実験開始時とほぼ同じだが, テキスト

チャットトレーニング後は自己主張の項目が高くなる. 

全体の平均値で, 実験開始時と各トレーニング後につ

いて, 点数の高い項目順に並べると, 表 3 の通りであ

る.  

 

表 3 項目順位 

 

 

オンライン対面トレーニング後は開始時とほぼ同じ

順位であるが, テキストチャットトレーニング後は関

係調整と解読力の順位が下がり, その他の項目の順位

が上がっている. テキストチャットでは相手の反応が

分からないことから, 当然と言える.  

オンライン対面トレーニングでは実験開始時から脱

却できていない印象であるが, テキストチャットトレ

ーニング後は変化が感じられたと評価できる.  

4.3.3 定性評価（社会人による評価） 

全被験者について当初の評価より最終評価が高くな

っている. 発信要素について評価が上がる傾向にある. 

グループ 2 については, テキストチャットトレーニン

グ後の評価の上昇度合いが顕著である. 全体的に「ポ

イントをおさえている」と「言うべき時に言うべきこ

とを言う」の評価が高くなっている. 2 回目はグループ

1 の評価が高く, 3 回目はグループ 2 の評価が高くなっ

ており, 両グループ共にテキストチャットトレーニン

グ後の評価が高くなった.  

グループ 1 はメンバー全員が 1 回目から一定程度の

評価があるが, グループ 2 は全体的に評価が低い. グ

ループ 1 は元々のポテンシャルが高いためにトレーニ
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ング後の伸びが少ないが, グループ 2 は全体的に評価

が伸びている. 実際に筆者が実験時に見聞きした中で

も, グループ 1 は活発・積極的なイメージ, グループ 2

はおとなしいイメージであった. しかしトレーニング

を終える頃には, グループ 2 は司会者からの指名がな

くても自ら発言したり, 発言までの躊躇が見られなく

なったりと, 発言に対する積極性が見られた.  

4.3.4 インタビュー調査 

実験から約 2 週間後に被験者 4 名の協力を得てイン

タビュー調査を行った. 全体的に顔が見えても見えな

くても相手の様子に気を遣うといった, 相手に遠慮す

る面があり, 受信に偏っている傾向が窺えた. トレー

ニングに社会人が参加することへの効果について明確

な感想はなかったが, 支障はないと考えられる. 作戦

会議において発言回数を定めていたグループはなかっ

たため, 実験結果の発言数については操作されたもの

でないことが確認できた. トレーニングの効果につい

ては, 学生自身である程度の効果は感じられている . 

少人数で行う方が, やらざるを得ない状況に追い込ま

れるため, できるようになると考えられる. 次のステ

ップとして, 少人数から多人数への移行が課題である.  

5. 結論 

本研究では, キャリア教育における大学生のコミュ

ニケーションスキル向上について, 対面実践の準備で

ある初期段階のトレーニングとして, 発信を強化する

テキストチャットトレーニングを提案した．  

今回のケーススタディにおいて, テキストチャット

を使用したトレーニングの実施により, 定量評価につ

いては明確な特徴は見られなかったが, 定性評価につ

いては変化が見られた. 大学生はテキストチャットト

レーニングにおいてより多くの変化を感じ, 社会人に

よる評価が高くなることが明らかとなった. それ以外

に, キャリア教育と採用選考の観点からも活用できる

可能性を見出すことができた. キャリア教育において

は, 教育効果の測定が可能となり, より効果的な教育

の検討が可能である. 採用選考においては, 従来の選

考方法とは別の観点で個人の能力を測ることができる

ため, 新しい評価指標として期待できる.  

今後, より多くの被験者による実験で更なる検証を

行うことと, 新型コロナウイルス感染症の影響がなく

なり, 従来の直接顔を合わせた状態での採用選考やコ

ミュニケーションに向けて, 対面実践への移行につい

て検討が必要である.  
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ICT を活用した協働構築型キャリア支援専門人材育成プログラ 

ムの効果と課題 
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*1 高知大学 学生総合支援センター 

Effects and challenges of a professional training program on 

"co-careering" approach for career guidance using ICT 

Sachiko Morita*1 

*1 Center for General Student Support, Kochi University 

The purpose of this study is to develop and pilot a professional training program on "co-careering" 

approach for career guidance using ICT based on the Nordic case, and to clarify its effects and 

challenges. The results of the study showed that the program had a significant effectiveness on 

participants' willingness to continue learning about the relevant topics. In addition, "Career 

counseling using AI" and "AI implemented in companies recruitment processes" were found to be 

topics of high interest. Two challenges of the program were identified: first, the need to improve 

teaching methods to make them more understandable to participants; second, the need to design 

programs that allow professionals to learn more about topics that are not currently used or addressed, 

to provide new types of career guidance and to improve their ability to deal with ethical issues. 

キーワード: ICT，協働構築，キャリア支援専門人材，育成，co-careering 

1. はじめに 

新型コロナウイルスの感染拡大により，日本の若者

に対するキャリア支援は，それまでの対面での支援か

ら電話，電子メール，Web 会議システム，チャットな

ど ICT を活用した支援に変更することが余儀なくさ

れた（森田，2021）(1)．森田（2021）(1)は就職ナビサ

イト運営会社が実施したアンケート調査を引用し，緊

急事態宣言中の就職相談対応について，「通常通り」と

回答した大学はわずか 9.0%にとどまり，「電話での対

応」が 87.1%，「メールでの対応」が 86.7%，「WEB で

の対応」が 77.6%となっていることを指摘している． 

このように日本における ICT を活用したキャリア

支援は新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受け

て急速に広まったが，一方で，国外のキャリア支援に

おける ICT の活用とその研究には長い歴史がある（森

田，2021）(2)．さらに森田（2019）(3)は，特に 2010 年

頃からソーシャルメディアが普及したことで，キャリ

ア支援における ICT の役割が「情報提供」から「co-

careering（協働構築）」へシフトしつつあることを指

摘している．具体的には，ICT ツールの 1 つであるソ

ーシャルメディアを，情報提供の手段や 1 対 1 のコミ

ュニケーションの手段（例えばメッセージングアプリ

を活用したチャットカウンセリング等）として使用す

るだけでなく，インタラクティブな仮想ワーキングス

ペースとして利用したり，キャリアカウンセラーも参

加者の 1 人としてソーシャルメディア上の仮想コミュ

ニティに加わり，参加者全員の専門性を共有してキャ

リアに関する共通の課題を解決する協働構築型のアプ

ローチ（co-careering）が可能になるという． 
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筆者は 2019 年 8 月に，協働構築型アプローチの提

唱者であるフィンランドの研究者 Jaana Kettunen 氏

らが中心となって開催するキャリア支援専門家向け研

修「ICT in Guidance and Counselling」に参加し，ICT

やソーシャルメディアを活用したキャリアカウンセリ

ングやキャリア支援に関する最新動向を知る機会を得

た．参加した専門家研修のカリキュラムを表 1 に示す．

なお，この研修は対面形式とオンデマンド形式の 2 種

類あり，筆者は対面形式の研修に参加した． 

こうしたキャリア支援専門家の能力開発の機会は，キ

ャリア支援における ICT 活用が急速に進む日本にお

いても必要なものであると考えられるが，こうした研

修を行い，その効果や課題について考察した研究 

は管見の限り見当たらない． 

2. 研究の目的と方法 

そこで本研究では，上述した専門家研修「ICT in 

Guidance and Counselling」を参考に，日本のキャリ

ア支援専門家を対象とした「ICT を活用した協働構築

型キャリア支援専門人材育成プログラム」を開発して

試験的に実施し，その効果と課題を明らかにすること

を目的とした．  

 方法としては，国立 A 大学で学生の就職支援に携わ

る就職相談員 6 名及び職員 5 名の計 11 名を対象に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ICT を活用した協働構築型キャリア支援専門人材育

成プログラム」を 2 日間にわけて実施し，2 日目終了

後にアンケート調査を実施し，プログラムの効果と課

題を分析することとした．プログラムの概要は次ペー

ジの表 2 の通りである． 

プログラムの内容について補足する．まず，今回の

プログラムは新型コロナウイルス感染症拡大予防のた

め，Teams を使ったオンライン同期型形式で実施した． 

1 日目には，フィンランドの専門家研修「ICT in 

Guidance and Counselling」の前半の主要テーマであ

った，テキストによるキャリアカウンセリングとソー

シャルメディアを活用した協働構築型（co-careering）

アプローチについて説明をした．さらに日本の大学で

導入が開始されている人工知能（AI）を活用したキャ

リア支援の事例についても説明し，内容ごとにディス

カッションを行った．  

2 日目には，フィンランドの専門家研修「 ICT in 

Guidance and Counselling」の後半と事後課題のテー

マであった，ICT を活用したキャリア支援における倫

理的課題に加え，日本企業で導入が進む採用選考にお

ける人工知能（AI）の活用と，クライアントである学

生の情報収集・活用能力を向上させるキャリアカウン

セリングの在り方について話題提供し，その後，それ

ぞれの内容に対応するディスカッションを行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 2019 年度専門家研修「ICT in Guidance and Counselling」のカリキュラム 
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表 2 プログラムの内容 

日時 内容 

2022 年 

1 月 26 日

（水） 

10：30-12：

00 

講義内容 

1. キャリアガイダンスにおける ICT

活用の歴史 

2. テキストによるキャリアカウンセ
リングのポイントや理論 

3. ソーシャルメディアを使ったキャ
リア支援の種類や協働構築型（co-

careering）アプローチ 

4. AI を使ったキャリア支援の現状 

ディスカッション内容 

1. テキストによるキャリアカウンセ
リングや就職相談の経験とその課
題，解決策 

2. ソーシャルメディアを使ったキャ
リア支援の経験とその課題，解決
策 

3. ICT を活用したキャリア支援を行
う上で今後キャリア支援専門家に
求められる能力やスキルとはどの
ようなものか 

2022 年 

2 月 16 日

（水） 

10：30-12：

00 

講義内容 

1. ICT を使ったキャリア支援の倫理

的課題 

2. クライアントの情報収集・活用能

力を向上させる方法 

3. 企業等の採用選考における AI 導

入の現状 

ディスカッション内容 

1. ICT を使ったキャリア支援の倫理

的課題を実感した事例とその解決

策 

2. 学生の就職やキャリアに関する情

報検索・活用について、課題だと感

じていることとその解決策 

3. 普段学生に紹介している職業情報

の共有 

4. AIを導入した採用選考を受ける学

生に対するキャリア支援の経験と

その課題，解決策 

5. クライアントの情報収集・活用能

力を向上させる支援とはどのよう

なものか 

 

さらに，プログラム中のディスカッションの時間を

使い，1 日目は「ICT を活用したキャリア支援を行う

上で今後キャリア支援専門家に求められる能力やスキ

ルとはどのようなものか」，2 日目は「クライアントの

情報収集・活用能力を向上させる支援とはどのような

ものか」ということについて，短時間のフォーカスグ

ループインタビューも実施した．なお，フィンランド

の研修ではヨーロッパを中心に各国から専門家が集ま

り 5 日間の研修を行うため，自己紹介やアイスブレイ

クの時間が多く確保されていたが，今回実施した研修

は普段同じ職場で働いている専門家や職員を対象とし

ていたため，そうした内容は含めていない．また試験

的実施と時間的な制約の都合で，フィンランドの研修

で行ったロールプレイ部分も割愛することとした．ま

た各日程の最後に行われていたリフレクションはプロ

グラム終了後に各自でやっていただくこととした． 

なお，プログラムの参加者には予め，研究目的，協

力者の権利，録画，個人情報や録画データの取り扱い

について，資料と口頭で説明を行った．また，プログ

ラム中の発言内容やアンケート結果を，参加者の個人

が特定されない形で公表することがある旨も資料と口

頭で説明し，了承を得たうえで研修会を実施した．  

3. 結果と考察 

本節では，プログラム中のフォーカスグループイン

タビューの結果とアンケート調査の結果について説明

する． 

3.1 フォーカスグループインタビュー（1 日目）の結

果について 

1 日目のプログラム中のディスカッションの時間を

使って，参加者に対して「ICT を活用したキャリア支

援を行う上で今後キャリア支援専門家に求められる能

力やスキルとはどのようなものか」についてフォーカ

スグループインタビューを実施した．その結果，以下

の 4 点の意見を得ることができた． 

3.1.1 若い世代の人々が使う ICT ツールやソーシャル

メディアに関する知識とスキル 

まず，本プログラムの中で，学生とやり取りを行う

機会が多い職員や大学生と同じ年代の子供を持つ相談

員・職員から，学生を含めた若い世代は電話をかける

ことには抵抗があり，LINE や Teams のチャット機能

を用いたやり取りを好む傾向があることが共有された．

こうした日本の大学生の傾向やデンマークにおける若

者を対象としたチャットキャリアカウンセリングの事

例紹介等を受け，普段電子メールでのやり取りが多い
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就職相談員も，今後はそうした若い世代が好んで使う

ICT ツールやソーシャルメディアを活用することで，

若い人たちにより支援を届けることができるようにな

るとの意見を述べた． 

3.1.2 対面と ICT を使い分ける力 

2 点目は，1 点目を踏まえた上でも，やはり学生の内

面を探る必要がある援助場面では，学生の姿勢や態度，

表情，体の動き等のノンバーバルな情報が多く得られ

る対面形式の方が有益なこともあるため，学生の特性

や相談内容による使い分けが必要であるとの意見があ

げられた． 

3.1.3 人と人，人とリソースを繋げる力 

3 点目として，ICT やソーシャルメディアの「つな

がり」に着目し，例えばクライアントとクライアント

が目指す進路に就いている卒業生等を繋げたり，クラ

イアントが興味関心のあるテーマに関して専門的知識

を有する人々を集めたオンラインセミナーを開催する

など，人と人，人と内外のリソースを繋げる力の重要

性が指摘された．国外における研究はソーシャルメデ

ィアの「参加型文化」に着目していたが，今回の聞き

取り調査にて，ソーシャルメディアの「つながり」に

着目した新たな視点を見出すことができた． 

3.1.4 仮想コミュニティにおけるクライアントとの対

等な目線での対話から，クライアントのニーズ

を汲み取りそれをサービス化していく力 

4 点目は特に協働構築型（co-careering）アプローチ

の実現に関連して，仮想コミュニティの中で学生等の

クライアントと専門家が同じ目線での対話を行い，そ

の中からクライアントのキャリアの課題やニーズをく

み取り，新たなサービスを創造していく力やそうした

ソーシャルメディアの活用の可能性が指摘された． 

3.2 フォーカスグループインタビュー（2 日目）の結

果について 

2 日目のプログラム中のディスカッションの時間を

使って，参加者に対して「クライアントの情報収集・

活用能力を向上させる支援とはどのようなものか」に

ついてフォーカスグループインタビューを実施した．

その結果，以下の 3 点の意見を得ることができた 

3.2.1 身近にある有益な情報源に気づかせる指導や仕

組みの必要性 

まず，学生が身近にある有益な情報源に気づいてい

ない可能性が指摘された．特に，大学から学生に対し

て都道府県別の合同説明会の情報や大学に寄せられる

求人情報等をメールで送付しているが，学生はそれら

を見ておらず，有益なイベントや支援に参加すること

ができていない可能性が示唆された． 

3.2.2 情報の重要性を認識させる指導や仕組みの必要

性 

2 点目に，1 点目の学生が身近な情報を見ていない

可能性と関連して，情報があふれる現代社会に育った

現在の若者にとって，情報は常に自分の周りに溢れて

いるありふれたものであり，それを意識的に収集して

分析し，戦略的に使う必要があると認識させる指導や

仕組みが必要ではないかという指摘があった．そのた

めには，まずは，提供する情報を必要最低限に絞り込

み，その限られた情報をしっかりと活用しなければい

けないという危機感を持たせるという方法も有益では

ないかという意見が得られた． 

3.2.3 複数の情報源を確認し，比較し，分析する力を

身につけさせることの必要性 

3 点目は，キャリアや就職活動に関わる職業情報等

について，1 つの情報源だけではなく，複数の情報源

で確認し，比較分析することで，その情報の捉え方を

判断する力を身につけさせることが重要であるという

意見があげられた．例えば就職ナビサイトの活用にお

いても学生は「お気に入り登録」をするだけにとどま

りそこから先の行動を起こしていないケースも多い．

また公務員採用試験の問題については，各年の問題を

印刷して比較することで深い分析を行うことができる．

そうした行動を行えるところまでを支援する必要性が

あることが指摘された． 

3.3 アンケート調査の結果について 

ここではプログラムの 2 日目終了後に実施したアン

ケート調査の結果を示し，プログラムの効果と課題を

考察する． 
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3.3.1 回答者の属性 

本アンケートでは，参加者 11 名中，10 名から回答

を得ることができた． 

回答者の職種の内訳は，就職相談員 6 名，職員 4 名

であった．次に回答者の年齢構成は，30 代 2 名，40 代

1 名，50 代 4 名，60 代 2 名，70 代以上 1 名であった．

回答者のキャリア支援・就職支援歴は，1 年未満が 2

名，1 年～3 年未満が 3 名，3 年～5 年未満が 2 名，10

年～20 年未満が 1 名，20 年以上が 2 名であった． 

また，ICT やソーシャルメディアについてどの程度

知識を持っていると思うか，という問いについては，

「一般的な知識やスキルは持っている」と回答したの

は 3 名にとどまり，7 名が「あまり持っていない」と

回答した． 

3.3.2 内容への理解度と興味関心について 

 まず，プログラムの効果を検証するため，プログラ

ムの内容への理解度を質問した．その結果を表 3 にま

とめる．表 3 を見ると，項目ごとに程度の差があるも

のの，参加者は概ねプログラムの内容について理解で

きたと認識していることが分かる． 

表 3 プログラムの内容の理解度について 

 

  

 さらに，2 日間のプログラムについて，興味を持っ

た内容を回答してもらった（上位 3 つまで選択可）．そ

の結果を図 1 に示す． 

 表 3 と図 1 を見ると，「(1 日目)テキストによるキャ

リアカウンセリングのポイントや理論」は，理解度・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 プログラムで興味を持った内容 

 

興味関心ともにやや低いことが分かる．この内容はデ

ンマークにおける若者に対するチャットキャリアカウ

ンセリングの事例とそこで活用されている 4C モデル

を紹介した内容であった．この内容について理解度や

興味関心が低かった原因としては，デンマークの国家

的なキャリアカウンセリングの取組と参加者の日頃の

実践が結び付かなかった，もしくは，チャットキャリ

アカウンセリングを行う機会が現状では少ない，紹介

したモデルの応用可能性が低かった等が考えられた． 

また「(2 日目)ICT を使ったキャリア支援の倫理的課

題」は，理解度は高いが興味関心が低いことが分かる．

この内容は，これまでの研究で明らかになっている

ICT を使ったキャリア支援における倫理的課題と新た

にソーシャルメディアを使ったキャリア支援において

考えうる倫理的課題について紹介した内容であった．

このことについてはプログラム中に「これまでに ICT

を活用したキャリア支援において倫理的に課題を抱え

た経験はあるか」という質問をしたところ，そのよう

な課題を持った経験のある参加者がいなかったことか

ら，普段の援助場面において大きな課題になっていな

いことが興味関心の低い原因であると考えられた． 

一方で，「(1 日目)AI を使ったキャリア支援の現状」

と「(2 日目)企業等の採用選考における AI 導入の現状」

については，理解度は中程度であったが，参加者の興

味関心が非常に高いことが分かる．この点について深

く学べる研修を開発することができれば，専門家のニ

ーズにマッチした研修になる可能性が示唆された． 

内容

理解で
きな
かった

あまり
理解で
きな
かった

ある程
度理解
できた

理解
できた

(1日目)テキストによるキャ

リアカウンセリングのポイ
ントや理論

70% 30%

(1日目)キャリア支援の種類

や協働構築型アプローチ
（co-careering）

50% 50%

(1日目)AIを使ったキャリ

ア支援の現状
50% 50%

(2日目)ICTを使ったキャリ

ア支援の倫理的課題
10% 20% 70%

(2日目)クライアントの情報

収集・活用能力を向上させ
る方法

10% 40% 50%

(2日目)企業等の採用選考に

おけるAI導入の現状
40% 60%
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3.3.3 ICT やソーシャルメディアを活用したキャリア

支援についての継続学習意欲の醸成について 

 次に，今回の研修を受けて，ICT やソーシャルメデ

ィアを活用したキャリア支援について継続的に学習す

ることへの意欲が醸成されたかどうかを検証した． 

まず，「今回の研修を受講して、ICT やソーシャルメ

ディアを使ったキャリア支援についてより詳しく知り

たいと感じたか」という質問については，「とてもそう

思う」30%と「そう思う」70%を合わせて 100%となっ

ており，今回にプログラムで，ICT やソーシャルメデ

ィアを活用したキャリア支援についての継続学習に対

する意欲を醸成できたと考えることができた． 

次に，「ICT やソーシャルメディアを使ったキャリア

支援について、より実践的な研修会があれば受けてみ

たいと思うか」については，「とてもそう思う」30%と

「そう思う」60%合わせて 90%となり，先ほどの質問

と比較するとやや低い割合となった．このことから，

まずは講義やディスカッションを通じて知識を深める

ことを優先させたいと考える専門家も一定数存在して

いることが示唆された． 

また今後，より詳しく知りたいことやあれば参加し

たい研修について（自由記述）では，「基本的な ICT 活

用，現状把握，参考になる情報について」といった基

礎的な知識を得る研修や動向・参考情報の提供に対す

る要望が 3 名から寄せられた．また 2 名からは，「対

面に匹敵するようなオンライン面談を実現できるスキ

ルやオンライン面談の質が高まるようなセミナー」と

いうことで，現在 A 大学で実施しているウェブ会議シ

ステム（Teams を利用）した就職相談の質を高めるた

めのスキル向上についての要望が得られた．また「他

大学の事例や学内で提供可能なリソースの検討」，「学

生の就職ナビサイトの活用状況」，「バーチャルリアリ

ティーや仮想空間の有効な活用について」の要望も 1

名ずつから得られた． 

4. まとめ 

本研究では，北欧の事例をもとに，日本のキャリア

支援専門家を対象とした「ICT を活用した協働構築型

キャリア支援専門人材プログラム」を開発して試験的

に実施し，その効果と課題を明らかにすることを目的

とした． 

研究の結果，まず研修の効果については，プログラ

ムへの参加は関連するトピックについての継続学習意

欲に対して大きな効果があることが明らかとなった．

継続学習の内容としては，多くの専門家はより実践的

な内容のプログラム参加に意欲的であったが，まずは

基礎的な内容や動向・参考情報の提供から始めたいと

考える専門家も一定数いることも明らかとなった． 

次に研修の内容について，全ての参加者が研修内容

をおおむね理解することができたと認識していた．研

修内容ごとの興味関心は専門家により異なる結果とな

ったが，「AI を使ったキャリア支援の現状」及び「企

業等の採用選考における AI導入の現状」については，

全体的に興味関心の高いテーマであることが明らかと

なった． 

プログラムの課題としては以下の 2 点があげられる．

1 点目は参加者がより理解しやすい内容に改善するこ

とである．今回のアンケート調査では 10%と低い数字

ではあったが，一部の内容について「あまり理解でき

なかった」と回答した参加者がいた．この点について

は，今回は合計 3 時間という限られた時間で多くの内

容を説明したことも影響していると考えられるが，プ

ログラム参加者により詳しい聞き取り調査を実施する

などして改善に繋げていきたい． 

2 点目は，普段の実践で使用したり課題と感じてい

る内容以外への興味関心を広げてもらうことである．

例えば，テキストによるキャリアカウンセリングは先

行文献でも若者が好んで利用するとされているカウン

セリング方法であり（中川・杉原（2019）(4)など），か

つ，ICT を活用したキャリア支援における倫理的課題

は先行研究において一貫して指摘され続けている

（Sampson & Makela，2014）(5)重要な課題であるが，

アンケートでは興味関心がやや低い結果となった．こ

のように現状では使用したり課題認識していない内容

についてもより詳しく学び，新たなキャリア支援の提

供や倫理的課題への対応力向上に繋げてもらえるよう

な研修設計についても今後の課題である． 

最後に本研究の限界について述べる．本研究は，試
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験的なプログラムであったため，通常よりも短い時間

でプログラムを実施した．そのため，そのことが参加

者の理解度等に影響を与えた可能性が考えられる．ま

た 11 名という小規模な参加者を対象として実施した

ため，アンケート調査の件数も非常に少ない．研究結

果の普遍性を高めるため，今後，より多くの参加者に

受講していただき，プログラムの本格的設計に繋げた

い． 
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語学教育における対面授業・遠隔授業・ハイブリッド型・ハイフレックス型等，様々な授業形態に対

応させたクラス運営のために，効果的使用が見込める教材開発とその提供を目指してきた．本稿では，

これまで開発を進めてきたフランス語学習支援デジタル教材：Web＜なびふらんせ＞の「クラス機能」

を拡張・応用して設計した「学習ガイド機能」の実装について報告する． 

キーワード: 語学教育，デジタル教科書，デジタル教材，クラス運営支援，学習ガイド機能 

1. はじめに 

語学教育における ICT 活用の有用性から「教科書

（紙媒体）＋デジタル教材＋e ポートフォリオ」の三

位一体型学習環境の研究開発を行ってきた（１）・（２）・（３）．

さらに，本成果を発展させ，デジタル教材の各種コン

テンツ・e ポートフォリオ・教材ダウンロード等を一

体化して学習支援の中核となる「デジタル教科書」の

開発も進めてきた（４）・（５）・（６）・（７）．本デジタル教科書・

教材は，当初では自主学習や対面授業での活用を想定

していた．しかし，現在，大学等の教育機関において

は，対面授業のみならず，遠隔授業・ハイブリッド型・

ハイフレックス型等，様々な授業形態に即応可能なデ

ジタル教科書・教材といった媒体・環境等が求められ

ている．そこで，様々な授業形態に対応させたクラス

運営を支援するため，これまで開発を進めてきたデジ

タル教科書・教材に組み込む「学習ガイド機能」を開

発した（図１）（８）・（９）・（１０）．本機能の搭載により，ど

のような授業形態でも効果的使用が見込める汎用性の

高いデジタル教科書・教材の提供が可能となる．本稿

では，主に本学習ガイド機能の実装結果について報告

する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 学習ガイド機能の見取り図 

2. 学習ガイド機能の概要 

本機能における「学習ガイド」とは，Microsoft 365 

Education（１１）のような「Webベースの学習支援ツー

ル」との紐づけ（リンク）が可能で，「紐づけられたツ
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ールを用いてどのように学べばよいか」を学習者に明

示するWebページ（学習指示板）のことである（９）・（１

０）．OneDriveのファイルやフォルダ，Streamの動画

コンテンツ，Formsで作成した設問，Teamsにセット

した課題・Webミーティング，Class Notebookの活用

等は，「リンク」でアクセス指示が可能である．授業者

は，必要に応じてこれらの「リンク」を「学習ガイド」

内に設定し，学習指示を記載することで，学習支援ツ

ールの繋がりを学習者に明確に示すことができる（図

２）．学習者は，「学習ガイド」を参照することで，「デ

ジタル教科書・教材」と学習支援ツールを有機的に結

び付けて学ぶことができる．なお，「学習ガイド」は，

授業者が担当する「クラス」毎に設定・作成が可能で

あり，また，一つのクラス内に複数のガイドを設置で

きるものとした（図３）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 学習ガイドの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 「クラス毎の学習ガイド」のイメージ 

3. 学習ガイド機能の実装 

フランス語学習支援デジタル教材：Web＜なびふら

んせ（eポートフォリオ付き）＞（１）の「クラス機能」

を拡張する形で「学習ガイド機能」の実装を図った．

「学習ガイド機能」へのアクセスは，＜Webなびふら

んせ＞の「メインメニュー」から開始できるよう配慮

した．学習者は，自分が所属するクラスの「学習ガイ

ド」にアクセスし，授業者のメッセージ（指示）を簡

易に確認することができる（図４）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 学習者 ID 用の学習ガイド機能画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 授業者 ID 用の画面 －【クラスの選択】－ 

図５～図１２は，授業者 ID 用の学習ガイド機能画

面である．授業者は，＜Webなびふらんせ＞の「メイ

ンメニュー」から学習ガイド機能へアクセスし，マネ

ジメントしたいクラスを選択する（図５）． 

図６は，クラス選択後に表示される【管理メニュー】

である．授業者は，ここから，「学習ガイド」の管理（作
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成・確認・編集・コピー・削除・デジタル教科書への

紐づけ）が行える（図６）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 授業者 ID 用の画面 －【管理メニュー】－ 

図６の「学習ガイドの新規作成」をクリック（タッ

プ）すると，図７のような画面が順次表示される．授

業者は，学習ガイドのタイトルを入力し，学習ガイド

の作成作業を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 7 授業者 ID 用の画面 －【新規作成】－ 

図８に，学習ガイドの作成途中の画面例を示す．授

業者は，図８の①において，学習者への指示内容（リ

ンクは２つまで登録可能）の入力ができる（ここでタ

イトルの変更も可能）．入力後，②の「確定ボタン」を

クリックすることで，入力した内容がデータベースに

保存され，同時に，図８の③の内容も更新される．授

業者は，③の箇所で，編集している学習ガイドの最新

内容をチェックすることができる．また，チェックの

際に，不要と判断した項目については，③の「削除ボ

タン」をクリックすることで，項目の削除が可能であ

る．逆に，項目を増やしたい場合は，図８の④（補足

の指示を追加したい場合は⑤）をクリックする．そう

することによって，図８の⑥で示したように，項目が

新たに追加され，指示内容等の入力が可能となる．入

力対象となる項目を切り替えたい場合は，図８の⑦の

セレクトメニューを利用する．なお，本実装では，「通

常の指示」と「補足の指示」がそれぞれ独立したカテ

ゴリーとして利用できるよう構築した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 授業者 ID 用の画面 －【作成途中】－ 
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図６の「学習ガイドの確認／編集」をクリック（タ

ップ）すると，図９のような画面が順次表示される．

授業者は，ここから，学習ガイドの内容を確認・編集

することが可能となっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 授業者 ID 用の画面 －【確認／編集】－ 

 

図６の「学習ガイドのコピー」をクリック（タップ）

すると，図１０のような画面が順次表示される．授業

者は，本画面で学習ガイドをコピーして再利用するこ

ともできる．同様に，図６の「学習ガイドの削除」を

クリック（タップ）すると，図１１のような画面が順

次表示され，学習ガイドの削除も可能である．なお，

後述する「デジタル教科書への紐づけ」が設定されて

いる学習ガイドは，紐づけ設定が解除されるまでは削

除できない（削除ボタンが表示されない）ように実装

した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 授業者 ID 用の画面 －【コピー】－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 授業者 ID 用の画面 －【削除】－ 

図１２は，「デジタル教科書への紐づけ」の設定／解

除の画面である．授業者は，ここから学習課（全 12課）

の課毎に一つの学習ガイドを紐づけることができる．

異なる課に同一の学習ガイドを紐づけることも可能で

ある．学習者は，「デジタル教科書」の「学習ナビ」を

クリック（タップ）すれば，紐づけられた「学習ガイ

ド」へダイレクトにアクセスできる（図１３・図１４）．

なお，学習ガイドが紐づけられていない場合は，学習

ガイド一覧画面が表示されるよう設定した． 
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図 12【デジタル教科書への紐づけ】の画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 デジタル教科書から学習ガイドへ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 デジタル教科書との紐づけのイメージ 

4. おわりに 

本稿では，先に開発した「デジタル教材」に実装し

た学習ガイド機能について述べた．本機能は，遠隔授

業を含む多種多様なクラス運営を支援するために構想

したものである．本機能の搭載で，様々な授業形式に

対応でき，また，授業者のオリジナリティを反映して，

クラス毎に配慮した柔軟な使用も可能となる．今後は，

本機能の活用法について精査を行い，2022年度の授業

実践を通して本機能の有効性を検証する予定である． 

謝辞 

本研究は JSPS 科研費 18K00759 の助成を受けた． 

参 考 文 献  

(1) 有富智世，喜久川功：“デジタル教材「Web〈なびふらん

せ（eポートフォリオ付き）〉」”，http://navifr.sz.tokoha-

u.ac.jp/ （2012-現在に至る） 

(2) 有富智世，喜久川功，黒田恵梨子，田母神須美子，服部

悦子：“なびふらんせ 1”，株式会社朝日出版社，東京

（2016） 

(3) 有富智世，喜久川功，安藤博文，内田智秀，服部悦子：

“なびふらんせ 2”，株式会社朝日出版社，東京（2019） 

(4) 有富智世，喜久川功，安藤博文，内田智秀，服部悦子，

山田敏之：“フランス語教育とデジタル教科書”，関西フ

ランス語教育研究会，RENCONTRES 31, pp. 57-61

－49－



 

 

（2017） 

(5) 有富智世，喜久川功：“初修外国語(フランス語)における

授業実践を想定したデジタル教科書の設計”，日本教育

工学会研究報告集，JSET 17-1，pp. 275-280（2017） 

(6) 有富智世，喜久川功，安藤博文，内田智秀，服部悦子，

山田敏之：“授業内学習と自主学習を活性化する学習支

援ツールの一体化 -デジタル教科書・デジタル教材・eポ

ートフォリオ・教材ダウンロード‐”，関西フランス語

教育研究会，RENCONTRES 32-2，pp. 11-15（2018） 

(7) 喜久川功，有富智世:“効率的かつ効果的な授業運営を可

能にする初修フランス語指導者用デジタル教科書の開

発”, 日本教育工学会 2022 年春季全国大会講演論文集

（2022） 

(8) 有富智世，喜久川功：“外国語学習のためのデジタル教

科書とカスタマイズ機能”，教育システム情報学会研究

報告，Vol.35，No.5，pp. 33-36（2021） 

(9) 喜久川功，有富智世：“外国語学習・デジタル教科書を用

いた遠隔授業支援と学習ガイド機能の構想”，教育シス

テム情報学会研究報告，Vol.35，No.6，pp. 181-186（2021） 

(10) 喜久川功，有富智世:“外国語学習用デジタル教科書・教

材を用いた遠隔学習の運営を支援する学習ガイド機能

の設計”, 教育システム情報学会第 46 回全国大会講演

論文集, pp. 199-200（2021） 

(11) Microsoft 365 Education,  

https://www.microsoft.com/ja-

jp/education/products/office (2022年 2月 16日確認) 

－50－



 

 

医療系大学におけるデザイン思考を取り入れた 

異学年間プログラミング教育の実施 

西牧 可織*1, 二瓶 裕之*1 

*1 北海道医療大学 

Cross-grade programming educational model with design 

thinking at health sciences universities 

Kaori Nishimaki*1, Hiroyuki Nihei*1 

*1 Health Sciences University of Hokkaido 

医療系大学生に対するプログラミング学習の授業において，上級年次学生が下級年次対象の授業を設計

する仕組みを導入した．上級年次学生は自らのプログラミングスキルの醸成に加え，コマ数や理解度な

ど授業運営における様々な課題を考慮したデザイン思考の観点から授業設計に取り組んだ．下級年次は

学生視点を取り入れた演習課題を実施することでプログラミングに対する興味を低下させず高い満足度

で授業を受けることができていた． 

キーワード: プログラミング教育，医療系大学，STEAM 教育，デザイン思考，異学年間 

1. はじめに 

Society5.0 の実現に向け，社会全体で持続的に新た

な価値を生みだすことができる人材の育成が求められ

ている．教育現場においては数理・データサイエンス・

AI に関する知識や技能の醸成のほか，学び方について

変革の必要性が提言されている．例えば，「何を学び，

身に着けることができたのか」学修者自らが社会に対

し説明できる学習者本位の学び・能力や進度に応じて

個別最適化された学び・異学年間の協働学修など多岐

にわたる(1)．特に Society5.0 では，AI や IoT，ロボッ

トといった共通基盤技術と，産業コア技術，関連デー

タの多様な組合せにより，革新的な製品・サービスを

産みだすことが重要となる．特定の分野に偏らず多様

な観点から課題にアプローチできる力を身につけるた

めの学びが求められる． 

そこで注目されているのが STEAM 教育である(2)．

STEAM 教育は文理や学部を問わず，各教科での学習

を実社会での課題解決に生かしていくための教科横断

的な教育である．この STEAM 教育やデザイン思考(3)

の必要性を踏まえて，学生が必要とする教育をいかに

提供していくかが高等教育における課題のひとつとな

る． 

STEAM 教育を実施する上で鍵となるのが「プログ

ラミング学習」である．2020 年度より小学校で必修化

され，2022 年度からの高等学校「情報」科目では新学

習指導要領にもとづき，すべての生徒がプログラミン

グに触れることになるなど，これからの教育現場では

必須の学びとなる．大学教育における数理・データサ

イエンス・AI（リテラシーレベル）モデルカリキュラ

ムの項目としても「プログラミング基礎」が提示され

ている． 

医療系総合大学である北海道医療大学（以下，本学）

は数理データサイエンス AI 教育リテラシープラスに

選定され，プログラミング学習を実施することとなっ

た．しかし，医療系国家試験合格という定まった目標

のある学生が多く，直接的に AI・システム開発に携わ

るような専攻の学生と比較してプログラミングを主体
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的に学べるような授業設計は難しい．学習者本位の学

びや個別最適化された学び，異学年間の協働学修など

学び方の工夫も考慮する必要がある． 

そこで，学び方の工夫を考慮しながら医療系学生で

も主体的にプログラミングを学べる環境を構築するた

めに，プログラミング学習の授業において、上級年次

の学生が，下級年次対象の授業を設計するといったデ

ザイン思考を取り入れた異学年間プログラミング教育

を実施した．対象としたのは本学心理科学部臨床心理

学科 3，4 年生および 1 年生であり，学生の学習意欲

を向上させるため小型の教育用ロボットをプログラミ

ング学習用教材として活用した． 

3，4 年生の学生には予めプログラミングの基礎知識

を身に着けてもらった上で，本学での学び，興味関心，

コマ数や理解度など授業運営における様々な課題を考

慮したデザイン思考の観点から 1年生のプログラミン

グ授業を設計することを課題とした．1 年生には，3，

4 年生が作成した演習課題を解決することを課題とし

た． 

また，1 年生の学修状況・授業内容の評価を，教員

を通じて 3，4 年生にフィードバックすることで，間接

的に異学年で学びの共有ができるようにした．クラウ

ドアプリケーションも活用し，教員・学生間でリアル

タイムかつスムーズに学習情報の共有ができるように

した． 

3，4 年生の考案した授業に対する 1 年生の学修目標

達成度の自己評価および授業内容の評価により，異学

年間で実施したプログラミング教育の効果を検証する． 

2. 授業の概要と機材 

2.1 対象とした授業科目と授業構成 

今回の取り組みの対象としたのは本学心理科学部臨

床心理学科においてゼミナール形式で開講している 3

年生「専門演習Ⅰ」と 4 年生「専門演習Ⅱ」および「卒

業研究」（以下，ゼミ）と 1 年生「情報科学」の授業で

ある．ゼミは 3 年後期から配属先の各教員のもとで 4

年後期まで通年で実施される．筆者の指導する学生（以

下，ゼミ生）は 3，4 年生合わせて 2018 年度 8 名，

2019 年度 5 名，2020 年度 2 名であった．「情報科学」

は 1 年次後期選択科目であり，授業回数は全 15 回，

2019 年度の履修者は 28 名，2020 年度の履修者は 17

名であった．「情報科学」では，プログラミングに関す

る内容に加え，コンピュータのハードウェアの構造，

インターネットと情報セキュリティなどの情報リテラ

シーの基礎を学ぶ．2020 年度のプログラミングに関す

る授業回は，第 8 回～第 14 回の 7 回であった． 

2.2 使用した教育用小型ロボット教材 

プログラミングを学ぶ上でゼミと情報科学共通で用

いたツールが、図 1 左図に示す Makeblock 社の mbot

と呼ばれる教育用小型ロボット教材であり，mcore と

呼ばれる電子基板を搭載している(4)．Arduino Uno が

ベースとなっており，基板上に光センサ・LED・超音

波センサ・赤外線センサそしてモーターが接続されて

いる．モーターを制御しタイヤを動かすことで mbot

を移動させることができる． 

mbot を制御するために，図 1 右図に示すような

mblock と呼ばれるソフトウェア上でアルゴリズムを

構築してプログラムを作成する．作成したプログラム

を USB ケーブルを通じて mbot に送信することで，

mbot に接続されたセンサでデータを取得したり，

LED を点灯したり，移動させたり様々な動作を表現す

ることができる． 

プログラムの作成は，ブロックを組み合わせること

でアルゴリズムを構築する Scrach をベースとしたビ

ジュアルプログラミングで行うことができるため，プ

ログラミング言語の知識は基本的に不要である．本学

科は従来パソコン必携であるため，学生の個人パソコ

ンに mblock をインストールしてもらい，一人一人が

適宜 mbot とパソコンを接続して動作確認ができるよ

うにした． 

ロボット教材を活用し，自分の作成したプログラム

を視覚的・聴覚的に自由に表現できるようにすること

で，プログラミングへの苦手意識の低減や興味関心の

向上など多様な学習背景を持つ学生に対して学習意欲

の向上を図ることができると考えた．今回はプログラ

ミングの考え方・アルゴリズムの構築を理解すること

に主眼をおき，具体的なプログラミング言語の知識修
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得を目的としていないため，授業内ではビジュアルプ

ログラミングのみを扱うこととした． 

  

図１ mbot（左図）と mblock（右図） 

3. 学びの共有の仕組みと上級年次学生（ゼ

ミ生）による授業設計 

3.1 学びの共有の仕組み 

図 2に学年毎の課題と異学年間での学びの共有の仕

組みを示す．3,4 年生のゼミ生は，ゼミ配属後 mbot や

mblock を活用したプログラミングの基礎知識修得を

目標として，初めに，mblock のインストール・mbot

の組み立て・アルゴリズムの構築・各種センサの活用

方法について一人一台 mbot を用いながら学ぶ．次に

「次年度もしくは本年度の 1年生にどのようにプログ

ラミングの授業を提供するとよいか」の課題に取り組

む．各自が身に付けたプログラミングの知識や技能に

基づき，授業手順や課題作成・課題提示方法などの授

業設計をゼミ生が協働で取り組むようにした．教員か

らは，学びの振り返りを促したり，1 年生の興味関心，

コマ数や理解度など授業運営におけるキーワードを適

宜提示したりした． 

2019 年度の情報科学のプログラミング授業回から，

実際にゼミ生が考案した授業を展開した．まず，2018

年度のゼミ生が授業設計のたたき台を作成した．次に，

これに基づき，2019 年度のゼミ生が 2019 年度 1 年生

の学修状況なども考慮しながら課題のブラッシュアッ

プや動画教材の作成を新たに行った(5)．1 年生の学修

状況は，個人情報に充分配慮した上で、教員を通じて

ゼミ生へフィードバックしている．最後に，教員が授

業全体の調整を行った． 

1 年生は，授業内においてゼミ生が作成した課題を

協働で解決することとした．また，授業毎の学びの振

り返りとして，Google フォームを活用し，学修目標達

成度の自己評価および授業内容の評価を送信すること

とした．その他に，授業アンケートや定期試験も実施

した． 

教員は，授業内容の調整や個人情報の管理，ゼミ生

と 1 年生の相互の指導なども含め，異学年間で間接的

に学びを共有し，互いの課題解決を円滑に実施できる

ようサポートをする形で携わった． 

学びの共有のためのツールとしてクラウドアプリケ

ーションを活用した．1 年生の学生が課題解決のため

にアイデアを学生・教員と共有できるように，教員が

学生の学修状況をリアルタイムで確認できるようにし

た．例えば，google スライド上での意見交換は学生に

とって意見を出しやすいなどの利点があることから，

スライド上にアイデアや課題解決のプロセスを記載し

て教員・学生間で情報共有をした(6)． 

 

図２ 異学年間の学びの共有の仕組み 

3.2 2020 年度における授業設計 

表 1 に 2020 年度のゼミ生が携わった 2020 年度情

報科学におけるプログラミング授業回の学修目標およ

び 2019 年度からの変更点を示す．2020 年度の情報科

学の授業では，2019 年度の課題実施状況やアンケート

に基づき，プログラミング授業回を 2 回分増やすこと

とした． 

2020 年度ゼミ生は，新たに，表１の第 9 回，第 10

回の授業回における「レベル別・テーマ別の選択課題」

を作成した．これは，1 年生が自身の学びの進度や興

味などに応じて選択して実施することができる演習課

題であり，個別最適化を意識した学びの実現を目標と

した．図 3 にゼミ生が作成した課題の一部を示す．ポ

ップなイラストやヒントなど学生視点からの「わかり

やすさ」と，テーマや難易度の視覚化を促すことで教
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員視点からの「限られた授業時間内で学生が主体的に

学べる工夫」の双方の視点を意識させた． 

表１ 2020 年度の学修目標 

 

 

図３ レベル別・テーマ別選択課題 

4. 下級年次学生（1 年生）による達成度の自

己評価と授業評価 

4.1 達成度の自己評価 

図 4 は，2020 年度情報科学のプログラミング授業

回を受講した 1年生の学修目標達成度の自己評価であ

る．縦軸は表 1 の学修目標と対応しており，横軸は学

生の評価の割合である．◎は「良く達成できた」，〇は

「達成できた」，△は「達成できなかった」，✕は「ま

ったく達成できなかった」とした．第 11 回の一つの目

標を除くすべての授業回・学修目標において，半数以

上の学生は，目標を「よく達成できた」または「達成

できた」と回答した． 

特に，第 10 回と第 11 回は「良く達成できた」と答

えた学生が半数であった．第 10 回は，2020 年度新た

に導入したレベル別・テーマ別の選択課題の「応用レ

ベル」の実施回であり，「光る」「動かす」など複数の

動作を組み合わせたアルゴリズムの構築が課題であっ

た．第 9 回においてレベル別・テーマ別の選択課題の

「基本レベル」の演習課題を実施していたことや，応

用レベルが難しい学生は基本レベルの課題をやり直し

てもよいこと，好きな課題を選択してよいなど学生が

自由に取り組めるようにしたことも大きな達成感を得

られた要因なのではないかと考える． 
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図４ 学修目標達成度の自己評価 

第 11 回は超音波センサやライントレースセンサの

活用など，自動車の障害物回避や自動走行のアルゴリ

ズムに関わる演習課題であった．超音波センサの演習

課題については達成度が高く，ライントレースセンサ

の活用については達成度が大きく低下した．超音波セ

ンサの活用については mblock において予め超音波セ

ンサ専用のブロックが用意されている．一方で，ライ

ントレースセンサによるライントレースを行うために

は，センサで読み取った値に応じて条件分岐を行うア

ルゴリズムを構築する必要があった．さらに，mbot 本

体にプログラムを転送する操作が必要であるため，ソ

フトウェアの操作に手間取ってしまったことも考えら

れる． 

第 12 回以降は，これまで学んだアルゴリズムやセ

ンサの活用を踏まえて，各自の自由な発想に基づいて

テーマを考えプログラミングを行う「自由創作課題」

を実施した．学生は，アルゴリズムの構築からプログ

ラミング，mbot の動作確認，動作の撮影，プレゼンテ

ーションスライドの作成まで行う．第 11 回までの与

えられたテーマの課題実施状況と比較して，「達成でき

た」と答える学生が大幅に増加し，「よく達成できた」

と答える学生が減少するなど自己評価の傾向が変化し

た．第 11 回までは課題の回答例としてサンプルプロ

グラムを紹介していたため，学生自身が達成度を把握

しやすかった．一方で，第 12 回以降は創作課題である

ため回答例がないことや，2020 年度はグループでの対

面での議論ができない状況下であったため，達成度の

判断が難しかったのではないかと考える． 

4.2 授業内容の評価 

図 5は各授業回における授業内容の評価の平均値を

示したグラフである。横軸が授業回，縦軸が評価の受

講者平均値である．授業の難易度，授業内容（資料・

課題・説明など）の充実度，授業内容に対して興味を

ひかれた・面白いと思えたかの 3 項目について，それ

ぞれ 5 段階で回答させた． 

授業の難易度は「1：簡単」から「5：難しい」まで

の 5 段階である．授業 7 回分の平均は 3.03（σ=0.27）

であった．初回の授業や創作課題と比較し応用レベル

課題や超音波センサ・ライントレースセンサをテーマ

とした授業回を難しいと回答する学生がやや増加して

いる．ただし，5 と回答した学生はおらず，一般的に

授業の進行とともに難易度が上昇すること，ライント

レースセンサの活用を除き達成度の自己評価も低下し

ていないことを考慮すると大きな影響はないものと考

えられる．第 8～9 回は 1 と回答した学生がいたが，

第 10 回以降は 1 または 5 と回答した学生はおらず，

難易度の設定がおおむね適切であったと言える． 

授業内容の充実度は，「1:まったく充実していない」

から「5:とても充実している」までの 5 段階である．

すべての授業回で 4 以上であった．特に第 11 回の平

均値は 4.79 であり、達成度の自己評価も加味すると，

難しいと感じる一方で，とても充実していると思えた

学生が多いことが示唆される． 

授業内容に対して興味をひかれた・面白いと思えた

かについては，「1:まったく思わない」から「5:とても

そう思う」までの 5 段階である．授業内容の充実度と

同様にすべての授業回で 4 を超えている．基本～応用

レベルの演習課題から自由創作課題まで様々なパター

ンやレベルの課題を提示したが，興味や面白いと思う

かの評価が低下することはなく，安定して興味を持た

せ続けることができた．また，充実度の評価と強い相

関が見られた（r=0.82）．授業設計における資料・課題・

説明が学生の興味や関心に大きく関係することが示さ

れた． 
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図５ 授業内容の評価 

5. おわりに 

STEAM 教育やデザイン思考の観点から，上級年次

の学生が下級年次の学生に対する授業設計を行い，異

学年間で学びを共有することができた．また，学生自

身が演習課題を選択する個別最適化に向けた工夫など

society5.0 に向けた学び方の工夫を取り入れた． 

下級年次の学生は上級年次の学生が作成した課題や

提示資料を充実していると捉え，授業回を重ねても興

味関心を保ったまま課題解決を行うことができていた．

このことから，上級年次の学生は自らのプログラミン

グの基礎知識やスキルを修得していきながら 1年生に

対して達成度や授業内容の面で安定した授業を設計す

ることができたと考える．年度毎に変動する 1 年生の

プログラミング知識やスキル・ゼミ生の人数・授業回

数などに対しても柔軟に対応することができていた．  

特に，コロナ禍において教室の座席指定や対面での

議論が難しい状況が加わった．しかし，学修効果を保

ちながら mbot の可動域が自身の周囲だけであっても

実施できる課題を考案するなど，授業運営側の教員・

学生双方の視点やニーズを考慮し，デザイン思考を取

り入れた授業設計ができていた． 

ゼミの実施においても，コロナ禍対応として一時期

web会議システムを活用したオンライン開催をするこ

ととなったが，2020 年度ゼミ生は 2019 年度より継続

して参加している 4 年生であったため，mbot や

makeblock の基本的な知識や授業設計の流れ・次年度

に向けた課題を把握できていた．また，情報共有にク

ラウドアプリケーションを活用していたことからも情

報共有や議論をスムーズに行うことができた． 

このように，不測の事態が生じても，2 学年を通し

て通年かつ合同で実施できるゼミのような形式の授業

内で授業設計を行うことで，活動内容のスムーズな引

き継ぎが可能となると考える． 

今後は，定期試験の結果や具体的な課題解決のプロ

セスなどを検証し，プログラミング的思考力の定着を

考慮した上で，異学年間での学びの共有や課題解決型

学修を効果的に実施する手法を議論していきたい．ま

た，ビジュアルプログラミングのみならず Python な

どプログラミング言語を用いたより深く難易度の高い

学びにおいても適切な授業設計と課題の実施ができる

か検討する． 

謝辞 

本論で報告した取り組みは、JSPS科研費 19K14325

の助成を受けた。 

参 考 文 献  

(1) 中央教育審議会「2040 年に向けた高等教育のグランド

デザイン（答申）」,  

https://www.mext.go.jp/content/20200312-mxt_kouto

u01-100006282_1.pdf (2022 年 2 月 15 日確認) 

(2) 山崎貞登，松田孝，二宮裕之，久保田善彦，磯部征尊，

川原田康文，大森康正，上野朝大: ”Society5.0 を支え

る STEAM/STREAM教育の推進に向けた小学校教育課

程の教科等構成の在り方と学習指導形態”，上越教育大

学研究紀要，39，2，525-538，(2020) 

(3) 紺野登: “ビジネスのためのデザイン思考”, 東洋経済新

報社 (2010) 

(4) 久木田 寛直: “<改訂版>Makeblock 公式 mBot で楽し

む  レッツ ! ロボットプログラミング ”, FOM 出版 

(2020) 

(5) 西牧可織: ”教育用ロボット教材を用いた学年横断型プ

ログラミング教育の導入”，北海道医療大学情報センタ

ー年報，Vol.13，9-18 (2019) 

(6) 西牧可織, 二瓶裕之: “クラウド活用による同僚間アン

ケート調査を取り入れた問題発見課題解決型協働学修”, 

ICT 利用による教育改善研究発表会論文・私立大学情報

教育協会 1(1) 113 - 116 (2019) 

－56－



教師の負荷軽減のためのプログラム自動部分採点システムと 

解答状況分析システムの開発 

大舘 裕紀*1, 前田 新太郎*2, 東本 崇仁*1 

*1東京工芸大学, *2東京工芸大学大学院 

Development of Program Automatic Partial Scoring and 

 an Answer Status Analysis System to 

 Reduce the Workload on Teachers 

Yuki Oodate*1, Shintaro Maeda*2, Takahito Tomoto*1 

*1 Tokyo Polytechnic University, *2 Graduate School of Tokyo Polytechnic University 

プログラミングの講義では，学習者にプログラミングを構築させる課題を与えることが多い．効果的な

学習を実現するためには，各自の理解状況にあわせたフィードバックや，教室全体の傾向にあわせたフ

ィードバックを教師が行うことが望ましい．しかし，教師が全学習者に対して採点と分析を行うことは

負荷が高い．そこで本研究では，誤り個所の特定を指向した部分一致による自動部分採点システムと，

教室全体の解答状況の確認と分析が行える解答状況確認システムの開発と評価を行った．手法として，

正解として用意されたプログラムと学習者の解答の部分的な一致度を取り，それに基づいた部分採点を

行う．さらに，各学生の誤り個所を統合し，全体の解答状況の分析を行う．評価実験では，学習者と教

師にアンケートを行い，本システムが教師の負荷軽減と効率的な授業の推敲のために有効であることと，

学習者にとって有効な指導がうけられることが確認された． 

キーワード: 負荷軽減，部分採点，部分一致，学習分析，形成的評価 

1. はじめに 

プログラミングの講義では，教師が学習者に演習形

式でプログラムを作らせることが多い．効果的な学習

を実現するためには，個々の学習者の誤り個所を分析

し，フィードバックを与えるとともに，教室全体の誤

り傾向を分析し，皆が間違えやすい点などについてフ

ィードバックを行うことが重要である．さらに，学習

者の解答に対しては，正しいか正しくないかだけでな

く，部分採点を行い，どこまでできているかの評価を

与えることが有用である．しかし，これらを実現する

ためには，教師が個々の学習者のプログラムに対して，

正誤判断だけでなく，誤り個所の特定や，部分採点を

行う必要があり，さらに教室全体の傾向を分析する必

要がある．プログラミングの授業で学習者に構築させ

るプログラムは，１回の講義においても複数個存在す

るため，そのすべてを分析，採点することは教師の負

荷として現実的ではない．さらに，可能であれば学習

者の解答に対して，即時集計，即時フィードバックを

行うことが望まれる． 

そこで本研究では，部分一致による自動部分採点シ

ステムと，講義内の学生の解答状況の分析を行える解

答状況確認システムを開発した．この 2つのシステム

を用いることで，教師の採点の負荷を軽減し，効果的

な授業を促進するとともに，学習者も自身の解答につ

いて振り返りながら，効果的な授業をうけることが可

能になる． 

JSiSE Research Report 
vol.36,no.6(2022-3)

－57－



2. 関連研究 

小西ら(1)や鈴木ら(2)は，出題意図に基づいて，学習者

のプログラムを「教師が記述したアルゴリズム」「大部

分が一致するもの」「それ以外」に弁別し，教師の採点

の負担を減らすシステムを開発している．このシステ

ムは単にプログラムを採点するだけではなく，出題意

図に基づいてアルゴリズムを採点する有用なシステム

ではあるが，教師は正解のプログラムだけではなく，

正解のアルゴリズムの記述を別途行う負荷があり，弁

別された後の学習者の個別の誤り個所の特定を行う負

荷は残されている． 

大和ら(3)は，プログラムにおいて基本ブロックと意

味ブロックを定義し，部分採点を試みている．基本ブ

ロックは，正解プログラムと学習者のプログラムにあ

る入出力の変数と，入出力先の変数を比較して採点を

行う．意味ブロックは，基本ブロックが集まり，意味

的なまとまりとして構成されるブロックである．また，

意味ブロックは基本ブロックの点数に重みづけを行い

計算する．この重みや計算方式は，教師がそれぞれ設

定をする．大和らの研究では，重みや意味ブロックと

いうまとまりの定義は教師が行う必要があるものの，

通常のプログラムの準備だけでよく，また個別の誤り

個所の特定も行え，部分採点も行える．しかし，大和

らのシステムでは，部分採点は教師のために行われる

ものであり学習者にフィードバックされる仕組みはな

い．また，教室全般の解答状況について分析する機能

がないため，教師は教室全体の傾向や注意点を学習者

にフィードバックすることができない． 

平嶋ら(4)は，キットビルド概念マップという方法を

提案し，教室内の理解状況を重畳表示するシステムを

開発している．本システムはあらかじめ教授者が正解

となるゴールマップを用意し，そのマップを分解して

学習者に組み立てさせる方法である．本手法では，学

習者は同じ部品を用いてマップを組み立てるため比較

表示が可能となる． 

3. 提案手法 

本研究では，大和ら(3)の部分採点の手法と平嶋ら(4)

のキットビルドの手法を組みあわせて，学習者に部品

ベースでのプログラミング活動を行わせ，システムが

自動部分採点を行い，教室内の解答状況を集計する方

法を提案する． 

3.1 部分採点の手法 

本研究では，大和らの木構造と基本ブロックや意味

ブロックを用いて部分採点を行う．図 1に木構造の例

を示す．教師は通常の授業と同じように正解となるプ

ログラムを作成する．その後，そのプログラムを授業

の教育目標に応じて，機能ごとに意味ブロックに分割

する．これを繰り返し最終的なステートメントを基本

ブロックとする木構造を構築する．その後，各基本ブ

ロックと意味ブロックに得点を付与する．例えば，図

1の例でいうと，意味ブロック 1が 60点，意味ブロッ

ク 2 が 40 点という配点をつけるとする．このとき，

ある意味ブロックから分岐した複数の子ブロックの合

計点は 100点となるように設定する．同様に意味ブロ

ック 1 の子供である意味ブロック 3 が 70 点，基本ブ

ロック 1 が 30 点という配点をつけ，意味ブロック 3

の子供である基本ブロック 3 に 50 点，基本ブロック

4に 50点などと配点したとする．この際，基本ブロッ

ク 3が正解，基本ブロック 4が間違いだとすると，意

味ブロック 3 は 100 点中の 50 点となる．さらに，意

味ブロック 3 は意味ブロック 1 に対して 70 点という

配点を持つので，意味ブロック 3 が 50 点であること

は，意味ブロック 1 に対して 35 点という得点をえる

ことになる．これを繰り返し，部分採点を行う． 

 

図 1 木構造の例 

3.2 部分一致による部分採点の手法 

各意味ブロックは 2個以上の基本ブロックまたは意

味ブロックで構成される．そこで，本研究では順序関

係や構造に基づく部分一致による部分採点を行う．例

えば，図 2の例では，正解は c = a;の後が，a = b;であ

り，そのあとが b = c;という順序を持つ．したがって，

学習者の解答と順序関係に基づいて比較すると，a = b;

と b = c;が正解と一致している（部分点 60点）とみな
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すか，c = a;のみが正解と一致している（部分点 40点）

とみなすことができる．この際，システムはより部分

点が高くなるように採点する．これは部分点が高い項

目は，教授者がより教育的に意味があると考えている

ためである．同様に，階層関係についてもより点数が

高くなるように採点する． 

 

図 2 部分採点の例 

3.3 解答状況の分析 

3.1,3.2 の方法で学習者と正解の差の取得と各学習

者の部分点を取得できる．本研究では，教室全体の理

解状況の可視化として，「各問題の平均点の集計」と「各

問題における意味ブロックごとの平均点の集計と誤り

個所の特定」を提案する． 

各問題の平均点の集計は，各学生の各問題で求めた

部分点から，各問題における学生全体の平均点を集計

する方法である．この方法により，一目でどの問題に

おいて学生全体が良い成績であるか，悪い成績である

かを確認することができる． 

さらに，各問題における意味ブロックごとの平均点

の集計と誤り個所の特定では，各問題の意味ブロック

単位の点数について集計し，平均点を求める．この機

能により，各問題で学習者が躓いている意味ブロック

がどこであるかをより詳細に把握できる．さらに，点

数ではなく，誤り個所の重畳表示により，学習者がど

こで詰まっているか，どのような誤りを犯しがちであ

るかを瞬時に集計できる．なお，本稿では，「各問題に

おける意味ブロックごとの平均点の集計と誤り個所の

特定」の機能の実装までは至れなかったため，システ

ムおよび評価については「各問題の平均点の集計」に

ついてのみ行ったものについて述べる． 

4. システム実装 

4.1 システム概要 

本システムの概要について説明する．本システムは，

プログラミング講義を受講する大学生と，受講生を指

導する教師を対象とする．システムは 2つ存在し，学

習者が問題を解答し，その診断と採点を自動で行うシ

ステム（自動部分採点システム）と教師が学習者の解

答状況を確認するシステム（解答状況確認システム）

となる． 

本研究では前述したように部品ベースでのプログラ

ミングを要求する．そこで，そのインタフェイスとし

ては古池らの開発したシステム(5)に準ずることとする

(図 3)．教授者はあらかじめ正解となるプログラムを作

成し，各プログラムにおいて図 1のように意味ブロッ

クと基本ブロックを設定し，配点を行っておく． 

図 4 にシステム利用の流れを示す．学習者は，図 3

のインタフェイスにおけるブロックリストから適切と

思うブロックを選択し，作業スペースに移し，パラメ

ータを入力することで自分のプログラムを構築する．

自動部分採点システムでは，3.1,3.2で述べた方法に基

づいて部分採点する．部分採点の結果は学習者にフィ

ードバックされるため，学習者は自身のプログラムを

即時に修正することができる．学習者の解答はインポ

ートされ，解答状況確認システムですべての学習者の

解答がエクスポートされる．教師は，受け取った解答

データを解答状況確認システムで誤り個所の特定と分

析を行う．各学習者の個別の誤り個所の特定や部分点

を知ることができると同時に，教室全体の各問題にお

ける部分点に基づいた平均点を知ることができる．教

師はこの教室全体の情報に基づいて，採点の負荷が一

切かからず，皆の理解度が低い問題や高い問題を特定

し，効果的な解説を行うことが可能となる． 

 

図 3 入力インタフェイス 
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図 4 システム構成の流れ 

4.2 自動部分採点システム 

自動部分採点システムが学習者に得点をフィードバ

ックしている例を図 5に示す．学習者がプログラムを

構築すると，システムが自動で診断を行う．診断結果

は画面右側にある「得点」に表示され，学習者は診断

結果を確認することができる．学習者はこの得点を参

考に試行錯誤を行うことができるが，正解に至れない

場合でも「次の問題」をクリックすることで次の問題

へ移行することができる．学習者はすべての問題を解

答し終えたら，ファイル化された解答データを教師に

送信する．図 5の例では変数 aと変数 bを入れ替える

問題である．この問題では，正解値を c = a，a = b，b 

= cと設定しており，得点を 100点換算として 40点，

30点，30点と配分している．今回の例では，1段目の

ブロックの入力 c = aと 3段目のブロックの入力 b = c

が正解であるため，得点としては，40 + 30 = 70点と

なる． 

 

図 5 解答方法の例 

4.3 解答状況確認システム 

解答状況確認システムを図 6に示す．本システムは，

自動部分採点システムで採点した結果を学習者ごとに

表示する．教師は，画面左側に表示されている学習者

のデータから解答状況を確認する．次に画面右側にあ

る「全体の解答状況」ボタンをクリックし，問題ごと

に，ブロックのまとまりごとに集計した結果を表示す

る．教師は全学習者の解答状況を確認したら，「出力」

ボタンをクリックすると，表計算ソフトで閲覧可能な

csvファイルが生成される．教師は，生成された csvフ

ァイルを基に詳細な誤り個所の分析を行うことができ

る．図 6の例では，問 1の全学習者の解答状況を表示

している．これにより，教師は個別の学習者の理解状

況を知ることができるとともに，教室全体の平均点や

標準偏差を知ることができ，全体の理解状況や理解状

況のばらつきを知ることができる． 

 

図 6 解答状況の確認方法の例 

5. 評価実験 

5.1 実験概要 

開発したシステムの効果を検証するために，工学部

大学生 14 名と教師 1 名を被験者として評価実験を行

った．図 7に実験の流れを示す．まず学習者には，1回

目のシステム利用を行ってもらい，解答データを収集

する．なお，1 回目のシステム利用では学習者の理解

状況のみを取得するために，診断結果である部分採点

の得点は表示させないようにした．次に，収集した学

習者の解答に基づいて，解答状況確認システムを教師

に利用してもらい，解説動画を作成していただいた．

さらに，その感想について回答してもらった．最後に，

教師が作成した 20 分間の解説動画を学習者に視聴し

てもらい，学習者に 2回目のシステム利用とアンケー

トを行ってもらった． 

 

図 7 実験の流れ 
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5.2 解答状況確認システムのアンケート結果 

教師の回答結果を表 1に示す．誤り分析における部

分採点の有効性では，「全体の部分点の平均がすぐにわ

かるため，解説が必要な問題の有無が瞬時にわかる」

という評価や，「受講者全員分，部分点込みで誤り個所

をメモしながら採点するのはあり得ない労力であるた

め，教員の負荷軽減としては実に効果的」という評価

がえられた．解答状況確認システムの評価では，「個別

の解答状況も見られるため，よくある間違いを発見し，

全体に対する注意ができる」という評価や，「ある学習

者の各問題の解答状況が見られるので，問題の関係性

を瞬時にえることができ，問題の関係性や注意点を学

生にフィードバックできる」という問題間の関係の分

析も行えるという評価もえられた． 

このことから，本研究で目的とする教師の作業負担

削減と効果的な授業の支援が行えることが示唆され

た．さらに，想定していなかった問題間の関係性の分

析においても有用である可能性が示唆された． 

表 1 教師によるアンケート結果 

No 質問内容 回答内容 

1 部分一致の採点は

誤り個所の分析に

おいて有効か 

全体の部分点の平均点

などがすぐにわかるの

で，解説が特に必要な

問題や，まったく必要

がない問題が瞬時にわ

かる． 

2 誤り分析を行うた

めの支援ができて

いるか 

個別の解答状況も見ら

れるため，よくある間

違いを発見し，全体に

対する注意ができる． 

 

5.3 学習者による部分採点の評価 

表 2に自動部分採点システムの 1回目と 2回目の利

用による解答結果を示す．1 回目の平均点より，学習

者の理解状況について各問題にばらつきがあることが

わかる．また，解説動画を閲覧後に行った 2回目の学

習における平均点について，問題 1, 3, 4, 5で向上が見

られた．この結果と前節による教師のアンケート結果

から，システム利用により，学習者の誤り個所に対し

て適切に教師が補足し，解説を行わせていることが示

唆された． 

表 3に 6件法を用いた学習者によるアンケート結果

を示す(6:とてもそう思う-1:思わない)．アンケート結

果から，学習者の理解していない個所について適切に

解説動画で解説されており，理解に繋がるようになっ

たことが示唆された． 

表 2 学習者の解答結果 

No 問題内容 1回目の 

平均点 

(正答率) 

2回目の 

平均点 

(正答率) 

1 値を入れ替え

る 

52.9(36%)  100.0(100%)

  

2 条件を満たす

とき値を入力 

100.0(100%)

  

96.4(93%)  

3 値を昇順に入

れ替える 

62.1(29%)  97.1(93%)  

4 条件を満たす

とき配列を出

力 

15.0(0%)  89.3(79%)  

5 九九の表を出

力する 

23.6(0%)  76.8(0%)  

 

表 3 解説動画と部分採点の評価 

No 質問内容 平均評価 

1 解説動画を視聴して理解が深ま

ったか 

5.21 

2 解説動画と採点結果により誤り

個所に気付けたか 

5.50 

3 解答した採点結果を確認できる

ことは有効か 

5.14 

4 解答を部分ごとに採点すること

は有効か 

5.29 

 

6. システムについての検討 

教師が学習者の解答から誤り分析する負荷をかけず

に行うためには，学習者の解答から誤り個所を明示的

にする部分一致が必要である．正確な部分一致を行う
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ためには，プログラムを意味のあるまとまりとして認

識することが必要であると考えた．そこで著者らは，

古池ら(6)の部品の段階的拡張手法を用いることで，よ

り正確な部分一致ができるのではないかと考えた． 

現状のシステムでは，教師が問題と解答を作成後に，

手動で得点配分することが要求されるため，一定の負

荷が教師にかかっているといえる．そこで，教師が作

成した問題・解答に対して，システムが自動で得点配

分できればより有用である．現時点では，各基本ブロ

ックの重みを均一にすることで，教師が採点を入力し

なくても自動で配点を決めることが可能となると考え

る．一方で，教師の教育目標を反映するために手動採

点もまた重要である．そのため，自動での配点を与え

たのちに，教師が必要に応じて配点を操作できる機能

の開発が重要であると考える． 

解答状況確認システムでは，現状では部分点の平均

点の集計しか実装できていない．そこで，3.3で述べた

「各問題における意味ブロックごとの平均点の集計と

誤り個所の特定」を行い，重畳表示をすることができ

れば，全体の学習者の理解できていない個所について

ブロック単位で分析し表示したり，同じ誤りをしてい

る学習者を集計して表示したりすることが可能とな

る．また，場合によってはカンニングの検知なども期

待できる． 

7. おわりに 

プログラミングの講義では，教師が学習者にプログ

ラム作成をさせる課題が多い．効果的な学習を実現さ

せるためには，個々の学習者の誤り個所を分析し，理

解状況にあわせたフィードバックや，教室全体の傾向

にあわせたフィードバックを教師が行うことが重要で

ある．しかし，教師が全学習者に採点と分析を行うこ

とは負荷が高い．そこで本研究では，部分一致による

自動部分採点システムと，講義内の学生の解答状況の

分析を行える解答状況確認システムの開発と評価を行

った． 

本研究では，大和ら(3)の部分採点と平嶋ら(4)のキッ

トビルド手法を組みあわせて，学習者にプログラミン

グ活動を行わせ，システムが自動で部分採点を行う手

法を提案した．さらに，教室内の学習者の解答状況を

解答状況確認システムに集計する方法を提案した． 

評価実験による教師のアンケート結果から，採点と

分析作業の負荷削減と効果的な授業の支援が行えるこ

とが示唆された．さらに，問題間での関係性の分析が

行える可能性が示唆された．学習者の解答結果からは，

解説動画の閲覧後に行った学習において，ほとんどの

問題において平均点の向上が見られた．このことから，

システム利用により，学習者の誤り個所を教師が適切

に補足し，解説を行わせたことが示唆された．また，

学習者のアンケート結果から，学習者の理解していな

い個所を適切に解説されており，理解に繋がるように

なったと示唆された． 
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教育におけるコンテンツ利用プログラミング 
－スクラッチプログラミングにおける画像や動画の利用－  

松下孝太郎*1, 山本光*2, 鈴木一史*3 

*1東京情報大学, *2横浜国立大学, *3放送大学 

Programming with contents in education 
- Use of images and videos in scratch programming - 

Kotaro Matsushita*1, Ko Yamamoto*2, Motofumi Suzuki*3 

*1 Tokyo University of Information Sciences, *2 Yokohama National University 

*3 The Open University of Japan 

今日において，スマートフォンなどにより写真や動画を容易に取得できるようになった．これらは，学

校等における学習発表のコンテンツとしても利用できる．また，2020 年度からの小学校におけるプログ

ラミング教育の必須化に続き，中学校や高等学校でのプログラミング教育が充実する傾向にある．これ

らより，プログラミングによるコンテンツの利用の必要性や可能性が広がると考えられる．本稿では，

教育利用を目的としたコンテンツを利用したプログラミングについて，その意義と作成手順，具体例に

ついて述べる． 

キーワード: プログラミング，スクラッチ，コンテンツ，画像，動画 

1. はじめに 

今日において，スマートフォンの普及により，日常

において写真や動画を容易に取得できるようになった．

スマートフォンは大人だけでなく，こどもにも普及し

ている．内閣府が発表した令和 2 年度青少年のインタ

ーネット利用環境実態調査[1]によると，小学生の

53.1%がスマートフォンを所持しており，今後もその

割合は増えていくと考えられる． 

さらに，文部科学省が 2020 年から前倒しで実施し

た GIGA スクール構想では，児童生徒に一人一台端末

が配布された．そのため，学校現場において，撮影や

録画された写真や動画などのコンテンツは，学習にお

いても利用することが可能である[2]． 

写真や動画などのコンテンツを用いた発表を行う場

合，多くはプレゼンテーションソフトが利用されてい

る．プレゼンテーションソフトは，スライドに配置し

たコンテンツなどの素材を装飾したり，動かしたりす

ることができるが，これらはプレゼンテーションソフ

トの機能の範囲で行うことになる．著者らが行った小

学校での実践研究[3]などにおいても，プレゼンテーシ

ョンソフトでは，コンテンツを用いた発表において意

図した動きが実現しきれないという意見があった． 

一方，小学校では 2020 年度からプログラミング教

育の必須化が開始された．小学校におけるプログラミ

ング教育はプログラミングスキルの修得を主な目的と

はしていないが，学習指導要領解説においてプログラ

ミングに関する例が提示されている[4],[5]．さらに，小

学校を中心としたプログラミング教育ポータルでも実

践例が多数紹介されている[6]．これらからも，授業に

おいて児童がプログラミングを行う機会や，教員がプ

ログラミングにより教材を作成する機会も増えていく

ことが推察される． 

小学校におけるプログラミングの実践では，多くの

場合，スクラッチ[7]やビスケット[8]などのビジュアル

プログラミング言語が使用されている．ビジュアルプ

ログラミング言語は，コーディングは行わずに，主に

ブロックを結合することや，オブジェクトを配置する
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ことによりプログラミングを行うため，こどもでも取

り組みやすい仕様となっている． 

これらより，従来多くの場合においてコンテンツの

みで表現，あるいは，プレゼンテーションソフトにコ

ンテンツを読み込み，プレゼンテーションソフトの機

能の範囲で表現していた内容を，プログラミングによ

り表現することが考えられる．また，コンテンツをプ

ログラミングで統合および制御することは，学習者の

プログラミングに対する興味の喚起や，技術の向上も

期待できる．このように，写真，動画，音声などの素

材を利用したプログラミングを，筆者らはコンテンツ

利用プログラミングと呼んでおり，小学校の各教科を

対象とした開発などを行っている[9],[10]． 

本稿では，ビジュアルプログラミング言語であるス

クラッチにおける写真や動画の利用について報告する．

具体的には，画像と映像の利用について具体例を示し

ながら述べる． 

2. コンテンツ利用プログラミング 

2.1 コンテンツの利用意義 

プログラミングに，写真，動画，音声などのコンテ

ンツを利用することの意義は，学習者として児童や生

徒を主な対象とした場合には次のことが挙げられる． 

 

（ⅰ）プログラミングに対する興味の喚起 

画像や動画は，その視覚的効果から，学習者に興味

を喚起させるために有効であることが様々な例におい

て報告されている．従って，プログラミングおいても

これらを利用することは，学習者の興味の喚起に有用

と考えられる． 

（ⅱ）高度な問題解決力の育成 

素材を収集することから始めるため，プログラミン

グから学習を開始する場合と比較し，問題設定から解

決までの過程や内容を十分検討する必要がある．これ

らから，高度な問題解決力の育成が期待できる． 

（ⅲ）視覚的効果の高い表現の実現 

 画像や動画は文字や数値と比べて情報力が多く，視

覚的効果の高い表現が可能となる．動画に関しては，

時間軸の情報も加わるため，表現できる内容の幅も広

がる．これらから，視覚的効果の高い作品や教材の作

成が期待できる． 

特に，ビジュアルプログラミング言語であるスクラ

ッチでは，画像や音声を読み込む機能が実装されてい

るため，コンテンツを扱いやすい． 

また，中学校や高等学校に関しても，プログラミン

グ教育の理論的内容だけでなく技術的な内容が充実傾

向にあり，プログラミングにコンテンツを利用する意

義があると考えられる． 

2.2 プログラミングの手順 

図 1 に，コンテンツの取得からプログラミングまで

の手順を示す． 

まず，写真やイラストなどの画像，動画，音声など

のコンテンツを取得し，これらをプログラミング言語

の開発環境に読み込む．コンテンツのファイル形式に

よってはプログラミング言語の開発環境に直接読み込

めないため，読み込める形式に変換して読み込む， 

次に，プログラミンを行い，コンテンツを配置，加

工，統合，表示などを行う．また，必要に応じてプロ

グラミング言語の特性を生かしたインタラクションの

設定を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 コンテンツ利用プログラミングの流れ 

画像 動画 音声 

変換 

コンテンツ取得 

終了 

プログラミング 

配置・加工・統合・表示 

インタラクション設定 

開始 
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3. スクラッチにおけるコンテンツ利用プロ

グラミング 

3.1 コンテンツ利用におけるプログラミング環境 

スクラッチでは，自作サイトなどを作成し，その環

境下において動作する拡張機能を利用した AI よる画

像認識[11]やドローン制御[12]などがある．しかし，こ

れらは自作サイトや自作の拡張機能を事前に知ってい

る必要がる．また，初学者やこどもは標準環境から入

る方が学びやすい．本研究では，スクラッチにおける

コンテンツの利用は，自作サイトや自作の張機能など

は用いず，標準環境であるスクラッチの公式サイトを

使用することを前提としている． 

3.2 画像の利用 

小学校の社会科での利用を想定した，神奈川県横浜

市中区の山手西洋館の案内を例として示す．地図上の

マーカーをクリックすると，その場所の西洋館の簡単

な解説と拡大画像が表示される． 

画像はマートフォンで jpg 形式で取得し，そのまま

のファイル形式でスクラッチに読み込んでいる． 

図 2 にプログラム，図 3 にプログラムを実行したと

きのステージ部分の動作の様子を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) スクラッチ開発環境全体 

 

 

 

 

 

 

(b) プログラム部分 

図 2 画像利用のプログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 プログラム実行画面 

3.3 動画の利用 

小学校の社会科での利用を想定した，東京都港区の

港南緑水公園の案内を例として示す．地図上のマーカ

ーをクリックすると，その場所から見た景色の動画が

短時間表示される． 

動画はマートフォンで mov 形式，mp4 形式などで

取得する．しかし，スクラッチは動画を直接読み込ま

せて再生させる仕様にはなっていない．そこで，まず，

これらの形式の動画をアニメーション gif 形式に変換

する．次に，アニメーション gif 形式のファイルをス

クラッチに読み込ませる．読み込まれたアニメーショ

ン gif ファイルは時系列の静止画に自動的に分解され，

それぞれ順番どおりにコスチュームとなる（図 4）．こ

れらをスクラッチのプログラミングにおいて，繰り返

しのブロックを使用して連続的に表示させると，動画

的な表示となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)アニメーション GIF          (b)コスチューム 

図 4 アニメーション GIF ファイルの読み込み 

スクラッチ 
に読み込み 

： 

－65－



 

 

図 5 にプログラム，図 5 にプログラムを実行したと

きのステージ部分の操作の様子を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) スクラッチ開発環境全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) プログラム部分 

図 5 動画利用のプログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) ステージ部分 

図 5 プログラム実行画面 

4. まとめ 

本稿では，画像や動画などのコンテンツ利用したプ

ログラミングについて，その概要と実例を挙げて報告

した．画像や動画のニーズは社会においても需要が高

まる傾向にあり，これらをプログラミングで利用する

ことは，実学面においても有用と考えられる． 

 今後，様々な教科を対象とした教材の作成，各学校

や社会人教育における実施と効果の検証，さらに，他

のプログラミング言語での実践などを検討している． 
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医療系大学における数理データサイエンス AI 教育 

（リテラシーレベルプラス）の実践と検証 
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北海道医療大学では、数理データサイエンス AI教育プログラム（リテラシーレベルプラス）として選定

された「医療系大学での学びあいと内製 AIによる学修者本位の教育」を実施している。特徴が、オンラ

イングループワークや学生どうしのアンケート調査による学びあいを取り入れている点である。医療系

大学では、チーム医療教育など学びあいが重要視されており、本教育プログラムにおける学びあいによ

る教育改善効果についても検証する。 

キーワード: 数理データサイエンス AI教育、医療系大学、学習者本位、オンライングループワーク、ア

ンケート調査 

1. はじめに 

北海道医療大学（以下、本学）では、大学独自の教

育手法を ICTにより具現化することを目的として、15

年以上にわたり、教育支援システムや LMS を独自に

開発（内製化）してきた。１行１行をすべてプログラ

ミングして、システムサイズは十万行となっている。

例えば、薬学実務実習前実践演習 Webサイトでは教員

が作った 8千題以上の問題が登録されている。薬学実

務実習支援システムは北海道内 100施設以上の病院と

薬局でも利用されている(1)。 

内製化した教育支援システムは、共通基盤教育とし

て実施している情報リテラシーの教育プログラムでも

活用しているが、ここで重視をしているのが、学生ど

うしの「学びあい」である。医療系大学では、チーム

医療教育など学びあいを取り入れた教育が盛んに実践

されている。情報リテラシーの教育プログラムに対し

ても ICTを活用した学びあいを取り入れることで、分

かりやすさや学修意欲を高める教育改善を図っている

(2,3,4)。 

さらに、本学では、国の AI戦略 2019に従い情報リ

テラシー教育の見直しを行い、2020年度から、数理デ

ータサイエンス AI教育（以下、MDASH）リテラシー

レベルに準拠した教育内容の実践を始めた。2021年度

には、「医療系大学での学びあいと内製 AIによる学修

者本位の教育」として MDASH認定制度に申請をした。

その結果、本教育プログラムは MDASH（リテラシー

レベル）に認定され、さらに、リテラシープラスにも

選定されるに至った。 

今回は、本学MDASHである「医療系大学での学び

あいと内製 AI による学修者本位の教育」の学修内容

の概要と、その特徴について報告する。学修内容は

MDASHモデルカリキュラムに準拠しているが、その

特徴は、オンライングループワークや学生どうしのア

ンケート調査による「学びあい」を取り入れている点

である。また、限られた教員数で全学の MDASHを担

当していることから、学びあいなどの支援システムに

加えて、履修者情報や出席情報などの教務関連データ

を管理する履修管理システムも構築し、MDASHを円
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滑に実施できるようにしており、これらの教育支援シ

ステムについても報告する。履修管理システムでは、

授業回ごとに、到達目標に対する達成度も学生から収

集しており、これらの結果から、MDASHの教育効果、

特に、学びあいを導入することで得られる教育改善効

果についても検証する。 

2. MDASH の概要 

本学は、薬学部、歯学部、看護福祉学部、心理科学

部、リハビリテーション科学部、医療技術学部の６学

部を有する私立の医療系総合大学である。学生総数は

約 3,000名である。2021年度においては、MDASHは、

選択科目として開講した心理科学部を除く５学部で必

須科目として開講した。2022年度からは、全ての学部

で必須化する。2021 年度の MDASH の履修者数は全

学で約 700名であり、MDASHを構成する授業科目は

情報処理演習など 14科目となっている。この中で、本

報告では、医療技術学部の授業科目「医療情報処理演

習」を対象として実践結果を報告する。 

 

図 1 「医療情報処理演習」の授業テーマと MDASH

モデルカリキュラムとの関連 

図１には、「医療情報処理演習」の授業テーマと

MDASHモデルカリキュラムとの関連を示した。授業

テーマは５つあり、１つのテーマについて３回の授業

回を割り当てた。さらに、授業は５週間にわたって、

午後の３時限を連続して実施することで、１つのテー

マを週ごとに完結させた。履修者数は約 60名で、全員

が必携 PCを利用し、担当教員は１名である。 

最初のテーマである「数理データサイエンス AI」で

は、内閣府「Society 5.0 とは」(5)など Society 5.0 や

AI に関する Web サイトを教材としながら、社会で起

きている変化や AI最新技術の活用例について学ぶ。 

「プレゼンテーション」では、「数理データサイエン

ス AI」で学んだ内容のドキュメンテーションとプレゼ

ンテーションを作成し、一連のオフィスツールの利用

方法を習得する。 

「データ分析」では、「統計ダッシュボード」(6)など

国の機関や民間企業等が提供している主要な統計デー

タを使いながらデータ分析の手法を学ぶ。 

「データ処理、データ集計、データ分析」では、ス

プレッドシートでデータをクロス集計しながら解析し、

データを比較するなどしながら、読み取った結果を図

表で表現する。 

「情報セキュリティ」では、総務省「国民のため情

報セキュリティサイト」(7)を教材として、悪意ある情

報搾取、データ改ざん、情報漏洩などによるセキュリ

ティ事故の調査、ならびに、インターネットを安全に

使うためのスキルを学ぶ。 

なお、本学 DX推進計画（デジタルを活用した大学・

高専教育高度化プランに選定）に従い、MDASHで使

用している教材やスライドは DX 推進計画サイト(8)に

公開している。 

3. MDASH の特徴 

3.1 オンライングループワーク 

本学MDASHの特徴は、学生どうしの学びあいを取

り入れている点にある。その１つが、オンライングル

ープワーク(3,4)である。オンライングループでは、複数

の学生が同時に書き込みできるオンラインドキュメン

トである google ドキュメントを利用する。google ド

キュメントには、定められたテーマに沿って、学生が

自身の意見を書き込むが、同時に、他の学生の意見が

書き込まれる様子もリアルタイムに見ることができる。 

例えば、図１の「データ分析」での統計ダッシュボ

ードを使ったデータ分析では、健康や医療における課

題や、今まで気づかなかったような広く社会に起きて

いる現象や課題についてのオンライングループワーク

を実施した。ここでは、統計ダッシュボードを使った

データ分析を通して個人で見出した現象や課題を、グ

ループで共有するようにした。グループワークの結果

を踏まえて、多角的な視点も取り入れながら、学生一

人一人が「調査を深めてみたい現象や課題」を１つ決

めて、さらに調査を進め、医療人としての自らの将来

像と関連付けながら、今後、自分たちがどのようにし

数理・データサイエンス・AI
（リテラシーレベル）モデルカリキュラム

(1)
社会で起きている変化、データ・AI
利活用の最新動向

(2)
社会で活用されているデータ、デー
タ・AIの活用領域

(3)
データ・AI利活用のための技術、
データ・AI利活用の現場

(4)
データ・AI利活用における留意事
項、データを守る上での留意事項

(5)
データを読む、データを説明する、
データを扱う

医療情報処理演習
授業テーマ

(1) 数理データサイエンスAI

(2) プレゼンテーション

(3) データ分析

(4)
データ処理、データ集計、データ分
析

(5) 情報セキュリティとモラル
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ていけばよいのかの観点を含めて、調査した結果をレ

ポートにまとめた。 

3.2 同僚間アンケート 

学びあいを取り入れているもう１つの取り組みが、

学生どうしのアンケート調査（同僚間アンケート）で

ある(2)。同僚間アンケートでは、google フォームを利

用して、定められたテーマに従って、クラスの学生に

対してアンケート調査を行い、その結果を分析して、

データの読み取りを行う。 

例えば、図１の「データ処理、データ集計、データ

分析」では、「コロナ禍における大学生活」などの定め

られたテーマに従って、クラスの学生に対してアンケ

ート調査を行って調査結果をまとめる同僚間アンケー

トを実施した。アンケート調査では、データの種類を

意識しながら質問項目を設定しなければならないなど、

データ分析に必要な情報収集の方法を実践的に学べる

ようにした。アンケート実施後には、学生間の生きた

データ（実データ）であるからこそ生じるデータのば

らつきや誤差の扱いを、実体験を通して学べるように

した。 

また、図１の「情報セキュリティ」では、オンライ

ングループワークと同僚間アンケートの両方を取り入

れた。ここでは、「国民のため情報セキュリティサイト」

を教材としたグループワークを実施し、インターネッ

ト調査と同僚間アンケート調査をしながら、「インター

ネットを安全に使うためにはどうしたらよいのか？」

という問いに対して、多面的な視点から最適な解決策

を発想できるようにした。 

4. 教育支援システム 

4.1 教育支援システムの目的 

MDASHの履修者数は年間 700名を超え、関連する

授業科目数も 14 となっている。これを２名の情報系

教員がすべて担当するため、MDASHを円滑に実施す

ることを目的に開発したのが教育支援システムである。 

4.2 同僚間アンケートシステム 

１つが、同僚間アンケート支援システムである。同

僚間アンケートでは、学生一人ひとりが googleフォー

ムで質問紙を作成し、その質問紙に対して、同じクラ

スで授業を受講している学生が回答を送信する。その

後、各学生は、自分のアンケートに対する回答結果を

集計するが、そのためには、一定数以上の回答数が求

められる。受講生どうしで回答をしているために、例

えば、ひとりの学生が 20 個の質問紙に回答すること

で、自身の質問紙にも 20 件の回答が送信されること

になる。 

同僚間アンケート支援システムでは、Google Apps 

Script（GAS）を利用して、同僚間アンケートの手順

を限られた授業時間内に円滑に実施できるようにした。

図２にスクリーンショットを掲載したが、システムの

プラットフォームは google スプレッドシートである。

ここで、図中①には、各学生が作った googleフォーム

の短縮 URLが蓄積されるが、これは、短縮 URL回収

用の googleフォームで集めたものである。図中②では、

受講生ごとに、他の学生が作成した googleフォームの

短縮 URLを 20個振り分けし、最後に、図中③の GAS

などにより、全ての学生に、20個の短縮 URLが記載

された電子メールを一括送信できるようにした。 

 

 

図 2 同僚間アンケート支援システム 

4.3 履修管理システム 

内製化した教育支援システムには履修管理システム

もある。履修管理システムは、MDASHを構成する 14

の授業科目についての履修者情報、出席情報、提出課

① ②

③
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題などの教務関連データを管理している。これに加え

て、履修管理システムでは、授業回ごとに提出を義務

付けている課題、到達目標に対する達成度、授業コメ

ントや質問なども学生から収集している。 

履修管理システムでも GAS を利用して、これらの

学修情報を担当教員間で円滑に共有・管理できるよう

にした。図３にスクリーンショットを掲載したが、こ

ちらもプラットフォームは google スプレッドシート

や googleドキュメントである。図中①では、MDASH

を構成するすべての授業科目ごとに、履修管理シート、

学修教材、学生用掲示板などがリンクされている。履

修管理システムの主たる機能は、履修管理シートに含

まれている。履修管理シートには、図中②のように、

履修者情報、出席情報、提出された課題へのリンク、

達成度や授業コメントが、授業科目ごとに一括して蓄

積されている。これらの学修情報については、最終授

業回に、学修ポートフォリオ（図中③）として、学生

ごとに１つの電子メール本文にまとめて、一括送信で

きるようにした。 

 

図 3 履修管理システム 

4.4 自然言語処理システム 

このほかにも、pythonによる自然言語処理システム

も構築している。例えば、「数理データサイエンス AI」

の講義の後には講義ノートを提出させているが、すべ

ての学生のノートを自然言語処理システムによりテキ

ストマイニングをして、その結果を学生へフィードバ

ックしている。フィードバックした結果は、ワードク

ラウドや共起ネットワークなどであるが、自然言語処

理などの機械学習システムが、身近なところで活用で

きる様子を実感できるようにもしている。 

5. 教育改善効果の検証 

教育改善効果を検証するために、授業回ごとの学生

の達成度がどのように変化したのかを調べる。 

履修管理システムでは、学生の達成度を把握するた

めに、すべての受講生から、授業回ごとに、「本日の到

達目標に対する自己評価（４段階）」を収集している。

授業回ごとに提出を義務付けている課題とともに送信

させていることから、回収率は 100%である。なお、学

生には、自己評価が、自身の成績に影響を与えないこ

と、自己評価と個人を特定できる情報との紐づけをし

ないこと、回答による不利益は一切ないことを伝えて

いる。 

 

図 4 授業回ごとの達成度（自己評価結果の比率） 

図４は、授業回ごとの達成度を４段階の評価（高い

ほうから、◎、〇、△、×）別の折れ線グラフ（自己評

価結果の比率）で示した。ここで、11 回目と 14 回目

は、前の授業回と内容が連続していたことから、授業

回ごとの課題提出が無かったために、達成度を取得し

ていない。 

達成度が、最も大きく向上したのは、２回目であっ

た。１回目の授業で、社会で起きている変化や AI最新

技術の活用例を講義して、２回目では、医療分野にお

ける AI活用について情報検索を行い、その結果を、オ

ンライングループワークで他の学生と共有した。学生

にとっては、始めてのオンライングループワークであ

ったこともあり、他の学生の意見がリアルタイムに書

き込まれる様子などに興味を感じたものと考える。 

逆に、達成度が、もっと大きく低下したのは、７回

目であった。７回目からは、統計ダッシュボードを使

ったデータ分析を通して、今まで気づかなかったよう
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な広く社会に起きている現象や課題を見つけることか

ら始めた。答えの定まらないような問題を発見すると

いった課題であり、その難易度も高く、達成度が下が

ったと考える。 

一方で、８、９回目は、達成度が向上している。８

回目では、オンライングループワークを実施して、自

身が発見した問題や課題をグループ内で共有した。自

分の考えを発することが難しい学生も、他者の意見を

手掛かりにすることで、分かりやすさが向上した結果

であると考える。 

さらに、10回目以降は、達成度が向上している。10

回目以降は、同僚間アンケートを取り入れている。10

回目から 12 回目は、同僚間アンケートによるデータ

処理、データ集計、データ分析の過程を学び、さらに、

13 回目からは、「インターネットを安全に使うために

はどうしたらよいのか？」という課題に沿って、同僚

間アンケートを実施した。学生どうしが、他者のアン

ケートに答えることで授業に参加している意識が高ま

り、クラス全体として学修意欲が向上した結果と考え

る。 

6. むすび 

MDASH（リテラシーレベルプラス）として選定さ

れた「医療系大学での学びあいと内製 AI による学修

者本位の教育」の概要と特徴について報告した。学修

内容は、MDASHモデルカリキュラムに沿ったもので

あるが、特徴が、オンライングループワークや同僚間

アンケート調査による学びあいを取り入れている点で

ある。また、教育支援システムを独自に開発して、限

られた科目担当教員であっても円滑に MDASH を実

施できるようにした。 

MDASHに学びあいを取り入れたことによる教育改

善効果を、授業回ごとの到達目標に対する学生の達成

度により検証した。この結果、オンライングループワ

ークや同僚間アンケートを取り入れることで、到達目

標に対する達成度が向上したことが示された。医療系

大学では、チーム医療教育など学びあいが重要視され

ており、医療系大学の MDASHに学びあいの観点を取

り入れたことによる効果が、一定程度認められたもの

と考える。 

医療技術学部では、今回の報告で対象とした「医療

情報処理演習」に引き続き、「情報科学」も実施してい

る。「情報科学」では、「医療情報処理演習」で学んだ

MDASHモデルカリキュラムの知識を基に、pythonに

よるプログラミング、機械学習による予測、自然言語

処理などの MDASH リテラシーレベルのオプション

項目を実施した。これらの教育効果などについても今

後検証を重ねたい。 
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あらまし：薬学系・医療系大学初年次の AI リテラシー教育のうち，社会で起きている変化，最新動向，活用される

具体的なデータ，AI の仕組み，データ解析やデータの可視化，データと AI の活用領域の広がり，AI の活用事例な

どについて講義を行った．さらに，学習内容の理解および，今後の AI などデータサイエンスが日常的に活用される

社会に向け，学習者自らが考える自己の価値及びそれを実現するためにとるべき行動について成果レポートとして

提出させた．その分析結果を暫定的に報告する． 

キーワード:  AI リテラシー，イノベーション，インストラクショナル・デザイン，リフレクション， 

ガニェ 9 教授事象 

1. はじめに 

日本薬科大学（以下，本学）は，薬学部薬学科（6 年

制）と薬学部医療ビジネス薬科学科（4 年制）の 2 つ

の学科からなる大学である．平成 30 年度では，薬学科

は 1379 名，医療ビジネス薬科学科は 350 名の学生を

擁す．医療ビジネス薬科学科はさらに，情報薬学コー

ス，ビジネス薬学コース，スポーツ薬学コースに分か

れている． 

文部科学省の数理・データサイエンス・ＡＩ教育プ

ログラム認定制度（1）の趣旨により，デジタル社会の「読

み・書き・そろばん」であると言われる「数理・デー

タサイエンス・AI」の基礎を学ぶことは，全国民にと

って必要とされ，実社会で活躍するための基礎的素養

であることを踏まえ，本学では，この 3 項目に関する

基礎的な知識（リテラシーレベル）を身につけること

を目的に，「数理・データサイエンス・AI 教育プログ

ラム（学内仮称；健康医療データサイエンスプログラ

ム）」を開講することとした．令和３年度の科目シラバ

ス(2)では当該プログラム準拠の科目は以下のとおりで

ある． 

 

 

表 1 薬学科のプログラム準拠科目 

科目名称 開講時期 必修/選択 

情報リテラシー 1 年前期 必修 

薬学数学 1 年後期 必修 

情報処理演習Ⅰ 2 年前期 選択 

 

表 2 医療ビジネス薬学科のプログラム準拠科目 

科目名称 開講時期 必修/選択 コース 

情報リテラシー 1 年前期 必修 共通 

数学・統計学の基礎 1 年前期 必修 共通 

コンピュータスキル 1 年後期 選択 共通 

研究方法論演習Ⅰ 3 年前期 選択 

必修 

スポーツ

薬学 

医療統計学 3 年前期 選択 情報薬学 

ビジネス

薬学 

コンピュータスキル

実践学 

3 年後期 選択 情報薬学 

ビジネス

薬学 

数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定

制度（1）に記載されている審査要件のモデルカリキュラ

ム(3)のタイトルは，以下のとおりである． 
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表3 審査要件に対応するモデルカリキュラムのタイトル 

No モデルカリキュラムタイトル 

① リテラシー1 社会で起きている変化 

リテラシー5 データ・AI 利活用の最新動向 

② リテラシー2 社会で活用されているデータ 

リテラシー6 データと AI の活用領域 

③ リテラシー3 データ・AI 利活用のための技術 

リテラシー4 データ・AI 利活用の現場 

④ データ・AI を扱う上での留意事項 

データを守る上での留意事項 

⑤ データの扱い 1 データを読む 

データの扱い 2 データを説明する 

データの扱い 3 データを扱う 

このうち，要件④⑤は既存科目で網羅されているが，

要件①②③については未整備だったため，多賀は薬学

科の薬学数学と医療ビジネス薬学科のコンピュータス

キルの両科目にインストラクショナル・デザインを用

いて追加開発することを招聘講師として請け負った． 

本論文では，追加開発分の設計内容と講義結果の考

察について述べる． 

2. 健康医療データサイエンスプログラムの

特徴とその実現 

本学で実施する「健康医療データサイエンスプログ

ラム」の特徴として， 

a) 社会，日常生活で起きている変化を知り，新し

いビジネス/サービスについて学ぶ 

b) データの活用が日常生活や社会の課題を解決す

る有用なツールになることを理解する 

c) 情報セキュリティや個人情報保護などをはじめ

とする情報倫理や法律などを学ぶ 

d) 将来私たちが扱う，健康や医療・福祉，薬剤に

関するデータをどう活用し解釈するかを学ぶ 

e) 従来の知見がどのように改変され，どのような

新たな価値が創造されたかについて考察する 

という 5 点が挙げられる． 

そのうち，d)及び e)が追加開発分の要件となる． 

 

図 1 健康医療データサイエンスプログラムで学べること 

2.1 インストラクショナル・デザインによる設計 

上記の特徴を踏まえ，要件①②③を実現するために，

ガニェの 9 教授事象(4)に則って設計を行った． 

ガニェの 9 教授事象(4)とは，以下のプロセスにより

授業を学習者にとって魅力的なものにする設計方法． 

(1)学習者の注意を喚起する 

(2)学習者に目標を知らせる 

(3)前提条件を思い出させる 

(4)新しい事項を提示する 

(5)学習の指針を与える 

(6)練習の機会をつくる 

(7)フィードバックを与える 

(8)学習の成果を評価する 

(9)保持と転移を高める 

2.2 学科共通の設計 

授業は，オンライン講義（Teams）であり，学生と

の対面ができないという状況から，個々の学生の言動

を確認しながらの講義は難しいと判断した．また，自

律的な学習を促すために，以下のような設計を行った． 

表 4 ガニェの 9 教授事象による学科共通の設計 

事象 設計 

(1) 注意喚起として，社会変化とイノベーションの関係を

説明する 

(2) 学習目標・学習内容及び課題レポートの関係性を説明

する 

(4)(5) 新しい事項及び学習の指針として，AI などの多様な分

野での活用事例とケース教材を提示する 

(6)(7) AI などの事例のケース教材を活用した少人数ディス

カッションの実施とフィードバックを行う 

(8)(9) 学習成果の評価及び保持と転移に関してはレポート

を科す．レポートについては後述する． 
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2.3 「薬学数学」での個別設計 

「薬学数学」は，データサイエンスに必要な統計を

扱う科目である．後半の 2 単元で AI リテラシーを学

習させる．9 教授事象の(3)「前提条件を思い出させる」

については，以下の 2 つに主眼を置いた設計とした． 

(1) 統計と AI の違いに重点を置くこと 

(2) 学習者の将来を見据えた観点から，創薬系のデー

タサイエンス・AI で扱うデータ及び製薬業界の情

報を詳しく伝えること 

 

図 2 薬学数学の AI リテラシー目次① 

2.4 「コンピュータスキル」での個別設計 

医療ビジネス薬学科の学生は，1 年前期で「数学・統計

学の基礎」を学習済みである．「コンピュータスキル」では，

AI リテラシーに 3 単元を充当した．また，病院など医療機

関や医療や健康に関係した企業に就職することが多い

とのことから，9 教授事象の(3)前提条件を思い出させ

るについては，以下の 2 つに主眼を置いた設計とした． 

(1) AI に限らず，シミュレーションや VR などの技術

について説明を行うこと 

(2) 医療・健康分野での様々な取り組みや課題解決の

ディスカッション 

 
図 3 コンピュータスキルの AI リテラシー目次① 

 

図 4 コンピュータスキルの AI リテラシー目次② 

 

図 5 コンピュータスキルの AI リテラシー目次③ 

2.5 学習成果の評価，保持と転移について 

2.2 にて，「授業は，オンライン講義であり，学生と

の対面ができないという状況から，個々の学生の言動

を確認しながらの講義は難しいと判断」し，テストで

はなく，課題レポート提出を義務付けた． 

なお，受講者数は以下のとおりである． 

表 5 履修人数 

学科（キャンパス） 履修登録数 

A 薬学科（さいたま） 163 

B 医療ビジネス薬学科（お茶の水） 38 

C 医療ビジネス薬学科（さいたま） 20 

課題レポートの設問は，以下の 5 つになる． 

① AI と統計の違いを記述してください． 

② データ分析のアプローチのうち，回帰分析と分類

のできることと，その違いを記述してください． 

③ 紹介した事例の中から，教師データが必要な AI の

事例を一つ以上挙げ，その事例ではどのような  

教師データを使っているのか，あなたの考えを記

述してください． 

④ AI を使う上で，もしくは新たな AI サービスを作

る上で，やるべきではない，もしくは注意が必要と
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考えられる事柄を 3 つ以上列記してください．そ

してその理由も記述してください． 

⑤ 将来，あなたが就業したときに，どのような AI が

身近にあるでしょうか．将来のあなたの仕事を，  

AI が分業することになると思いますが，AI ではで

きない仕事は何でしょうか．さらに，AI と分業す

る場合の専門職としてのあなたの価値は何だと思

いますか．その価値を高めるためには，あなたは具

体的に何をしたら良いと思いますか． 

 

上記のとおり，これらの設問のうち，①‐④は，AI

リテラシーの学習に関する理解を問う内容で，⑤は，

①‐④の理解の上で，自己の将来の価値，及びそれを

実現するためにとるべき行動を問うている． 

3. 課題レポートの分析結果（速報）及び考察 

3.1 課題レポートの点数配分 

AI リテラシーは 10 点満点で，その内訳は， 

レポート提出を行った場合：4 点付与 

設問①-④：設問内容を理解し， 

全問正答の場合：各 1 点付与 

設問⑤：設問内容を理解し， 

全問に回答の場合：2 点付与 

一部の問いのみ回答の場合：1 点付与 

である． 

3.2 課題提出者数の分布 

履修登録者のうち，課題レポート提出者数は以下の

通りであった．なお，学科（キャンパス）情報は表 5

と同様である． 

表 6 課題レポート提出人数 

学科（キャンパス） 履修登録数 課題提出者数 

A 163 137 

B 38 29 

C 20 13 

3.3 課題レポート提出者の得点分布 

学科（キャンパス）毎の課題レポート提出者の得点

分布は図 6～8 の通りであった．図 6 の薬学科受講者

の得点は，7～10 点に集中しているのに対し，図 7,8 の

医療ビジネス薬学科の受講者の得点はばらつきが顕著

な傾向にある．これは薬学数学が必修科目でコンピュ

ータスキルが選択科目であることに原因の一端はある

と思われる．また，同じ内容の講義をしているのだが，

図 7,8 のように，キャンパス毎の違いがあるのは，こ

れはオンライン講義であるために，どのくらいの人数

の学生の行動をフォローできるかどうか，という講師

である多賀のスキルの問題によるもの，と思われる． 

図 6 薬学科の学生の成績分布 

薬学科では，課題レポート提出者 137 名の点数平均

は，8.1 だった． 

 

図 7 医療ビジネス薬学科（お茶の水）の成績分布 

医療ビジネス薬学科（お茶の水キャンパス）では，

課題レポート提出者 29 名の点数平均：7.2 だった． 

図８ 医療ビジネス薬学科（さいたま）の成績分布 
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医療ビジネス薬学科（さいたまキャンパス）では，

課題レポート提出者 13 名の点数平均： 8.1 だった． 

3.4 設問①－④の回答の特徴 

設問①-④の回答の中で，特徴的な事柄を記載する． 

なお，各設問の正答/誤答のパターン毎の割合などの詳

細数値分析は未実施である． 

(1) 設問①～③の正答/誤答の割合は，学科(キャンパ

ス)間での差分は顕著には見られなかった．詳細な

分析は未実施だが，おおむね 8 割が正答である． 

設問①②で誤答している学習者の多くは，設問③

④を正しく記載はできていない． 

(2) 設問④について，問いは「AI を使う上で，もしく

は新たな AI サービスを作る上で，やるべきではな

い，もしくは注意が必要なもの」を記述してもらお

うとしているが，正答のパターンの一例を挙げる． 

 ・一時的なコストの増大 

・個人情報の取り扱い 

  ・他者を攻撃するようなこと 

(3) また，設問④の誤答のパターンの一例を挙げる． 

・AI による情報漏洩 

・AI により雇用の減少が起きる 

3.5 設問⑤の回答の特徴 

この設問の回答に関しては，薬学科と医療ビジネス

薬学科で大きく結果が分かれた． 

(1) 将来の自分の職業を意識している薬学科の学生の

記述では，1 年次であるにもかかわらず，就業した

ときに自分自身が関わるであろうAIシステムのイ

メージや自己の価値が何か，それを高めるために

必要な能力（ほとんどの場合，AI では難しいと想

定される患者様とのコミュニケーション能力）と

どのようにそれを高めていくかを明確に記述して

いる例が多い．（136 人の提出者のうち 9 割以上が

記述） 

以下，具体的な記述例である． 

将来，医療の現場には，患者１人１人の病気の症状や服用

してきたお薬などの個人データをもとに病名を診断する

ことができる AI があるのではないかと思いました．しか

し，患者の気持ちや意思は AI のような機械には把握する

ことは難しいと思います．患者の気持ちなどは私たち人

間が日頃から日常生活を観察したり，コミュニケーショ

ンを積極的にとるなど患者に寄り添うことで気が付くこ

とができたり，感じ取ることができるのではないかと私

は思います．人間の心は機械には察することができない

のでやはり AIだけではなく人間の力も必要であると思い

ました．就職するまでに察することのできる人となるた

めに，日頃から周囲にもっと目を向けてみたり，注意深く

人の話を聞くことを意識して生活していきたいと思いま

す． 

 

処方箋を見て薬を分けることをする AI があると思う．AI

ができないことは，接客などの患者さんとの会話を通し

て何かに気が付くことが出来ないのではないかと思う．

例えば，患者さんの様子が以前見た時よりも悪くなって

いるなどの言葉ではない変化を見極めることなどがこれ

からの薬剤師に求められるのではないかと考えた．また，

これからの高齢化社会で薬が飲みにくいという高齢患者

が増えてくると思うのでそういったことに臨機応変に対

応することも大切になってくるのではないかと思う．こ

のようなことに対応できる薬剤師になるために，ディス

カッションや交流などを通してコミュニケーション能力

を高めることが大切なのではないかと思う． 

(2) 医療ビジネス薬学科では，任意の場所での AI サー

ビスがどのようなものかを記述することはできる

が，将来の就業イメージの記述や，どのような能力

を身に着けたいか，といった内容を記述できてい

るのは 2－3 人に留まった． 

(3) 設問⑤の回答例で分かるように，学習者の生の声

は課題レポートにより収集することは可能である． 

 

3.6 課題レポートの評価・採点に費やした時間 

採点は，正答例を準備したうえで行っている．採点

及びリフレクションに要した延べ時間は，Teams の動

作不具合対応を除き，以下のとおりである． 

表 7 多賀が課題レポートの評価・採点に費やした時間 

学科（キャンパス） 課題提出者数 所要時間 

A 137 30.2 時間 

B 29 8.3 時間 

C 13 3.2 時間 

総作業工数として，41.7 時間となった．この中には，
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学生や主担当教員とのやり取りも含む． 

3.7 考察 

今回，少人数の学習者に対し，課題レポートを提出

させるのではなく，今回のように 30 人以上の受講者

に課題レポートを科す，のが教員にとっては非常に労

力が掛ることを理解したうえで，意図的に実施した． 

今回，課題レポートにした理由としては，薬学系の

学生の自分の未来に対する考え方を，AI リテラシーの

講義を通して調査し分析した結果をキャリアデザイン

や学修活動で支援する手掛かりにできないか，と考え

たためである． 

また，招聘講師という立場のため，本学内の LMS を

教材開発時点で利用することはできなかったこと，お

よび Teams 上で小テストを行う場合，LMS とは異な

り機能的に不足がある，という消極的な理由から，学

習活動の評価として課題レポートを選択した． 

 

今回の研究の考察として，以下の 4 点がある． 

(1) 現時点での分析結果でもわかるように，課題レポ

ートの設問によっては，学習者の考えが明確にわ

かり，それを大学が学修支援やキャリアデザイン

に生かすことは可能であると思われる． 

(2) しかしながら，課題レポートの分析には非常に労

力が掛ることがネックになっている． 

(3) 仮に，課題レポートの分析が，例えば AI を活用す

ることで高い精度により分析でき，労力が掛らな

くなったとしても，どのようなデータをどのよう

に収集するかなど，運用面での検討が必要になる． 

(4) 形成的評価という意味では，今回の課題レポート

は一点欠落しており，実施前，実施後の評価として，

少なくとも，AI リテラシーの学習を通しての学習

者の気づきを問わなければならなかった． 

 

4. おわりに 

令和 4 年度は，AI リテラシーの新規開発部分を活用

し，新たにデータサイエンスの実習科目を整備してい

く予定であるが，前述の考察における(4)形成的評価方

法の検討と，(2)今回のような課題レポートの回答の分

析方法について検討を進めたいと考える．ただし，AI

で分析をする場合，大量の入力データが必要になると

いうことも併せて進め方を検討する必要がある．  
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演習科目「ロジカルシンキング」における対面とオンラインの

授業実践の教育効果の比較検証 

酒井 浩二 

京都光華女子大学 キャリア形成学部 

Comparison of Educational Effects in the Exercise Course 

Logical Thinking between Face-to-Face and Online 

Koji Sakai 

Faculty of Career Development, Kyoto Koka Women’s University 

The practice course "Logical Thinking" was practiced online in 2020 and face-to-face in 2021. In the 

online, the slides with audio without the face video of the teacher were performed on demand, and 

in the face-to-face, slides with almost the same lesson content were used. The results showed that 

there was no big difference in the evaluation of each exercise, the evaluation of the report, the grade 

evaluation, and the student's class evaluation. Otherwise, the online had a higher rate of 

abandonment, and the face-to-face had a lower attendance rate. In both years, even in the group of 

students with a high attendance rate, only about 80% of the logical thinking techniques was used in 

their reports. It was considered that it is not easy for students to acquire completely the ability to 

autonomously utilize the techniques explicitly acquired under the guidance of teachers, both online 

and face-to-face. 

キーワード: ロジカルシンキング 対面形式 オンライン形式 オンデマンド型 教育効果 

1. はじめに 

コロナ禍による感染防止のため，2020 年度，2021

年度は日本の多くの大学，科目でオンライン授業が行

われた．表１は，対面・オンラインの授業の割合に基

づき授業の型を分類したものである．コロナ禍が厳し

い社会状況下では，感染リスクを抑えるため，対面授

業が望ましい科目でも，ハイブリッド，オンライン中

心，オンラインへの切り替えが必要となる．しかし，

対面授業およびオンライン授業は，それぞれ特有の利

点がある．コロナが沈静化して対面授業が可能な社会

状況下でも，対面授業とオンライン授業の特性を把握

して，表１の対面，ハイブリッド，オンラインなど授

業運営方針を決定していくことが重要となる． 

オンライン授業は，大別するとリアルタイム型（同

期）とオンデマンド型（非同期）に分類できる．2020

年度秋学期に日本の大学で実施された授業では，リア

ルタイム型での授業頻度が高く，オンデマンドが少な

い(1)．筆者は，2020 年度にオンデマンド型中心で演習

形式のセメスター科目「ロジカルシンキング」を授業 

 

表 1 授業形式の分類 

授業の型 授業回数の割合 

対面 15 回すべて対面 

対面中心 数回のみオンライン 

ハイブリッド 15 回のうち対面とオンライ

ンがほぼ半々 

オンライン中心 数回のみ対面 

オンライン 15 回すべてオンライン 
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実践し，授業の内容や方法，学生の授業評価などを検

証した(2)．本研究では，「ロジカルシンキング」を 2021

年度に対面中心で授業実践し，2020 年度のオンデマン

ド型中心で授業実践した場合と比べて教育効果に違い

がみられるか比較検証する． 

2021 年度は，対面授業とオンライン授業での授業実

践を踏まえて，多様な観点で比較検証結果が公表され

ている．アカデミックプレゼンテーションの演習科目

で，対面とオンデマンド型授業を比較検証した研究(3)

では，対面授業では，反転学習で事前に動画視聴のう

え，授業中に動画のおさらいをしたうえでスライド作

成の演習に受講生は取り組んだ．オンライン授業では，

授業中にオンデマンド型で動画視聴したうえでスライ

ド作成の演習に取り組んだ．授業担当教員によるスラ

イドの採点結果は，対面授業よりオンライン授業のほ

うが高い結果であった．また，多変量解析の統計演習

で対面とオンラインの学習効果を比較した研究(4)では，

対面授業よりオンライン授業のほうが，多変量解析の

専門用語の理解度やスキルの習得度で自己評価の上昇

が見られた．その要因として，オンライン授業では講

義動画の分かりにくいところを繰り返し閲覧できるた

め理解が深まった等があった．コロナの感染拡大状況

に応じて，オンラインと対面の授業回を分けたハイブ

リッド授業の実践(5)では，対面授業で ICT を活用して

提出させていた時よりもオンライン授業の場合のほう

が，課題提出率は高かった．その要因として，資料で

の自学，課題への取り組みと提出，Zoom による解説

や質疑応答を通じて段階的に振り返りを行う学習によ

り，教育効果が高まったと推察された． 

オンラインによるオンデマンド型の授業では，動画

型，資料型，スライド型など多様な授業方法があり，

授業の内容や目的，受講生の状況を考えて最適な方法

で配信する必要がある．小学校図画工作科教育法授業

の実践(6)では，活字やスライドの配布資料に教授者に

よる解説音声ファイルを伴う授業形式での教育効果を

検証した．調査の結果，受講生による，授業資料と音

声を最初から最後までじっくり見ているかに関する評

定値は比較的高かった．また，授業への理解度や満足

度の主観的評価は，オンデマンド型の講義動画の場合

と比較してほぼ同程度で高い値であった．一方，講師

の顔動画がないことに抵抗を感じる，音声のみで十分

に伝わらない，との回答もあった． 

受講生の理解度を高めるうえで，学生の質問を促進

させることも非常に重要になる．大学院でのオムニバ

ス科目での授業実践(7)で，授業中の質問学生数の割合

は，対面授業，および Zoom 授業のチャットの場合で

低かったが，Zoom 授業の匿名チャットでは非常に高

かった．また，対面・オンライン授業での援助要請の

比較検証の研究(8)では，オンライン授業を受講中の学

生に，回想法により対面授業時と比較して，教員や友

人への援助要請態度を質問した．その結果，オンライ

ン授業においては，教師や友人に対して援助要請する

ことに遠慮を感じ，依存的援助要請が対面授業時より

少なくなり，友人への自律的援助要請は対面授業時よ

りも多く行っている可能性が示唆された． 

本研究では，セメスターの演習科目「ロジカルシン

キング」について，2020 年度にオンラインでの授業実

践(2)と，2021 年度の対面中心での授業実践で，教育効

果として学習態度，学習成果に違いがあるかどうか検

証する．学習態度は，学生の授業評価を指標とする．

学習成果は，出席率，課題提出状況，レポート評価，

成績評価，単位取得率などを指標とする． 

2. 方法 

2.1 授業概要 

授業科目：特定の大学・学部の専門課程における選

択必修科目「ロジカルシンキング」であり，「演習」の

授業形態で１単位の科目であった． 

授業実施期間：2020 年度，2021 年度ともに後期（９

月中旬～１月）に授業を実施した． 

受講生：履修登録者数は，2020 年度は 64 名，2021

年度は 49 名であった．両年度とも，アカデミックスキ

ルとしてのレポート作成技法に関する初年次必修科目

を履修していた． 

授業形態：表２は，2020 年度と 2021 年度の 15 回

分授業の授業形式である．2020 年度のオンラインでは，

第１～13，15 回はオンデマンド型，第 14 回のみリア

ルタイム型で授業を行った．2021 年度の対面中心では，
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第１～13 回は対面，第 14，15 回はコロナまん延のた

め急遽，リアルタイム型に切り替えた． 

2021 年度は，コロナのワクチン接種での副反応，濃

厚接触，コロナ感染など，コロナに関する多様な要因

で対面の出席が困難になるリスクがあった．そのため，

対面授業を Zoom で録画し，その授業動画を授業後に

アップロードし，オンデマンド型で視聴できる学習環

境を提供した．そのため，対面で出席不可の場合だけ

でなく，対面で出席した場合も復習のためにオンデマ

ンド型で視聴可能であった． 

両年度とも，第 14 回は受講生が作成した全レポー

トを一読のうえ，Zoom ブレイクアウトルームにより

小グループで発表しあった． 

授業方法：2020 年度のオンデマンド型では，データ

ダイエットの観点からビデオ配信なし，つまり授業担

当教員の顔動画なしで音声付きスライドにより講義し

た．PowerPoint で作成した授業内容の音声スライド

を OneDrive に投稿し，受講生はオンデマンド型で学

習した．必要な授業回では関連資料も電子ファイルで

配信した．2021 年度の対面授業では，毎回の授業でオ

ンデマンド型の時とほぼ同様のスライドを使って講義

しつつ，資料としても印刷配布し，必要な授業回では

関連資料も紙で配布した． 

図１は，(a)第２～10 回目と(b)第 11～13 回目まで

の，90 分間の授業の進行方法である．第２～10 回目

まではロジカルシンキングの個別の技法の修得が目的

であったため，図 1(a)のように個別の技法を 20～30

分ほど講義し，その技法を使った演習を５～10 分ほど

行う取組を，90 分間の授業で３セットほど繰り返した．

第 11～13 回は，第 10 回までの技法の復習と各受講生

が作成するレポートへの技法の活用が目的であった．

そのため，図 1(b)のように技法の説明を 30～45 分ほ 

 

表 2 15 回分の授業形式 

授業回 
2020 年度 

オンライン 

2021 年度 

対面中心 

1～13 回 オンデマンド 対面 

14 回 リアルタイム リアルタイム 

15 回 オンデマンド リアルタイム 

ど講義し，その後の演習の時間でそれらの技法を各受

講生が自分のレポート作成に活用した．授業担当教員

は，この演習時間内に適切なタイミングで取組に関す 

 

表 3 15 回分の授業内容 

Ⅰ．ロジカルシンキング技法の修得 

No. 各授業回のテーマ 

１ ガイダンス 

２ クリティカルリーディング① 

３ クリティカルリーディング① 

４ 異なる文字数で要約，レジメ作成 

５ 10 個の質問＆回答，疑問の連鎖 

６ マインドマップ，情報検索 

７ 帰納法と演繹法 

８ ロジックツリー 

９ マトリクス図表 

10 プロセス図 

Ⅱ．技法を活用したレポートの作成 

11 レポート要綱（レポート課題の説明） 

クリティカルリーディングによる文献講読と

要約 

12 マインドマップの作成，題目の設定 

10 個の質問＆回答，疑問の連鎖 

13 演繹法と帰納法，ロジックツリー，プロセス図

解，マトリクスの作成 

13 レポートの推敲と自己評価 

14 受講生間でのレポートの共有と発表 

15 教員評価と自己評価，レポート添削，全授業の

練習問題と振り返りシートの参照 

 

 0分     90分 

(a) 講義① 
演習

① 
講義② 

演

習

② 

講義③ 

演

習

③ 

       

(b) 講義 演習 

    随時，助言，指導 

図 1 90 分間の授業進行 
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る助言，受講生からの質問に対する対応などを行った． 

授業内容：表３は，2021 年度の本科目の 15 回分の

授業内容であり，数字は授業回を示す．第Ⅰ部の第１ 

回～10 回の授業でロジカルシンキング技法の基礎を

修得し，第Ⅱ部の第 11 回～15 回の授業で第Ⅰ部の技

法を振り返ってレポート作成に活用した．2020 年度は，

2021 年度と一部異なり，第４回を入れず，第６回を第

Ⅱ部で授業したが(2)，科目全体の授業内容としては両

年度で同じ組み立てであった．各授業回の授業内容の

詳細は書籍化されている(9)(10)． 

授業課題：授業内容で提示された演習問題を，2020

年度は電子ファイルで作成してオンラインで提出し，

2021 年度は配布資料に作成して紙ベースで提出した． 

質問対応：授業内容や課題取組等の質問は，授業中に

は 2020 年度は Zoom とメール，2021 年度は対面とメ

ールで対応した． 

2.2 レポートの評価 

両年度とも，レポートのテーマは「人口減少社会お

よび超高齢社会をよりよくする実施策を提言し，その

有効性を論じる」であった．レポートの文字数は，2020

年度が 1600～2000 文字，2021 年度が 1400～1600 文

字であった．レポートは三部構成で，各パートで論じ

るべき内容を構造化して作成を求めた．表４はレポー

ト評価の観点で，先行研究でのレポート評価のルーブ

リック表(11)を参考に作成した．表４に基づき採点する

ことを受講生に事前説明し，レポート提出後に授業担

当教員が採点して採点結果と添削コメントを第 15 回

授業でフィードバックした．表４の評価観点は，表３

の第Ⅰ部の技法を完全に修得し，かつレポートに活用

できれば 21 点満点を取れるように設定された． 

2.3 学生の授業評価 

以下の方法で，受講生から授業評価データが収集・

分析された． 

調査実施日：2020 年度は１月下旬の第 14 回，15 回

の授業，2021 年度は 12 月下旬頃の第 10 回，11 回の

授業で，授業評価について学生に回答依頼が行われた．  

調査対象者：2020 年度は，全受講生 64 名で，うち

20 名が回答し，回答率は 31.3%であった．2021 年度

は，全受講生 49 名で，うち 11 名が回答し，回答率は

22.4%であった． 

質問項目：両年度とも，表５の質問項目について，

「そう思う」「ややそう思う」「どちらでもない」「あま 

 

表 4 レポート評価の観点 

題目 

 □高齢社会を活性化させる題目か？  

 □何を主張したいか明確に理解できる題目か？  

序論 

１段落目：高齢社会，人口減少社会に関する現状 

 □データ，図表等を定量的に記述しているか？  

２段落目：筆者が取り上げる題目に関する現状 

 □題目に関する文献を適切に引用しているか？  

３段落目：本論で論じる内容 

 □本論で何を論じるか明記されているか？  

本論 

１段落目：活性化についての筆者の主張や提案 

 □筆者の主張や提案が明確に書かれているか？ 

 □主張や提案は活性化につながりそうか？ 

２段落目以降：主張・提案の方法と有効性の根拠 

 □方法，根拠が明確に書かれているか？ 

 □方法，根拠は，他者が読んで納得できるか？ 

 □引用文献を適切に活用しているか？ 

結論 

１段落目：筆者の主張や提案と，その有効性 

 □筆者の主張や提案が簡潔に書かれているか？ 

２段落目：今後の検討点 

 □今後の検討点が書かれているか？ 

引用文献 

 □出典に関する情報が正確に書かれているか？ 

レポート全体 

 □演繹法・帰納法，ロジックツリー，プロセス図

解，マトリクス図解のうち２つを含むか？ 

 □２つ以上の文献を引用しているか？ 

 □本文中の引用箇所で出典が記されているか？ 

 □本文中に図表の説明文が入っているか？ 

 □表の上，図の下に，図表説明が入っているか？ 
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りそう思わない」「そう思わない」の５件法で質問され

た．また，表６の「予習・復習（課題・宿題の時間を

含む）を一週間のうちどの程度していますか」の質問

項目もあった． 

回答方法：両年度とも，受講生はオンラインで授業

評価の画面から匿名で回答した． 

分析：両年度とも，授業評価の各質問項目での５件

法に対して，「そう思う」「そう思う」の肯定的回答の

割合を計算した． 

3. 結果 

3.1 学習態度 

3.1.1 学生の授業評価 

表５は，学生の授業評価の結果で，肯定的評価（「そ

う思う」「ややそう思う」）の割合である．両年度とも，

特に 2021 年度は回答率が低いものの，全体的に対面

中心のほうが高い傾向であった．項目５の課題量の回

答結果に，両年度のあいだで比較的大きな差がみられ

た．両年度で，項目６の受講による興味の広がり，深

まりが比較的低い値であった． 

表６は，学生の授業評価の結果で，一週間の課題等

の授業外学習時間の度数分布表である．学修時間のピ

ークは，オンラインのほうが対面中心より長かった． 

3.2 学習成果 

3.2.1 出席と課題提出 

表７は，出席率と課題取組成果である．分析対象学

生は，履修登録者から履修放棄者を除いて計算した．

オンラインでは，課題提出により出席とみなしたため，

出席率と課題提出率は同値となった．対面中心では，

課題提出率が出席率を上回った．課題提出率は，オン

ラインで対面中心より若干高かった．履修放棄した学

生の課題提出率は，オンライン，対面中心でそれぞれ

22.1%，25.0%であった．３点満点の課題成績の平均は，

オンラインより対面中心のほうが若干高い値であった． 

21 点満点のレポート評価の平均点は，オンライン，

対面中心でそれぞれ 15.8 点，14.5 点で，オンライン

のほうが対面中心より若干高い値であった．対面中心

で，出席率は 76.5%であった．出席率が 86%以上，つ

まり 15 回分授業のうち出席回数が 13 回以上の学生

16 名を対象に計算した結果，レポート評価が 16.8 点

で全体の平均点 14.5 点より 2.3 点高かった．21 点満

点の学生は，両年度ともに２名であった． 

 

表 5 学生の授業評価で肯定的評価の回答率 

 
2020 年度 

オンライン 

2021 年度 

対面中心 

回答者数(回答率) 
20 名

(31.3%) 

11 名

(21.4%) 

１.積極的に学習に取り

組んでいるか 
95% 100% 

２.授業外の課題・宿題

に，積極的に取り組ん

でいるか 

90% 91% 

３.授業の内容は理解で

きたか 
95% 100% 

４.教材や資料はわかり

やすいか 
90% 100% 

５.課題の量は適切か 75% 100% 

６.この授業を受けて，

興味が広がったり，深

まっているか 

80% 91% 

７.この授業は，将来役

に立ちそうか 
95% 100% 

８.この授業に満足して

いるか 
90% 100% 

※肯定的評価＝「そう思う」「ややそう思う」の回答 

 

表 6 一週間の課題等の授業外学修時間 

 
2020 年度 

オンライン 

2021 年度 

対面中心 

回答者数 20 名 11 名 

0 分（なし） 5% 9% 

30 分未満 5% 55% 

30 分以上～1 時間未満 40% 27% 

1 時間以上～2 時間未満 40% 9% 

2 時間以上 10% 0% 
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3.2.1 成績評価 

表８は成績評価である．期末試験に相当するレポー

トの未提出を履修放棄とみなした．履修放棄の受講生

の割合は，オンラインは 25％で，対面中心の 8.2%よ

り３倍ほど高かった．単位不可の割合は，オンライン

は 9.4%で，対面中心の 4.1%より倍ほど高かった． 

4. 考察 

4.1 授業の理解度 

表５のように，学生の主観的評価では，授業の理解

度は対面中心のほうがオンラインより若干高かったが，

大きな差はなかった．オンデマンド型のオンラインで

は，音声付きスライドを中心に，必要な授業回では関

連資料も配信した．両年度で理解度が高いと受講生が 

 

表 7 出席率と課題取組成果 

 
2020 年度 

オンライン 

2021 年度 

対面中心 

分析対象の学

生数※１ 
48 名 43 名 

出席率 93.9% ※2 76.5% 

課題提出率 93.9% 83.2% 

課題成績（３

点満点） 
2.79 点 2.94 点 

レポート評価

（21 点満点） 
15.8 点 14.5 点 

※1：履修登録者数－履修放棄者数で計算 

※2：オンデマンド型で，出席率は課題提出率と同値 

 

表 8 成績評価 

 
2020 年度 

オンライン 

2021 年度 

対面中心 

 
受講生

数 
割合(%) 

受講生

数 
割合(%) 

単位認定 42 65.6% 43 87.8% 

単位不可 6 9.4% 2 4.1% 

履修放棄 16 25.0% 4 8.2% 

合計 64  49  

評価した一因として，図１のように各授業回で講義と

演習を連動させて取り組んだことがあげられる．図１

(a)のように，個別のロジカルシンキング技法の修得の

ために，講義と演習による課題取組の１セットを 90 分

間の授業内で３セットほど行った．第 15 回の授業の

振り返りレポートの中で，講義を聞いてすぐに関連し

た課題に取り組むことが良いとの記述が多くみられた．

また，表３のように第Ⅱ部で第Ⅰ部の技法を復習しつ

つレポート作成に活用したことも，授業の理解度を高

められた一因と推察できる． 

先行研究(6)では，学生の主観的評価において，顔あ

り動画と同程度に，音声付きの授業資料やスライドの

理解度は高かった．本研究からも，必ずしも授業担当

教員の顔動画がなくても，授業資料に音声を付加する

ことで，対面と同程度の理解度が得られると推察され

る．しかし，本研究で，若干であるが対面中心のほう

がオンラインより高い理解度の結果から，データダイ

エットの観点でビデオオフか，学生の高い理解度を目

指してビデオオンのいずれかが妥当かを判断して授業

実践が必要である． 

ただし，授業評価の回答率が非常に低いため，表４

は，出席率や学習意欲の高い学生に偏った回答結果と

なり，受講生全体の傾向を反映していない可能性があ

る．授業評価の回答率の向上は，今後の検討点である． 

4.2 授業外学修時間 

各授業回の演習課題は，オンラインでは電子ファイ

ルで，対面中心では配布プリントに記述して紙による

提出であった．提出方法は異なったが，課題の内容は

両年度でほぼ同様であった．しかし，表６のように，

課題等の授業外学修時間はオンラインのほうが対面中

心より長い傾向であった．オンライン，対面中心とも

に，図１のように講義の時間は 30-60 分ほど，演習が

30-60 分ほどであった．対面中心の場合，授業時間内

に演習課題に取り組み，時間内にできなかった分を授

業外学習として取り組んだ．演習課題の大部分は授業

時間内に終わる課題の分量であったため，授業時間外

の学修時間は多くの受講生であまり長くなかったと推

察する．一方，オンラインの場合，90 分間という授業
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時間の意識が低く，演習課題の取組時間を授業外学修

時間と認識して授業評価のアンケートに回答した受講

生がいたかもしれない．オンラインにおいて，授業内

時間の演習取組と，授業外学修を明確に分けて，学生

に演習取組と課題を課していくことは重要である． 

4.3 課題取組の成果 

表７のように，履修放棄の受講生を対象外とした課

題提出率は，オンラインのほうが対面中心より 10%ほ

ど高かった．この結果は，オンデマンド型はいつでも

どこでも受講でき，学習教材へのアクセスのしやすさ

を反映している．一方，課題取組の成果は，対面中心

のほうがオンラインより若干高かった．対面中心では

90 分の授業時間が確保され，全受講生が授業時間内は

確実に課題に取り組んだ．一方，オンラインでは，短

時間で演習課題を済ませ，図１の講義と演習を含めて

90 分間の学習時間に満たない受講生もいたかもしれ

ない．さらに，レポート課題の評価は，オンラインの

ほうが対面中心より若干高かった．レポート作成は授

業時間外での取組であり，オンラインと対面中心で課

題取組の環境に違いはなかった．オンラインでは，履

修放棄しなかった学習動機づけが比較的高い受講生が

レポート提出し，対面中心では履修放棄しかけた学習

動機づけがあまり高くない受講生もレポート提出した

結果が反映されているかもしれない． 

4.4 履修継続 

表８のように，オンラインでは履修放棄の割合が

25.0%と非常に高かったが，対面中心では 8.2%とそれ

ほど高くなかった．対面中心では，教室で授業中に取

り組む必然的な学習の時間と環境とがあり，また図１

の演習課題の取組時に受講生どうしで相談したり授業

担当教員に質問したりでき，挫折しにくい．授業担当

教員は，授業出席や，未提出課題の提出を授業前後お

よびメールで促した．また，諸事情で一時的に欠席が

続いたが今後の出席や遅れて課題提出でも授業内容の

理解は大丈夫か等の相談もあった．これらの促しや相

談により，出席継続や課題提出した学生も一定数おり，

これらの教員の働きかけと受講生の学習態度変容が履

修放棄の低下につながったと考察できる．しかし，オ

ンラインでは，自宅等でパソコンに向かって都合よい

日時に一人で受講や課題取組の環境のため，授業担当

教員や同じ受講生との相談や励ましは見えにくく，自

分で学習動機づけを維持する必要性がより高い．授業

担当教員は，メール等で課題提出を促したものの，そ

の促しにより課題提出した学生は少数であった．受講

生が学習動機づけを維持し，学習継続を促進させるこ

とが，オンラインの大きな課題の１つである． 

4.5 技法の修得と活用 

表３の第Ⅰ部で修得した各技法を，第Ⅱ部のレポー

ト作成に活用できたかどうかの達成度は，レポート評

価により判断できる．レポート評価の平均点は，オン

ライン，対面中心でそれぞれ 15.8 点，14.5 点であっ

た．対面中心で，15 回のうち 13 回以上，授業に出席

した学生のレポート評価の平均点は 16.8 点（100 点満

点で 79.9 点）で，全体の平均点 14.5 点より 2.3 点高

かった．この結果は，出席率の向上によりレポート評

価の点数が高くなることを明確に示す．しかし，100 満

点で 79.9 点は，完全に技法を修得したとみなせない．

また，21 点満点は両年度とも２名のみであり，完全に

修得した受講生はごく少数であった． 

これらの結果より，ロジカルシンキング技法の修得

と活用の力を高めるために，以下の２つの段階の改善

を要する．第１段階として，出席率の向上である．表

７のように対面中心で出席率が 76.5%と低かった．当

然であるが，出席して講義を視聴しないとロジカルシ

ンキング技法を修得できない．出席率が低い一因とし

て，表５の授業評価で，項目６の受講により興味が広

がる，深まった，の評価値が低い傾向があげられる．

興味・関心が広がり，深まる授業を展開することで，

出席率が向上すると推察される．第２段階として，出

席率の高い学生のレポート評価の点数を高めることで

ある．出席率の高い学生でも，講義の説明に沿った課

題は的確に取り組めるものの，第Ⅰ部で修得した技法

を自律的に完全にレポート作成に活用しきれていない

ことが示される．修得した技法を実践場面で有効活用

できるための指導法の確立は，今後の検討課題である． 
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4.6 レポート集の共有 

レポート資料集の共有は，対面で紙による印刷・配

布は授業担当教員の準備の負担が大きくなる．また，

対面でレポートを発表しあうことは，コロナ禍では感

染リスクが生じる．第 14 回の振り返りから，受講生の

全レポートの共有による講読は，①同じテーマでも多

様な分野でレポート題目を設定して論述できること，

②ロジカルシンキング技法を上手に使う方法や論述展

開の仕方，の２点の理解で参考になると推察できた．

また，小グループでの発表は，自分のレポートを他の

受講生のレポートと比較して，自他のレポートの良い

点や改善点などを振り返り，今後のより良いレポート

作成への動機づけにつながると推察できた．表１のオ

ンライン，対面など，どのような授業形式においても，

リアルタイム型による全受講生のレポートの共有と発

表は効果的，効率的であると考えられる． 

5. まとめ 

コロナ禍の社会状況のなか，演習科目「ロジカルシ

ンキング」でオンラインと対面中心での授業形式で教

育効果を比較検証した．両授業形式で，毎回の演習課

題の評価，レポート課題の評価，成績評価，学生の授

業評価は大きな差がなかった．授業担当教員の顔動画

なしの音声付きスライドで，対面と同程度の理解度が

得られることが示された． 

オンラインで履修放棄率が高く，履修継続に向けた

授業内外の支援や働きかけの工夫が必要である．一方，

対面中心で出席率が低く，興味，関心を高める授業内

容の提供が出席率の向上のためにより重要となる． 

両年度とも，出席率の高い受講生群でも，授業で修

得したロジカルシンキング技法をレポートに活用した

割合は８割ほどであった．教員の指導により明示的に

修得した技法を，受講生が自律的に活用する能力を確

実に修得することは，オンライン，対面ともに容易で

はないことが示された． 

今後の検討点は，対面での出席率の向上，明示的な

指導のもとで修得した技法を自律的に実践場面で活用

する能力の指導法の確立，の２点である． 
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力学概念調査（FCI）による授業評価 

近藤隆司*1, 後藤善友*2 

*1 大分大学理工学部，*2 別府大学短期大学部 

Class evalution by Force Concept Inventory(FCI) 

Ryuji Kondo*1, Yoshitomo Goto*2 

*1 Faculty of Science and Technology Oita University,*2 Beppu University Junior College 

 理工系学部初年度の講義で実施した，力学概念テスト（FCI）の報告である。受講の前後で FCI を実

施して，その変化を調査した。FCI 総得点の平均値には受講の前後でわずかの変化しか見受けられなか

ったが，各受講者の回答内容の変化は大きく，回答を変更した回数は平均して 30 問中の 10 問程であっ

た。 

キーワード: 力学概念調査, FCI, 誤概念

1. はじめに 

力学分野の概念把握を調査する方法として力学概念

調査（FCI）がある(1)。これは定性的な問い 30 問で構

成されていて，それぞれ 5 つの選択肢(A, B, C, D, E)

から選んで回答するが，正答以外の選択肢は力学現象

に対する誤概念を抽出するよう工夫がなされている。

FCI を講義開始時と終了時に 2 度実施すれば，その比

較から講義の有効性を測ることが可能となる(2)。この

ような調査を大学初年次の「力学」の講義において実

施した。受講生には，一律に 4 点を評価に加えるとい

うことを事前に知らせている。講義開始時と終了時に

FCI を実施して，その両方を回答した受講生は 82 名

であった。 

2. 調査結果 

図１に講義終了時の FCI 総得点の分布（人数）を示

す。得点の平均値は講義開始時で 18.3 点，図１の講義

終了時で 18.7 点であり値に大きな変化は無かった。

60%（18 問）以上で力学習得の準備ができているとさ

れ，85%（26 問）以上で概念を把握していると言われ

るところからすると，講義終了時で約半数が力学習得

の準備の段階に達していない。図２に講義終了時点で

の問いごとの正答率（％）をあげる。問４，問 15，問

26 で正解率が低い。問４と問 15 は作用反作用に関す

るものである。問４において最も多く選ばれた選択肢

は，衝突の際質量の大きい方が大きな力を及ぼすとい

う誤概念に沿ったものである。問 15 は自動車がトラ

ックを押しているという状況で互いを押しあう力の大

小を問うものであるが，ここで最も多く選ばれた選択

図 1 FCI 得点の分布（人数） 

図 2 問いごとの正答率（％） 
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肢は，エンジンがかかっている自動車の方が大きな力

で押すという選択肢で，活動的な方が大きな力を発揮

するという誤概念に沿ったものであった。問 26 は加

速度運動に関するものであり，正答が最も多く選ばれ

ていたが，他の複数の誤答も多く選ばれていて，それ

故正答率が低くなった。多く選ばれた誤答には，力と

速度が比例するとするものや，力の大きさによって終

端速度が決まるという誤概念に沿った選択肢があった。 

3. 調査結果の解析 

FCI の総得点からは，講義前後の変化がほとんど見

受けられないが，受講者は多くの問において回答を変

更している。平均で 30 問中 9.89 問の問いにおいて回

答を変更している。図 3 に各問において回答を変更し

た人数を示す。多いものでは 45 名が初回と異なる選

択肢を選んでいて，また変更人数が多い問いは正答率

が低い傾向にある。 

 

以下では，変更人数が 45 名と非常に多数となった

問 11 と問 18 を取りあげる。問 11 は摩擦の無い水平

面を滑る物体に働く力を考える問題である。選択肢 A，

B を選ぶのは垂直抗力を力と認識しない場合で，打撃

によるインペタスを力ととらえる場合は B，C，重力を

力と認識しない場合には E を選ぶと予想される。表１

に問 11 の回答状況を示す。表では講義前の FCI の選

択を行とし講義後の選択を列として表している。数値

の示す意味は以下のようなものである。例えば講義前

に A を選択した人数は 12 名で，そのうちの 8 名が講

義後では D を選択している。また講義後に A を選択

した人数は 14 名であるといった意味である。表２に

問 18 の回答状況をあげる。問 18 はロープにつかまっ

て揺れる人に加わる力を考える問題で，ロープの張力

を力と考えない場合 A，C，E を選ぶ。円運動における

インペタスを考えた場合は C，D，E を選び，誤って遠

心力を考慮した場合は E を選ぶ。 

前   後 A B C D E 計 

A 3 1 0 8 0 12 

B 0 2 0 1 0 3 

C 1 2 8 9 0 20 

D 9 1 8 24 3 45 

E 1 0 0 1 0 2 

計 14 6 16 43 3  

 

前   後 A B C D E 計 

A 1 2 0 0 2 5 

B 3 26 2 3 4 38 

C 0 3 0 3 2 8 

D 0 6 2 4 3 15 

E 1 2 2 5 6 16 

計 5 39 6 15 17  

 

問 11 も問 18 も，講義前後において正答を選択した

受講者が最も多くなっている。その人数も講義前後で

大きな変化はない。しかし講義前に正答を選択した受

講者でも講義後には，問 11 で 45 名中の 21 名，問 18

では 38名中の 12名が選択を変更して誤答となってい

る。これらのことから，多くの受講者において力学的

概念が，まだ不確定であることが伺われる。個々にお

いては不確定ではあるが，80 名程度を集計すれば，総

体として一定の傾向となるのではないかと推測する。 
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図 3 各問の回答変更人数 

表 1 問 11 の各選択肢の選択数の変化 

表 2 問 18 の各選択肢の選択数の変化 

－87－



児童生徒の合唱活動に対する意識の分析 
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In this study, a measure of students' attitudes toward singing and choral activities in restricted 

situations was developed, and comparisons were made among gender and developmental stages. As 

a result, a four-factor structure was found, and the gender comparison of the four factors showed 

that the scores of girls were higher than those of boys. In the comparison of the four factors by gender, 

girls scored higher than boys. In comparison by grade, 6th graders scored lower than junior high 

school students in the third factor. In the fourth factor, 6th graders scored lower than junior high 

school students. The 6th graders did not feel that choral singing was boring even when it was 

restricted. The 6th graders showed less awareness of wearing masks than the junior high school 

students. 

キーワード: 歌唱，合唱活動，児童生徒，尺度開発 

1. はじめに 

2020 年度，2021 年度は新型コロナウイルスの感染

拡大によって，オンライン形式の授業実施が強いられ

ている。本研究で取り上げる，小中学校音楽科におけ

る歌唱，あるいは合唱活動は活動の実施が非常に困難

である。たとえ活動ができたとしても，活動形態や活

動時間は制限されたものとなる。例えば，合唱におい

ては互いに横に並び窓から屋外に向かって発声したり，

声を出さずにリズムの同期活動を行ったりするという

活動である。このような制限された状況における，歌

唱や合唱活動に対する児童生徒の態度について，先行

研究では，「歌うことに対するメタ認知」，「歌えない不

自由感・歌いたい欲求」，「歌えない現状に対する認識」，

「感染予防に対する意識・ストレス」といった，質の

異なる因子によって構成されることが示されている。

本研究は，先行研究を踏まえて，制限された状況にお

ける児童生徒の歌唱や合唱活動に対する意識や態度に

ついて，性別や発達段階による比較を行うことを目的

とした。 

2. 方法 

2.1 調査時期 

本研究の調査は，2021 年 11 月に山口大学教育学附

属山口中学校と山口小学校で実施した。 

2.2 調査対象者 

本研究の調査対象者は，山口大学教育学部付属山口

中学校と山口小学校の児童生徒 485 名であった。対象

者の学年と性別の度数を表 1 に示す。 

表 1 対象者の学年と性別の度数 

    度数 合計 

学年 6 67 485 

 7 139 485 

 8 139 485 

 9 140 485 

性別 女 240 485 

 男 244 485 

 無回答 1 485 

JSiSE Research Report 
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2.3 調査項目 

本研究では，先行研究(1)を参考にして，27 項目によ

って構成される質問項目を作成した。質問項目の内容

は，同様のテーマに関する先行研究を踏まえて，「歌う

ことに対するメタ認知」，「歌えない不自由感・歌いた

い欲求」，「歌えない現状に対する認識」，「感染予防に

対する意識・ストレス」の 4 つの仮説的因子を設定し

た。尺度は 27 項目，１から 6 の 6 件法で尋ねた。質

問項目を表 2 に示した。 

 

2.4 調査手続き 

調査は，各学級のホームルーム時に集団で実施され

た。著者によって作成された調査実施の留意点が事前

に担任に配布され，各学級担任は留意点を熟読したの

ちに調査を実施した。調査に要した時間は 10 分程度

であった。 

3. 結果 

3.1 回答結果の平均値と標準偏差 

得られた回答結果について，各項目の平均値と標準

偏差を表に示す。 
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3.2 項目の因子分析 

得られた回答結果をもとにして因子分析を行った。

因子分析は，最尤法，プロマックス回転とした。スク

リープロットの減衰状況を確認した結果，4 因子が抽

出された。4 因子を採用した際の累積寄与率は，

56.60％であった。モデルフィット指標は，RMSEA 

= .06, BIC  = -371.72 であった。この 4 因子構造の尺

度を「児童生徒用合唱に対する意識尺度」と命名した。 

第 1 因子は，「思い切り大きな声で歌いたい」，「みん

なと歌っている感覚が欲しい」，「気軽に歌えないこと

はつらい」といった歌うことに対する欲求と，「自由に

歌うことができることのありがたみを実感するように

なった」，「普段以上に歌うことの価値を考えるように

なった」といった歌うことに対するありがたみの実感

といった項目によって構成された。そこで第 1 因子を

「歌唱や合唱に対する欲求」因子とした。第 2因子は，

「一定の距離をとれば、音楽の授業で歌うことは安全

だと思う」，「密集しなければ、音楽の授業で歌うこと

は安全だと思う」といった安全性を意識した感染予防

行動に関する項目によって構成されていた。そこで「感

染予防意識」因子とした。第 3 因子は，「授業で以前の

ように歌えないと⾳楽の勉強をした実感がわかない」，

「授業で以前のように歌えないと⾳楽の授業の楽しさ

がなくなる」といった歌えないことによる楽しくない

感情に関する項目によって構成されていた。そこで「歌

えないつまらなさ」因子とした。第 4 因子は，「マスク

着⽤は⾳質に問題がある」，「マスク着⽤は周りの音が

聴こえにくい」といったマスク着用による音質低下に

対する項目によって構成されていた。そこで，「マスク

着用意識化」因子とした。 

3.3 因子の平均値と標準偏差，因子間の相関分析 

各因子の平均値と標準偏差と表 4 に，相関分析結果

を表 5 に示す。表 4 について，平均値は 3 から 3.5 の

範囲をとっており，天井効果や床効果は見られなかっ

た。相関分析結果については，「感染予防意識」因子と

「マスク着用意識化」因子の相関は r = .09 であった

以外はポジティブな相関であった。 
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表 4 各因子の平均値と標準偏差 

  Mean SD 

「歌唱や合唱に対する欲求」因子 3.20 1.13 

「感染予防意識」因子 3.48 1.20 

「歌えないつまらなさ」因子 3.09 1.22 

「マスク着用意識化」因子 3.16 1.16 

 

3.4 性別や学年別の比較 

各因子の平均値を従属変数として，4 因子を参加者

内要因，性別を参加者間要因とする 2 要因分散分析を

行った。因子の主効果，2 要因の交互作用が有意であ

った(F(3,1284)=14.85, p<.01; F(3,1284)=3.66, p<.01;)。

下位検定の結果，因子 1，3，4 において女子が男子よ

りも有意に高い結果であった (t(428)=-6.53, p<.01; 

t(428)=-3.49, p<.01; t(428)=-3.63, p<.01 )。 

各因子の平均値を従属変数として，4 因子を参加者

内要因，学年を参加者間要因とする 2 要因分散分析を

行った。2 要因の交互作用が有意であった(F(3, 1278) 

= 14.99, p<.01)。第 3 因子において，中学 3 年生が 6

年生よりも有意に高く(t(426) = 3.66, p <.01)，第 4 因

子において，中学 1，2，3 年生が 6 年生よりも有意に

高かった(t(426) = -3.94, p <.01; t(426) = -4.18, p <.01;  

t(426) = -3.84, p <.01)。図 1 と図 2 に分散分析の結果

を示す。 

3.5 クラスター分析 

回答者の回答傾向をクラスター分析によって分類し

た。本研究ではデンドログラムを参照し，3 クラスタ

ーを採用した。本研究ではクラスターの特徴やクラス

ター数に関する仮説は設けず，得られた結果に基づい

てクラスターの特徴を解釈しやすいクラスター数を採

用した。本研究では 3 クラスターを採用し，その後の

分析を行った。因子の平均値を従属変数として，因子

を参加者内要因，クラスターを参加者間要因とする 2

要因分散分析を行った。その結果，2 要因の交互作用

が有意であった(F(6,1281) = 23.52, p <.01)。クラスタ

ー1 は全ての因子で得点が高い，クラスター2 はすべ

ての因子で得点が低かった。

クラスター3 の「感染予防意

識」因子のみクラスター1 と

有意な得点の違いが見られ

なかった(t(427) = -1.59, ns)。 

学年別のクラスターの度

数を表 7 に示す(χ2 (6)= 7.99, 

ns)。同様に，性別のクラスタ

ー度数を表 8 に示す(χ2 (2)= 

29.90, p<.001)。 

 

表 7 各学年におけるクラスターの度数 

  学年   

  6 7 8 9 Total 

CL1 15 46 49 49 159 

CL2 19 40 39 28 126 

CL3 26 36 39 44 145 

Total 60 122 127 121 430 

表 6 各クラスターの因子の平均値と標準偏差 

 CL N Mean SD 

「歌唱や合唱

に対する欲

求」因子 

1 159 4.09 0.67 

2 126 2.05 0.85 

3 145 3.21 0.86 

「感染予防意

識」因子 

1 159 3.78 1.04 

2 126 2.57 1.24 

3 145 3.97 0.86 

「歌えないつ

まらなさ」因

子 

1 159 4.21 0.59 

2 126 1.96 0.88 

3 145 2.86 0.96 

「マスク着用

意識化」因子 

1 159 4.04 0.71 

2 126 2.28 0.95 

3 145 2.93 1.06 
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表 8 性別におけるクラスターの度数 

  男子 女子 Total 

CL1 58 101 159 

CL2 86 40 126 

CL3 68 77 145 

Total 212 218 430 

 

 

 

4. 考察 

4.1 結果の要約 

本研究では，制限された状況における歌唱や合唱活

動に対する児童生徒の意識を測定する尺度の開発を行

い，性別や発達段階における比較を行った。まず，尺

度項目については，先行研究(1)(2)(3)を踏まえた項目

を用いて調査を実施した結果，4 因子構造が見いださ

れた。4 因子の性別の比較では，女子の方が男子より

得点が高かった。学年別の比較では，第 3 因子の得点

について，6 年生は中学 3 年生よりも低く，第 4 因子

では 6 年生が中学生よりも低いという結果であった。

女子の方が男子よりも合唱活動に対する意識は全般的

に強いことが示された。6 年生は，合唱が制限された

状況においてもあまりつまらないとは感じていないこ

とが示された。また，6 年生は中学生よりもマスク着

用に対する意識が低いことが示された。なお，6 学年

の男女のみで因子の得点を比較した場合，第 3 因子と

第 4因子に得点の違いは見られなかった(t(58) = -1.04, 

ns; t(58) = -2.03, ns)。すなわち 6 年生全体が中学生と

異なる意識を持っていることが示唆された。 

4.2 洗練された尺度開発 

本研究の目的の一つに，小中学校の音楽の授業の効

果測定のツールとして「児童生徒用合唱に対する意識

尺度」を作成することであった。本研究は，開発過程

を示すものであるため，尺度項目はできるだけ多く採

用し分析に用いた。実際の利用においては，尺度構造

が安定しながらも項目数は少ない方がよい。そこで，

項目数を 14，第 1 因子 4 項目，第 2 因子 4 項目，第 3

因子 3 項目，第 4 因子 3 項目として確認的因子分析を

行った場合でも，高い信頼性係数を得た(CFI = .98, 

RMSEA = .05)。 

整理された項目を日常的な学習活動の振り返りに用

いることが児童生徒の学習成績の向上や学習動機づけ

の維持に及ぼす影響について，近年はディープ・アク

ティブラーニングや自己調整学習を理論的基盤として

教育実践に関する研究が行われるようになっている

(4)(5)(6)。 

ディープ・アクティブラーニング理論では，学習活

動への取り組み方を浅いアプローチから深いアプロー

チへ多層的に考える。浅いアプローチは，記憶する，

記述するといった学習アプローチを指し，深いアプロ

ーチでは，仮説を立てる，振り返るという学習アプロ

ーチを指す。この深いアプローチにおいては，仮説を

立てる活動，振り返る活動における，原理と結びつけ

る活動や，(既有知識と)関連づけるとは異なり個人の

学習に帰結するから状況から学ぶ活動として位置づけ

図 1 性別の各因子平均値(gender1=男子，2＝女子) 

図 2 学年別の各因子平均値 
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られる。振り返る活動を通して，個人と状況を緊密に

関連づけることができると考えられる。 

状況からの学習における個人内対話を重視する考え

方もある。溝上は，たとえ教室内の学習であっても，

教材を他者と対話しながら理解する際の自己内対話が

アクティブラーニングを促進すると述べている。ここ

での自己内対話とは，学習内容を既有知識と関連づけ

る際に，学習者自身の多面的自己と関連づけることで

あると考えられる。日常的な振り返りを通して，学習

活動と自身の多面的自己を効果的に関連させることが

できるのではないだろうか。 

自己調整学習とは，自らの学習過程に能動的に関与

して進められる学習とされる。能動的な関与における

「同一化的動機づけ」や「感情」の重要性が指摘され

るようになっている。伊藤は，同一化的動機づけとは，

学ぶことは大切，意義があるという動機づけのことを

指すと述べている。このような，学習者自身における

同一化的動機づけと学びに関連する感情が自己調整学

習のサイクルを支援するためには重要であるとされる。

振り返り活動や授業の導入時に同一化的動機づけや学

習効力感を高めることは自己調整学習の効果を高める

ことに効果的であると考えられる。 

昨年度から，小中学校における児童生徒一人 1 台端

末利用が普及した。このような状況において，タブレ

ット端末を利用した日常的な振り返り活動は，毎日毎

時間の児童生徒の振り返りの内容を自動的に蓄積する

ことができるようになる。本研究で開発を進めている

尺度を日常的な学習活動に普及させることが今後の課

題となる。 
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オンライン・プレ・バズセッションのコアモジュールを用いた 

発散思考の試行 

浅羽 修丈*1, 斐品 正照*2 
*1北九州市立大学, *2東京国際大学 

Trial on Divergent Thinking 

using Core-module of Online Buzz Session on Pre-Learning 

Nobutake Asaba*1, Masateru Hishina*2 
*1 The University of Kitakyushu, *2 Tokyo International University 

効果的な授業のためには事前の準備状態が重要である．この手段には教科書やオンデマンド動画等によ

る予習や反転学習もあるが，限定的な知的刺激，希薄な社会的存在感というデメリットもある．そこで，

筆者らはプレ・バズセッションを提案している．この手段では，思考の発散／深化／収束を目指して授

業テーマに関連するディスカッションを事前に短時間だけ行う．本研究では，この手段をオンラインで

実現するコアモジュールの開発と，それを用いた発散思考の試行実験を実施した．その結果，他者のテ

キストコメントから学ぶ立場の思考が活性化することで，発散思考のきっかけができたり次回の授業の

準備状態が高まったりする可能性を示す一方で，教える立場の思考の活性化等の課題が見つかった． 

キーワード: 事前学習，レディネス，講義ビデオ，ソーシャルメディア，発散思考 

1. はじめに 

1.1 背景 

授業が始まるまでに学習者が教科書や参考書，資料，

Webページ等を閲覧しておくこと（いわゆる予習）は，

授業での知識獲得や理解促進の助けに繋がる．反転学

習に代表されるように，授業の事前にオンデマンドに

よる講義ビデオを視聴することで，授業の中では知識

の応用的な活用に集中することができる．  

しかしながら，予習や反転学習は，いくつかの問題

点がある．一般的に，予習や反転学習は，学習者が１

人で行うことが多い．そのため，得られる知的刺激は，

教科書や参考書，資料，Webページ，講義ビデオ等の

教材に限定される．また，他者がいない孤独な学習と

なり，社会的存在感が欠如しがちになる． 

それ以外にも，教材を閲覧／視聴して知識を獲得し

なければならないという心理的負担や，教材の閲覧／

視聴に時間が割かれるという時間的負担もある． 

1.2 プレ・バズセッションの提案 

筆者らは，これらの問題点を解決するための手法と

して，「プレ・バズセッション（Pre-Buzz-Session : 

Buzz Session on Pre-Learning）」を提案している(1)(2)．

予習や反転学習と同じタイミングで学習するものの，

プレ・バズセッションは知識の獲得を目的としない．

学習者同士が，事前に短時間で次回の授業テーマに関

する情報や意見の交換を行い，授業への準備状態（い

わゆるレディネス）を高めることを目的としている． 

ここでいう“準備状態を高める”とは，次回の授業

テーマに関連するスキーマ（生活的概念(3)(4)や生活的

概念と未だ結びついていない科学的概念(3)(4)）の活性

化と，知的好奇心（拡散的好奇心と特殊的好奇心(5)）の

促進，および，対人関係の構築（人間関係的な欲求か

ら自己実現的な欲求へ(6)）の 3要素を意味する． 
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プレ・バズセッションでは，授業の事前に授業テー

マに対して発散／深化／収束という 3 つの思考活動(1)

を通して“準備状態を高める”ことをねらう．しかし，

1 度のプレ・バズセッションで 3 つの思考活動を行う

ことは，学習者に心理的／時間的負担を負わせる可能

性がある．そこで，プレ・バズセッションは，図 1に

示すように少なくとも 3回の授業の事前に分けて実施

することを想定している．具体的には，1 回目の「思
考の発散」では，授業①の授業テーマや他の学習者か

らの発言等の刺激を受けることで，既有知識や経験を

多面的に想起し，それを発言／共有するという流れを

繰り返す．2回目の「思考の深化」では，共有された知

識や経験を基に，素朴だった意見を整理してみたり，

知識を再構築したり，授業②の授業テーマについて想

像したりする等を繰り返す．3 回目の「思考の収束」

では，最終的な意見や考えをまとめたり，授業③の授

業に関する予想等を結論として発言・共有する． 

1.3 プレ・バズセッションのオンライン化 

プレ・バズセッションは事前学習であり，これを対

面で実現するには，授業時間とは別に教室等の物理的

な空間に集まる必要がある．これでは，学習者に負担

を掛けることになる．GIGA スクール構想により，初

等・中等教育機関では児童／生徒 1人 1 台端末環境が

用意され，高等教育機関では多くの学生がスマートフ

ォン等を所持していることから，プレ・バズセッショ

ンをオンラインかつ非同期で実現できれば学習者の負

担軽減に繋がる．プレ・バズセッションのオンライン

化（オンライン・プレ・バズセッション(1)(2)と呼称し本

稿では OPBと記す）が実現できれば，5〜10 分程度の

短時間のオンデマンドビデオを視聴しながら，非同期

でテキストによる意見・情報交換が可能となる． 

OPB実現に向けて，筆者らは，オンライン上で非同

期にテキストで意見・情報交換ができる基盤機能（コ

ア・モジュール）と，学習者同士の活発な意見・情報

 
図 1 3回のプレ・バズセッションの流れ 

 

 
図 2 オンライン・プレ・バズセッションのコア・モジュールのスクリーンショット 
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交換により発散／深化／収束の 3つの思考活動を支援

する思考支援機能（拡張モジュール）について検証し，

システムとしての実装を目指している．筆者らは，こ

の OPBのためのシステムを「BuzzTON（Buzz session 

based on overlaid Text comments that synced 
playback times ONto video clip）」と呼んでいる． 

1.4 本研究の目的 

筆者らは，OPBのコア・モジュールの要求・仕様を

既に検討しており(2)，課題としてコア・モジュールの

開発や評価実験の実施を挙げてきた．本稿では，開発

したコア・モジュールについて概観した後，試行実験

について説明する．試行実験では，開発したコア・モ

ジュールを用いて発散思考ができそうか，という目的

で実施したので，その観点からの考察を行う． 

2. 開発したコア・モジュール 

筆者らが開発した OPB のコア・モジュールのスク

リーンショットを図 2に示す．このコア・モジュール

は，JavaScriptと PHP，MySQLを用いて開発した．

なお，このコア・モジュールの動作環境としては，

macOS 10.15.6，Web ブラウザは Firefox 97.0，

Chrome 98.0，Safari 14.0で動作を確認している． 

2.1 講義ビデオの視聴機能 

講義ビデオを視聴できるように，一般的なインタフ

ェースと同様に，講義ビデオの下に再生（再生中は一

時停止）や停止ボタン，シークバーを配置し，講義ビ

デオの操作ができるようにした（表 1要求 1）． 

2.2 テキストコメント送信機能 

ビデオ操作のボタン群の下には，テキストコメント

を送信できる入力欄を配置した（表 1要求 2）．入力欄

にテキストコメントを入力して送信ボタンをクリック

すると，そのコメントが直ちに講義ビデオ画面の下か

ら上に向けて流れる．気軽でインフォーマルな意見・

情報を交換するという趣旨から，1 回のテキストコメ
ント送信につき，全角 30 文字以内の送信に制限して

いる．これは，画面上に流れるコメントが 1行に収ま

る文字数でもある． 

テキストコメントは，教える立場から送信できる入

力欄（図 2 左側）と学ぶ立場から送信できる入力欄（図

2 右側）とに分けている（表 1 要求 3，4）．その意図

は，活発な意見・情報交換の促進にある．筆者らのこ

れまでの研究成果(7)から，講義ビデオを視聴しながら

テキストコメントによる意見・情報交換ができる環境

を学習者に提供しても，学習者はあまり多くの発言を

しないことが分かっている．そこで，OPBでは，市川

（2001）が提案している RLA（Researcher - Like 

Activity）(8)という学習スタイルを参考に，学習者には

学ぶ立場だけでなく，「研究者のように，論理的に主張

したり，解説したり，教えたりする立場（すなわち教

表 1 コア・モジュール要求分析（参考文献(2)に記載した要求をまとめた表から一部を抜粋して転載） 
 

要求分析 

ビデオ視聴 要求 1: 講義ビデオを再生・一時停止・シークバーによる視聴シーンの選択といった制御ができる． 

テキスト 

コメントの 

送信 

要求 2: 講義ビデオを視聴しながら考えたことや感じたこと，思い出したことをテキストコメントとして送

信することができる． 

要求 3: 教える立場と学習者の立場に分けてテキストコメントを送信することができる． 

要求 4: 各立場を意識しつつ，なるべく間違いや迷いなく立場を分けてテキストコメントを送信することが

できる． 

共有された 

テキスト 

コメント 

要求 5: 送信されたテキストコメントは，その送信されたタイミングと講義ビデオの再生時間とが同期し

て，講義ビデオ画面上に流れる． 

要求 6: 教える立場として送信されたテキストコメントか，学ぶ立場として送信されたテキストコメントか

を，間違えることなく分けて確認することができる． 

要求 7: 教える立場として送信されたものと，学ぶ立場として送信されたものとが，まるで対話しているよ

うな見せ方をする． 

要求 8: 全てのテキストコメントを一覧表として表示し，その中のテキストコメントを選択するとテキスト

コメントが送信された講義ビデオの場面に飛んで再生することができる． 
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える立場）」を意識して授業テーマを捉えてみることを

推奨している．立場を変えて授業テーマを見直し，学

ぶ立場だけの意見・情報交換とは別の新たな意見・情

報交換を促して，活発な意見・情報交換をねらう． 

2.3 テキストコメント共有機能 

まず，各立場で送信されたテキストコメントは，送

信したタイミングと講義ビデオの再生時間を同期させ

て，講義ビデオ画面上の下から上に流すようにした（表

1要求 5）．これは，気軽でインフォーマルな意見・情

報交換を促進するためには，「バズ感（ワイワイ／ガヤ

ガヤ感）」が必要だからであり，動画共有ソーシャルメ

ディアの niconico(9)と同様の手法を採用したものであ

る．なお，もしも既に送信されているテキストコメン

トとほぼ同じビデオ再生時間（具体的には 0.1 秒以内）

に，新たにテキストコメントが送信された場合は，後

で送信されたテキストコメントを少し下にずらして流

す機能を加えた．加えて，講義ビデオの再生中は，送

信されたテキストコメントが講義ビデオの画面上を流

れるが，一時停止ボタンをクリックした時点で，動画

とテキストコメントの流れをその時点で止めることが

できる．動画やテキストコメントをじっくり確認しな

がら考えたり，止めた時点で余裕を持ってテキストコ

メントを入力したりしたい場合に使用できる． 

次に，そのテキストコメントは，教える立場から送

信されたものは左側，学ぶ立場から送信されたものは

右側というように，画面の左右に分けて流すようにし

た（表 1要求 6，7）．これは，どの立場からそのテキ

ストコメントが発信されているのかを，講義ビデオの

画面上で確認できるようにするためである． 

さらに，送信されたテキストコメントは，各立場の

テキストコメント入力欄の下にそれぞれ一覧表として

表示させた（表1要求8）．テキストコメントとともに，

送信された講義ビデオの再生時間も併記することで，

いつ送信されたのかを確認することができる． 

3. 発散思考の試行実験 

筆者らが開発したコア・モジュールを用いて，プレ・

バズセッションができそうかどうかを検証する試行実

験を行った．この章では，その概要を報告する． 

3.1 目的 

今回の試行実験は，図 1の「プレ・バズセッション①

“思考の発散”」を想定し，開発したコア・モジュール

を用いた OPB で発散思考ができそうか，および“準

備状態を高める”ことができそうかの確認を試行実験

の目的とした．まずは，発散思考ができそうであると

分かれば，次に，その発散思考が準備状態（次回の授

業テーマに関連するスキーマ活性化，知的好奇心の促

進）を高めることに繋がるかどうかを検証する．ただ

し，今回は次節で述べる被験者の設定により，準備状

態の中で対人関係の構築は調査の対象外とした． 

3.2 被験者 

今回の実験は試行であり，プレ・バズセッションと

しての発散思考が“できそうか”を検証するため，被

験者は筆者らが担当した．ただし，研究者としてでは

なく，テキストコメントをアクティブに書き込む学習

者という立場を想定して実験に参加した． 

3.3 教材としての講義ビデオ 

被験者が筆者らであるため，筆者ら自身が実際に学

習者の立場を想定できる講義ビデオを選定する必要が

ある．筆者らの共通点として，情報科学／技術につい

て基礎的な科学的概念は持っているものの，最先端の

社会的／応用的な科学的概念は，（かなり興味はありつ

つも）あまり多くは持っていない．そこで，このよう

な共通点から，情報科学／技術の最先端の社会的／応

用的な内容に関する授業の受講を想定することにした． 

上記の想定に基づき，今回の試行実験で用いる動画

を検討した結果，メタバースに商機が訪れていること

を報じるニュース映像（6 分 14 秒）を選定した(10)．こ

のニュース映像であれば，筆者らが学習者の立場にな

ることができ，生活的概念と，生活的概念とリンクし

ていない科学的概念を想起・注意・喚起するに適した

教材であると考えた．なお，講義ビデオの選定の際は

タイトルのみで判断し，筆者らがこれまで一度も視聴

していないことを確認し，さらに試行実験までその内

容を視聴しないよう細心の注意を払った． 
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3.4 課題設定 

講義ビデオを視聴してテキストコメントを送信／閲

覧する前に，授業設計者が学習者に提示する課題とし

て，以下の内容を指示することを想定した． 
＜学ぶ立場からの送信＞動画や動画上の他者のコメントを

見て感じたこと，思い出したこと，考えたこと，疑問

に思ったこと，質問を，動画の適切なタイミングで書

き込みましょう． 
＜教える立場からの送信＞動画に補足したいことや，画面上

の学ぶ側のコメントを見て助言したいこと，疑問・質

問に対する回答を，動画の適切なタイミングで書き込

みましょう． 
＜発散思考＞ブレインストーミングと同様に，質より量，自

由奔放，批判厳禁，結合改善のルールを守りましょう． 

3.5 実験工程 

試行実験は，2022 年 2 月 2 日に実施した．2 名の被

験者がそれぞれ合計 2 回ずつ交互にログインをして，

講義ビデオを視聴およびテキストコメントを送信／閲

覧した．1回のログインあたり約 10 分程度所要したた

め，約 40 分程度で講義ビデオの視聴およびテキスト

コメントの送信／閲覧を終えた． 

最初にログインした被験者αは，テキストコメント

が一切流れない講義ビデオを視聴しながらテキストコ

メントを送信することになった．その次にログインし

た被験者βは，最初にログインした被験者αが送信し

たテキストコメントが流れる講義ビデオを視聴しなが

ら，テキストコメントを送信することになった．その

後は，交互に各被験者が送信したテキストコメントを

閲覧しながら，講義ビデオを視聴，および，第 3.4 節

の課題設定に従ってテキストコメントを送信した． 

加えて，各々の被験者が 2回のログインを経て講義

ビデオの視聴およびテキストコメントの送信／閲覧が

全て終わったあと，被験者同士による振り返りを行っ

た．被験者は，送信されたテキストコメントのログを

見ながら「発散思考ができそうかどうか」という観点

から，対話形式で振り返った．対話の内容は，被験者

のひとりがテキストに書き起こす形式で，以下に示す

視点から記録した． 

 
A) 映像のみから刺激を受けて思考を活性化 

(1) 学ぶ立場の思考の活性化 

(2) 教える立場の思考の活性化 

B) 映像＋他者のコメントを見て思考を活性化 

(1) 学ぶ立場の思考の活性化 

(2) 教える立場の思考の活性化 

C) 映像＋自分のコメントを見て思考を活性化 

(1) 学ぶ立場の思考の活性化 

(2) 教える立場の思考の活性化 

4. 実験結果 

この章では，第 3 章で説明した試行実験から得られ

た結果を示す． 

4.1 量的な結果 

2 名の被験者α，βにより，実験としては合計 4 回

のログインを経て送信したテキストコメントの量を表

2に示す．4回のログインで，学ぶ立場から送信された

テキストコメントが 88 件，教える立場から送信され

たテキストコメントが 15 件，合計 103 件の送信が確

認できた．教える立場よりも学ぶ立場から送信された

テキストコメントが多かった． 

4.2 質的な結果 

第 3.5 節で示した視点を基に振り返った対話内容の

記録を表 3に示す．なお，表 3中の＜＞内は，被験者

αとβのどちらの意見かを示している． 

表 3 中の B(1)に対する振り返り内容が最も多く，

A(2)に対する対話は一切なかった． 

なお，A(1)の①を発話内容した被験者αは最初のロ

グイン者であり，第 3.5 節でも記載したように B)で示

した思考は活性化されない特殊なケースである． 

表 2 送信されたテキストコメントの量（件） 

被験者 ログイン 学ぶ⽴場 教える⽴場 合計 

被験者α 
1回⽬ 45 3 48 

2回⽬ 8 5 13 

被験者β 
1回⽬ 17 0 17 

2回⽬ 18 7 25 

合計  88 15 103 
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5. 考察 

この章では，第 4 章の実験結果を基に，試行実験の

目的である「開発したコア・モジュールを用いて，プ

レ・バズセッションとしての発散思考ができそうか」，

および，「発散思考ができそうであれば，その発散思考

はどのような準備状態を高めることに繋がるか」に対

する考察を行う． 

5.1 学習者はテキストコメントを送信できそうか 

試行実験の目的を検証する前に，まずは，開発した

コア・モジュールを用いて，学習者はテキストコメン

トを送信できそうかという根本的な考察を行う． 

表 2に示すように，送信されたテキストコメントの

量は 103件であった．被験者が研究者自身であり，か

つ，比較対象となる件数がないため，多い／少ないを

検証することは難しい．しかし，103 件という送信量

と，表 3の A(1)②や B(1)①，B(2)①を見る限り，講義

ビデオや他者のテキストコメントから刺激を受けて，

学習者はテキストコメントを送信することはできそう

である． 

一方で，表 2の被験者αの 1回目の学ぶ立場からの

送信量が 45 件であり，全体の約 44%を占めている．

学習者はテキストコメントを送信することはできそう

ではあるものの，その多くは，テキストコメントがな

い講義ビデオのみから刺激を受けた学ぶ立場からの送

信であった．表 3 の被験者αの発言 A(1)①を見ると，

「コメントを書かなくちゃ」と迫られている心理状態

の中での 45 件の送信であることが分かる．アクティ

ブにテキストコメントを書き込むという学習者を想定

していることがひとつの要因であると考えられるが，

この 103件という数字をそのまま受け取ることは難し

い．いずれにせよ，この 45件（＋教える立場からの 3

件）のテキストコメントからプレ・バズセッションが

スタートしているので，最初のテキストコメントの量

が，今後のプレ・バズセッションに少なからず影響し

そうである． 

以上の結果から，講義ビデオや他者のテキストコメ

ントから刺激を受けて，学習者はテキストコメントを

表 3 被験者たちによる振り返りの記録 

 (1) 学ぶ⽴場の思考の活性化 (2) 教える⽴場の思考の活性化 

A)  

映像のみ 

① 動画を⾒ているけど「コメントを書かなくちゃ」と追われ
る感じがした．＜α＞ 

② 初⾒では，他者のコメントを⾒ずに，映像の内容を理解し
て，それに対するツッコミや反応，疑問を投げかけること
に集中した．＜β＞ 

  

B)  

映像＋他者 

① 他者のコメントに対して共感や連想したことを対話のよう
にコメントできた．＜α・β＞ 

② 他者コメントで未知の⽤語が出てきたときに，次の授業の
内容を意識した（説明して欲しい．どんな授業内容になる
かな？）．＜β＞ 

③ 授業に対する期待や要望が出てきた（好奇⼼の喚起）． 
＜β＞ 

④ 単に反応をコメントする学習者と，バズ状態を促進しよう
とする学習者が⼼の中にいた．＜α＞ 

⑤ 他者のコメントがあったからこそ，映像の中で気付かなか
った点に気付くことができた．＜β＞ 

⑥ 他者のコメントがあったからこそ，映像の内容とは別の視
点で映像を⾒ることができた．＜β＞ 

⑦ 他者のコメントがない時は動画に対する⾃分の反応に集中
していたが，他者のコメントが⼊ったとき，はじめて⼀緒
に⾒ている感覚になった.＜α＞ 

① 他者のコメントに対して返答や解説を対
話のようにコメントできた．＜α・β＞ 

② 他者の思考を別⽅向（こういう⾵に考え
てみたらどうだろう）に持って⾏くように
意識した（教える⽴場と⾔うよりもファシ
リテーターやコーディネーターの⽴場に近
い）．＜β＞ 

C)  

映像＋⾃⼰ 

① ⾃分のコメントは無視した（全く活性化しなかった）． 
＜β＞ 

① ⾃分のコメントは無視した（全く活性化
しなかった）．＜β＞ 

② コメントが浮かんできてから，学ぶ側か
教える側かを考えた（他者コメントがなか
ったからもしれない）．＜α＞ 
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送信できそうであるが，最初の学習者のテキストコメ

ントの送信量が，今後のプレ・バズセッションに影響

しそうであることがわかった． 

5.2 発散思考はできそうか 

表 2の学ぶ立場と教える立場のテキストコメント量

を比較すると，学ぶ立場の方が約 6倍多く，全体の約

85％を占めた．これは，コア・モジュールにおいては

学ぶ立場の思考が活性化されやすいことを意味してい

る． 

表 3を見ると，振り返りの際に B(1)に対する発話が

多くなっており，講義ビデオと他者のテキストコメン

トから，学ぶ立場の思考が最も活性化されていること

がわかる．その中でも，B(1)⑤と⑥を見ると，他者の

テキストコメントから新たな気付きを得ていることが

わかる．この気付きを基にして新たにテキストコメン

トを送信したかどうか（テキストコメント同士の繋が

り）の分析は今後の課題となるが，新たな気付きは新

たな思考に繋がる可能性が高い．これは，ブレインス

トーミングでいう結合改善の思考が刺激されていると

考えられるため，発散思考のきっかけが出ているとい

える． 

以上の結果から，コア・モジュールは，他者のテキ

ストコメントから学ぶ立場の思考を活性化しやすく，

そこから新たな気付きが生まれることで発散思考のき

っかけ作りができることがわかった． 

5.3 発散思考から準備状態は高まるか 

表 3で注目するべきは B(1)②と③である．B(1)②で

は次回の授業に対するスキーマが活性化され，B(1)③

では知的好奇心が促進されている様子が伺える．これ

は，次回の授業に対する準備状態が高まっている状態

であるといえ，コア・モジュールがプレ・バズセッシ

ョンのねらいを達成できる可能性を示している． 

以上の結果から，コア・モジュールは，学ぶ立場の

思考の活性化から，次回の授業に対する準備状態を高

める効果があることが分かった． 

5.4 講義ビデオを 2回以上視聴する必要性 

第 5.2 節と第 5.3 節から，それぞれコア・モジュー

ルは発散思考のきっかけ作りができ，かつ，次回の授

業に対する準備状態を高める効果があることがわかっ

た．しかし，これらの結果は，他者のテキストコメン

トから思考が活性化した結果である．すなわち，他者

のテキストコメントが，コア・モジュールにおいて重

要な役割を果たしている． 

そうなると，表 3の A(1)②が気になる．これは，講

義ビデオを最初に視聴したときは，例え他者のテキス

トコメントが流れたとしても，講義ビデオの内容を理

解することに集中したことを示している．すなわち，

1 回の視聴では，他者のテキストコメントの閲覧では

なく講義ビデオの視聴に集中する可能性がある．これ

は，発散思考のきっかけ作りや授業の準備状態の向上

には，2回以上の視聴が求められる可能性がある．1回

の視聴だけでどこまで効果があるか，2 回の視聴を促

進するためにはどのような教授戦略が必要かといった

ことが，今後の課題として指摘することができる． 

5.5 教える立場の思考の活性化 

第 5.2 節と第 5.3 節では，学ぶ立場の思考の活性化

から考察をしてきた．その一方で，コア・モジュール

は，教える立場の思考をあまり活性化しない．表 2に

示されているように，送信された件数が少ないだけで

なく，表 3の A(2)では，映像のみで教える立場の思考

が活性化されたという振り返りの発言はなかった．

B(2)①では，他者のテキストコメントに対して教える

立場からのテキストコメントの送信ができたとあるも

のの，B(2)②では，教えるというよりは意見・情報交

換をコントロールするファシリテーターやコーディネ

ーターのような思考が働いていたことがわかる． 

以上の結果から，教える立場の思考を活性化させる

ためには，コア・モジュールとしてどのような支援機

能を用意すれば良いか，また，実際の学習者を対象と

した実験を行う際に，実験をどのようにデザインして

いくべきかについて検討するべきである． 

5.6 自己テキストコメントからの思考の活性化 

表 3の Cにおいては，学ぶ立場／教える立場の両方

で，ほとんど思考は活性化しなかったことがわかる．
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以上の結果から，自己のテキストコメントから思考を

活性化させるためには，コア・モジュールとしてどの

ような支援機能を用意すれば良いか，また，実際の学

習者を対象とした実験を行う際に，実験をどのように

デザインしていくべきかについて検討するべきである． 

6. 最後に 

本研究では，筆者らが提案したプレ・バズセッショ

ンのオンライン化を実現するために，その基盤機能で

あるコア・モジュールを開発した．また，開発したコ

ア・モジュールを用いて，プレ・バズセッションとし

ての発散思考ができそうかどうか，発散思考から次の

授業の準備状態を高めることができそうかどうかにつ

いて検証する試行実験を行った．その結果，以下のこ

とがわかった． 

 
• 講義ビデオや他者のテキストコメントから刺激

を受けて，学習者はテキストコメントを送信でき

そうであるが，最初の学習者のテキストコメント

の送信量が，今後のプレ・バズセッションに影響

しそうである． 
• コア・モジュールは，他者のテキストコメントか

ら学ぶ立場の思考を活性化しやすく，そこから新

たな気付きが生まれることで発散思考のきっか

け作りができる． 
• コア・モジュールは，学ぶ立場の思考の活性化か

ら，次回の授業に対する準備状態を高める効果が

ある． 
• 教える立場の思考や，自己のテキストコメントか

ら思考を活性化させるためには，コア・モジュー

ルとしてどのような支援機能を用意すれば良い

か，また，実際の学習者を対象とした実験を行う

際に，実験をどのようにデザインしていくべきか

について検討する必要がある． 
 
今回の試行実験から，いくつかの課題が見つかった．

ひとつは，最初の学習者のテキストコメント量である．

このテキストコメント量が，今後のプレ・バズセッシ

ョンに少なからず影響を与える可能性があるため，い

かにテキストコメント量を増やす仕組みを提供できる

かを検討する必要がある．次に，教える立場の思考の

活性化である．今回の試行実験では，教える立場の思

考があまり活性化されなかった．これを活性化する仕

組みを検討する必要がある．また，今回の試行実験で

得られたテキストコメントについては，さらにどの刺

激（動画のシーン／テキストコメント）を受けて入力

されたものなのかといった質的分析を行う必要がある．

このような質的分析を検証することにより，コア・モ

ジュールや拡張モジュールに関する新たな知見／要求

等が得られる可能性があると筆者らは考えている． 

最後に，今回実施した実験はあくまで試行であり，

そのため被験者は筆者ら自身であった．今後は，実際

の学習者からデータを採取して，コア・モジュールの

検証を行いたい． 
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受講者からのフィードバックをリアルタイムに収集・共有する

ツールを用いたオンライン授業の効果に関する分析 
佐藤弘毅 

名古屋大学国際機構国際言語センター 

 

Analysis on the Effectiveness of the Online Lecture  

Using the Tool to Collect and Share Feedback  

from Students in Real Time 
Kouki SATO 

International Language Center, Nagoya University 

 

本研究では、大学学部初年次の受講者を対象とした情報リテラシーの授業を、すべてオンラインで実

施した取り組みを分析する。動画共有サイトにおけるライブ配信と同時に、受講者からのフィードバ

ックをリアルタイムに収集・共有するツールである i-room を活用し、授業がオンラインであっても双

方向的にする工夫を行った。本稿では、受講者を対象として学期末に実施した評価アンケートの分析

結果からその成果を検証する。 

 

＜キーワード＞ 情報メディア，情報リテラシー，レスポンスアナライザ，オンライン授業，存在感 

 

１．研究の背景 

1.1 情報リテラシー教育 

近年の情報通信技術（ICT）とインターネットの発

達に伴い、これらのメディアを介したコミュニケーシ

ョン（Computer-Mediated Communication；以下

CMC と呼ぶ）の機会が増加した。効果的な CMC を

行うためには、情報リテラシー、すなわちコンピュー

タの操作スキルや情報の科学的理解等の知識面の教育

に加えて、情報モラルや情報社会に参画する態度、情

報に対する批判的思考等の感情面の教育が必要となる。 

筆者は、この感情面を評価する尺度の 1 つとして、

存在感（social presence）に着目し、大学学部初年次

の受講者を対象とした情報リテラシーの授業をデザイ

ン、実践してきた(1)。他者との社会心理的距離を表す

存在感は CMC の基盤となる概念として捉えられ(2)、

学習に対する主体的な態度や満足度等に効果的である

ことが知られている(3)。後藤(4)は、メディア活用に対

する主体的な態度がメディア特性の理解を促し、情報

に対する批判的思考の習得につながることを示してい

る。このことから筆者は、存在感は情報リテラシー教

育の基盤となると考えてきた。 

 

1.2 黒板を介したコミュニケーション 

受講者の存在感を熟成させ主体的な態度を促す手段

として、従来からレスポンスアナライザが使われてき

た。これは、教師からの多肢選択問題の発問に応じて

受講者が手元のボタンを押すと、その反応状況が教師

の手元の装置にゲージ等で表示されるものである。最

近では、PC や携帯端末等を用いた使いやすいレスポ

ンスアナライザが開発されている。これらの多くは、

受講者からのフィードバックを教師の手元の端末に表

示する。そのため、受講者からの反応に対して、教師

からも授業の中で適切なフィードバックを返すという

流れが必要になる。そこで、これらのフィードバック

を受講者にも共有し、受講者間でのコミュニケーショ

ンを促す使い方も増えてきている(5)。 

筆者は、そのためのツールとして、授業中に受講者

のフィードバックを収集し教室前面のプロジェクタ画

JSiSE Research Report 
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面等で共有するツールである i-room を開発(6)し、情報

リテラシーの授業で運用してきた。 

i-room では、フィードバックとして、質問やコメン

ト等の形式的なものに加え、難しい、眠いといった非

形式的な反応も送れる。これらフィードバックの内容

は教師が授業に応じて自由に変更・追加できる。フィ

ードバックは受講者のPCのWebブラウザまたは携帯

電話のメールを用いて送信でき、リアルタイムに収集

され、プロジェクタ等を用いて教室前面に表示される。 

本ツールはフィードバックを教室前面、従来から授

業で用いられる黒板に該当する箇所で共有するため、

受講者が他の受講者の発言を参考に、自主的に学習や

議論を進めることができる可能性が考えられる。した

がって、黒板上に表示されたフィードバックを介し、

受講者同士が間接的なコミュニケーションを行うこと

ができる。また、黒板に対して受講者の視線が集まる

ことにより、存在感の促進も期待できる(7)。筆者はこ

の機能を「黒板を介したコミュニケーション（BMC；

Board-Mediated Communication）」（図 1 参照）と呼

び、受講者が主体的に考える授業展開に利用できると

考えている。 

 

受講者 受講者

教師

受講者から教師への
フィードバック

教師から受講者への
フィードバック

受講者間の
コミュニケーション

黒板

 

図 1 黒板を介したコミュニケーション 

 

２．目的 

ところが、近年の新型コロナウイルス感染症の影響

により、従来対面で行ってきた情報リテラシーの授業

を、オンラインで実施する必要が出てきた。オンライ

ン授業には、事前に作成した講義ビデオを配信するオ

ンデマンド型と、Zoom などのビデオ会議ツールを用

いて同時双方向で行うリアルタイム型がある(8)。いず

れの方式も、対面での演習を前提に考えられてきた情

報リテラシーの授業にとっては困難な点が多く、存在

感の促進という観点からも難しいと考えられた。 

そこで筆者は、従来対面の授業で使用してきた

i-room を活用し、オンライン授業のライブ配信の画面

でフィードバックを共有する方法を考えた。本研究は

この効果を検証することを目的とする。 

方法として、対面で行われた 2019 年度の授業と、

オンラインで行われた 2020 年度、2021 年度の授業そ

れぞれの終了後に受講者を対象としたアンケートを行

い、授業全体の評価や i-room の効果について聞く。そ

れらの結果を比較することにより、従来の対面での授

業とオンラインでの授業の評価の相違を検討する。 

 

３．授業の方法 

3.1 シラバス 

表 1 は今回分析対象とする授業実践のシラバス概要

である。授業は全 14 回であり、大学において必要と

なる基本的な情報リテラシーを押さえた、一般的な内

容になっている。メディアの活用経験がメディア特性

の理解、情報に対する批判的思考の習得につながると

の先行研究(7)に基づき、授業では実際に各種メディア

や PC ソフトを用いた実習を行い（表 1 中の 3 列目）、

それに関連する情報リテラシー（表 1 中の 2 列目）を

習得する形式をとった。また、単なる操作スキルの習

得に留まることのないよう、実習課題は情報リテラシ

 

表 1 授業のシラバス概要 

回 情報リテラシー 実習 

1 オリエンテーション 

2 ワープロによる表現 ワープロの活用 

3 メールによる情報伝達 メールの利用 

4 情報倫理とネチケット 事例の検討 

5 
情報検索 Web サービス、

検索エンジンの

活用 

6 

7 情報検索による翻訳支援 

8 図書館と文献利用 

9 
Web ページによる表現 SNS の活用 

10 

11 情報整理と分析 

グラフによる表現 

表計算ソフトの

活用 12 

13 
プレゼンテーション 

プレゼンの作成

と発表 14 
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ーの感情面に配慮したものとなっている。 

各回の授業では、前半に情報リテラシーの知識面や

ソフトウェアの操作スキル、演習課題に関する説明の

講義を全体で行い、後半に各自で演習課題に取り組ま

せながら、質問があれば教師・TA が個別に対応を行

った。 

 

3.2 使用したツール 

i-room では、受講者は各自の PC より図 2 に示すよ

うな専用のリモコン型 Web ページを用いて、フィード

バックを送信する。送信されたコメントや反応はリア

ルタイムに収集され、教室前面に投影された教師用

PC の画面にチャットのような一覧（図 3 の右）また

はゲージ（図 3 の下）またはポップアップウィンドウ

（図 3 の右上）の形で表示される。 

収集するフィードバックとして、今回は表 2 に示す

6 種類を設定した。質問やコメント等の形式的な反応

は「コメント」で収集した。一方で、先行研究では、

授業中に受講者が自分の反応を逐次文章化することの

難しさが指摘されている(9)ため、難しい、話が早い、

眠いといった非形式的な反応を即座に収集するために

「アゲイン（もう一度）」「難易度（難しい）」「進行速

度（早い）」「眠い度（眠い）」「ガッテン（わかった）」

を設けた。 

初回の授業の最初に i-room の使い方を紹介し、以後

14 回すべての授業で用いた。なお、受講者の i-room

へのコメント送信によって授業の出席を取ることとし、

授業に参加したらまず送信用 Web ページを開くよう

に指示した。その後のツールの使い方は自由としたが、

「良いコメントをしてくれた人は授業の参加度の成績

評点に加味する」として積極的な活用を促した。 

本実践では他に、授業支援 Web ページとして、

SAKAI をベースにした CMS（Course Management 

System）を用いた。シラバスや教師の連絡先、各回の

授業で用いたスライドや資料、関連する Web ページへ

のリンクを掲載した他、課題や授業後の感想の提出と

フィードバック、受講者間での共有を行った。オンラ

インで行われた 2020 年度、2021 年度の授業では、ラ

イブ配信や Zoom のアドレスなど各種連絡も CMS 上

で行った。 

 

3.3 オンラインでの実施方法 

表 3 に各種オンライン授業の利点と欠点、対面との

比較についてまとめた。オンデマンド型は講義部分を

いつでも見直すことができる点が、従来の対面での授

業に比べると大きな利点である。一方で、教師が受講

－－－－－－－－－－－
－●－－－－－
－－△－－－
－－－■－－－－－

教室前面PC端末
 

図 2 i-room によるフィードバックの送信 

 

 

図 3 i-room によるフィードバックの共有 

 

 

表 2 今回設定したフィードバック 

反応 内容 

コメント 
短いコメント。送られたものはチャ

ット形式で表示。 

アゲイン 
もう一度繰り返してほしい時に使

う。送られるとランプが点灯。 

難易度 
難しいと感じた受講者の送信によっ

て、ゲージが増加。 

進行速度 
進行が早いと感じた受講者の送信に

よって、ゲージが増加。 

眠い度 
眠いと感じた受講者の送信によっ

て、ゲージが増加。 

ガッテン 
内容を理解できた受講者の送信によ

って、ウィンドウがポップアップ。 
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者の反応を見ながら授業を進めることができない点、

質問への対応はメールや掲示板などでの非同期・文字

ベースでの対応になる点が問題である。Zoom などの

ビデオ会議ツールを用いた同時双方向型は、ある程度

受講者の反応を見ながら授業を進めることができ、質

問への対応もリアルタイムに行うことができる。しか

し、技術的な制約により、1 画面に表示できる受講者

数に限りがあり、本実践が対象とする 80 名を超える

大人数の受講者を相手とする授業には不向きであると

思われる。 

そこで本実践では、各回の授業の前半では、動画共

有サイト YouTube を用いたライブ配信による講義を

行い、同時に i-room を用いて受講者からのフィードバ

ックをリアルタイムに収集し、配信画面で共有を行っ

た。授業の後半では、ライブ配信を終了して各自で演

習課題に取り組む時間とし、引き続き i-room による質

問を受け付けると共に、希望者には Zoom を用いて教

師・TA が個別に質問対応や演習支援を行った。 

 

４．評価の方法 

最終授業の後で、授業全体の評価や i-room の効果に

関するアンケートを受講者に行った。このアンケート

は CMS 上で行った。本稿では、このアンケートのう

ち、授業全体の評価に関わる 5 項目、教師・TA の評

価に関わる 5 項目、i-room による存在感の促進につい

て聞いた 12 項目、フィードバックの種類の効果につ

いて聞いた 6 項目を分析対象とする。各設問に対し、

「1. そう思わない」から「5. そう思う」の 5 段階で

評価させた。 

【授業全体についての評価】 

・授業内容は理解できた 

・授業に参加・貢献できた 

・授業に集中できた 

・授業内容は役に立った 

・授業の構成は適切だった 

【教師・TA についての評価】 

・担当教師・TA の教え方は適切だった 

・担当教師・TA と関わり合いを持ちやすかった 

・担当教師・TA に質問しやすかった 

・担当教師・TA の存在を意識した 

・担当教師・TA を身近に感じた 

【存在感の促進についての評価】 

①他の受講者の存在感 

・i-room に投稿された他の受講者のコメントなどを意

表 3 各種オンライン授業の比較 

 対面 オンデマンド 同時双方向 

（Zoom など） 

ライブ配信 

＋i-room 

講義の見直し △ 

録画・配信すれば 

可能 

○ 

 

△ 

録画・配信すれば 

可能 

○ 

アーカイブが残る 

受講者の反応 ○ 

大人数になると 

難しい 

× 

 

△ 

受講者側にカメラが

あり、少人数なら 

可能 

○ 

リアルタイムに 

フィードバックが 

もらえる 

質問への対応 ○ 

大人数になると 

難しい 

△ 

メールや掲示板など 

非同期・文字ベース 

○ 

画面共有、ブレーク

アウトルームなどを

用いた対応が可能 

○ 

リアルタイムに 

フィードバックが 

もらえる 

黒板を介したコミ

ュニケーション 

○ 

 

× 

 

？ 

教師の画面共有で 

可能か？ 

○ 

配信画面でフィード

バックを共有 

○可能である △やや困難である ×不可能である 
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識した 

・その情報は自分にとって役に立った 

・i-room によって、他の受講者を身近に感じた 

・i-room によって、他の受講者を意識した 

 ②自身の存在を示すこと 

・i-room によって、他の受講者と関わり合いが持てた 

・i-room のコメントは書きやすかった 

・i-room のコメントで自分の言いたいことや気持ちが

表現できた 

 ③教師の存在感 

・i-room に投稿したコメントなどへの担当教師・TA

の反応を意識した 

・そのことは自分にとって役に立った 

・i-room によって、担当教師・TA を身近に感じた 

・i-room によって、担当教師・TA を意識した 

・i-room によって、担当教師・TA と関わり合いが持

てた 

【フィードバックの種類についての評価】 

・i-room のコメントは役に立った 

・i-room のアゲイン（もう一度）は役に立った 

・i-room の難易度（難しい）は役に立った 

・i-room の進行速度（早い）は役に立った 

・i-room の眠い度（眠い）は役に立った 

・i-room のガッテン（わかった）は役に立った 

なお、このアンケートは授業内容と直接関わらない

ことから、任意回答とした。そのため、有効回答数は

受講者数よりも少なくなっているが、本研究では回答

のあったもののみ分析対象としている。 

 

５．結果 

2019年度から 2021年度の各年度の全授業後のアン

ケート結果について、評価の平均値を表 4 および図 4

のグラフで示す。いずれのアンケート項目について、

いずれの年度も平均 3 を超える高い評価が得られた。 

各年度の評価の差を調べるために、各アンケート項

目について年度を要因とする一元配置分散分析を行っ

た。結果、1 項目を除いて、すべてに有意な差は見ら

れなかった。唯一、「i-room のガッテン（わかった）

は役に立った」の項目のみ主効果が見られ（F(2, 

184)=24.02, p<.01）、多重比較の結果、2019 年度と

2020 年度の間（p<.01）、2019 年度と 2021 年度の間

（p<.01）に有意な差が見られた。2020 年度と 2021

年度の間には有意な差は見られなかった。 

 

６．考察 

授業全体についての評価および教師・TA の評価に

関わるアンケート結果はいずれも高い評価が得られ、

対面で行われた 2019 年度とオンラインで行われた

2020 年度、2021 年度の評価の間に有意な差は見られ

なかった。このことから、今回行ったオンラインでの

授業実践方法は、対面での授業と相違ない効果が得ら

れたと考えられる。 

また、i-room による存在感の促進およびフィードバ

ックの種類の効果について聞いたアンケート結果もい

ずれも高い評価が得られ、対面で行われた 2019 年度

とオンラインで行われた 2020 年度、2021 年度の評価

の間に有意な差は見られなかった。このことから、

i-room による「ライブ配信画面を介したコミュニケー

ション」は、対面での「黒板を介したコミュニケーシ

ョン」と相違ない効果が得られたと考えられる。また

特に、フィードバックのうち「ガッテン（わかった）」

の効果については、オンラインで行われた2020年度、

2021 年度の方が、対面で行われた 2019 年度よりも有

意に高い評価が得られた。受講者にとって、自分たち

の様子が担当教師に見えていることが明確な対面での

授業に比べ、自分たちの様子を直接伝えることが困難

なオンラインでの授業において、特にこのフィードバ

ックの効果を感じていたことがうかがえる。これは存

在感を「自身の存在を実践のコミュニティに投影する

能力」と捉えていた Garrison & Anderson(2)の解釈と

も一致する。 

一方、オンラインの 1 年目である 2020 年度と 2 年

目である 2021 年度の間にも、評価の相違は見られな

かった。2 年目である 2021 年度の方がオンライン授

業に慣れている受講者が多いことによる影響が考えら

れたが、今回の調査では特に見られなかった。 

 

７．まとめ 

本研究では、受講者からのフィードバックをリアル

タイムに収集・共有するツールである i-room を用いた

ライブ配信を取り入れたオンラインでの情報リテラシ

ーの授業を 2020 年度と 2021 年度に実践した。受講者 
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を対象とした全授業後の評価アンケートにより、2019

年度の対面での授業の評価結果と比較することで、そ

の効果を検証した。結果、いずれの年度においても高

い評価が得られ、年度による差が見られなかったこと

から、オンラインでも対面と相違ない効果が得られた

と考えられる。i-room のフィードバックのうち、特に

「ガッテン（わかった）」の評価が対面での授業よりも

オンラインでの授業の方が有意に高かったことから、

受講者の存在感を投影する機能が有効であることが示

唆された。 

表 4 評価アンケートの結果   

質問 
2019 

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

授業内容は理解できた 4.58  4.55  4.63  

授業に参加・貢献できた 4.31  4.25  4.44  

授業に集中できた 4.34  4.14  4.13  

授業内容は役に立った 4.65  4.75  4.74  

授業の構成は適切だった 4.51  4.74  4.65  

担当教師・TAの教え方は適切だった 4.55  4.75  4.70  

担当教師・TAと関わり合いを持ちやすかった 4.06  3.90  3.85  

担当教師・TAに質問しやすかった 4.29  4.25  4.26  

担当教師・TAの存在を意識した 4.11  4.28  4.15  

担当教師・TAを身近に感じた 4.18  4.04  4.20  

i-roomに投稿された他の受講者の反応を意識した 4.37  4.45  4.37  

その情報は自分にとって役に立った 4.29  4.49 4.11  

i-roomによって、他の受講者を身近に感じた 4.55  4.35  4.43  

i-roomによって、他の受講者を意識した 4.46  4.43  4.37  

i-roomによって、他の受講者と関わり合いが持てた 4.05  3.74  3.63  

i-roomのコメントは書きやすかった 4.14  4.32  4.35  

i-roomのコメントで自分の言いたいことが表現できた 3.94  4.12  4.17  

i-roomの投稿への担当教師・TAの反応を意識した 4.25  4.30  4.35  

そのことは自分にとって役に立った 4.26  4.36  4.31  

i-roomによって、担当教師・TAを身近に感じた 4.37  4.28  4.30  

i-roomによって、担当教師・TAを意識した 4.31  4.22  4.20  

i-roomによって、担当教師・TAと関わり合いが持てた 4.12  4.14  4.09  

i-roomの一言コメントは役に立った 4.55  4.58  4.44  

i-roomのアゲイン（もう一度）は役に立った 3.09  3.30  3.43  

i-roomの難易度（難しい）は役に立った 3.08  3.39  3.33  

i-roomの進行速度（早い）は役に立った 3.02  3.39  3.26  

i-roomの眠い度（眠い）は役に立った 3.29  3.38  3.61  

i-roomのガッテン（わかった）は役に立った 3.18  4.09  4.41  

（受講者数） 81 88 81 

（有効回答数） 65 69 54 
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図 4 結果のグラフ 

（** p<.01） 
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今後は実際に i-room で投稿されたフィードバック

の内容や受講者の行動履歴などを詳細に分析すること

により、「ライブ配信画面を介したコミュニケーショ

ン」が果たす役割について検討し、効果的なオンライ

ン授業の在り方についてさらに探求していきたい。 
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コロナ禍におけるオンライン授業と対面授業の並行実施に 

関する学生自由意見のテキストマイニングによる分析 

西本 実苗*1, 江見 圭司*2 

*1 関西学院大学, *2 府立京都高等技術専門校 

Text-mining Analysis of What Students Think about Online and 

Face-to-face Classes on Account of COVID-19 

Minae Nishimoto*1, Keiji Emi*2 

*1 Kwansei Gakuin University, *2 Technical College of Kyoto Prefecture, Japan 

2020 年度に続いて 2021 年度も，多くの大学では新型コロナウイルスの感染拡大防止策の一環としてオ

ンライン授業を実施する一方，キャンパスでの学生の学びの機会を確保するために，オンライン授業と

並行して対面授業を行ってきた．本報告ではそのようなオンライン授業と対面授業が並行実施されてい

る状況に関する学生の自由意見レポートについて，テキストマイニングの手法を用い分析するとともに，

今後のウィズコロナ・アフターコロナ時代に向けての課題について検討する． 

キーワード: オンライン授業 対面授業 テキストマイニング 自由意見レポート 

1. はじめに 

新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡大を受

け，2020 年度の新学期より授業をオンラインに移行す

る大学が多くみられた(1)．当初は“緊急避難”的手段で

あったオンライン授業であったが，続く 2021 年度も

新型コロナウイルス感染拡大防止策の一環として多く

の大学ではオンライン授業を実施する一方，キャンパ

スでの学生の学びを確保するため，オンライン授業と

並行して対面授業を行ってきた(2)． 

本報告では，そのようなオンライン授業と対面授業

が並行実施されている状況に関する学生の自由意見レ

ポートについて，テキストマイニングの手法を用い分

析するとともに，今後のウィズコロナ・アフターコロ

ナ時代に向けての課題について検討する． 

2. 方法 

2.1 分析対象としたデータ 

関西学院大学教育学部「情報処理基礎」（1 年次，情

報リテラシー系科目，必修，半期 2 単位）受講生が課

題として作成・提出した「オンライン授業および対面

授業に関する報告と，小学校教員としてオンライン授

業を行うために必要な知識やスキルについて述べる」

レポートのうち，当該学期に各自が受講した授業全般

（対面授業とオンライン授業，あるいは全てオンライ

ン授業）に関する「自由意見」（形式・字数ともに指定

なし，図 1 参照）の文章を分析対象とした． 

5. 2021 年度秋学期に対面授業（留学生等で対面授業

がなかった方もおられると承知していますが一応）とオ

ンライン授業を経験していかがでしたか．考えたこと，

（各授業内容そのものは別に）はからずも学んだことな

ど，自由意見を述べてください．字数指定はありませ

ん． 

 “自由意見”なので，書いたこと自体を評価します 

 分量や内容は採点の基準とはしません；結果的に“大

学のレポート”というより感想のようなものになっても構

いません 

 2021 年度秋学期の授業全般について書いてください 

 なお，批判的なことを書くのも構いませんが，あくまでも

今後の発展や改良につながるような建設的な批判を心

がけるようにしてください 

図 1 「自由意見」教示の例（2021 年度秋学期） 

 データ収集時期：2020 年度春学期末，2020 年度
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秋学期末，2021 年度春学期末，2021 年度秋学期

末の 4 回（すべて別の学生，データ収集時期とそ

れぞれの時期の授業形態について表 1 に示す） 

表 1 データ収集時期とそれぞれの時期の授業形態 

データ

収集 

(レポート

提出)時期 

本報告 

での 

略称 

学部での授業形態

の方針 

本授業の 

形態 

2020年度

春学期末

(2020年7

月) 

2020

春 
オンライン授業 

第 1 週-第

14 週オン

ライン 

2020年度

秋学期末

(2021年1

月) 

2020

秋 

原則としてオンラ

イン授業，一部対

面授業 

第 1 週-第

14 週オン

ライン 

2021年度

春学期末

(2021年7

月) 

2021

春 

当初原則として対

面授業→4月 28日

より大半がオンラ

イン授業，一部対

面授業 

第 1 週対

面，第 2週

-第 14 週

オンライ

ン 

2021年度

秋学期末

(2022年1

月) 

2021

秋 

当初大半がオンラ

イン授業，一部対

面授業→11月 1日

より対面授業拡大

の方向も大半がオ

ンライン授業続行 

第 1 週-第

14 週オン

ライン 

 データ件数：358（1 件あたり文字数の平均 383.01，

文字数の標準偏差 222.13） 

2.2 データ分析方法 

学生の「自由意見」文章の分析には，計量テキスト

分析・テキストマイニング用のフリーソフト「KH 

Coder 3」1(3)を使用し，テキストマイニングの手法を

用いた．分析は，まず「共起ネットワーク図」および

「KWIC コンコーダンス」機能を用いて「自由意見」

データ全体における中心的なトピックを抽出し，さら

にデータ収集時期（年度・学期，例：2020 春）を外部

変数に設定した「共起ネットワーク図」を作成し，語

と年度・学期別の関連について分析を行った． 

3. 結果 

3.1 データ全体における中心的なトピックの探索 

全データ 358 件の文章から抽出され，表記ゆれの統

 
1 https://khcoder.net/ 
2 ある特定の語が使われている文脈について，原文を

一（例：「パソコン」と「PC」は「パソコン」に統一）

などデータクリーニングを行った上で分析対象となっ

た語の記述統計は，異なり語数（n）2629，出現回数の

平均 12.42，出現回数の標準偏差 79.57 であった． 

これらの語について，文章中に共に現れる（共起す

る）傾向が強いものどうしの関係性を調べるため，共

起ネットワーク図を作成した（図 2）．その際の設定で

KH Coder のデフォルトより変更したものは以下の通

りである． 

 最小出現数 12（出現回数の平均 12.42 より設定） 

 描画する共起関係(edge)は Jaccard 係数 0.3 以上 

 強い共起関係ほど濃い線に 

 最小スパニング・ツリーのみを描画 

図 2 の共起ネットワーク図を検討した結果について

述べる前に，図中に示された各要素の見方について簡

単にふれておく．まず，図中の円は「ノード」といい，

1 つの円につき 1 つの語を示しており，円の大きさは

文書中での出現回数を表現している．ノードをつなぐ

線は「エッジ（edge）」といい，線でつながれた語は文

章中に共に現れる（共起）傾向が強い，すなわち関連

が強いことを示している．さらに，強く結びついたノ

ードどうしを自動的に分類し色分けがされている．こ

の色分けによるグループを「サブグラフ（Subgraph）」

という． 

このような見方にもとづき図 2 を見ると，「授業」と

いう語を中心にしたサブグラフ 01（以下，サブグラフ

を S と略し S01 とする，他のサブグラフも同様）が最

も大きく，「授業」に関連する語がデータ全体における

中心的なトピックを表現していることが分かる．この

S01 には「受ける」「思う」「感じる」も含まれること

から，「授業」を「受け」て「思」った，「感じ」たこ

とについて述べた内容とみることができる．この S01

には多く（20 個）の語が含まれるため，S01 の中心と

なる「授業」と直接つながりのある語（例：オンライ

ン）に着目し，その語とつながりのある語が共に使わ

れている文脈を確認2することにより，表現されている

トピックを検討した．その結果，「授業」に関する主要

なトピックとして，以下の 5 つが抽出された． 

参照して確認できる KWIC コンコーダンス機能を利

用した． 
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① オンライン授業を経験して自分が感じたこと 

② 時間とオンデマンド型・同時双方向型の関係 

③ 対面授業は友達と一緒に学べる・対面授業を要望 

④ オンライン授業は課題が多い 

⑤ オンライン授業の分かりやすさ・分かりにくさ 

これらの①～⑤について，それぞれの原文を引用し

ながら代表的な意見や感想を示す（太字は筆者による）． 

① オンライン授業を経験して自分が感じたこと 

「私は対面授業とオンライン授業の両方を経験し

てやはり対面授業の方が良いと思う．」(2021 春) →

オンライン授業よりも対面授業が良い 

「対面授業とオンライン授業の両方を経験して，私

はどちらにもそれぞれの良さがあると感じた．」

(2021 秋) →オンライン・対面，それぞれの良さがあ

る 

「オンライン授業を経験して学習意欲を保ち続け

ることの重要性を実感しました．」(2020 春) →オン

ライン授業は自ら学習意欲を保つことが求められる 

② 時間とオンデマンド型・同時双方向型の関係 

「オンデマンド型授業は時間を気にせず，自分の受

けたい時に好きな場所（移動中や出かけ先など）で

受けることができるため，その点が大きな魅力」

(2021 秋) →オンデマンド型授業は時間・場所の制

約が少ない 

「1 時間目は同時双方向型だけれど 2 時間目は対面

だから 1 時間目から学校に行かなければならない」

(2021 秋) →同時双方向型オンライン授業と対面授

業が同日に連続する場合の時間のやりくりについて 

③ 対面授業は友達と一緒に学べる・対面授業を要望 

「対面授業は友だちの存在が大きく，楽しんで学ぶ

ことができることが良い」(2021 春) 

「対面授業の方が友達と一緒に受けることが出来

たり，集中力が続いたり等やはり対面授業の方が良

い」(2021 秋) 

「秋学期には対面授業ができることを切実に願い

ます」(2020 春) 

「今学期の授業形態の良かったと思う点は対面授業

が春学期よりも増えたこと」(2021 秋) 

→友達と一緒に学べる良さと，対面授業を望む声 

④ オンライン授業は課題が多い 

「課題が対面授業より多くなる」(2021 秋) 

「対面授業で学校に通学しつつ，オンライン授業の

課題も取り組むとなると，時間が無くなる」(2021

秋) →特に 2021 秋はオンライン授業と対面授業が

混在することで時間的に余裕がなくなるという声が

散見された 

⑤ オンライン授業の分かりやすさ・分かりにくさ 

「最初はオンライン授業と聞いても実際何をすれ

ばいいかもわからず」(2020 春) →オンライン授業

を受けるために何をすればいいのか分からなかった 

「オンライン授業でわからないところがあっても，

先生にメールを送るのは気負ってしまうし，友人に

聞くのもいろいろ考えてしまい」(2021 秋) →オン

ライン授業で分からないところがあった場合の対処

について悩んだ等 

「授業動画でわからないことがあれば，すぐに参考

資料をみることや，巻き戻してみることができたの

で内容理解がしやすかった」(2020 春) →オンライ

ン授業は動画を繰り返し見られる等，分かりやすか

ったという声 

3.2 データ全体におけるその他の関連するトピック 

「授業」を中心としたトピックを示すS01以外にも，

図 2 には 2～3 個の語からなる S02～S11 のサブグラ

フが 10 個見られた．S01 の場合と同様にそれぞれの

語が使われている文脈を原文を確認しながら検討し，

次の 5 つのトピックにまとめた． 

① 対面して意見交換できるとうれしい（S06「顔」-

「合わせる」，S10「意見」-「交換」） 

② 対面・オンラインそれぞれに長所と短所あり（S08

「メリット」-「デメリット」，S11「長所」-「短

所」） 

③ 自己管理能力の必要性を痛感（S07「自己」-「管

理」-「能力」，S09「計画」-「立てる」） 

④ パソコン上達（S02「パソコン」-「使う」 →オン

ライン授業でパソコンを使う機会が増え，使い方

が上達したという使われ方が多かった 

⑤ オンライン授業で浮いた時間の有効活用（S03「有

効」-「活用」，S04「朝」-「起きる」，S05「学校」

-「行く」） 
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図 2 データ全体の共起ネットワーク図 

 

図 3 年度・学期別にみた共起ネットワーク図 

「授業」を中心とした

トピックの集合体 

「授業」に関連する語

がデータ全体の中心的

なトピックを表現 

その他関連するトピックの

キーワードが散見される 

Degree：例えば

Degree 1 なら 1 つの

グループと関連が強

い語 

2021 秋と関連が強い語 

 

2020 秋と関連が強い語 

 

 

2020 春と関連が強い語 

 

 

－112－



3.3 年度・学期別によるトピックの違い 

年度および学期によりよく使われる語に違いがある

か調べるために，年度・学期（2020 春／2020 秋／2021

春／2021 秋）を外部変数とした共起ネットワーク図を

作成した（図 3）．その際，KH Coder のデフォルトよ

り変更したものは以下の通りである． 

 最小出現数 12 

 強い共起関係ほど濃い線に 

 最小スパニング・ツリーを強調表示 

図 3 の見方は図 2 と基本的に同様であるが，図 3 の

ように外部変数を設定した場合に表示される「Degree」

について補足する．例えば「Degree 1」に色分けされ

た語は 1 つのグループと関連が強いもので，今回の場

合は年度・学期による違いに着目するため，Degree が

1，すなわち 1 つの年度・学期と関連が強い語について

検討した．年度・学期別に Degree 1 の語をまとめたも

のが表 2 である．年度・学期によりよく出現する語に

違いがあることが分かる．2021 春のみ Degree 1 の語

がなく，この年度・学期には他と比べて特によく使わ

れる語はなかったようである． 

表 2 それぞれの年度・学期と関連が強い語 

年度・学期 関連が強い語(Degree 1 の語) 

2020 春 
使い方，パソコン，初めて，最初，資

料，今，慣れる，使う 

2020 秋 音楽，人，学習，先生，春学期 

2021 春 なし 

2021 秋 
新型コロナウイルス，経験，オンデマ

ンド 

表 2 の語についてそれぞれ年度・学期別に原文を引

用しながら代表的な意見や感想，使われ方を示す（太

字は筆者による）． 

① 2020 春と関連が強い語：「使い方」「パソコン」「初

めて」「最初」「資料」「今」「慣れる」「使う」 

「今回初めての試みで最初はとても戸惑い」「パソコ

ンや LUNA3の使い方に慣れておらず」 

「大学で初めて学ぶ内容は資料配信ではなく，授業

動画で配信してほしかった」「オンデマンド型授業で，

文字資料だけの配信では理解しにくい」 

「ある程度やっていくと慣れてきて，今は自分のパ

 
3 大学公式の LMS の名称． 
4 「音楽」の授業が当該学期唯一の対面授業であった

ソコンスキルが上がった」 

「今までは分からない所をすぐに先生に聞くことが

できたり，友達に聞くことができたがオンラインで

はなかなか難しい」 

② 2020 秋と関連が強い語：「音楽」「人」「学習」「先

生」「春学期」 

「秋学期は音楽4の対面授業が1か月に1回予定され」 

「授業に行けば人と会うことになるため自然と人と

課題の話もするし，そこで何かわからないことがあ

れば友達に聞き解決する」 

「オンライン授業は同じ授業を何度も見ることがで

き，学習内容が定着しやすかった」「対面という人と

の触れ合いを通して学習することの方が大切」 

「対面での授業は，先生や友達の表情が良く見えて

やはりオンライン授業よりも自然とコミュニケーシ

ョンがとりやすい」 

「春学期でパソコンの操作にも少し慣れ，先生方の

オンライン授業への努力のおかげで春学期より良い

授業ができたかな」 

③ 2021 秋と関連が強い語：「新型コロナウイルス」

「経験」「オンデマンド」 

「コロナウイルスの感染者が増えた際に，通学等少

し不安」 

「次の春学期からはコロナウイルスが落ち着き，対

面授業が増えるなど制限がされない生活に戻ってほ

しい」 

「オンライン授業と対面授業どちらの形態も経験し

た上で考えた，それぞれの良い点，悪い点を一度述

べていく」 

「この経験は，自身が教員になった際に，児童がオ

ンライン授業に積極的に参加することができる環境

づくりに役立つ」 

「オンデマンド動画を何度も止めながら自分のペー

スで課題に取り組むことで上手く取り組めた」 

「11 月 1 日以降は対面授業とオンデマンド授業と

同時双方型オンライン授業が一日に詰まっている時

もあったため（中略）大学で受ける事が多く（中略）

感染予防に繋がるのかと疑問」 

学生は約 7 割（学生のレポート内容をもとに推計）． 
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4. まとめと今後の課題 

本報告のテキストマイニングによる分析の結果をま

とめると，オンライン授業と対面授業の並行実施状況

に関する学生の意見・感想としては，①やはり対面授

業が好ましい（人間関係を作る・広げる機会，教員や

他の学生とのコミュニケーションがとりやすい，他の

学生の進み具合を見ながら受けられる，学習へのモチ

ベーションアップ），②しかしオンライン授業も良い点

はある（通学時間が省ける，オンデマンド型授業の場

合，時間や場所にとらわれず学習でき，趣味やバイト

など時間を有効活用できる）という 2 点に集約できる

ように思われる．ただし②については，オンライン授

業のうちオンデマンド型授業は資料のみの提示でなく

動画も利用して欲しいという声が散見され，オンライ

ン授業が好意的に受け入れられるためには授業コンテ

ンツを充実させる必要があることがうかがえる．また，

オンライン授業については「課題が多い」という声も

多く，これはオンライン授業について 2020 年に実施

された各大学のアンケートの自由記述回答(4)(5)(6)(7)と

同様な傾向であり，オンライン授業に特徴的な問題で

あると考えられる．しかし，「課題が多い」という表現

は定性的であり，単に課題の“量”が多いだけでなく，

難易度など課題を行うコスト（時間や手間）が過大に

なりがちということも考えられる．授業のふりかえり

を兼ねたミニテストなど，課題の出し方・内容に工夫

が必要なところかもしれない． 

年度・学期別にみた分析結果についてはまず，教員・

学生ともに十分な準備期間もなく，新学期当初から全

面的にオンライン授業となった 2020 年度入学生に対

しては，学年が進んでも継続的な観察とケアが必要で

はないかということを指摘したい．2020 年度当時 2 年

生以上であった学年との違いは言うまでもなく，少な

くとも入学直後最初の授業は全て対面で行われ，クラ

スメイトや教員と“顔合わせ”の機会があった 2021 年

度入学生とも大きな違いがあると考えられる． 

次に，受講生を教室に集める“コスト”は，コロナ

禍前より格段に高くなっている可能性を指摘したい．

その背景として，対面授業とオンライン授業の並行状

況を経験するうちに対面授業とオンライン授業，双方

の特徴や長所・短所について学生の立場なりに考える

ようになり，それにともない授業の内容や性質により

実施形態を使い分けるという発想（例：大講義で教員

主体の授業はオンデマンド型オンラインがよい，対面

でなくてもよい）が出てくるようである．さらに，対

面授業とオンデマンド型オンライン授業，同時双方向

型オンライン授業が並行する状況が本格化した 2021

秋データにおいては，複数の授業形態が 1 日のうちに

混在することの問題点（例：オンラインなのに大学に

登校して受講するため感染対策として疑問）を指摘す

る声が散見され，今後の課題であると考えられる． 
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カードゲームを用いた援助要請スキル育成の試み 

白澤秀剛*1, 岩屋裕美*2 
*1東海大学，*2 川崎市立看護短期大学 

A trial study on help-seeking skill development 

with the card game 

Hidetaka SHIRASAWA*1, Hiromi IWAYA*2 
*1 Tokai University, *2 Kawasaki City College of Nursing 

遠隔授業では教員が学生の様子を適宜把握して理解度確認の声掛けを行ったり，解説を再度行ったりな

どの指導が難しく，学生が自ら援助を求めることができる能力の必要性が高まっているといえる．同様

に，テレワークにおいても管理者が従業員の様子を適宜把握することが困難で，従業員側から能動的に

援助を求める必要性が高まっているといえる．これら援助要請の研究においては援助要請行動の分類に

関する研究や心理的なメカニズム解明を目的とした研究は多いが，援助要請行動を行うための訓練に関

する研究はほとんど見られない．我々は行動分析学的なアプローチを用い，援助要請行動が必要なカー

ドゲームを作成して，援助要請行動を行動レパートリーとして身に着けることを試みた．本論文ではゲ

ームの成立性と援助要請行動回数，テストプレイ後の被験者の感想などを速報的に報告する． 

キーワード: 援助要請，質問行動 

1. はじめに 

コロナ禍の緊急避難的対応として大学に導入が進ん

だ遠隔授業だが，今後も大学教育の一つの形態として

継続されていくことが予想される．遠隔授業はメリッ

トも多いが，大きなデメリットとして，配信側の教員

が学習上の困難を有する学生への対応を含め、日常的

な学生理解に基づいた指導を十分に行うことができな

い可能性がある(1)ことが挙げられている．そのため，

学生自身で自分の状態をモニタリングすることや，学

生自ら学習上の困難を解決するための行動を行うこと

が求められる．同様に，企業におけるテレワークも今

後も一定の割合で継続されていくことが予想されるが，

管理者が従業員の状態を把握することが難しいことが

指摘されている．また，電子的なコミュニケーション

では感情を伝えたり，本音と建前を見分けたりするこ

とが難しいため，全てのコミュニケーションを代替す

ることは難しいと指摘されている(2)．業務には相互依

存的なものも多く存在するため，作業に困難を感じた

場合には従業員側から積極的に解決に向けた行動を行

うことが求められる． 

学習場面において教師や友人に援助を要請すること

は学業的援助要請(academic help-seeking)と呼ばれ，

自己調整学習を支える重要な要因の１つとされる(3)．

しかし，日本の大学生は米国人学生と比較して教師へ

の学業的援助要請頻度が極端に低いことが報告されて

いる(4)．著者の調査においても遠隔授業で質問を行う

学生が非常に少ない様子が観察されている(5)．職場に

おいて問題に直面した従業員が自ら支援を求めること

は援助要請(help-seeking)と呼ばれ，従業員の知識・技

能の獲得や業務における問題見落としの解消，管理コ

ストの低減などにつながるため，近年注目を集めてい

る(5)． 

援助要請はその心理的メカニズム解明に関する研究

は盛んに行われている一方で，援助要請スキル育成に

JSiSE Research Report 
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関する研究は非常に少ない．援助要請スキルトレーニ

ングは一般的に心理教育を主体とした介入プログラム

になっている(7)ため，学生や社員が自発的かつ気軽に

行える訓練プログラムにはなっていない．援助要請ス

キル不足が発覚する場面は，本人が援助の必要性を認

知できず，問題が発生することによって明らかになる

ケースが多い(8)．すなわち本人が必要性を認知できな

いため，援助要請スキル育成トレーニングを自ら積極

的に受けるという行動は期待できない． 

本研究では，援助要請の必要性認知に関わらず，訓

練と意識せずに行うことを狙ったゲーム型の訓練プロ

グラムを開発した．この訓練プログラムがゲームとし

て成立するか，また学生だけでなく社会人にも受け入

れられるものになっているかの検証結果を報告する．

加えて，実際に援助要請行動が繰り返し行われるか，

飽きずに複数回の実施に耐える訓練プログラムになっ

ているかについて検証した結果を報告する． 

2. 訓練用カードゲーム 

2.1 設計 

援助要請の行動レパートリーを獲得することを目的

とし，ゲーム中で援助要請行動を繰り返し行うように

カードゲームを設計した．加えて，援助要請行動を行

うことでゲームを有利に進めることができるようにし

て援助要請行動を強化するように設計した． 

このゲームの対象者である学生や社会人は，援助要

請ができないことで強い困難を抱えているわけではな

いため，面白みがないと継続してゲームを実施しない

と予想される．また，現実世界に即した方が訓練効果

は高まると考えられるが，現実世界での遠慮やシャイ

ネスの影響が強く出て訓練を阻害する可能性がある(9)．

そこで，ゲーム内の世界観を魔法が存在する空想的な

世界，いわゆるファンタジー世界とすることで，対象

者には通常のゲームと同等に見えるように設計した． 

ゲーム内で選択する行動は自発的行動，依存的援助

要請行動，自律的援助要請行動の３種類計５パターン

となるようにした．訓練の狙いは自律的援助要請２種

類をゲーム内で繰り返し口に出すことによって行動レ

パートリーを獲得することと，自律的援助要請でゲー

ムが有利に進められることでこれらの行動を強化して

日常行動に転移させることである．なお，依存的援助

要請の「やってください」は学習場面では好ましくな

い行動とされるが，業務場面では自身で解決不可能な

場合に必要な行動とされるため含めている． 

表 1 ゲーム内の援助要請行動一覧 

種別 行動 

自発的行動 
自分でやります 

今はやりません（パス） 

依存的援助要請 やってください 

自律的援助要請 
助けてください 

教えてください 

2.2 ゲームの概要 

ゲームは３人用とし，３人で協力して敵を倒すとい

う形式になっている．これは援助要請対象者を 2名か

ら選択しなければならない状況を作るためである．ゲ

ームシステム的には 4名以上も可能であるが，ゲーム

バランス調整を容易にするため今回は 3名用として設

計した．各自３個のサイコロが与えられ，これが１手

番での行動回数を示している．全９種類のスキルカー

ドを３人で分けて保持し，このスキルカードを用いて

ゲームを進行する．スキルカードの例は図 1 に示す．

サイコロを振った合計値がスキルカードの指定範囲内

に収まると成功と判定する．同じスキルカードはない

ため，初期状態では３人は異なるスキルを所持してい

ることになる．これによって，ゲームを進行するには

自分以外の２人に援助要請を出さなくてはならない状

況が発生するようにした．また，自分の３個のサイコ

ロを使用しても出た目によっては合計値が指定範囲内

に達しない場合がある，そのような場合には自分以外

の２人にサイコロを借りる援助要請を出さないと解決

できないようにしている．「教えてください」の行動だ

けは特殊で仲間のスキルカードを借りて判定する．成

功すると自分もそのスキルカードを追加で入手できる．

ただし，教えた側もサイコロを消費してしまう．これ

は，教える側も作業コストが発生することを意識させ

ることを意図したものである． 
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図 1 スキルカードの例 

１手番に１人の冒険者カードを手元に引き，スキル

カードを使って状態異常を解除（治療）する．解除に

成功すると冒険者カードに記載された攻撃力分のダメ

ージを敵に与えていくという流れである．解除に失敗

すると１ペナルティとなり，ペナルティが 10 になる

前に敵へのダメージが一定数を越えれば勝利となる．

冒険者カードと敵カードの例を図 2に示す． 

 

図 2 冒険者カードと敵カードの例 

2.3 改良（Version2） 

訓練効果を高めるために自律的援助要請回数増加を

目的として，冒険者カードに改良を加えた．これまで

（Version1）は１枚の冒険者カードの状態異常は１種
類のみであったが，これを 2 種類のものを追加した．

自身が該当する２種類のスキルカードを保持している

確率は低いため，援助要請回数の増加を狙った． 

3. 実験 

3.1 ゲーム成立性検証実験 

学部 1年から 4年の大学生 4名を対象として検証実
験を行なった．使用したのは Version1 のゲームであ

る．1回目のゲームにかかった時間は約 90分で時間切

れにより途中で終了した．日を変えて 2回目のゲーム

は約 60分でゲーム終了まで行なった． 

ゲーム中にルール調整などは必要なく，援助要請発

言も観察され，ゲームの成立性を検証することができ

た．表 2は自由回答アンケートをまとめたもので，こ

の結果からも，援助要請スキルの訓練になっている様

子やルールを理解できている様子が読み取れる．この

結果から，本ゲームの基本的な進行方法やゲームシス

テムには大きな問題はなく，ゲームとして成立してい

ると判断した． 

表 2 ゲーム成立性検証実験の感想（抜粋） 

面白かったし援助要請スキルの訓練になったと思

います． 
自分の状況だけでなく，相手の状況も意識しながら

助けをお願いすることが，訓練によって普段からで

きるようになりそうな気がしてきました． 
ゲームバランスを調整すれば良いゲームになると

思いました．ルールが明快なのも Goodです． 
全然知らない怖そうな人と一緒にやったら難しそ

うだと感じました． 
実際に行動に移すのにはまた時間がかかると思い

ます． 
※原文ママ 

3.2 発言回数計測実験 

２社の企業協力のもと，社会人被験者 3名で発言回

数の計測実験を行なった．1回目の実験では Version1

で発言回数の測定を行い，別日に 2 回目の実験で

Version2の発言回数測定を行なった．ゲームにかかっ
た時間は 2回とも約 60分であったが，Version1は考

える時間が長くゲームの進行が遅くなり，かつ途中で

敗北となってしまった．一方，改良を行なった

Version2 は 2 回目のプレイということも加わってテ

ンポ良く進み，また最後まで進み勝利で終了した．表

1に Version1の発言回数結果，表 2に Version2の発

言回数結果を示す．ゲーム時間はどちらも 60 分程度

であるが，Version2の方がゲームが進行していること
もあり全体の発言回数が増えていることがわかる．「助

けてください」の発言がない点については今後の改良

が必要だが，自律的援助要請回数が増加していること

から改良効果はあったと判断できる． 

被験者には援助要請訓練であることを明示してゲー

ムを実施してもらったが，ファンタジー世界のゲーム

解毒
(毒)

Rank C-2

8以上

7

6

5

4以下

石化解除
(石化)
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9
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ドラゴン
（いにしえの魔物）

HP：50

魔物Rank A
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であることに対する抵抗感は感じられなかった．被験

者 3名はいずれもボードゲーム経験者であったが途中

で飽きるなどの様子も観察されず，終始楽しんでいる

様子であった．表 5に訓練後の自由回答アンケートを

まとめたものを示すが，訓練を好意的に受け止めてい

る様子がわかる．援助要請の練習になったとの回答も

見られ，社内研修としての効果も期待される．また，

1 名の回答ではあるが「周りの人へ聞きやすい環境に
してあげられるようにしたい」との回答があり，他者

が援助要請をしやすくするという点まで考えが至って

いる点も訓練効果として評価できる． 

表 3 Version1での発言回数 

被験者 A B C 

自分でやります 4 4 5 

今はやりません（パス） 2 2 3 

やってください 0 0 0 

助けてください 2 1 0 

教えてください 3 4 2 

表 4 Version2での発言回数 

被験者 A B C 

自分でやります 16 12 12 

今はやりません（パス） 3 4 3 

やってください 0 1 1 

助けてください 0 0 0 

教えてください 4 9 6 

表 5 発言回数計測実験の感想（抜粋） 

ゲームを通してのコミュニケーションを経験でき

たことで、改めて個人間での関係が分かったので、

普段の業務中にも活かせると感じました。 
援助要請がゲームとして落とし込みされており、ク

リアする為の必須条件となっている為、能動的に要

請ができたと感じている。 
部署を跨ぐ（メンバーでプレイした）ことで自分の

知らない業務や、抱えている問題に対してのより良

い解決方法などの相談がスムーズにできると感じ

た。 
平時、コミュニケーションの取り辛い、他部署、他

部門の方々と合同の訓練であった為、このような機

会はありがたいと感じております。 
出来る事の一覧表などが視覚的に解りやすくまと

められていると良いと思いました。 

最後の魔物（敵）まで倒せると嬉しいので、いろん

なメンバーとプレイしてみたいと思います。 
自分の中に答えはないことを考えても仕方がない

ので、一言声をかけるだけで解決できることが分か

ったので効率性などを考慮していきたいと思いま

した。 
逆に周りの人へ聞きやすい環境にしてあげられる

ようにしたいと思いました。 
※原文ママ，かっこ内は著者追記 

3.3 倫理承認 

本調査にあたっては東海大学「人を対象とする研究」

に関する倫理委員会（承認番号 21042）の承認を得て

実施した． 

4. まとめ 

援助要請の行動レパートリーを獲得することを目的

としてゲームを開発した．最初の実験ではゲームとし

て成立することが確認できた．次の実験では援助要請

の発言回数を測定し，Version2の改良によって援助要

請の発言回数が増加することも確認でき，1 回のゲー

ム中で多数回の援助要請発言をすることが確認できた．

また，両方の実験を通して，単純にゲームとして楽し

んでいる様子が観察され，訓練のためだからと我慢し

てプレイしているのではないことが確認できた．これ

により，援助要請に特別の苦労を感じていないが，実

際には援助要請が上手くできない人に対しても，強く

強制しなくても訓練に参加してもらえることが期待で

きる． 

コロナ禍の再拡大によって当初予定していた実験が

キャンセルになり，訓練結果が転移して学習場面や就

業場面で援助要請行動が増加するのかの検証について

は今後の課題となっている．また，現在は対面での実

施を想定したカードゲームとなっているが，システム

的にはアプリケーション化が可能である．Zoom など

のWeb会議システムを利用した訓練も計画しており，

対面版，Web版での比較検証なども予定している． 

謝辞 

社会人被験者による実験においては，株式会社

Yspace，株式会社ホロスエンターテインメントのスタ
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社会情動的スキル向上プログラムにおける 

学習者特性による効果の違い 
 

山川 修*1 

*1 福井県立大学 学術教養センター 

Differences in Effectiveness of a Social and Emotional Skill 
Enhancement Program by Learner Characteristics 

 

Osamu YAMAKAWA*1 

*1 Center for Arts and Sciences, Fukui Prefectural University 

In order to improve social and emotional skills, a program that involves daily practice of mindfulness 

is offered in university classes. We have found that the effectiveness of this program differs 

depending on the ratio of positive and negative emotions that learners feel on a daily basis. In this 

presentation, we will describe the mindfulness program that we implemented and report on the 

differences that resulted in the effectiveness of the program. 

キーワード: 社会情動的スキル，学習者特性，マインドフルネス 

1. はじめに 

自律的学習者を育てるという目的のため，社会情動

的スキルの向上を目標とした授業（以下，本授業）の

中で，仏教の瞑想をベースにしたマインドフルネスを

取り入れた実習を行っている．社会情動的スキルは，

エージェンシーとウェルビーイングをキーワードにし

たOECDの教育 2030プロジェクトのラーニングコン

パス（学びの羅針盤）の中でも，それを支える重要な

基盤の一つと考えられている(1)． 

本授業の中では，90 分の授業で練習した実習を次の

授業までの 1 週間の間，毎日実践してくる，という宿

題が出される．それと同時にその日の心身の調子，ど

ういった感情（ポジティブ＋ネガティブ）を感じたの

か，実践を行って何か気づきはあったのか，等を実践

記録シートに記録するという宿題も出されている．授

業の構成としては，前半の 8 回をマインドフルネスの

実習，後半の 7 回を大学で何を大事にしたかを履修者

同士のペアで話しながら探求する「ライフデザイン・

ポートフォリオ(2)」の取り組みを行っている．前半の

マインドフルネスが終了した時点で，中間レポートを

書いてもらい，実習で何か変化があったかに関して自

由記述をしてもらっている． 

本研究では，毎日記録する実践記録シートに書いて

もらった，ポジティブ感情とネガティブ感情の比率か

ら学生の特性を分類し，中間レポートで書かれた「実

習で変化があった点」の違いを分析している．なお，

分析したのは 2021 年度後期に実施した授業である． 

2. マインドフルネス 

 マインドフルネスの語源は，仏教用語の「念」であ

る．1979 年に J. Kabat-Zinn が仏教の瞑想を取り入れ

た慢性疼痛の治療プログラムを開発し，それを

Mindfulness-Based Stress Reduction（MBSR）(3)と

名付けた．MBSR は，西洋医学では効果がなかった慢

性疼痛の患者に効果を示し，それに着目したうつ病の

研究者の Z.V. Segal らが，1991 年にうつ病の再発予

防のための Mindfulness-Based Cognitive Therapy

（MBCT）(4)を生み出した．MBCT は，現在，第 3 世

代の認知行動療法として，日本にも導入されつつある． 

 一方ビジネス分野でも Google の内部研修会として

Chade-Meng Tanが 2007年に開発した Search Inside 

Yourself（SIY）(5)が，現在はビジネスマンが受講でき

るマインドフルネスプログラムとして日本にも入って

JSiSE Research Report 
vol.36,no.6(2022-3)

－120－



きている．SIY は，MBSR や MBCT と比べると，情

動知能の育成というところに重点が置かれており，社

会人でも実習しやすいので，本授業でも SIY をベース

にマインドフルネスの授業内容を構成している． 

 教育の世界では，英国が 2007 年に Mindfulness in 

School Project を立ち上げ，初等中等教育の中で実施

するマインドフルネスプログラムを構築し，また，そ

れを教える教員をトレーニングするプログラム（.b）

を動かしている．米国はそれに追随しているが，日本

では今のところ我々のような研究者が細々と実施して

いる程度である． 

 マインドフルネスは，Kabat-Zinn によると「意図的

に，今この瞬間に，価値判断をすることなく注意を向

けること」と定義されている．意図的に今この瞬間に

注意を向けることは多くの人が普通にやっていること

だが，「価値判断をすることなく」というのは，なかな

か難しい．本授業では，この感覚を呼吸，身体，感情，

思考，相手など，様々な対象を観察することを通して

育成していく． 

3. ポジティブ感情とネガティブ感情 

ポジティブ感情（P）とネガティブ感情（N）の測定

はポジティブ心理学の Barbara Fredrickson の測定法

を踏襲している(6)．そこでは，P として，愉快，畏敬，

感謝，希望，鼓舞，興味，喜び，愛情，誇り，安らぎ，

の 10 個，N として，怒り，恥辱，軽蔑，嫌悪，赤面，

後悔，憎しみ，悲しみ，恐怖，ストレス，の 10 個の感

情を考え，毎日それぞれの感情がどの程度あったかを

0～4 までの 5 段階で記録する． 

Fredrickson は，私たちが感じる P:N の比が 3:1 に

なるとティピングポイントとなり，それを超える（つ

まり P が N の 3 倍よりも多くなる）と，広い目で世界

を眺めることができるようになり，心理的・社会的・

知的リソースが形成される（拡張形成理論）という論

文を発表した.しかし，いまでは 3:1 の比率に関しては

間違っていたことを認めているが，Ｐが高くなる場合

の効用に関しては間違っていないと主張している． 

本研究の RQ（Research Question）は，これを受け，

「学生の P と N の感情表出の違いによりマインドフ

ルネスの実習の効果に違いがあるか」である．

Fredrickson は，P と N の比率（P/N）で人の感情の

状態を表現したが，私は，以下の 2 点で改良の余地が

あると考えた． 

(1)感情にはその極性（P と N のどちらが強いか）だけ

でなく，強度（どの程度感情を総体として感じている

か）もあるが，それが考慮されていない点 

(2)P/N で極性を表すと N=0 の場合，無限大になって

しまう点 

この 2 点を考慮して，本研究の中では，感情の強度と

極性に関して，以下の定義を採用した． 

 

◎前提 

𝑝と𝑛を，学生の 1 週間分のポジティブ感情，ネガ

ティブ感情の平均値，𝑝𝑚𝑎𝑥と𝑛𝑚𝑎𝑥をその最大値とし，

感情の強度と極性を次のように定義する． 

 

◎感情の強度（𝑓𝑖） 

𝑓𝑖 =
√𝑝2 + 𝑛2

√𝑝𝑚𝑎𝑥
2 + 𝑛𝑚𝑎𝑥

2
 ただし 0 ≤ 𝑓𝑖 ≤ 1 

◎感情の極性（𝑓𝑝） 

𝑓𝑝 =
4

𝜋
(tan−1

𝑝

𝑛
−

𝜋

4
)   ただし −1 ≤ 𝑓𝑝 ≤ 1 

 

◎図解 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 感情の強度と極性 

 

図１に感情の強度と極性の図解を示す．ただし，感情

の強度は 0～1 に，感情の極性は −1～1 に収まるよ

うに正規化してある．極性は，正の領域では p > n ，

負の領域では n > p となる． 

 本研究の分析では，感情の極性により学生の特性を
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分類した．𝑓𝑝 < 0 を低群，0 ≤ 𝑓𝑝 < 0.4 を中郡， 0.4 ≤

𝑓𝑝 ≤ 1 を高群，と分類し，各郡の間での実習による変

化を比較する．中群と高群を分ける𝑓𝑝 = 0.4  は，大ま

かには P/N=2 に相当するポイントである．なお，今回

は感情の強度に関しての分類と実習による変化の関係

は検討していない． 

4. 授業構成 

本授業の半年間の授業構成は表１のとおりである． 

 

表１ 授業構成 

回 授業内容 

1 オリエンテーション 

2 呼吸瞑想 

3 ヨーガ瞑想 

4 マインドフル・リスニング 

5 ボディ・スキャン＋歩く瞑想 

6 ジャーナリング 

7 他者共感と自己共感（NVC の手法を使って） 

8 慈悲の瞑想 

9 傾聴（ピア・メンタリング）の練習 

10 自分が求めているものの探究 

11 大学生活の核心をつかむ 

12 核心に沿った目標設定 

13 ライフデザイン・ポートフォリオのお披露目 

14 ワールドカフェによる振返り（その１） 

15 ワールドカフェによる振返り（その２） 

 

この授業構成で，前半の 8 回までがマインドフルネス

関連の実習で，後半 9 回～13 回までが，大学生活の核

心（自分が大事だと考えていること）を，ペアで話し

ながら探求するライフデザイン・ポートフォリオの実

習である．本研究では，前半 8 回（マインドフルネス

の実習）が終了した時点で中間レポートを書いてもら

っているので，その時点で学生が意識した変化とポジ

ティブ感情，ネガティブ感情に関する学生の特性との

関連を分析する． 

 次に，社会情動的スキル向上を目標にした授業構成

を，なぜこのようにしているかを説明する．自律的学

習者の育成のモデルとして，図 2 のようなモデルを考

えている． 

 

 

図 2 自律的学習者育成のモデル 

 

図 2 は，自律的学習者として重要なのは，学習者が自

身の中に Secure Base（安心）を持つことではないか，

という仮説をもとに構成されている．これは心理学者

Bowlby の愛着理論(7)を基礎としている．愛着理論によ

ると，幼少期に養育者が Secure Base（安全基地）と

しての役割を果たすと，子どもはそこをベースに外部

に好奇心を持って探検に出かけ，怖ければすぐに安全

基地に戻ることができる．大人になるとその Secure 

Base（安心）を内化し，そこをベースに，人間関係を

創ったり，好奇心を持って様々なことに挑戦したりで

きるようになる．つまり他者との「信頼」により安心

が形成され，その安心が他者との信頼を創っていくと

いうループの関係になっている． 

 図 2 は，それを拡張し，安心の形成に「内省（特に

身体や感情をありのままに観ること）」や，「意味（な

んのために生きているか）」も関与しているのではない

か，という視点を入れたモデルである．内省に関して

は神経科学分野のポリヴェーガル理論 (8)（ by 

S.W.Porges）をベースにし，意味に関しては社会学分

野の存在論的安心(9)（by A.Giddens）をベースにして

いる． 

 社会情動的スキルはいくつかの定義があるが，前述

の OECD の報告書に中で考えられているのは，社交

性，敬意，思いやりに関係した「他者との協働のスキ

ル」，自尊心，楽観性，自信に関係した「情動の制御の

スキル」，そして，忍耐力，自己抑制，目標への情熱に

関係した「目標の達成のスキル」の 3 つの分野である．
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この 3 つは，図 2 のモデルで示した「信頼」「内省」

「意味」と重なるところが大きい．今回取り上げた授

業前半に実施したマインドフルネスの実習は，主に「内

省」と「信頼」にアクセスしており，授業後半のライ

フデザイン・ポートフォリオは，主に「意味」と「信

頼」にアクセスしていると考えている． 

5. 実践記録シート 

 本授業では，授業中に練習したマインドフルネスの

実習を，毎日少しずつ自宅で実践をしてもらっている．

そして実践して気づいたことをまとめるために，実践

記録シートとして毎日 Google フォームに記録しても

らっている．1 週間分の記録を Excel にまとめて学生

には返却しているが，その例を図 3 に示す．Google フ

ォームのデータを学生ごとにまとめて，Google ドライ

ブの学生のフォルダに返却するのは，VBA を使い自動

化してある． 

 実践記録シートに記入してもらうのは，次の５項目

である． 

・今日の身体の調子（1～5） 

・今日の心の調子（1～5） 

 ・今日の出来事（自由記述） 

・実践をして気づいたこと（自由記述） 

・各感情をどの程度感じたか（0～4） 

 

各感情の中には，ポジティブな 10 種類の感情とネガ

ティブな 10 種類の感情が含まれる．次に 1 週間分の

ポジティブ感情とネガティブ感情の平均値をとり学生

に返却する実践記録シート（図 3）に掲載してある．

前述の感情強度と感情極性では，この値をさらにマイ

ンドフルネス実習期間に相当する 8週間分を平均した

学生特性としての p と n から，感情強度と感情極性を

算出している． 

6. 中間レポート 

 マインドフルネスの実習が終了した時点で，中間レ

ポートを課しているが，その中で，「今まで実施した実

習で何か変化した点はあったか？」という質問に回答

してもらっている．学生のレポートから，どういう点

に変化があったかを，キーワードを抽出して，まとめ

たが，そのうち複数回答があったものが以下の 8 つで

ある．なお，学生の総数は 27 名である． 

図 3 実践記録シートの例 
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・睡眠が改善（12 名） 

・身体の調子が良くなった（6 名） 

・人の話に集中（対人関係が変化）（6 名） 

・不安が軽減（12 名） 

・感情の制御がやりやすくなった（3 名） 

・集中力が向上（3 名） 

・ストレスが軽減（リラックスできた）（11 名） 

・私は私だ（2 名） 

このうち，学生の多くに変化があったのは，睡眠の改

善（44.4%），不安が軽減（44.4%），ストレスが軽減

（40.7%）だった． 

7. 学生特性を考慮した分析と解釈 

前述の「変化した点」を，学生の特性で分類してみ

る．学生特性としては，感情極性（𝑓𝑝）を使い以下の３

つの群に分ける． 

低群：𝑓𝑝 < 0 

中群：0 ≤ 𝑓𝑝 < 0.4 

高群：0.4 ≤ 𝑓𝑝 ≤ 1 

実践記録シートは 8 回提出の機会があったが，4 回以

上を提出した学生だけに絞ると，分析対象の学生数は

24 名になり，低群 6 名，中群 11 名，高群 7 名になっ

た．この 24 名がどのように変化したと記述していた

かを分析すると表 2 のような結果になった． 

 

表 2 学生特性別の変化した点 

変化 低群(6) 中群(11) 高群(7) 

睡眠 3 (50%) 4 (36%) 4 (57%) 

身体の調子 1 (17%) 2 (18%) 3 (43%) 

対人関係 2 (33%) 0 (0%) 4 (57%) 

不安が軽減 2 (33%) 6 (55%) 3 (43%) 

感情の制御 0 (0%) 2 (18%) 0 (0%) 

集中力向上 1 (17%) 1 (9%) 1 (14%) 

ストレス軽減 4 (67%) 4 (36%) 2 (29%) 

私は私だ 1 (17%) 0 (0%) 1 (14%) 

 

高群と低群で 20%以上の違いが出ている項目を見て

みると，「身体の調子」「対人関係」「ストレス軽減」の

3 つがある．前者 2 つは，高群>低群で，後者１つは，

高群<低群であった． 

中間レポートで「変化した点」として記述される項

目は，本当にその点が変化したというよりは，学生の

意識がそこに向いている項目と考える方がより妥当で

あろう．その観点からこの結果を考察してみる． 

 

(1)高群の学生の意識は身体の調子に向いている. 

調子の変化の報告は低群，中群とも同程度だが，高

群の学生による身体の調子が良くなったという報告は，

割合にしてその倍以上である．マインドフルネスでは，

身体の状態を観察するという実習を複数実施したが，

その効果が高群の学生に特に顕著に出ているのは興味

深い点である．高群の学生の方が低群の学生より図 2

で示すところの「安心さ」の度合が大きいと仮定する

と，「安心さの度合が大きい方が，身体に意識を向けや

すいのではないか」という仮説を考えることは可能で

ある． 

 

(2)高群の学生の意識は対人関係の変化に向いている 

 対人関係の変化は誰しも気になる点である．しかし，

今回，高群と低群で 20%以上の差がついた．しかも中

群の学生で，この項目に触れた人がいない，というの

も大きな特徴である．今のところ，この項目を説明す

る仮説は持っていない． 

 

(3)低群の学生の意識はストレスに向いている 

この項目は，低群の学生の報告が多い．低群の学生

は日頃ストレスを感じることが多く，そのためネガテ

ィブな感情が多いとも考えられる．いずれにしろ，こ

の項目は中群，高群と比べて低群では 30%以上多くな

っている．逆にいうと，中群，高群の学生は日頃低群

の学生に比べて，ストレスを感じる度合いが少ないと

も考えられる． 

8. まとめ 

自律的学習者を育てることを目的に，社会情動的ス

キルの向上をその手段とした授業において，学生の感

情特性に応じて，その効果が違うことを示した．ただ

し，その効果の違いは，学生の主観的な評価なので，

実際の効果の違いというよりは，学生が普段どこに意

識を向けているかを可視化することになっているので
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はないかと考えている． 

今後，ウェアラブルセンサーを使った生理的なデー

タと組み合わせて，より客観的に，社会情動的スキル

を考慮した自律的学習者育成のモデルと方法論を明ら

かにしていきたいと考えている． 
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大学生のオンライン授業によるドライアイを予防する 

瞬き促進ツールの開発と評価 
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Due to the spread of the new coronavirus infection, classes are becoming online at universities, and 

the time spent looking at information terminals is increasing compared to before. While watching 

the screen, the number of blinks decreases and the risk of dry eye increases. Therefore, we developed 

a tool that promotes blinking by sound that does not obstruct the view during the online lecture, and 

conducted an intervention experiment. As a result, the number of blinks increased and the tendency 

to suppress dry eye was observed during the intervention, suggesting the effectiveness of the tool. 

キーワード: 新型コロナウイルス感染症，オンライン授業，瞬き，ドライアイ， 

1. はじめに 

2019 年度末から，COVID-19(新型コロナウイルス)

感染症の蔓延によって日本全国の大学で講義のオンラ

イン化が進んでいる．文部科学省が 2020 年 10 月～12

月に行った調査では，調査対象となった高等専門学校・

大学のうち約 50％が，授業の半分以上をオンラインで

行っており(1)，大学生の週平均授業時間は 16～20 時

間に及ぶ(2)．オンライン授業によって，大学生がパソ

コンやタブレット，スマートフォンなどの Visual 

Display Terminal(以下，VDT)機器を利用する時間も

増加している． 

VDT 機器利用時間の増加が瞬き回数を減少させる

ことが分かっている．瞬きの頻度は，VDT 機器を使用

していない普段の生活中は 20 回/分であるのに対して，

VDT 機器の利用中は 5 回/分以下になる(3)．また，瞬

きの減少によって引き起こされるドライアイ(4)は，目

の表面を保護する涙の層が均等でなくなり，物がはっ

きり見えなくなる症状である．2008 年に厚生労働省が

行った事業所を対象に行った調査によると，調査対象

者のうち 63％が VDT 作業による目の疲れ・痛みとい

ったドライアイないしは眼精疲労の症状を訴えている

(5)．眼精疲労とは，目を使う作業を続けることで慢性

的な目の痛みや乾燥，頭痛，首や肩の凝りなども発生

する症状である(6)．眼精疲労を予防するためにはドラ

イアイの状況での対処が必要であるが，全国にドライ

アイの患者は 2200 万人いると考えられている(7)．ド

ライアイの予防方法には意識的な瞬きと点眼薬の利用，

VDT 機器作業 1 時間ごとの 5～15 分間の休憩が挙げ

られる(8)．しかし，大学生の授業は 1 コマが 90 分であ

り，授業中は資料などに集中していることから，大学

生が授業中に意識してこれらの対策を続けることは難
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しい． 

そこで，本研究では大学生を対象にオンライン授業

中のドライアイを予防・改善することを目的に，瞬き

促進ツールを開発し，瞬きの促進効果並びにドライア

イ改善効果を評価し，ツールの有効性について検証す

る． 

2. 先行研究 

ドライアイ予防を目的とした瞬き促進に関する先行

研究は，2014 年ごろから始まっている．これらは瞬き

の頻度に着目して，低下時に警告を発するもの，画面

上のマスコットに瞬きをさせることで無意識に使用者

の瞬きを促進するものなどがある．  

2.1 マウスカーソル帯同型 

北条ら(9)は，瞬きの頻度が 20回/分を下回った際に，

マウスカーソルに帯同する警告ポップアップを表示さ

せるシステムを開発し，効果の検証をした．その結果，

瞬き回数は導入前と比較して 1.8 倍に増加した． 

2.2 ディスプレイパラメータ調整型 

大石ら(10)は，瞬きの頻度が 20回/分を下回った際に，

ディスプレイのパラメータを調整して画面を曇らせる

システムを開発し，効果の検証を行った結果，瞬き回

数が 2 倍に増加した． 

2.3 マスコットキャラクター型 

糸山ら(11)は，警告ではない瞬きの促進を目的として，

1 分間に 60 回瞬きする目の形をしたマスコットキャ

ラクターを画面上に表示させるシステムを開発し，効

果の検証を行った．また，Visual Analogue Scale を使

用してマウスカーソル型やディスプレイパラメータ調

整型とのシステムの煩わしさを比較した．結果は，瞬

き回数は 1.67 倍に増加しており，煩わしさは，2,1 や

2.2 のシステムと比較して軽減された． 

 

これらの研究で提案された瞬き促進ツールの課題と

して，瞬きの促進支援において，利用者が警告を無視

してしまうこと，作業画面上に警告やマスコットなど

の無駄な情報が，高頻度・常時現れてしまう煩わしさ

などが考えられる． 

3. 瞬き促進ツールの開発 

本研究では，ドライアイを予防・改善するために

VDT 作業中に瞬きの促進を支援するツールを提案，開

発する．また，先行研究で課題となっていた，画面に

警告が表示される煩わしさを解消し，被験者の警告無

視を防止するために，画面に警告を表示させる方法で

はなく，アラート音で警告することで瞬きを促進させ

る方法を提案する．この方法を用いることによって，

画面上に不必要な情報が表示されず，VDT 機器への集

中をあまり阻害しない可能性があると考えられる． 

図 1 にツールのフローチャートを示す．本ツールは瞬

き検知部と瞬き促進部の 2 部構成になっている． 

 

図 1 ツールのフロー図 

3.1 瞬き検出部 

瞬き検出部では，VDT 機器に接続した Web カメラ

を用いて使用者の顔を撮影し，瞬間ごとの目の画像の

みをリアルタイムで解析することで瞬きを検出する． 

まず，目の検出では Intel 社が開発したコンピュー

タビジョンライブラリである OpenCV を用いて顔全

体の検出とトラッキングを行い，さらに Davis E.King

によって開発された画像処理ライブラリである Dlib

を用いて目のパーツの検出・トラッキングをすること

で行う． 

また，瞬き検出では Tereza Soukupova らが提案し

た Eye Aspect Ratio(以下，EAR)値を用いた(12)．図 2

のように目の輪郭点をとり，座標を取得する．輪郭点

とは，イメージ分析や画像処理の際に目安とされる被

写体と背景の境界線上に配置される点のことである．

次に，取得した座標を用いて以下の式で計算される

EAR 値を求める． 
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𝐸𝐴𝑅＝
∥ 𝑝2 − 𝑝6 ∥ + ∥ 𝑝3 − 𝑝5 ∥

2 ∥ 𝑝1 − 𝑝4 ∥
 

この式から求められる EAR 値は，小さくなるほど

目が閉じていることを示す．本ツールでは，目をうっ

すら開けている状態のときに EAR 値が示す「0.4」を

下回った際に「瞬きをした」と判定する．この EAR 値

の羅列から瞬き信号を作成し，瞬き促進部に送る． 

 
図 2 瞬き検出のための座標取得点 

3.2 瞬き促進部 

瞬き促進は，通常時の瞬きが 20 回/分であることか

ら瞬きが 3 秒間行われない場合に実行される．警告は

視界への警告表示による煩わしさ，使用者の警告無視

を回避するために，警告音によって行う．また，警告

に使われるアラート音はツール使用者が所定のファイ

ルに特定の名称の音声データを保存することで自由に

変更できる． 

4. 研究方法 

4.1 実験目的 

本研究では，大学生のオンライン授業によるドライ

アイを音で予防するために開発した瞬き促進ツールの

有効性を検証することを目的とする．なお，本研究は

本学当該研究科の研究倫理委員会の承認を得て実施し

た． 

4.1.1 対象者 

対象者は，連絡ツール(Slack，LINE)でオンライン授

業を受講している学生を募集，実験参加への同意を得

た 21～25 歳の大学生 12 名（男性 10 名，女性 2 名）

とした．  

4.1.2 実験手順 

実験は，介入と非介入を前後で逆にするクロスオー

バーで実施し，ツール使用時と未使用時の比較を行っ

た．クロスオーバー実験とは，複数の被験者を無作為

に 2 群に分け，それぞれの群に介入実験と非介入実験

を，順番を決めて行う実験である．この手法では介入

実験と非介入実験の間に十分な休息期間を取って持ち

越し効果の解消を行うことで，効果のばらつきを抑え

ることができる．持ち越し効果とは，介入による効果

が継続して被験者の意識や身体に影響を与えることで

ある． 

12 名の対象者を無作為に A 群(6 名)，B 群(6 名)の 2

つに分けて各群及び全体で介入効果を比較する．両群

ともに男子学生 5 名，女子学生 1 名で行った． 

手順を図 3 に示す．介入群は，①瞬き調査：瞬き回

数・瞬き我慢時間(以下，我慢時間)の測定 ②介入：動

画視聴（1 時間）③瞬き調査の測定，を行う．A 群は 1

回目に，B 群は 2 回目にツールによる介入を行った．

また，1 回目と 2 回目の間に 2 日間の休息期間を設け

た．また，実験終了後，④アンケートに回答してもら

った．  

今回の実験では被験者間の条件をそろえるために警

告音は固定した．  

   

図 3：クロスオーバー実験の流れ 

4.2 評価指標 

本実験では，介入実験・非介入実験の前後における

瞬き回数と我慢時間，ツールに関するアンケートを評

価指標にすることとした． 

瞬き回数と瞬き我慢時間は，図 4 に示す順天堂大学

が公開・配信しているスマートフォンアプリケーショ

ン「ドライアイリズム」(13)を利用して測定した．実験

前の測定は被験者間の目の渇き度合いをリセットする

ために，10 分間 VDT 機器を見ない休憩時間をとって

から測定した．  

ツールに関するアンケートでは，図 5 に示す

Visual analogue scale(以下，VAS)を使用したツール

使用し，感じる煩わしさの主観的評価を，自由記述で

ツール使用のメリット・デメリット，改善点を聞い

た．VAS とは，本来回答者が感じる主観的な痛み

を，視覚的に 0∼10 の 11 段階で数値化するものであ

る．本実験では，煩わしさを主観的に数値化して評価

するために使用したため，値が 10 に近づくほど使用
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者が煩わしさを強く感じているものとする． 

 

図 4：ドライアイリズム 

 

 

図 5：Visual analogue scale 

4.3 分析方法 

本実験では，開発したツールの介入によって，VDT

機器使用中の大学生の瞬き回数の増加及び，ドライア

イ改善効果，ツールの使用感と改善点を考察した． 

4.3.1 瞬き回数の増加 

すべての介入・非介入時における瞬き回数の前後差

を算出する．その後，A 群の介入時と B 群の介入時の

間，A 群の非介入時と B 群非介入時の間のそれぞれで，

F 検定及び t 検定にかけ，群間の持ち越し効果の差の

有無を検証する．差が見られなかった場合，被験者全

体で対応のある t 検定にかけ，ツールの介入による瞬

き促進効果を検証する．差がみられた場合は，その理

由を考察する． 

4.3.2 ドライアイ改善効果 

すべての介入・非介入時における瞬き我慢時間の前

後差を算出する．その後，A 群の介入時と B 群の介入

時の間，A 群の非介入時と B 群非介入時の間のそれぞ

れで，F 検定及び t 検定にかけ，群の間の持ち越し効

果の差の有無を検証する．差がみられなかった場合，

被験者全体で対応のある t 検定にかけ，ツールの介入

によるドライアイ改善効果を検証する．差がみられた

場合は，その理由を考察する． 

4.3.3 ツールの使用感 

事後アンケートにおいて，ツールの使用感を聞き，

ツールや実験の改善点を考察した． 

5. 結果・考察 

5.1 瞬き回数 

5.1.1 群の間の持ち越し効果の差の有無の検証 

表 1：瞬き回数における持越効果の差の有無 

検定対象 F 値・t 値 持ち越し効果の差 

A群非介入時 

B群非介入時 

F= 0.065 

t= 0.391 

無し 

A 群介入時 

B 群介入時 

F= 0.020 

t= 0.471 

無し 

A 群の介入時と B 群の介入時の間，A 群の非介入時

と B 群の非介入時の間のそれぞれで，群の間の持ち越

し効果の差の有無を検証した結果を表 1 に示す．A 群

非介入時と B 群非介入時で F 検定を行った結果，

F=0.065 となり 0.05 以下であったため，分散が等しく

ないことが分かった．次に，分散が等しくない場合の

対応のない t 検定を行った結果，t=0.391 となり 0.05

より大きいため，検定対象の間に差がないことが分か

った． 

同様に，A 群介入時と B 群介入時で F 検定を行った

結果，F=0.020 となり 0.05 以下であったため，分散が

等しくないことが分かった．次に，分散が等しくない

場合の対応のない t 検定を行った結果，t=0.471 とな

り 0.05 より大きいため，検定対象の間に差がないこと

が分かった． 

以上から，瞬き回数において，A 群 B 群どちらにお

いても持ち越し効果による差がみられないと考えられ

る． 

5.1.2 瞬き促進効果の検証 

5.1.1 において A 群の介入時と B 群の介入時，A 軍

の非介入時と介入時の間には差が見られなかったため，

被験者全体の非介入時と介入時の間で対応のある t 検

定を行った．その結果，p=0.03 となり，0.05 よりも小

さいため，非介入時と介入時の間には有意な差がある

ことが分かった． 

また，被験者全体の前後差を非介入実験時と介入実

験時のそれぞれで平均した結果，非介入時で約 0.5 回

だったが，介入時は約7.4回に増加した(図 6)．ここで，

算出した平均値は大きくなるほど瞬きが促進された可

能性が高いと考えられる． 
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図 6：全体の瞬き回数の前後差の平均 (N=12) 

5.1.3 瞬き促進効果に関する考察 

瞬き回数において，A 群 B 群どちらにおいても持ち

越し効果による差が見られなかったこと，被験者全体

の非介入時と介入時の間に有意な差があること，被験

者全体の瞬き回数の前後差の平均において，非介入時

と比較して介入時の値が大きいことから，ツールの介

入によって介入直後の VDT 機器使用中の瞬きが促進

されたと考えられる． 

よって，瞬き減少を音で知らせて瞬き促進するツー

ルの有効性が示唆された． 

5.2 瞬き我慢時間 

5.2.1 群ごとの持ち越し効果の差の有無の検証 

表 2：我慢時間における持越効果の差の有無 

検定対象 F 値・t 値 持ち越し効果の差 

A群非介入時 

B群非介入時 

F= 0.637 

t= 0.091 

無し 

A 群介入時 

B 群介入時 

F= 0.144 

t= 0.283 

無し 

A 群の介入時と B 群の介入時の間，A 群の非介入時

と B 群の非介入時の間のそれぞれで，群の間の持ち越

し効果の差の有無を検証した結果を表 2 に示す．A 群

非介入時と B 群非介入時で F 検定を行った結果，

F=0.63 となり 0.05 以上であったため，分散が等しい

ことが分かった．次に，分散が等しい場合の対応のな

い t 検定を行った結果，t=0.09 となり 0.05 より大き

いため，検定対象の間に差がないことが分かった． 

同様に，A 群介入時と B 群介入時で F 検定を行った

結果，F=0.14 となり 0.05 以上であったため，分散が

等しいことが分かった．次に，分散が等しい場合の対

応のない t 検定を行った結果，t=0.28 となり 0.05 以

上であったため，検定対象の間に差がないことが分か

った． 

以上から，我慢時間において，A 群 B 群どちらにお

いても持ち越し効果による差がみられないと考えられ

る． 

5.2.2 ドライアイ改善効果の検証 

5.2.1 において，A 群の介入時と B 群の介入時，A 軍

の非介入時と介入時の間には差が見られなかったため，

被験者全体の非介入時と介入時の間で対応のある t 検

定を行った．その結果，p=0.3337 となり，0.05 以下で

あったため，非介入時と介入時の間には有意な差がな

いことが分かった． 

更に，被験者全体での我慢時間の実験前後の差の平

均値を算出した結果，非介入時で 2.0 秒減少したが，

介入時は約 0.5 秒の減少に留まった(図 11)．ここで，

算出した平均値は大きくなるほど瞬きを我慢できた時

間が実験前と実験後の変化が少なく，ドライアイが改

善された可能性が高いと考えられる． 

 

図 7：全体の我慢時間の差の平均 (N=12) 

5.2.3 ドライアイ改善効果に関する考察 

我慢時間において，A 群 B 群どちらにおいても持ち

越し効果による差が見られなかったこと，6.1.1 におい

て瞬き回数の増加が見られたこと，被験者全体の非介

入時と介入時の間に有意な差が見られないこと，被験

者全体の瞬き回数の前後差の平均において非介入時と

比較して介入時の値が少し大きいことから，本実験の

介入期間が短かったため，瞬き回数の増加によるドラ

イアイ改善効果がみられなかった可能性が考えられる．

そのため，ツールの導入を長期間にして検証する必要

があると考えられる． 

5.3 VAS による煩わしさの主観評価 

5.3.1 VAS による煩わしさの主観評価の結果 

図 8 に示す VAS による煩わしさの主観評価の結果

から、A 群と比較して B 群のほうが音による警告に煩

わしさを感じていた被験者が多いことが分かった． 
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図 8：VAS を使用した煩わしさの主観評価 

5.3.2 VAS による煩わしさの主観評価の考察 

A 群と比較して B 群のほうが音による警告に煩わし

さを感じていた被験者が多い原因として，B 群は介入

実験の直後にアンケート調査を行ったことで煩わしさ

の主観評価値が高くなった可能性が考えられる．その

ため，主観評価には介入直後に回答してもらう必要が

あると考えられる． 

また別の原因として，普段から目が細く，EAR 値が

元から「0.4」に近い値を示すため頻繁に警告音が再生

されてしまった被験者がB群に多かった可能性も考え

られる．そのため，普段から目が細い被験者に対して

瞬き減少の警告を行う条件を適宜変更するツールのシ

ステム変更が必要だと考えられる． 

5.4 自由記述の質問 

5.4.1 自由記述の質問の結果 

また，事後アンケートで実施した瞬き促進ツールの

使用感に関する自由記述では，表 3 に示すツールに関

する肯定的な意見や改善点が挙げられた． 

表 3：事後アンケート(自由記述) 

質問項目 回答内容 

ツールの使用

によるメリッ

トを教えて下

さい 

音が聞こえたら瞬きする習慣がつ

きそう 

瞬きが意識的にも無意識的にも増

えた気がする 

音が鳴ることを防ごうとして意識

的に瞬きが増えた 

普段の瞬き回数が少ないことに気

が付いた 

ツールの使用 警告音が長い 

によるデメリ

ットについて

教えて下さい 

警告音が大きい 

集中が少し途切れてしまう 

最初の 5 分くらいは気が散る 

ツールの改善

点について教

えてください 

音量調節ができるようにしてほし

い 

目を認識できていないときにも警

告音で知らせてほしい 

警告音を短くしてほしい 

最後に瞬き回数が多かったか少な

かったかを知りたい 

警告音がかなり煩わしいため，音

以外の警告方法を試したい 

警告回数が一定回数を超えた際に

警告音を変えることで，「慣れ」に

よる警告無視を防ぐことができそ

う 

5.4.2 自由記述の質問の考察 

ツール使用のメリットに関する質問において，「音が

聞こえたら瞬きする習慣がつきそう」「音が鳴ることを

防ごうとして意識的に瞬きが増える」という意見が多

く見られたことから，ツールを継続して使用すること

で，使用者が意識的に瞬きする状態から，無意識に瞬

きする状態に遷移する可能性があると考えられる． 

また，ツールのデメリットに関する質問において，

警告音に関する意見が多く見られたこと，改善点に関

する質問において「警告音がかなり煩わしいため，音

以外の警告方法を試したい」という意見が見られたこ

とから，先行研究において挙げられた画面に警告を表

示する場合との煩わしさの比較をする必要があると考

えられる． 

6. おわりに 

本研究では，介入によって介入直後の VDT 機器使

用中の意識的な瞬きを増加させることが示唆された．

また，それによって開発した瞬き促進ツールの有効性

が示唆された． 

今後は，介入期間の延長によるドライアイへの影響

の検証やツール導入後の瞬き促進効果の存続期間の検

証，画面に警告を出す瞬き促進ツール使用時と本ツー

ル使用時の煩わしさの主観評価の比較を検討していく． 
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1人 1台端末が普及した後の小中学生と教員の認識 

ー小中学生の情報活用能力と教員の教授・学習観に着目してー 
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Study of Recognition Both Elementary and Junior High School 

Students and Teachers after Students had Their Own Mobile 

PC: Focusing on Students' Ability to Use Information and 

Teachers' Views on Teaching and Learning 

Takeshi Kitazawa*1, Yutaka Ito*2, Masaki Kurotobi*3, Megumi Nakamura*4, Yasushi Mouri*5,  
Shigekazu Watanabe*6, Akira Watabe*7, Yoshimi Ishizaka*8, Kanji Akahori*8 
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*3 Yachiyo City Education Center, *4 Tsukuba City Comprehensive Education Research 

Institute, *5 Tsukuba City Midorino Gakuen Compulsory Education School,  
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*8 ICT CONNECT 21 

本研究では，GIGAスクール構想の実現により，小中学生 1人 1台端末の環境整備が整った後で，小

中学生の情報活用能力にどのような特徴があるか，小中学校の教員の教授・学習観にどのような変化が

認められるか，小中学校の教員が抱える問題を明らかにすることを目的とした．その結果，小中学生の

情報モラルに対する認識が高いが，教員は情報モラルに関する問題を抱えることや，小学校教員の構成

主義的教授・学習観が向上していることなどが分かった． 

キーワード: GIGAスクール構想，小中学生，1人 1台端末，情報活用能力，教授・学習観 

1. はじめに 

GIGAスクール構想の実現とCOVID-19の影響によ

り，2021年 7月末時点では，全国の公立の小学校等の

96.1％，中学校等の 96.5％が，「全学年」または「一部
の学年」で児童生徒 1人 1台端末の利活用が開始され

た(1)．これにより，学習指導要領の総則に記載されて

いる「情報活用能力の育成を図るため，各学校におい

て，コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報

手段を活用するために必要な環境を整え，これらを適

切に活用した学習活動の充実を図ること」ができる環

境整備が整ってきている(2)．2021年度は，小中学生の

情報活用能力が全体的に向上していることが予想され

るが，情報活用能力のどのような観点に向上が認めら

れるかについて，明らかにすることが求められる． 
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COVID-19の影響で，オンライン授業を余儀なくさ

れたり，感染予防のために，対面授業とオンライン授

業を同時に行うハイブリット授業（ハイフレックス型

授業）を実施したりする自治体や学校が存在してきて

いる(3)．小中学校の教員に着目すると，児童生徒１人

１台端末を用いた教員の授業力や，教授・学習観(4)に

ついてもまた，1 人 1 台端末の環境整備や様々な授業

形態を実施する前に比べて変化していると予想される．

そして，小中学校の教員は，端末の環境整備に関する

課題のみならず，端末を活用した授業方法に関する課

題など，多様な課題が生じていることが予想されるが，

実際にどのような課題が生じているかを明らかにする

ことが，今後の 1人 1台端末を活用した教員の指導力

を向上させる上で重要と考える． 

以上より，本研究の目的として，第一に，1 人 1 台

端末が導入された小中学生の情報活用能力に着目し，

その特徴を明らかにする．第二に，小中学校の教員の

教授・学習観の変化について，筆者らが行った 2020年

度の調査(5)と直接比較することで，児童生徒 1人 1台

端末導入前後での変化を明らかにする．第三に，児童

生徒 1人 1台端末に対して小中学校の教員が抱える問

題点を明らかにするために，「児童生徒１人１台端末の

対応に苦慮していること」を自由記述で問うことでそ

の特徴を明らかにする．具体的には，次の調査１〜３

を行い，その結果を報告する． 

・調査１：小中学生の情報活用能力に対する認識の調

査 

・調査２：小中学校の教員に対する教授・学習観の調

査 

・調査３：児童生徒 1人 1台端末に対する小中学校の

教員が抱える問題の調査 

2. 調査１ 

小中学生の情報活用能力に対する認識の調査につい

て述べる． 

2.1 対象と調査日 

本調査は東京都と神奈川県内の小学生 278名（小４：

118 名，小 5：85 名，小 6：75 名）および，東京都と

神奈川県，福島県内の中学生 161 名（中 1：52 名，中

２：77 名，中３：32 名）を対象に実施した．調査日

は，2021年 12月 21 日〜2022年 1月 17 日であった． 

2.2 方法 

情報活用能力に対する小中学生の認識を明らかにす

るために，村上ほか（2021）(6)を参考に， Webによる

質問紙調査を行った．質問項目は，第一に，「1人 1台

のコンピュータでタイピング練習を行っている」，「授

業中に，1 人 1 台のコンピュータで自分の考えをまと

めることを行っている」など，1 人 1 台端末の活用に
関する問いを全５項目４件法（１．そう思わない，２．

どちらかと言えばそう思わない，３．どちらかと言え

ばそう思う，４．そう思う）で問うた． 

第二に，「チャットなどの文章をキーボードで早く打

つことができる」，「ファイルを保存して，フォルダに

整理することができる」など，端末を使ってできるこ

とを４件法（１．できない，２．どちらかと言えばで

きない，３．どちらかと言えばできる，４．できる）

で問うた． 

得られた回答結果は，第一に，肯定的，あるいは否

定的な傾向を分析するために，尺度（４件法）の中央

値（2.5）を閾値とする母平均の検定（t 検定）を実施

した． 

第二に，小中学生の認識の差異を明らかにするため

に，t 検定を用いて比較分析した． 

第三に，「１人１台のコンピュータを使うようになっ

て，あなたができるようになったことを自由に書いて

ください」の自由記述を問い，KH Coder 3 の共起ネ

ットワーク分析と対応分析の特徴を分析した． 

2.3 結果と考察 

2.3.1 質問紙調査の結果（小学生） 

表１は，小学生に情報活用能力に対する認識を問う

た結果を示した表である．得られた回答結果について，

尺度（４件法）の中央値（2.5）を閾値とする母平均の

検定（t 検定）を行った結果，「17．インターネット上

には，役立つ情報のほかに正しくない情報や危険な情

報もあることをよく考えることができる（t(277)=21.5,  
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p<.01, M=3.47）」など，20 項目中 18 項目に有意差

が認められた．有意差が認められた項目の平均値に着

目すると，全て 2.5 を上回っていることから，有意差

が認められた項目は全て肯定的であることが分かった． 

一方，「４．授業中に，自分の判断で，1人 1台のコ

ンピュータを使って友達と考えを共有することを，先

生が認めてくれている（t(277)=1.43, n.s.）」，「10．コ
ンピュータでプログラミングアプリ（Scratch 等）を

使ってプログラムを作ったり，直したりすることがで

きる（t(277)=0.57, n.s.）」の２項目は，有意差が認め

られなかった．有意差が認められなかったという結果

は，学級担任によって端末を使って友達と考えを共有

することを認めたり認めなかったりすることや，プロ

グラミングを行う機会を設けたり設けなかったりする

可能性が考えられる．この実態を追究するとともに，

これらの認識を高めることが求められる． 

2.3.2 質問紙調査の結果（中学生） 

表２は，中学生に情報活用能力に対する認識を問う

た結果を示した表である．得られた回答結果について，

尺度（４件法）の中央値（2.5）を閾値とする母平均の

検定（t 検定）を行った結果，20 項目中，14 項目に有

意差が認められた．有意差が認められた項目の平均値

表１ 質問紙調査の結果（小学生） 

質問項目 
小学生（n=278） 

M Se t 値 p 値   r 

1 1 人 1 台のコンピュータでタイピング練習を行っている． 2.71 0.07 2.92 .00 ** .17 

2 授業中に，1 人 1 台のコンピュータで自分の考えをまとめることを行っている． 3.26 0.06 13.73 .00 ** .64 

3 授業中に，1 人 1 台のコンピュータで友達と考えを共有することを，先生の指示で行

っている． 3.52 0.05 21.66 .00 ** .79 

4 授業中に，自分の判断で，1 人 1 台のコンピュータを使って友達と考えを共有するこ

とを，先生が認めてくれている． 2.60 0.07 1.43 .15  .09 

5 1 人 1 台のコンピュータを持ち帰って，家で勉強のために使っている． 3.23 0.06 12.59 .00 ** .60 

6 チャットなどの文章をキーボードで早く打つことができる． 2.65 0.06 2.41 .02 * .14 

7 ファイルを保存して，フォルダに整理することができる． 2.79 0.07 4.15 .00 ** .24 

8 保存したファイルを整理して，すぐに見つけることができる． 2.79 0.07 4.27 .00 ** .25 

9 必要な情報をインターネットで検索して見つけることができる． 3.64 0.04 29.38 .00 ** .87 

10 コンピュータでプログラミングアプリ（Scratch 等）を使ってプログラムを作った

り，直したりすることができる． 2.54 0.07 0.57 .57  .03 

11 コンピュータで，ものごとを比べて，似たことや違うことを考えることができる． 2.86 0.06 6.24 .00 ** .35 

12 調べたことを簡単な絵や図に整理することができる． 2.82 0.06 5.03 .00 ** .29 

13 調べたことを表やグラフに整理することができる． 2.69 0.07 2.81 .01 * .17 

14 文や写真，動画などを組み合わせて，まとめることができる． 3.04 0.06 8.65 .00 ** .46 

15 声の大きさや間の取り方を工夫しながら，コンピュータを使って発表することができ

る． 2.82 0.06 5.00 .00 ** .29 

16 コンピュータで，友達が書いたり作ったりしたものを大切にすることができる． 3.47 0.05 20.59 .00 ** .78 

17 インターネット上には，役立つ情報のほかに正しくない情報や危険な情報もあること

をよく考えることができる． 3.47 0.05 21.49 .00 ** .79 

18 コンピュータやインターネットの使いすぎによる健康への影響をよく考えることがで

きる． 3.11 0.06 10.92 .00 ** .55 

19 遠くの人と話すために，テレビ会議システム（Zoom，Teams，Meet など）を使うこ

とができる． 2.90 0.07 5.87 .00 ** .33 

20 テレビ会議システム（Zoom，Teams，Meet など）を使って，複数人で話し合うこと

ができる． 2.77 0.07 3.77 .00 ** .22 

 *p<.05, **p<.01 
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に着目すると，全て 2.5 を上回っていることから，有

意差が認められた項目は全て肯定的であることが分か

った． 

一方，項目４（自分の判断で共有），項目５（持ち帰

り），項目６（キーボード入力），項目 19（テレビ会議

システムの操作），項目 20（テレビ会議システムでの

話し合い）の４項目は，有意差が認められなかった．

これらの認識を高めるための手立てについて，検討す

ることが求められる． 

2.3.3 質問紙調査の結果（小中学生の比較） 

表３は小学生と中学生の情報活用能力に対する認識

の差異を t 検定で比較分析した結果を示している．こ

の結果，項目５（持ち帰り），項目 10（プログラミン

グ教育），項目 17（情報の信頼性），項目 20（TV 会議

システムの話し合い）に有意差が認められ，項目５，

17，20は平均値に着目した結果，全て，小学生の認識

が上回っていた．項目 10 は中学生の認識が小学生よ

りも下回っていたことが分かった． 

2.3.4 質問紙調査の結果（小中学生の比較） 

図１は，「１人１台のコンピュータを使うようになっ

て，あなたができるようになったことを自由に書いて

ください」の自由記述（317 件）の共起ネットワーク

分析を行った図である．結果，小中学生の自由記述か

ら以下の知見が得られた． 

(1) 学校の授業や家でコンピュータを使うことができ

るようになったこと． 

(2) 自分の考えや友だちの意見を共有できるようにな

ったこと． 

(3) ローマ字入力やキーボード入力のタイピングが早

くなったこと． 

(4) インターネット検索ができるようになったこと． 

(5) プレゼンテーションソフトで資料を作って発表す

ること． 

(6) 授業支援アプリや協働学習アプリが使えること． 

(7) 以前よりも理解できるようになったこと． 

(8) 調べて分かるようになったこと． 

 図２は，小学生と中学生のそれぞれにおいて，自由

記述の特徴を明らかにするために対応分析を行った結

果を示した図である．結果，中学生は「端末の使い方

を理解できるようになった」という回答が特徴的であ

った．これに対し，小学生は「ローマ字」や「プログ

ラミング」「発表」や「プレゼンテーション」，「インタ

ーネット」「検索」ができるようになったことが特徴と

して抽出された． 

3. 調査２ 

小中学校の教員に対する教授・学習観の調査につい

て述べる． 

3.1 対象と調査日 

本調査の対象は，全国の小中学校の教員に対して，

Webによる質問紙調査を行った． 

 

表２ 質問紙調査の結果（中学生） 

質問

項目 
中学生（n=161） 

M Se t 値 p 値   r 

1 2.67 0.10 1.78 .08  .14 

2 3.27 0.07 10.82 .00 ** .65 

3 3.40 0.07 12.61 .00 ** .70 

4 2.66 0.09 1.81 .07  .14 

5 2.63 0.10 1.27 .21  .10 

6 2.65 0.08 1.85 .07  .14 

7 2.81 0.08 3.79 .00 ** .29 

8 2.74 0.08 2.87 .00 ** .22 

9 3.70 0.05 26.09 .00 ** .90 

10 2.14 0.08 -4.31 .00 ** .32 

11 2.98 0.07 6.55 .00 ** .46 

12 2.86 0.08 4.56 .00 ** .34 

13 2.84 0.08 4.17 .00 ** .31 

14 3.01 0.07 6.89 .00 ** .48 

15 2.82 0.08 4.14 .00 ** .31 

16 3.53 0.06 16.43 .00 ** .79 

17 3.65 0.05 21.71 .00 ** .86 

18 3.14 0.07 8.86 .00 ** .57 

19 2.43 0.09 -0.70 .49  .05 

20 2.47 0.09 -0.30 .77   .02 

  *p<.05, **p<.01 
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表３ 質問紙調査の結果（小中学生の比較） 

質問項目 

小学生 
（n=278） 

中学生 
（n=161） p 値 

  
d 

M SD M SD   

1 1 人 1 台のコンピュータでタイピング練習を行っている． 2.71 1.19 2.67 1.22 .75 n.s. .03 

2 授業中に，1 人 1 台のコンピュータで自分の考えをまとめることを行ってい

る． 3.26 0.92 3.27 0.90 .93 n.s. .01 

3 授業中に，1 人 1 台のコンピュータで友達と考えを共有することを，先生の

指示で行っている． 3.52 0.79 3.40 0.90 .15 n.s. .15 

4 授業中に，自分の判断で，1 人 1 台のコンピュータを使って友達と考えを共

有することを，先生が認めてくれている． 2.60 1.13 2.66 1.11 .58 n.s. .05 

5 1 人 1 台のコンピュータを持ち帰って，家で勉強のために使っている． 3.23 0.97 2.63 1.27 .00 ** .55 

6 チャットなどの文章をキーボードで早く打つことができる． 2.65 1.05 2.65 1.00 .96 n.s. .00 

7 ファイルを保存して，フォルダに整理することができる． 2.79 1.16 2.81 1.05 .81 n.s. .02 

8 保存したファイルを整理して，すぐに見つけることができる． 2.79 1.14 2.74 1.06 .63 n.s. .05 

9 必要な情報をインターネットで検索して見つけることができる． 3.64 0.65 3.70 0.58 .36 n.s. .09 

10 コンピュータでプログラミングアプリ（Scratch 等）を使ってプログラムを

作ったり，直したりすることができる． 2.54 1.15 2.14 1.07 .00 ** .36 

11 コンピュータで，ものごとを比べて，似たことや違うことを考えることがで

きる． 2.86 0.96 2.98 0.93 .19 n.s. .13 

12 調べたことを簡単な絵や図に整理することができる． 2.82 1.07 2.86 0.99 .74 n.s. .03 

13 調べたことを表やグラフに整理することができる． 2.69 1.13 2.84 1.03 .16 n.s. .13 

14 文や写真，動画などを組み合わせて，まとめることができる． 3.04 1.03 3.01 0.93 .76 n.s. .03 

15 声の大きさや間の取り方を工夫しながら，コンピュータを使って発表するこ

とができる． 2.82 1.08 2.82 0.98 .97 n.s. .00 

16 コンピュータで，友達が書いたり作ったりしたものを大切にすることができ

る． 3.47 0.79 3.53 0.80 .42 n.s. .08 

17 インターネット上には，役立つ情報のほかに正しくない情報や危険な情報も

あることをよく考えることができる． 3.47 0.75 3.65 0.67 .01 * .25 

18 コンピュータやインターネットの使いすぎによる健康への影響をよく考える

ことができる． 3.11 0.93 3.14 0.92 .73 n.s. .03 

19 遠くの人と話すために，テレビ会議システム（Zoom，Teams，Meet など）

を使うことができる． 2.90 1.14 2.43 1.19 .00 ** .40 

20 テレビ会議システム（Zoom，Teams，Meet など）を使って，複数人で話し

合うことができる． 2.77 1.18 2.47 1.19 .01 * .25 

  *p<.05, **p<.01 

図１ 共起ネットワーク分析（小中学生）          図２ 対応分析（小中学生） 
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小学校教員について，2020年度は 315 名，2021年

度は 413 名の回答を得た．中学校教員について，2020

年度は 162 名，2021年度は 249 名の回答を得た． 

調査日について，2020 年度は，2020 年 12 月 1 日

〜2020年 12月７日，2021年度は，2021年 12月 24

日〜2021年 12月 31 日であった． 

3.2 方法 

質問項目は教授・学習観尺度（計８項目（５件法）：

構成主義的教授・学習観，問１，３，５，７，直接伝

達主義的教授・学習観，問２，４，６，８）(4)を実施し

た（表４，５）．得られた回答結果について，2020 年

度と 2021年度の平均値を t 検定で比較分析した． 

3.3 結果と考察 

表４は，小学校教員を対象とした質問紙調査につい

て，年度比較を行った結果を示した表である．年度間

で t 検定を行った結果，「3．児童生徒は自ら問題解決

方法を発見することで，よく学ぶことができる

（t(625)=2.48, p<.05, M2020=4.05, M2021=4.25）」，「5．

教師としての自分の役割は，児童生徒の疑問の探求を

支援することである（t(633)=2.42, p<.05, M2020=3.88, 

M2021=4.05）」，「7．特定のカリキュラム内容よりも，

思考と推論の過程の方が重要である（t(697)=2.23,  

表４ 質問紙調査の結果（小学校教員） 

質問項目 
2020 年度 
（n=315） 

2021 年度 
（n=413） p 値   d 

M SD M SD   

1 教師が答えや解法を示す前に、児童生徒自

身で考えることが大切である． 4.19 1.09 4.27 1.05 .30 n.s. .08 

2 授業中の児童生徒の発言は常に正解ではな

くてもよい． 4.29 1.12 4.32 1.06 .66 n.s. .03 

3 児童生徒は自ら問題解決方法を発見するこ

とで，よく学ぶことができる． 4.05 1.12 4.25 0.98 .01 * .19 

4 よい教師は問題解決のための正しい方法を

示すものだ． 3.36 1.07 3.44 1.03 .32 n.s. .08 

5 教師としての自分の役割は，児童生徒の疑

問の探求を支援することである． 3.88 1.01 4.05 0.90 .02 * .18 

6 学習では知識の習得が重要であるから，授

業で知識を教えることは大切である． 3.64 1.00 3.77 0.92 .10 n.s. .13 

7 特定のカリキュラム内容よりも，思考と推

論の過程の方が重要である． 3.31 0.84 3.45 0.90 .03 * .16 

8 効果的な学習のためには，静かな教室が望

ましい． 3.38 1.07 3.53 1.02 .06 n.s. .14 

※問１，３，５，７：構成主義的教授・学習観，問２，４，６，８：直接伝達主義的教授・学習観          *p<.05, **p<.01 

 

表５ 質問紙調査の結果（中学校教員） 

質問項目 
2020 年度 
（n=162） 

2021 年度 
（n=249） p 値   d 

M SD M SD   

1 教師が答えや解法を示す前に、児童生徒

自身で考えることが大切である。 4.21 1.09 4.21 1.11 .98 n.s. .00 

2 授業中の児童生徒の発言は常に正解では

なくてもよい． 4.36 1.07 4.33 1.10 .75 n.s. .03 

3 児童生徒は自ら問題解決方法を発見する

ことで，よく学ぶことができる． 3.93 1.16 4.09 1.07 .17 n.s. .14 

4 よい教師は問題解決のための正しい方法

を示すものだ． 3.54 1.02 3.50 1.01 .66 n.s. .04 

5 教師としての自分の役割は，児童生徒の

疑問の探求を支援することである． 3.96 0.93 4.00 1.01 .69 n.s. .04 

6 学習では知識の習得が重要であるから，

授業で知識を教えることは大切である． 3.71 1.08 3.94 1.04 .04 * .21 

7 特定のカリキュラム内容よりも，思考と

推論の過程の方が重要である． 3.51 0.95 3.41 0.93 .31 n.s. .10 

8 効果的な学習のためには，静かな教室が

望ましい． 3.20 1.10 3.31 1.08 .34 n.s. .10 

※問１，３，５，７：構成主義的教授・学習観，問２，４，６，８：直接伝達主義的教授・学習観          *p<.05, **p<.01 

－138－



 

 

図３ 共起ネットワーク分析（小中学校の教員） 

 
p<.05, M2020=3.31, M2021=3.45）」の３項目（構成主義

的教授・学習観）に有意差が認められ，2021年度の平

均値のほうが有意に大きいことが明らかになった． 

表５は，中学校教員を対象とした質問紙調査につい

て，年度比較を行った結果を示した表である．年度間

で t 検定を行った結果，「6．学習では知識の習得が重

要であるから，授業で知識を教えることは大切である

（t(335)=2.10, p<.05, M2020=3.71, M2021=3.94）」の１

項目（直接伝達主義的教授・学習観）に有意差が認め

られ，2021年度の平均値のほうが有意に大きいことが

明らかになった．端末利用が増えると，知識定着が難

しいという認識が生じた可能性が考えられる． 

4. 調査３ 

児童生徒 1人 1台端末に対する小中学校の教員が抱

える問題の調査について述べる． 

4.1 対象と調査日 

3.1と同様に，本調査の対象は，全国の小中学校の教

員に対して，Webによる質問紙調査を行った．小学校

教員 413 名，中学校教員 249 名の計 662 名を対象と

した．調査日は，2021年 12月 24 日〜2021年 12月

31 日であった． 

4.2 方法 

「児童生徒１人１台端末の対応に苦慮していること 

図４ 対応分析（小中学校の教員） 

 
があれば，自由に記述してください」の問いを設定し

た．これに回答した 360 名（小学校教員 220 名，中学

校教員 140 名）の自由記述を対象に，KH Coder 3を
用いて，全体の回答の傾向，および，小学校教員，中

学校教員のそれぞれの回答の特徴を対応分析で分析し

た． 

4.3 結果と考察 

図３は，「児童生徒１人１台端末の対応に苦慮してい

ることがあれば，自由に記述してください」の自由記

述（360 件）の共起ネットワーク分析を行った図であ

る．結果，小中学校の教員の自由記述から以下の知見

が得られた． 

(1) 授業中の不具合やトラブル対応，接続に時間が

かかること． 

(2) 教員の ICT 機器（端末）が必要であること． 

(3) 家庭や教員によってスキルに差があること． 

(4) 児童生徒の端末が故障した時のことや児童生徒

の端末の学習利用について． 

(5) 通信環境，インターネットの整備について． 

(6) 端末の活用の効果について． 

(7) 児童生徒の端末操作について． 
(8) 情報モラルについて． 

図４は，小学校教員と中学校教員のそれぞれにおい

て，自由記述の特徴を明らかにするために，対応分析

の結果を示した図である．結果，中学校教員は「通信」
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「回線」「整備」の用語が抽出され，インターネット接

続に関する回答が特徴的であった．これに対し，小学

校教員は「学年」「接続」「アプリ」「情報」「モラル」

「難しい」が特徴として抽出された．情報モラルの認

識は教員と児童生徒にずれが生じていると思われる． 

5. まとめ 

本研究では，GIGA スクール構想の実現により，小

中学生 1人 1台端末の環境整備が整った後で，小中学

生の情報活用能力にどのような特徴があるか，小中学

校の教員の教授・学習観にどのような変化が認められ

るか，小中学校の教員が抱える問題を明らかにするこ

とを目的とした．その結果，以下の知見を得た． 

・小中学生の情報活用能力に対する認識は，概ね高か

ったが，小学生の「自分の判断で，1 人 1 台のコン

ピュータを使って友達と考えを共有すること」，「コ

ンピュータでプログラミングアプリ（Scratch 等）

を使ってプログラミングすること」の認識は有意に

高くはなかった． 

・小中学校の教員の教授・学習観に関する認識は，小

学校の教員の構成主義的教授・学習観の項目につい

て，1 人 1 台端末導入後に高まったが，中学校教員
は「学習では知識の習得が重要であるから，授業で

知識を教えることは大切である」の認識に向上が認

められた． 

・児童生徒 1人 1台端末に対する小中学校の教員が抱

える問題は，機器トラブル以外に，インターネット

接続（速さ）の問題，学習利用の問題，端末の効果，

情報モラルなどに分類された． 

・小中学生の「インターネット上には，役立つ情報の

ほかに正しくない情報や危険な情報もあることを

よく考えることができる」の認識は高いが，教員が

抱える問題では「情報モラル」が挙げられているこ

とから，情報モラルに関する児童生徒と教員の認識

に差が生じている可能性がある． 

 本研究の限界として，調査対象となった学校は，比

較的 1 人 1 台端末の利用が盛んな学校であったため，

これがあまり利用されていない学校の実態を把握する

ことが難しかった点がある．今後の課題として，端末

の利活用が活発ではない自治体や学校を対象とした調

査が求められる．更に，児童生徒の情報活用能力につ

いて，項目間の因果関係を追究しながら，情報活用能

力が身に付く過程を示すモデルの作成が求められる． 
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要旨 小学校「プログラミング教育」の必修化に伴い，プログラミング的思考の育成を企図した様々

な教育実践が行われている．しかし，多くの教育実践の現場においては，先行事例やそこで得られた

知見が十分に共有できておらず，授業を行う上で必要となる先行事例の情報をそれぞれの教師が独自

に調査しなければならない状況であり，教師自身が行おうとしている教育実践に適した事例を発見す

ることは非常に困難である．そこで，筆者らはこの知見を様々な実践に適用できるようにするために，

「知見マップ」の構築を目指している．知見マップの構築の前段階として，プログラミング教育に関

する先行事例を調査した．本稿では，この調査結果を報告する． 

キーワード: プログラミング教育，知見マップ，事例の調査

1. はじめに 

プログラミング教育は，小学校では 2020 年度から

必修化され，中学校では 2021 年度からの新学習指導

要領の全面実施に伴い拡充された．そのため，プログ

ラミング的思考の育成を企図した様々な教育実践が行

われてきた．これらの実践は，情報教育やプログラミ

ング教育を専門とする研究者や企業などの協力，先駆

的な教員，IE-School・ICT-School といった推進校で

先行的に実施されており，例えば，未来の学びコンソ

ーシアム（1）やベネッセ（2）などのプログラミング教育

ポータルサイトや，書籍（3）でも紹介されている．その

他，例えば，小林ほか（4）は，プログラミング教育を既

存教科の中で実施する事例として，小学校 3 年生国語

科でのビジュアルプログラミングアプリを活用して表

現する学習活動や，同 3 年生理科での条件分岐の考え

方を取り入れた活動について報告している．また，事

例集の作成や，モデルカリキュラムを示している自治

体や教育センターもある（5-，7）． 

その一方，多くの教育実践の現場においては，先行

事例や，そこで得られた知見が十分に共有できておら

ず，授業を行う上で必要となる先行事例の情報をそれ
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ぞれの教師が独自に調査しなければならない状況であ

る．合わせて，個々の教師がプログラミング的思考の

育成に必要となる具体的な方略などに関する知識を十

分に持っていない場合も多い．これらのことから，プ

ログラミング的思考の育成やプログラミング教育に関

する先行事例が多数存在していても，教師自身が行お

うとしている教育実践に適した事例を発見することは

非常に困難な状況である． 

そこで，筆者らはこれらの知見を様々な実践に適用

できるようにするための方法がないか，という点に着

目し，これを解決するために，1.プログラミング教育

を実践しようとする教授者が活用することを意識した

記述的分析による観点を明確化し，2. 1.の観点を教育

実践の先行事例に適用した「知見マップ」の構築を目

指している．知見マップ構築を実現するための先行事

例の分析には，3 つの観点「対象」「教材」「学習目標」

を定め，この 3 つの観点から得られる汎用的な項目を

統合する予定である．これらの項目を個々の先行事例

から得られた知見と結びつけ，「知見」を体系化した「知

見マップ」を構築することを最終的な目的としている． 

筆者らは，この知見マップを構築するために，教育

学・教育工学に関連する学会で報告されたプログラミ

ング教育に関する先行事例を調査した．本稿では，こ

の調査結果を報告する． 

なお，本稿では，プログラミング的思考を育成する

教育を含み「プログラミング教育」と表記する． 

2. 知見マップの概要 

本研究で提案する知見マップは，教育実践者が活用

することを意識して，授業実践の観点を記述的分析に

より明確化し，これを基に先行事例を体系化するもの

である．  

先行事例が多数存在しても，教師自身が行おうとし

ている教育実践に適した事例を発見することは困難で

あると考える．教育実践者が実際の教育現場と適合す

る先行事例を発見するためには，授業実践に関するさ

まざまな情報を考慮して検索する必要があるためであ

る．その際，検索のトリガーとなる観点が重要となる． 

本研究では，プログラミング教育の授業実践に関す

る観点として，「対象」，「教材」，「学習目標」の 3 点を

定めた．「対象」は学齢，人数，科目などの授業状況に

関すること，「教材」は授業内で使用する教具やメディ

アなど授業で利用するもの，「学習目標」は学習者に身

につけさせたい能力に関することである．ここから，

対象，教材，学習目標で使用する汎用的な「項目」を，

先行事例の論文・報告書等から記述的分析を用いて抽

出する．具体的には，各教育機関（小・中・高）で必

要とされる「対象」「教材」「学習目標」を整理した上

で，プログラミング教育に関する先行事例から，プロ

グラミング教育，および，教師特有の知見を抽出し，

各観点における項目を選定する．例えば「対象」では

「算数」や「小 3」，「教材」では「Scratch」や「タブ

レット」，「学習目標」では「手順の分解」や「誤りの

修正」などの項目がある．それぞれの項目を抽出した

後，これらを先行事例に付与し「知見マップ」を構築

する（図 1）．知見マップを活用することで，個別化さ

れた先行事例であっても体系的に提示できる． 

3. 調査方法 

知見マップ構築の前段階として，教育学・教育工学

に関連する学会で発表・報告されたプログラミング教

育に関する研究報告のうち，実際に授業や実験などで

 

図 1 知見マップ概要 
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プログラミングを利用した実践事例を調査した．具体

的には，2017〜2020 年度における教育システム情報

学会，日本教育工学会，日本教育工学協会，電子情報

通信学会，情報処理学会，情報科教育学会の全国大会・

研究会の計 180 件を対象とした．学会別の件数を表１

に示す． 

調査した報告書の中から，「学齢」，「教材（教具）」，

「学習目標」の 3 つの観点で，筆者らが手分けし目視

により情報を抽出した．なお，実施報告には，複数学

齢での実施，複数教材の利用が見られたため，下記の

ルールによって抽出することとした． 

＜学齢＞ 

• 小学生：小学 1 年生〜6 年生が実施 

• 小学低学年：小学 1,2 年生が実施 

• 小学中学年：小学 3,4 年生が実施 
• 小学高学年：小学 5,6 年生が実施 

• 中学生：中学 1〜3 年生が実施 

• 高校生：高校 1〜3 年生が実施 

• 大学生：大学 1〜4 年生が実施 

• 大学院生：大学院 1,2 年生が実施 

＜教材＞ 

• 具体的な教材名 

• 独自で開発したシステム 
• 企業などが開発しているシステム（Scratch，

micro:bit，Viscuit，mindostorm，その他の

教育用ソフト．ハード） 

• ロボット（ドローンを含む） 

• テキスト型 

• アンプラグド 

＜学習目標＞ 

研究目的ではなく，実践で児童，生徒，学生に身につ

けてほしい目標を抽出 
このうち，複数の単元の実践事例がまとめて報告され

ていたものについては，実践事例ごとに別の事例とし

て扱った．結果，実践事例はのべ 229 件となった． 

また，学齢については以下の通りとした．1 つの事例

に，複数学年にまたがるもの，または「小学生」「小学

高学年」といった記述があったものは， 1 つの実施事

例として扱い，単に複数の学齢での事例とした．加え

て， 1 つの実施事例に複数教材を利用している場合も，

1 つの実施事例で複数の教材を利用したものとして扱

った．  

ただし，学習目標に関しては本稿での報告からは除外

する．抽出された学習目標は非常に多岐にわたり，抽

象度が異なるものが多いため，それらの抽象度に応じ

て別に処理する必要があると判断したためである． 

4. 結果と考察 

4.1 プログラミング教育で利用された教材，実施した

学齢・科目 

4.1.1 教材 

まず，実践の中で利用されていた教材に着目する．

表 2 に各教材が利用されていた実践数を示す．最も多

かったのは「教育用アプリケーション」で 93 件であっ

た．「教育用アプリケ−ション」には Scratch や Viscuit

など，プログラミング教育用に企業が製品化している

アプリケーションを分類している．このうち Scratch

は 56 件と半数以上を占めている．Scratch は，「未来

の学びコンソーシアム」など Web サイトや書籍に実践

事例が多くあること，利用方法が簡易であること，無

料で利用できることから，利用数が多くなったと考え

られる．Scratch 以外の教育用アプリケーションも同

様に，それらのアプリケーションを利用した実施例や

事例の紹介があるものが多く，それらが利用件数を押

し上げていると推測できる．  

表 1 本研究で調査した研究報告数 

学会名 調査した報告集 件数 

教育システム 

情報学会 

全国大会論文集，研究

会報告集 
27 

（35） 

日本教育工学

会 

全国大会論文集，研究

会報告 
7 

（8） 

日本教育工学 

協会 

全国大会論文集 64 
（87） 

電子情報通信 

学会 

研究会(教育工学研究

会)報告 
25 

（32） 

情報処理学会 研究会(コンピュータ

と教育研究会)報告 
54 

（64） 

情報科教育学

会 

全国大会 3 
（3） 

（）内は実践事例として計上したのべ数 
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次に多かった教材は，独自開発システム（35 件）で

ある．ビジュアルプラグラミング，テキスト型を直接

記述するものなども含まれる．大学での初心者・初級

者用プログラミング教育に利用されているものや，小

学校などのプログラミング教育用に開発したシステム

の評価実験などが多く報告されていた．今回は学会で

の研究報告を対象としていたため，そうした研究報告

が多くなったのではないかと考えられる． 

その後にテキスト型（33 件），教育用ハード（26 件）

ロボット（18 件），教育用統合システム（16 件）など

となっている．「教育用ハード」とは micro:bit など，

プログラミング教育用にハードのみを製品化したもの，

「教育用統合システム」とは，MESH など，ロボット

やブロックなどとともに，それを動かすためのアプリ

ケーションが統合されている製品とした． 
4.1.2 学齢 

プログラミング教育の報告があった学齢を表 3 に

示す．複数学年にまたがる実践事例が多かったため，

のべ 491 件になった． 

校種別に確認すると，小学校は，特別支援学校を

含み 247 件あった．これは，2020 年度から始まった

プログラミング教育の必修に合わせて実施された授

業や実験の報告が多かったためだと考えられる．  
中学校，高校の報告数はそれぞれ 48 件，43 件と

小学校に比べて多くはない．中学校では，プログラ

ミング教育は教科「技術・家庭（技術）」で主に行わ

れている．しかし，調査対象の学会における発表では，

技術・家庭科の発表はそれほど多くなかった．例えば，

「日本産業技術教育学会（8）」のように技術教育に関す

る研究を主とした学会での報告を調査に加えると，違

った結果になる可能性が高い．高校では共通科目情報

科以外での事例件数が少なく，そのため件数が増えな

かったと考えられる．  
高等教育機関では，高専や大学の授業での実践内容

とともに，開発したシステムの評価実験などが多くあ

ったことから，件数も多くなっている． 

4.1.3 教科 

プログラミング教育が実施された科目ごとの事例件

数を表 4 に示す． 

もっとも事例が多かった教科は，大学での授業や実

表 3 プログラミング教育が実施された学齢 

学齢等 件数   学齢等 件数 

未就学 2   高 1 13 
    高 2 14 

小 1 24   高 3 13 

小 2 26   
特別支援・高等

部 
3 

小 3 32   高校計 43 

小 4 43     

小 5 51   高専 3 

小 6 62   B1 2 

特別支援・小

学部 
9   B2 34 

小学校計 247   B3 38 
    B4 32 

中 1 16   修士 30 

中 2 14   
教職科目（大

学） 
3 

中 3 18   
高専・短大・大

学計 
142 

特別支援・中

学部 
0       

中学校計 48   教員研修 1 

    
その他（保護者

など） 
8 

 

表 2 プログラミング教育で利用されている教材 

教材名 件数 

教育用アプリケーション 

（Scratch） 
（Viscuit） 

93 
（56） 
（11） 

独自開発システム 35 

テキスト型 33 

教育用ハード 

（micro:bit） 
26 

（20） 

ロボット 18 

教育用統合システム 16 

アンプラグド 7 

その他 2 

不明 31 
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験などである．次に「課外活動」，ついで「総合的な学

習（探究）の時間」となる．主要科目では「算数・数

学」が一番多く，ついで「理科」となっている．「総合

的な学習の時間」「算数」「理科」は，文部科学省（以

下 文科省）の「小学校でのプログラミング教育の手

引き（9）」に記載されている科目であることから，これ

らの科目の先行事例が多い結果になったと考えられる．  

4.2 教材と学齢との関係 

プログラミング教育で利用された教材と実施した学

齢との関係を確認した．図 2 に結果を示す．なお，「教

育アプリケーション」の中で Scratch の占める割合が

高いことから，教育アプリケーションとは別に示す． 

校種別で確認すると，小学校では，企業などが製品

化したプログラミング教材が，すべての学年で 50％を

超える．中でも Scratch は殆どの学年で 20%ほどにな

る．小学校では，これまでに利用実績が多く，事例や

知見がある教材が好まれる傾向があると考える． 

中学校，高校でも，企業などが開発したシステムの

利用が約 30％になる．その一方で，中学ではロボット

やテキスト型の利用率が，高校では，テキスト型の利

用率が上がる．中高でのプログラミング教育の内容の

変化とともに，利用教材も変化していると考えられる． 

大学・大学院では，再び Scratch の利用率が高くなる．

これは，大学内でのプログラミング初心者に対する教

育で利用したものや，小学校で利用することを想定し

た実験があったためである．また，大学では独自で開

発したシステムの割合も高い．これは，大学の研究室

でプログラミング教育用のシステムを開発し，その評

価実験を学内で実施している場合が多いことが影響し

ている．  

4.3 学齢と教科の関係 

プログラミング教育を実施した学齢と教科の関係を

確認した（図 3）．大学での授業等は多岐にわたり分類

が困難なため，大学の事例を除外する．  
どの学齢も「課外活動」の割合が高い．課外活動の

多くが，教育センターや大学主体の事例のため，学会

での報告数が多かったと考える． 

小学校では，「道徳」を除く全ての教科で事例がある

一方，「算数」と「社会」は，1，2 年生での事例がなか

った．1，2 年生の「算数」では，足し算，引き算，数

の読み方となど，プログラミング教育が実施しにくい

教育内容であることがその理由であると考えられる．

「総合的な学習の時間」，「理科」，「算数」の割合も高

い．これらの科目は，新学習指導要領において，プロ

グラミング学習活動を取り入れる場面の例示があり（10）

合わせて，理科・算数の教科書には，プログラミング

に関する内容があることから，事例が多くなったと考

えられる． 

中学校では，3 学年すべてで「技術・家庭（技術分

野）」の割合が 40%を超える．技術分野も新学習指導要

領に関する記述の中で，指導計画などの例示があり，

また，教科書にプログラミングに関する内容が多くあ

ることから，事例が多くなっていると考える． 

高校では，「情報」の割合が高い．新学習指導要領の

「情報 I」の内容を先行して実施した事例もあった．今

後，先進的な高校から「情報Ⅰ」「情報Ⅱ」での事例が

増えることで，それらの知見を基にした実践が他の高

表 4 プログラミング教育が実施された教科 

教科 件数 

国語 13 

算数・数学 18 

理科 16 

社会 6 

英語 4 

生活 3 

音楽 4 

体育 1 

図工 1 

道徳 0 

総合 23 

クラブ 8 

課外 36 

技術（中学校・高校） 12 

情報（高校のみ） 16 

特別活動（特別支援学校） 6 

大学（授業・実験） 61 

その他・小中高 9 

その他 22 

不明 9 
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校でも増加することが期待される．なお，「課外活動」

では小中高で連携したプログラミング教育の実施例が

あった． 

4.4 教科と教材との関係 

プログラミング教育を実施した教科と利用した教材

の関係を確認した（図 4）．4.3 同様，大学での事例は

除外する．  

社会以外の教科で教育用アプリケーションや

Scratch を利用している割合が高い．その中でも，

Scratch の利用率が高い科目（クラブ活動も含む）が

複数存在している．この点から，Scratch が多様な科

目に対応する教材できる教材であることがわかる． 

一方で，「総合的な学習（探究）の時間」では，教育

用ハードや教育用統合システム，ロボットを用いた割

合も高い．これらの教材の利用には，複数の授業時間

を費やす必要があるが，総合的な学習（探究）の時間

は，1 単元で利用できる授業時間の制限がなく，授業

設計の自由度が比較的高いため，こうした教材が利用

しやすいと考えられる． 

また，「課外活動」でも，様々な教材を利用している．

課外活動には，プログラミング教室のような長期間に

渡り実施した事例，イベントのように 1日で終了する

事例がある．長期に渡る事例には，テキスト型や，マ

イコンといったものが，短期の事例には，ロボットや

ドローンなどを利用した体験型が多かった．このよう

に多様な事例が存在することから，多様な教材が利用

されていると考えられる． 

5. まとめと今後の課題 

本稿では，「知見マップの構築」の前段階として，プ

ログラミング教育に関する先行事例を調査し，教材・

教科・学齢の観点から整理した．教材として最も利用

されていたのは Scratch であった．Scratch 以外の教

育用アプリケーションも利用数・割合とも高い．これ

らは，具体的な実践方法を教育実践者に提供している

ことが多い．特に Scratch は，先行事例も多く実践者

が情報を入手しやすい．これらが利用数を増加させた

と考えられる．独自開発システムの件数も多かったが，

1 つのシステムに対しての事例数が 1 つないし 2 つの

場合が多く，開発されたシステムが広く周知されてい

ない現状が反映されている．アンプラグドの事例件数

が少なかったのは，今回調査対象とした学会による影

響も大きいと考えられるため，各自治体や教育センタ

ーでの事例集なども含めて調査する必要がある． 

教科（大学を除く）では「課外活動」や「総合的な

学習（探究）の時間」での実施数が多い．課外活動は

その多くが，教育センターや大学主体の事例であった．

小学校では，「理科」「算数」の事例も多く見られた．

中学校になると「技術」，高校になると「情報」での事

例が多く，また，教材がロボットやテキスト型に変わ

るといった特徴も見られた． 

学齢は，小学校 5,6 年生での実施が多い．なお，1 つ

の事例が複数学年にまたがる場合も多く，工夫すれば

多くの学年で同様の実践が可能であることを示してい

る．これらの事実は，知見を共有する際の重要な要素

となるだろう． 

今後は，より多くの実践事例の調査を実施するとと

もに，「学習目標」について整理する必要があると考え

ている．これまでに抽出した「学習目標」にある要素

と，例えば，ベネッセのプログラミングで育成する 資

質・能力の評価規準（11）や，各教育センターで公表さ

れている情報活用能力に関するリスト（5-7）などとの関

係を整理し，本稿で報告した結果を含めて分析を進め，

事例を体系化させた「知見マップ」の構築を目指した

い． 
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図 2 プログラミング教育の実施学齢と利用教材との関係（割合） 
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図 3 プログラミング教育の実施学齢と実施教科の関係 

 

図 4 プログラミング教育の実施科目と利用教材との関係 
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ロボットへのプログラミング学習を通した 

認知症教育の取り組みとその評価 

ーハイブリッド型演習を試みてー 

高田 賀章*1, 真嶋  由貴惠*1, 桝田  聖子*1 

*1 大阪府立大学大学院人間社会システム科学研究科 

The Approach to Dementia Education through Programming 

Learning for Robots and Evaluation 

- Attempting Hybrid Type Practice - 

Yoshiaki TAKADA*1, Yukie MAJIMA*1, Seiko MASUDA*1 

*1 Graduate School of Humanities and Sustainable System Sciences, 

Osaka Prefecture University 

In recent years, dementia education for elementary, junior high, and high school students has been 

widely held. However, opportunities for dementia education for university students are limited. 

Therefore, we have developed teaching materials for dementia education through programming 

robots and have conducted practice for university students since last year. In this year's study, we 

used both remote and face-to-face exercises, and three participants answered that they all 

understood the basics of programming and communicating with dementia patients. 

キーワード: プログラミング学習，認知症教育，ロボット，オンライン授業 

1. はじめに 

昨年度よりプログラミング教育が義務教育において

必修化され，小学校ではプログラミング教育が行われ

ている．プログラミング教育のねらいの一つとして，

「身近な生活でコンピューターが活用されていること

や問題の解決に必要な手順があることに気づくこと」

が挙げられており(1)，プログラミング的思考の習得に

加えて，ICT を活用できる力を身に着けることが求め

られている．さらに，文部科学省では 1 人 1 台端末と

高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するこ

とで，資質・能力を一層確実に育成できる教育 ICT 環

境の実現を目指す GIGA スクール構想を唱えている(2)．

これらの施策から，今後はコンピューターなどの IT 技

術を利用した教育が主流となることが想定される． 

また 2020 年初めからの COVID-19 パンデミックに

よる感染対策のため，対面授業を避けてオンライン授

業が推進されるようになり，教育における ICT の利活

用に拍車をかけることになった．特に大学では，オン

デマンド授業やビデオチャットアプリを用いたリアル

タイムでのリモート授業が行われるようになり，パン

デミックの状況下では一般的な授業形態として定着し

てきている．パンデミックが終息した後は，対面授業

が大幅に再開することが考えられるが，オンライン授

業に順応した学生は，リモートでの授業参加を希望す

ることが考えられるため，対面とリモートのハイブリ

ッド授業が行われる可能性がある． 

一方で，我々は昨年度からロボットを活用したプロ

グラミングと認知症について学習できる教材を開発し

大学生に対して演習を行い，その評価を行ってきた(3)．

これまでの研究では，大学生に苦手意識を持たせない
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プログラミング学習を指向してロボットを教材に取り

入れ，社会的な課題の解決について学べるよう認知症

への理解をテーマとして教材を開発した． 

しかし，昨年度の演習では一部リモートで行ったも

のの実際にプログラミングを実践するなどの内容は，

対面を中心に行い，本格的にリモートで実施は行って

いなかった．そのため，リモートでの学習環境が増加

している状況を踏まえリモートでも同様に教材及び演

習で教育を行うことができるのかを検証する必要があ

ると考えた．そこで今年度の演習では対面とリモート

を併せたハイブリッド形式で行い認知症とプログラミ

ングの学習について評価を実施した． 

2. 先行研究 

ロボットを用いたプログラミング学習について，道越

らは，非同期型のオンライン学習サービスとビデオチ

ャットアプリでの同期型授業を組み合わせたオンライ

ンのプログラミング授業を実践している(4)．また，壇

は，Unity による 3D コンテンツ制作に関するプログ

ラミングの入門的な講義および実習を行った上でその

評価を行っている(5)．さらに，水谷らは，ロボットを学

習者に郵送または直接受け渡しを行うことでプログラ

ミングのオンライン遠隔学習を実現している(6)． 

一方，認知症教育においては，児童対象の認知症サ

ポーター養成講座でロボットを用いて寸劇及びグルー

プワークを行い，興味・関心を持って学習を行えた事

例がある(7)． 

 しかし，対面及びリモード環境を組み合わせたハイ

ブリッド型のロボットプログラミング学習において，

認知症教育を行った事例は見られなかった． 

3. 本研究の目的 

 大学生を対象に，対面とリモートでのハイブリッド

型ロボットプログラミング学習を通してプログラミン

グと認知症についての学習効果が得られるか評価する． 

4. 教材の構成 

今回の演習で使用する教材は，コミュニケーションロ

ボット，プログラミング言語，教材パンフレットから

構成される． 

4.1 コミュニケーションロボット 

学習ではロボットとして，RoBoHoN（シャープ株式

会社製）を使用する（図 1）． 

 

図 1 RoBoHoN 

RoBoHoN は高さ約 19.8cm，重量約 395g の人型ロ

ボットであり容易に持ち運びできるサイズであること

や操作しやすいという特徴がある，  

4.2 プログラミング言語 

プログラミング言語として Scratch を教材に使用す

る．Scratch は命令のブロックを組み合わせてプログ

ラムを作成するビジュアルプログラミング言語である．

図 2 に操作画面を示す．RoBoHoN のオプション機能

であるスクラッチパックを利用して，作成した

Scratch のプログラムを RoBoHoN が実行することが

できる．なお，RoBoHoN で，「歩行する」，「言葉を話

す」，「音声を認識する」という操作を実行できる 

 

図 2 Scratch 操作画面 
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4.3 教材パンフレット 

これまでに独自に開発した認知症とプログラミング

学習を行っていく上でのテキストとなるパンフレット

を教材として使用する（図 3,4）． 

 

図 3 教材パンフレットの一部 

（認知症学習部分） 

 

図 4 教材パンフレットの一部 

      （プログラミング学習部分） 

このパンフレットは 34 ページからなり，次の 8 つ

の内容で構成する． 

①プログラミングとは何か 

コンピュータのプログラムは一つ一つ細かく命令す

る必要があること，プログラミング言語という特殊な

言語を使用することを説明する． 

②RoBoHoN の簡単な操作 

プログラミングの導入として，Scratch を使って簡

単な命令を RoBoHoN で実行してもらい，プログラミ

ング操作が難しくないことを説明する． 

③プログラミングの三要素 

プログラミングの三要素である，順次実行，反復実

行，分岐実行が存在することを説明する． 

④認知症の症状の説明 

認知症の症状として，見当識障害について説明し，

認知症高齢者に対する声かけについて考えながらこれ

からプログラミングしていくことを説明する． 

⑤課題 1：認知症高齢者の演技 

見当識障害にある認知症高齢者のセリフを示し，

RoBoHoN が演技できるよう順次実行だけでプログラ

ムを作成することを指示する． 

⑥課題 2：クイズの出題 

認知症高齢者への声掛けとして，3 つの選択肢を用

意し，どの声かけが正しいかを説明した上で，分岐実

行を伴うプログラムを作成することを指示する． 

⑦課題 3：クイズ不正解のときの処理 

クイズで間違った答えを選んだときに，もう一度回

答させるよう促すため，反復実行するプログラムを作

成するよう指示する． 

⑧終わりに 

 プログラミングは Scratch や RoBoHoN 以外にも

様々な手段があることやこれからも高齢者へのやさし

い声掛けを行うよう伝える． 

 教材パンフレットの一部を図 3，図 4 に示す． 

5. 演習の実践と評価 

教材を用いたハイブリッド型演習を情報学分野の学

生 5 名（対面 1 名，リモート 4 名）に対して行った．

うち 3 名（対面 1 名，リモート 2 名）からは同意の上，

演習の前後にアンケート及びインタビューを実施した． 

5.1 事前アンケート 

演習の実施前に事前アンケートを実施した． 

アンケートでは，年齢，性別，プログラミング経験，

RoBoHoN の使用経験，Scratch の使用経験，認知症に

ついての学習経験についての質問を設定した．また，

認知症・プログラミングへの理解，，ロボットの興味な

どについて 5 段階評価（1：全く思わない ～ 5：思う）

の択一式質問項目を設定した．結果を表 1 に示す． 
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表 1 事前アンケート結果 

5.2 演習の実際 

 演習は 2021 年 6 月に A 大学内で 2 回に分割して

実施した．なお，リモートの学習者とのコミュニケー

ションにはビデオチャットアプリの Zoom を使用し

(図 5)，RoBoHoN は 1 台使用した．  

演習の進め方は，教材パンフレットを参加者に紙面

及び電子データで配布して各ページを口頭で順に説明

を行う，課題では各参加者の PC にて Scratch を操作

してプログラムを作成し，完成時には RoBoHoN を使

って動作確認を行う． 

 

 

図 5 演習の様子 

 RoBoHoN でのプログラムの実行について，対面で

の学習者は，現地にある PC を直接操作して Scratch

のプログラムを作成し，作成したプログラムをUSB有

線接続した RoBoHoN にプログラムを送信して実行す

る，リモートで参加する学習者は，自身の PC で

Scratch を操作してプログラムを作成し，チャットツ

ールである Slack に投稿してプログラムを共有する．

共有されたプログラムを現地の PC にてダウンロード

し，PC を RoBoHoN と接続し，RoBoHoN にてプログ

ラムを実行する．RoBoHoN の動作の様子は Zoom 接

続した PC の Web カメラで撮影し，リモードの学習者

にフィードバックを行う．RoBoHoN 操作の流れのイ

メージを図 6 に示す． 

5.3 事後インタビュー 

演習実施後にインタビューガイドを用いてインタビ

ューを実施した． 

インタビューでの質問項目としてプログラミングと

認知症についての理解，教材の内容やボリュームにつ

いて 5 段階評価（1：全く思わない ～ 5：思う）の択

一式質問項目を設定した．事後インタビューの択一式

質問項目の回答結果を表 2 に示す． 

また，インタビューでは自由回答形式の質問を行っ

た．教材の改善点については，「他の言語だったらこの

ように書くとかをもっと説明した方が良い」「もっと認

知症について深堀できれば良かった」という旨の回答 

演習参加者 ID お

よび平均 
1 2 3 平均 

参加方法 対面 
リモ

ート 

リモ

ート 
 

性別 男 男 男  

年齢 21 20 20 20.33 

プログラミング

経験 
無 1 年 

1 年 

6 か

月 

10 

か月 

RoBoHoN の使用

経験 
無 無 無 0 

Scratch の使用 

経験 
無 無 無 0 

認知症学習経験 無 無 無 0 

プログラミング

が得意である 
1 2 2 1.67 

プログラミング

が苦手である 

 

5 3 5 4.33 

プログラミング

ができるように

なりたいと思う 

3 5 5 4.33 

ロボットに興味

がある 

 

3 3 4 3.33 

認知症の人と接

する機会が多い 

 

1 1 1 1.00 

認知症高齢者へ

の対応に自信が

ある 

1 1 2 1.33 

認知症高齢者へ

の対応方法を知

りたいと思う 

1 3 4 2.67 
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図 6 RoBoHoN 操作の流れのイメージ 

があった． 

教材への感想については，「プログラミングの部分は

わかりやすかった」「普通のプログラムだったら画面上

だけだが，実際に RoBoHoN が動くのが見れてやりが

いがあった」という旨の回答がある一方で，「自分がプ

ログラム言語を少し触っていたからわかったが初めて 

触る人がどうなるか気になる」という回答もあった．

また，その他の意見として，リモート参加の学習者か

ら「できれば，対面でやりたかった．プログラムして

すぐ実行できる環境が欲しい」「RoBoHoN が自分の自

宅にあるという環境があれば良い」という旨の回答も

あった． 

6. 考察 

今回，認知症とプログラミングの両方を学習できる

教材を演習に使用した．プログラミング以外の方法で

の認知症学習と比較した場合，これまでは寸劇などで

の事例学習を行っていたため，学習者自身がプログラ

ミングを行うことでアクティブ・ラーニングの実践が

図れたと考える．しかし，ロボットプログラミングと

いう手法を用いるためには，情報技術，PC スキルへの

理解を持ったスタッフが必要になるということやロボ

ット，PC などの学習機材の購入や準備などで負担が

発生するということが課題になると思われる． 

一方で，プログラミングのみを学習する手法と本教 

表 2 事後インタビュー結果（択一式質問） 

材での学習を比較すると，本教材では認知症患者への

理解や対応という実社会で起こり得るテーマであり，

学習者が比較的関心を持ちやすくなると考える，しか

し，認知症学習に時間が割かれるため，プログラミン

グについて深く学習することが難しいと推察する． 

認知症とプログラミングの各学習内容については，

現地，リモートの参加方法に関わらず理解できたこと

から教材パンフレットが理解の向上に役立てられたと

考える． 

一方で，「学習により実際にプログラミングができた」

という項目では，リモート参加の学習者それぞれで理

解度が異なる傾向を示しているものの，リモートにお

いてもプログラミングの実践が行えるという自覚を学

習者に持たせられる可能性があると考える． 

また，「学習で認知症患者への対応が理解できた」と

いう項目で，リモートよりも対面の参加者の方が得点

が高いことから，RoBoHoN の動作を直接見ることが

認知症患者への対応のイメージを容易にしたのではな

いかと推察する． 

演習では RoBoHoN 1 台で 5 人の演習参加者に対し

て行ったが，RoBoHoN 上でのプログラム実行は特に

遅延することなく学習を進められた．しかし，6 人以

演習参加者 ID 及び 

平均 
1 2 3 平均 

参加方法 対面 
リモ

ート 

リモ

ート 
 

学習内容は全体的に理

解できた 
4 5 5 4.67 

学習で認知症の症状が

理解できた 
4 4 4 4.00 

学習で認知症患者への

対応が理解できた 
5 4 4 4.33 

学習でプログラミング

の基本が理解できた 
4 5 5 4.67 

学習により実際にプロ

グラミングができた 
4 3 5 4.00 

学習における課題は難

しかった 
2 2 2 2.00 

学習における課題はや

さしかった 
4 4 4 4.00 

課題を解く時間は十分

だった 
5 5 5 5.00 

プログラミングについ

て説明は十分だった 
5 5 4 4.67 

自分は教材だけでも学

習できる 
4 4 4 4.00 
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上の参加者で演習する場合，円滑に実施するためには

RoBoHoN や現地 PC 及び補助をするスタッフを追加

する必要があると考える． 

7. まとめと課題 

本研究では，ロボットへのプログラミング学習を通

した認知症教育教材を情報系の大学生に対して対面及

びリモートでのハイブリッド演習に用いて，評価を得

た．しかし，評価が得られた学習者が 3 名と少数であ

り，対面とリモートでの学習効果の差を統計的に検証

するためには 30 人以上の参加者で評価実験を行う必

要がある． 

また，事後インタビューでの自由回答形式の質問で

得られた意見から，プログラミングと認知症の他の症

状についての説明をより拡充させて改良を行い，検証

を繰り返して更なる形成的評価を得られるようにして

いきたい． 

そして，本教材での認知症・プログラミングの学習

がどの程度学習効果が得られるか，認知症学習，プロ

グラミング学習それぞれ単独で学習する場合を対照群

に設定して定量的評価を行っていきたい． 
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大学生の自己肯定感向上を目的とした 

LINEチャットボットの開発と評価 

三上 滉史，真嶋 由貴惠，桝田 聖子 

大阪府立大学大学院人間社会システム科学研究科 

Development and Evaluation of LINE Chatbots Aimed at 

Improving Self-affirmation of University Students 

Koji MIKAMI, Yukie MAJIMA, Seiko MASUDA 

Graduate School of Humanities and Sustainable System Sciences,  

Osaka Prefecture University 

The problem with young people’s self-affirmation is that Japan is lower than other countries. In this 

study, we examine the effect of the work “Three Good Things” to enhance self-affirmation from the 

difference in methodology. The work was divided into a LINE chatbots group and a paper medium 

group and carried out for one month. As a result, self-affirmation was improved, although there was 

no significant difference between the two groups. It was also suggested that the lower the self-

affirmation before the intervention, the higher the self-affirmation through the work. 

キーワード: 自己肯定感，LINE，大学生，チャットボット，せるふぁむ 

1. はじめに 

自己肯定感とは，「自己の態度が好ましいと自己評価

すること」である．この自己肯定感が高いと，学習意

欲を持ち目標を実現しようと行動することが報告され

ている(1)．逆に自己肯定感が低いと，内省力が乏しく

なる，引きこもりが起こるなどが報告されている(2)． 

近年，日本の若者は韓国やアメリカ等の諸外国と比

較して，自己肯定感が著しく低いことがわかっている．

内閣府が 2019 年に実施した「我が国と諸外国の若者

の意識に関する調査」(3)によると，日本の若者は諸外

国の若者と比較して，「自分自身に満足している」「自

分に長所がある」と感じている者の割合が最も低かっ

た．特に「自分に長所がある」と感じている者の割合

は，2013 年度より低下している． 

2007 年に行われた文部科学省の中央教育審議会に

おいても，「これからの学校教育で重視したいもの」の

1 つとして自己肯定感をあげ，「他者との比較ではなく，

絶対的な自己肯定感を育てることが課題である」と述

べられている． 

しかし，小学生を対象とした研究では，松井(4)が小

学校で実施された自己肯定感を高める教育実践に関す

る研究 18 件をレビューし，「全ての児童に対して効果

的な方法と言える教育実践はない」と結論づけている． 

大学生の自己肯定感に影響を及ぼす要因について，

河越ら(2)が性別で分析している．その結果，男女に共

通することとして，学校生活での人気が最も自己肯定

感にプラスの影響を及ぼすことがあげられた．また，

男子は父親との相互理解が，女子は父親からの愛情が

あるほど自己肯定感にプラスの影響を及ぼすことを報

告している．これより，大学生の自己肯定感には，大

学生活での充実さと父親との良い関係が重要であると

言える． 

大学生版の自己肯定感尺度について，吉森(5)が自由

記述法による質問紙調査と KJ 法分析により作成して

いる． 

大学生の自己肯定感を高める方法として，川田ら(6)

はボランティア活動の可能性を挙げているが，ボラン
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ティア活動導入前後での比較がされていないため，有

用性は不明である． 

以上より，大学生を対象とした自己肯定感の研究は，

要因分析や仮説の設定，尺度開発に留まっており，具

体的な課題解決に至る研究は少ないと言える． 

そこで本研究では，大学生の自己肯定感を向上させ

ることを目的に，これを達成するためのシステム開発

を行う． 

2. 研究目的 

本研究は，大学生を対象に自己肯定感を高めること

を目的とした，自己肯定感を高めるワークを促すチャ

ットボットシステムの開発と評価を行う． 

また，本研究で行う実験は，同内容の紙媒体との比

較評価を行うこと，大学生の自己肯定感に関する傾向

を把握することを目的に実施する． 

3. 事前調査 

筆者ら(7)は，2021 年 5 月に LINE チャットボットを

介して自己肯定感を高めるワークを行うシステムを開

発し，大学生 17 名に 2 週間介入した．結果，自己肯

定感の有意な向上が見られた．一方，改善点として，

LINE チャットボットからの返答が単調であること，

ワークで記入できる内容の追加をすることが挙げられ

た．本研究ではこれらの改善点を踏まえて改修したシ

ステムを用いる． 

4. システム概要 

LINE アプリは 10~20 代の 95%が利用している(8)．

大学生も日常的に使用しており，比較的受け入れられ

やすいと考えた．そこで，本システムは LINE チャッ

トボットで開発した．本システムは，“Self-affirmation

（自己肯定感）”の“Sel”f-af“firm”ation から「せ

るふぁむ」と名付けた．開発した「せるふぁむ」の画

面を図 1 に示す． 

4.1 システム技術 

システム技術のフローを図 2に示す．「せるふぁむ」

は，LINE が提供している開発者向けのポータルサイ

ト「LINE Developers」で開発を行った．チャッ 

図 1 「せるふぁむ」画面 

 

トボ ッ ト サ ーバ ー は ，ク ラ ウド サー ビ ス の

「HEROKU」，メインプログラムは「Python」を利用

して開発した．LINE と HEROKU の連携は，LINE

が提供しているプロダクトの 1 つである「LINE 

Messaging API」を利用した． 

流れとしては，ユーザーが「せるふぁむ」にメッセ

ージを送ると， LINE Messaging API を通して

HEROKU へリクエストを送信する．HEROKU が受

け取ったリクエストを，Pythonで実施したソースコー

ドが処理し，値をHEROKUへ返す．そして，HEROKU

が受け取った応答リクエストを LINE Messaging API

へ送り，それを LINE が受け取り，データが表示され

る． 

また，後述する「せるふぁむ」との自由会話は，リ

クルートが提供している AI「A3RT」の API の 1 つで

ある「Talk API」を利用している．HEROKU が受け

取ったリクエストを，さらに Talk API にリクエスト

を送り，Talk API から HEROKU にレスポンスされ

る．なお，応答リクエストは JSON 形式で，HTTPS

を使って送信される． 

図 2 システム技術フロー図 

－156－



4.2 システム構成 

本システムは，①「せるふぁむ」との自由会話，②

「スリー・グッド・シングス」，③リッチメニュー，の

3 つから構成する． 

4.2.1 「せるふぁむ」との自由会話 

事前調査からの改善点である「LINE チャットボッ

トからの返答が単調であること」を改修するため，自

由会話の機能を付けた．利用者は，Talk API を利用し

て，「せるふぁむ」と自由に会話ができる．  

4.2.2 「スリー・グッド・シングス」 

自己肯定感を向上するワークとして，リマインド機

能のある LINE との相性がよいため，中島(9)が提唱し

ている，毎日その日のよかったことを 3 つ挙げる「ス

リー・グッド・シングス」を取り入れる．毎日 21 時に，

「スリー・グッド・シングス」を促すメッセージが「せ

るふぁむ」から送られてくるので，利用者はそれに従

い返信することで，ワークを実施することができる． 

事前調査でも「スリー・グッド・シングス」は導入

していたが，「ワーク内容の修正」として，よかったこ

とに加え，頑張ったこと，取り組んだことを記入でき

るよう改修する．また，「LINE チャットボットからの

返答が単調であること」を改修するため，「スリー・グ

ッド・シングス」を実施した後に「せるふぁむ」から

送信される返答を 3 パターン用意する．「いいことが

聞けて嬉しいな！明日も教えてね！」「教えてくれてあ

りがとう！明日も頑張ろう！」「素晴らしい！明日も教

えてくれるかな？」の 3 パターンのうち 1 つがランダ

ムに「せるふぁむ」から送信される． 

4.2.3 リッチメニュー 

トーク画面の下部にタイル状に表示されるリッチメ

ニューを設ける．リッチメニューでは，「HP の閲覧」，

また，利用者の飽き防止のために，LINE チャットボ

ット上でも気軽に実施できる「私は私が好きですワー

ク」「言い換えのワーク」「if-then ワーク」を好きな時

に利用できる． 

4.2.3.1 「せるふぁむ」の使い方（マニュアル）HP 

HP には，初めて利用する人でもわかるように「せ

るふぁむ」の使用方法を掲載する．HP 画面を図 3 に

示す． 

4.2.3.2 私は私が好きですワーク 

今泉ら(10)が大学生の自己肯定感を高めるプログラ 

図 3 HP画面 

 

ムで導入し，効果を立証したワークである．自分の好

きなところを宣言することで，自分を肯定的に捉える

ことができる．図 1 の「私は私が好きです」をタップ

すると，「せるふぁむ」から「自分の好きなところを宣

言して見よう！どんな小さなことでもいいよ！」とメ

ッセージが流れる．返答後，「それが君の好きなところ

なんだね！素敵だね！」とメッセージが流れる． 

4.2.3.3 言い換えのワーク 

このワークも今泉ら (10)が効果を立証したワークで

ある．まず自分の短所を宣言し，次にその短所を長所

に言い換えることで自分を肯定的に捉えることができ

る．図 1 の「言い換え」をタップすると，「せるふぁむ」

から「君の短所だと思うところを教えてね！」とメッ

セージが流れる．返答後，「なるほど！じゃあ次は，そ

の短所を長所に言い換えてみよう！」とメッセージが

流れるので，返答すると，「長所になったね！この調子

で短所を言い換えてみよう！」とメッセージが流れる． 

4.2.3.4 if-then ワーク 

事前に「もし何か起きたらこうする」と決めること

で，「失敗するかもしれない」という不安を断ち切るこ

とにつなげるワークである．心理学，脳科学などの数

多くの学術研究で効果が立証され，行動力を呼び起こ

すための技術とされている(11)．図 1 の「if-then」をタ

ップすると，「せるふぁむ」から「マイナスな出来事に

対して，事前に『もし○○したら△△する』と決めて

おこう！」とメッセージが流れる．返答後，入力した
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内容が復唱され，「それを意識して頑張ろう！」という

メッセージが流れる． 

5. 実験概要 

「せるふぁむ」の効果検証を行うため，「せるふぁむ」

と同内容の紙媒体との比較実験を行う．なお，本実験

は著者らが所属する大学研究科の研究倫理委員会の承

認を得て実施する． 

5.1 実験対象者 

実験対象者（以下，対象者）は，本研究の目的及び

実験方法に同意の得られた大学生 43 名とし，分析の

対象は有効なデータが得られた 39 名とした（男性： 

18 名，女性：20 名，答えたくない：1 名）． 

対象者を「せるふぁむ介入群」と，対照群である「紙

媒体介入群」に分けて実験を行う．「紙媒体介入群」は，

「せるふぁむ」と同じワーク内容を行えるワークプリ

ントを介入する．ワークプリントの 1つを図 4に示す． 

図 4 ワークプリント 

5.2 実験手順 

図 5 に実験スケジュールを示す． 

図 5 実験スケジュール 

5.2.1 非介入期間（1 週間） 

日常生活による自己肯定感の変化を見るため，1 週

間の非介入期間を設け，対象者に 1 回目の自己肯定感

尺度を回答してもらう．この得点から，自己肯定感・

学年・性別が同程度になるよう，対象者を「せるふぁ

む介入群」と「紙媒体介入群」の 2 群に分ける．非介

入期間中，対象者には日常生活を送ってもらう． 

5.2.2 介入期間（3 週間） 

5.2.3 事後調査 

介入期間後，事後調査を被験者の希望に応じてイン

タビュー，またはアンケート調査を行う． 

5.3 評価・分析方法 

5.3.1 自己肯定感 

対象者の自己肯定感の評価は，三村(12)が提唱した自

己肯定感尺度の RSES-J（日本語版 RSES）を用いる． 

RSES-J では，表 1 に示す 10 項目の質問に 4 段階

評価（1：いいえ～4：はい）で答え，それらの得点を

合計することで自己肯定感を測ることができる．本研

究では，菅(13)の提案した RSES の指標に従い，20 点

以下を自己肯定感が低い，21～29 点を普通，30 点以

上を高いとする． 

尺度回答は，図 5の実験スケジュールに示すように，

実験中，非介入期間の前（開始前），介入期間の前，介

入期間終了時の 3回実施し，SPSSを用いて Friedman

検定・Bonferroni 法による多重比較検定を行い，各々

の有意差を見る． 

表 1 RSES-J（(※)は反転項目） 

1 私は，自分自身に大体満足している 

2 時々，自分はまったくダメだと思うことが 

ある(※) 

3 私には結構長所があると感じている 

4 私は，他の大半の人と同じくらいに物事が 

こなせる 

5 私には誇れるものが大してないと感じている

(※) 

6 時々，自分は役に立たないと強く感じること

がある(※) 

7 自分は少なくとも他の人と同じくらい価値の

ある人間だと感じている 

8 自分のことをもう少し尊敬できたらいいと 

思う(※) 

9 よく，私は落ちこぼれだと思ってしまう(※) 

10 私は，自分のことを前向きに考えている 
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5.3.2 ワークの実施回数・内容分析 

各ワークが実施された回数を，「せるふぁむ」の会話

ログと提出されたワークプリントを基に，対象者毎に

記録する．また，対象者が記録した「スリー・グッド・

シングス」の内容を KH Coder で言語分析し，大学生

の自己肯定感の傾向を把握する． 

5.3.3 事後調査 

介入期間終了時に，対象者に「介入方法の良かった

点」「介入方法の改善点」「実験の感想」を回答しても

らう．回答してもらった内容は，5.2.2 と同様，KH 

Coder で分析し，システムの改修点や各群の傾向を把

握する． 

6. 結果および考察 

6.1 各群の構成 

各群の学年構成を，「せるふぁむ介入群」は図 6，「紙

媒体介入群」は図 7 に示す． 

自己肯定感・学年・性別が同程度になるよう対象者

を分けたところ，「せるふぁむ介入群」は 20 名（男性：

9 名，女性：11 名），「紙媒体介入群」は 19 名（男性：

9 名，女性：9 名，答えたくない：1 名）であった．自

己肯定感は，両群どちらも 1 回目の RSES-J の得点平

均値が 25.1 点となった． 

図 6 「せるふぁむ介入群」学年構成 

図 7 「紙媒体介入群」学年構成 

6.2 自己肯定感の変化 

6.2.1 「せるふぁむ介入群」の変化 

「せるふぁむ介入群」の RSES-J の得点の変化を図

8 に示す． 

3 回の RSES-J の回答で得られた得点を Friedman

検定したところ，有意差が見られた（Xγ
2  = 7.324, 

p<.05）．そこで，Bonferroni 法による多重比較検定を

行ったが，1 回目と 2 回目，1 回目と 3 回目，2 回目と

3 回目の各間では有意差は見られなかった（1-2 回目 p

値：0.066, 2-3 回目 p 値：1.000, 1-3 回目 p 値：0.081）． 

図 8 「せるふぁむ介入群」RSES-Jの得点の変化 

6.2.2 「紙媒体介入群」の変化 

「紙媒体介入群」の RSES-J の得点の変化を図 9 に

示す． 

3 回の RSES-J の回答で得られた得点を Friedman

検定したところ，有意差は見られなかった（Xγ
2= 3.970, 

p>.05）． 

図 9 「紙媒体介入群」RSES-Jの得点の変化 

6.2.3 両群の比較 

両群の 1 回目，2 回目，3 回目同士を t 検定で比較

したが，どの回も有意差は見られなかった（1 回目：

t(37)=0.026, p>.05, 2 回目：t(37)=0.57, p>.05, 3 回目：
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t(37)=-0.12, p>.05）．以上より，両群とも介入による効

果はなく，自己肯定感の変化も統計上見られなかった．

この原因として，介入期間が短かったこと，事前調査

時よりも対象者の自己肯定感が高いことが考えられる． 

6.3 ワーク回数 

各群で行われたワーク回数を表 2 に示す． 

「スリー・グッド・シングス」が行われた回数は，

「せるふぁむ介入群」の方が「紙媒体介入群」よりも

有意に多かった（t(37)=1.92, p<.05）．両群の違いは「せ

るふぁむ」からのリマインド機能の有無なので，「せる

ふぁむ」を介した方が利用者は「スリー・グッド・シ

ングス」を行うと考えらえる． 

「スリー・グッド・シングス」以外の 3 つのワーク

は，どちらの群も行われた回数が少なかった．よって，

これらのワークを行ってもらうために，デザインなど

を工夫する必要があると考えられる． 

表 2 各群のワーク回数 

介入 

方法 

スリー・

グッド・

シングス 

私は私が

好きです

ワーク 

言い換

えのワ

ーク 

if-then 

ワーク 

せる 

ふぁむ 
287 回 11 回 6 回 3 回 

紙媒体 178 回 22 回 12 回 17 回 

6.4 「スリー・グッド・シングス」ワーク回数と自己

肯定感の変化の関係 

全対象者の「スリー・グッド・シングス」ワーク回

数と，介入期間前後での自己肯定感の変化を表 3 に示

す． 

ワーク回数が 10 回以上，かつ，自己肯定感が低い対

象者 4 名のうち 3 名（75%），普通の対象者 12 名のう

ち 7 名（58%），高い対象者 7 名のうち 2 名（29%）に

自己肯定感の向上が見られた． 

また，ワーク回数が 9 回以下では，自己肯定感が低

い対象者 3 名のうち 1 名（33%），普通の対象者 7 名

のうち 4 名（57%），高い対象者 6 名のうち 3 名（50%）

に自己肯定感の向上が見られた． 

以上より，自己肯定感の低い人ほどワーク回数をこ

なすと，自己肯定感が向上する可能性が示唆された． 

6.2 より，両群に違いは見られなかったが，6.3 より，

「せるふぁむ」を介した方が「スリー・グッド・シン

グス」のワークは多く実施されていた．よって，自己

肯定感の低い人には「せるふぁむ」を介した方が，自

己肯定感が向上すると考えられる． 

表 3 ワーク回数と介入前後の自己肯定感の変化 

6.5 「スリー・グッド・シングス」分析 

介入期間中に対象者が記録した「スリー・グッド・

シングス」の内容を KH Coder で分析した．介入期間

中で自己肯定感が上がった人，変化がなかった人，下

がった人で分類して分析した結果を図 10 に示す．ま

た，介入期間終了時点での自己肯定感が高い人，普通

の人，低い人で分類して分析した結果を図 11に示す． 

2 つを見比べたところ，自己肯定感の上がった・高

い人に共通する単語として，「授業」「頑張る」が挙げ

られた．自己肯定感の下がった・低い人に共通する単

語として，「友達」「たくさん」「行ける」が挙げられた． 

以上より，大学生の自己肯定感が高まる要因として，

「学業」や「作業の進捗」が考えられる．しかし，大

学生の自己肯定感が高まらない要因として，「友人との 

会合」や「外出」が考えられる．友人との会合は，白

畑ら(14)によると，自他共に傷つかない友人との関係は

自分を肯定的に評価することが難しいため，自己肯定

感が高まらない要因になっていると考えられる．また，

外出は，高まる要因である「作業の進捗」が発生しな

いため，高まらない要因になっていると考えられる． 

6.6 事後調査の分析 

事後調査の内容を KH Coder で分析した． 

6.6.1 介入方法の良かった点 

介入方法の良かった点を，介入群で分類して分析し

た結果を図 12 に示す． 

「せるふぁむ介入群」の良かった点は，「LINE が気

軽で使いやすい」「21 時（定刻）が習慣化しやすいし 

ワーク

回数 

自己 

肯定感 

人数 

(N 数) 

上がった 

人数 

上がった 

人数割合 

10 回 

以上 

低 4 3 75% 

普 12 7 58% 

高 7 2 29% 

9 回 

以下 

低 3 1 33% 

普 7 4 57% 

高 6 3 50% 
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適切」という意見が多かった． 

「紙媒体介入群」の良かった点は，「紙に起こすとす

っきりする」「好きな時に記入できる」という意見が多

かった． 

図 10 自己肯定感の変化で見た 

「スリー・グッド・シングス」の KH Coder結果 

図 11 介入終了時の自己肯定感で見た 

「スリー・グッド・シングス」の KH Coder結果 

図 12 介入群で見た良かった点の KH Coder結果 

6.6.2 介入方法の改善点 

介入方法の改善点を，介入群で分類して分析した結

果を図 13 に示す． 

「せるふぁむ介入群」の改善点は，「メッセージ（リ

マインド）が来る時間が選べたらよい」という意見が

多かった． 

「紙媒体介入群」の改善点は，「忘れないための工夫

がほしい」と言う意見が多かった． 

図 13 介入群で見た改善点の KH Coder結果 

6.6.3 実験の感想 

実験の感想を，介入期間中で自己肯定感が上がった

人，変化がなかった人，下がった人で分類して分析し

た結果を図 14 に示す．また，介入群で分類して分析し

た結果を図 15 に示す． 

全体的に「よかった」と回答した対象者が多かった．

特に，「自己肯定感が上がった」「せるふぁむ介入群」

の対象者にその傾向が見られる． 

図 14 自己肯定感の変化で見た感想の KH Coder結果 
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図 15 介入群で見た感想の KH Coder結果 

7. おわりに 

本研究では，大学生の自己肯定感を高めることを目

的に「せるふぁむ」の開発と，紙媒体との比較実験を

行った． 

結果として，自己肯定感が低い人ほど，ワーク回数

をこなせば自己肯定感が向上する可能性が示唆された．

また，自己肯定感を高める要因として，「学業」と「作

業の進捗」が挙げられた．しかし，「せるふぁむ」と紙

媒体の介入による効果は見られなかった． 

「せるふぁむ」の改善点として，リマインドの時間

を利用者が自由に設定できる点が挙げられた． 

今後，本研究で明らかになった結果や改善点を踏ま

え，「1 日の作業進捗や授業出席の記録機能をつける」

「リマインドの送信時間を利用者が設定できるように

する」などの「せるふぁむ」の改修と実用化を図って

いく． 
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2020 年度，新型コロナウイルス感染症対策のために授業のオンライン化が進む一方で，障害のある教員や学生が

オンライン授業にアクセスできない事態が相次いでいる．このような事態を改善するため，①授業支援システム

（LMS）のアクセシビリティ検証と，②大学教員，障害のある学生を対象としたアンケート調査およびインタビュ

ー調査を行った．本稿は，このうち①LMS のアクセシビリティ検証に関する報告である． 

 
キーワード オンライン授業 LMS アクセシビリティ 高等教育 障害学生支援 

 
1 研究の背景と目的 

2020 年度，新型コロナウイルス感染症対策のため，全

国の大学でオンライン授業が展開された．文部科学省に

よると，2020 年度，83.9％の大学がオンライン形式で授

業を実施した(1)．このため多くの大学が，オンライン会議

ソフトに加え，e ラーニングのプラットフォームとして

発展してきた授業支援システム（learning management 

system：以後，LMS）を活用した． 

しかし，障害のある教員や学生がオンライン授業にア

クセスできない事態が相次いだ．日本学生支援機構によ

ると，発達障害，視覚障害，精神障害の順に多い割合で困

難に直面した(2)．なぜならば，障害のある教員や学生がオ

ンライン会議ソフトや LMS を利用するためには，一般

の教員や学生が必要とするスキルや情報に加え，システ

ムやデバイスのアクセシビリティ，教員・学生・支援者全

員の支援技術に関するスキルや情報が必要だからである．

そして，アクセスを試みる障害者にとって，どこに問題

があるのかが分からない状況がある(3)． 

このような状況を踏まえ，本研究ではオンライン授業

のアクセシビリティに影響する複雑な要因の整理を目的

に，LMSのアクセシビリティ検証作業を行った（調査 1）．

また，早稲田大学に所属する障害のある学生と教員を対

象アンケート調査及びインタビュー調査を実施し，オン

ライン授業に関しどのような環境でどのような問題が起

きているのかを整理した（調査 2）．本報告では調査 1 の

結果について報告し，調査 2 の結果については，次回研

究会にて報告する． 

 

2 研究方法 

LMS のアクセシビリティ検証作業としては，まず 2.1

に述べる手順で LMS の検証環境を確保し，2.2 に述べる

手順で，検証環境を確保することができた LMS のテス

ト機能に着目した検証を行った．検証作業は，ウェブア

クセシビリティの試験を専門とする㈲時代工房と第一筆

者が行った．このうち 1 名は全盲の当事者テスタである． 

 

2.1 検証環境の確保 

検証環境の確保に当たり，国内外の事業所による独自

開発製品である LMS については，調査研究用の試用ラ

イセンスの発行を依頼した．また，オープンソースの

LMS については，関係者の所属大学に調査研究用アカウ

ントの発行を依頼した． 

JSiSE Research Report 
vol.36,no.6(2022-3)

－163－



結果として，検証作業を確保することができたのは，

海外製 LMS であるα，オープンソースの LMS である

β，国内製 LMS であるγとδの 4 種であった． 

 

2.2 検証作業 

LMS には膨大な数の機能が組み込まれている．複数の

LMS を対象に，全ての機能を検証することが難しいため，

本研究においてはチェックするポイントとして複数の

LMS の利用場面を設定し（表 1），それらの作業に際して

使用する画面のアクセシビリティを検証した． 

まず，成績評価に影響する試験や課題機能に注目した

チェックポイントを設定した．これが，表 1 に示した「チ

ェックポイント 1）操作可能であるか否かの確認」であ

る．学生側の操作と教員側の操作が含まれている． 

また，「チェックポイント 2）アクセシビリティを担保

する上で，あると望ましい機能」を設定した．ここには教

員側の操作に関連して，個別の配慮や設定の確認ができ

るかどうかが含まれている． 

検証作業は，JIS X 8341-3:2016（以後，WEBJIS）に

基づき 4 種の LMS について，2021 年 7 月から 12 月の

間に検証作業を実施した．結果は，「JIS X 8341-3:2016 

附属書 JB（参考）試験方法」にもとづき記録した． 

 

表 1 チェックポイント一覧 

チェックポイント 1）JIS X 8341-3:2016に基づき，操作可能で

あるか否かの確認 

1. 視覚障害のある学生（弱視，全盲）が，LMSの試験（小テス

ト，課題）画面にアクセスし，提出することができるかどうか

の確認 

① ログインすることができるかどうか 

② 目的の授業を見つけることができるか 

③ 試験（小テスト，課題）に関する案内を見つけることができ

るかどうか 

④ 試験（小テスト，課題）に関する詳細（実施期間や注意事項）

を確認することができるかどうか 

⑤ 学生が小テストに回答することができるかどうか 

⑥ 学生が課題を添付し提出することができるかどうか 

⑦ 教員からのフィードバックを確認することができるかどう

か 

 

2. 視覚障害のある教員（弱視，全盲）が，LMSの試験（小テス

ト，課題）に関するリソース群にアクセスし，操作することが

できるかどうかの確認 

① ログインすることができるかどうか 

② 目的の授業を見つけることができるかどうか 

③ 試験を実施する授業回を編集対象にすることができるかど

うか 

④ 試験を実施する授業回に試験（小テスト，課題）に関するリ

ソース群を割り当てることができるかどうか 

⑤ 試験（小テスト，課題）に関するリソース群を操作し，説明

を記載することができるかどうか 

⑥ 試験（小テスト，課題）に関するリソース群を操作し，参考

資料を添付することができるかどうか 

⑦ 試験（小テスト，課題）に関するリソース群を操作し，実施

期間を設定することができるかどうか 

⑧ 試験（小テスト，課題）に関するリソース群を操作し，正答

や評点を登録することができるかどうか 

⑨ 学生の試験（小テスト，課題）の取り組み状況に対し，フィ

ードバックすることができるかどうか 

チェックポイント 2）アクセシビリティを担保する上で，ある

と望ましい機能に関する確認 

① 教員が，チェックポイント 1)の 2.の①～⑥の作業において

設定した試験（小テスト，課題）に関し，学生側の表示画面

を確認することができるかどうか 

② 教員が，特別な配慮を必要とする学生に対する個別設定をす

ることができるかどうか（実施期間を延長する，完全別対応

のため個別に評点を入力する等） 

③ 教員が，試験（小テスト，課題）の採点を目的として，学生

の回答をCSV形式等で一括ダウンロードし，評点を登録し，

一括アップロードすることができるかどうか 

 

3 結果 

表 2 に LMS のアクセシビリティ検証作業の結果一覧

を示す．この数値は，検証対象となった画面のアクセシ

ビリティ評価結果の平均値である．A と表記されている

要素は，これを満たさないとコンテンツに全くアクセス

できなくなる人がいる，確実に達成する必要があること

を示す指標である．AA は，これを満たすとコンテンツを

利用できる人が増える，達成することが望ましい指標で

あり，「非干渉」は，A の達成基準の中でも特に重視すべ

き指標である． 

以下に，表 2 の結果と試験担当者による所見を，LMS 
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表 2 WEBJISによる検証結果 

 非干渉抵

触数 

Aの不適合

数平均 

AAの不適合

数平均 

α（海外製） 0 1.29 0.86 

β(オープンソース) 0 1.33 2.33 

γ（国内製） 1 4.22 1.33 

δ（国内製） 6 7.85 3.00 

のアクセシビリティに影響する 4 つの要因に整理して説

明する． 

 

3.1 要因①基本構造におけるアクセシビリティ 

検証結果を踏まえ明らかになった LMS のアクセシビ

リティに影響する要因の 1 つ目は，基本構造におけるア

クセシビリティである．αやβについては，最初からア

クセシビリティを想定した設計・開発が行われているこ

とがうかがわれた．これに対し，γとδは，最初の設計段

階でアクセシビリティという要素は盛り込まれていなか

ったことが推測された．このため，基本的な部分におけ

るアクセシビリティが欠けているために，教学における

一連の流れとして LMS を利用しようとすると，障害が

発生してしまうことが明らかになった． 

 

3.2 要因②ユーザビリティ 

LMS のアクセシビリティに影響する要因の 2 つ目は，

ユーザビリティである．特にβについては，WEBJIS の

試験としては高い評価が出ている．だが，表 1 に示した

チェックポイントを遂行できるかというと「難度が高い」

という評価も一部出された．つまり，アクセシビリティ

が担保されていても，障害者にとって使い難い LMS で

あるという実態が見出された． 

 

3.3 要因③ウェブ技術の新旧 

LMS のアクセシビリティに影響する要因の 3 つ目は，

LMS を構成するウェブ技術の新旧である．αやβは新し

い技術を積極的に使う傾向があり，γやδは古いウェブ

技術で作られたものをベースに部分的に改良を加えてい

る様子が伺われた．そして，古いウェブ技術で開発され

た LMS の場合，WEBJIS 上の課題が多く見られる．こ

れに対し，新しい技術を積極的に取り入れて開発された

LMS の場合，WAI-ARIA のようなアクセシビリティを考 

表 3 WEBJISによる検証結果 

 非干渉抵

触割合 

A不適合割

合 

AA不適合

割合 

学生側操作 0% 29% 71% 

教員側操作 26% 31% 94% 

慮して開発された技術を盛り込むため，WEBJIS 上の課

題はそれほど見出だされなかった． 

ただし，実際の検証場面においては，LMS を構成する

ウェブ技術の新旧が裏目にでていた．アクセシビリティ

の配慮のない製品と出会う経験を長く積み重ねてきた当

事者テスタが，新しいウェブ技術で構成される LMS に

おいて，旧来のノウハウとは異なった操作を求められ，

操作に戸惑う場面が散見されたのである． 

この背景には，「支援技術は大半が『適応追随型』の間

に合わせ技術」(4)である実態がある．社会におけるインフ

ラストラクチャーの多くは，障害者の存在を想定せずに

作られてきた．そこで障害者は，既存の環境を前提に，目

的を達成するために工夫したり，支援技術を活用したり

して，その環境に適応しようとしてきた．しかし，このよ

うな対応は「適応追随型」である故に，前提となる環境を

形成する技術が変更されると支援技術が機能しなくなる

リスクが常に存在するのである．今回の検証結果は，そ

の典型的な例だといえる． 

 

3.4 要因④利用する主体 

LMS のアクセシビリティに影響する要因の 4 つ目は，

利用する主体である．表 2 では平均値のみを記載したた

め読み取ることはできないが，学生側の操作と教員側の

捜査では，WEBJIS の評価に差があった（表 3）． 

また，前節で述べたように，今回の検証作業に当たっ

た当事者テスタは，ICT や支援技術に関する習熟度が高

い視覚障害者だった．今日よりもアクセシビリティに関

する知識や対応が不十分だった頃から ICT や支援技術を

利用してきた経緯もあり，古いウェブ技術により構成さ

れる LMS について，WEBJIS 上の課題があっても対応

できる場面があった． 

このことから，利用する主体が教員であるか学生であ

るかや，ICT の習熟度によって，アクセシビリティの評

価が影響を受けることが分かる． 
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4 考察 

以上，LMS のアクセシビリティ検証に影響する要因を

4 点から整理した．一言で「アクセシビリティ」といって

も複数の要因が関わっており，それらには LMS の開発

側だけでなく，利用する側の要因も含まれている．この

点を踏まえ本節では，LMS を用いて教学を提供し，障害

者の機会均等を確保する上で解決すべき課題について整

理する． 

 

4.1 解決すべき課題 1：ユーザビリティの重要性 

LMS を用いて教学を提供し，障害者の機会均等を確保

する上で解決すべき課題の 1 つ目は，アクセシビリティ

を前提とした上での，ユーザビリティの重要性である．

これは，基本構造におけるアクセシビリティ（要因①）

と，ユーザビリティ（要因②）に関連する． 

まず，WEBJIS の評価と当事者テスタの感覚が一致し

ないということは，WEBJIS 上高いアクセシビリティの

値を示していても，ユーザビリティに配慮されていなけ

れば，障害者にとって使い難さがあることを意味する．

逆に，WEBJIS 上低いアクセシビリティの値をして示し

ていても，ユーザビリティが配慮されていれば，「使える」

と感じる障害者がいる． 

従来，アクセシビリティとユーザビリティは，重複す

る部分があると考えられてきた．しかし，これは過度に

単純化した理解の可能性がある．今回の検証結果を踏ま

えた上で，これまでのアクセシビリティとユーザビリテ

ィの関係に関する議論を振り返り，再検討する必要があ

る． 

 

4.2 解決すべき課題 2：ウェブ技術の進展と適応 

LMS を用いて教学を提供し，障害者の機会均等を確保

する上で解決すべき課題の 2 つ目として，ウェブ技術の

進展とそれに対する個人や組織の適応に働きかける必要

があげられる．ウェブ技術の新旧（要因③）と，利用する

主体（要因④）に関連する． 

本調査において，LMS のアクセシビリティは，様々な

要素が複雑に関わっていることが明らかになった．この

ことは，大学が導入する LMS を選定する際にアクセシ

ビリティを評価するには，複雑な検討作業が必要なこと

を意味している．一方，LMS 開発事業所の設計段階の知

識や方針，ウェブ技術の進展への適応，利用する LMS を

選択する主体の判断や，個人の ICT への習熟は，組織や

個人の問題に帰属されているのが現状である． 

LMS を用いて教学を提供し，障害者の機会均等を確保

するという目標は，障害者差別解消法等が規定する社会

的な課題である．ならば，その過程において果たす役割

を，全て組織や個人に委ねるのではなく，社会が担う部

分の比重を見直す必要があると考えられる．  

 

5 結論 

LMS のアクセシビリティを検証した本研究では，①基

本構造におけるアクセシビリティ，②ユーザビリティ，

③LMS を構成しているウェブ技術の新旧，④利用する主

体の 4 つの要因が，LMS のアクセシビリティに影響する

要因として見出された．また，LMS を用いて教学を提供

し，障害者の機会均等を確保する上で解決すべき課題と

して，アクセシビリティを前提とした上での，ユーザビ

リティの重要性と，ウェブ技術の進展と個人や組織の適

応に働きかける必要性が導き出された． 

次回研究会では，本研究と並行して進めた，大学教員，

障害のある学生を対象に行った調査と併せて議論する． 
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In this study, we have developed a function of a scoring support system to grasp understanding status 

of individual learners in primary and secondary education. This function displays previews of the 

individual learner ’s scored answer sheets in page format before printing all the scored answer sheets. 

We conducted an interview survey to teachers in primary and secondary school who have had an 

experience using the function. The results from the interviews suggested that this function could 

play a role in the instructional aspect of scoring, because it allows us to grasp the understanding 

status of individual learners without the disruption of teacher ’s thinking in scoring process caused 

by printing. 

キーワード: システム開発，採点支援システム，筆答テスト，初等中等教育，学習指導 

1. はじめに 

近年，教員の多忙化が問題視されており，その解決

は喫緊の課題である．文部科学省が行った初等中等教

育における教員勤務実態調査の分析（１）では，成績処

理が長時間勤務の一因であると示唆されている． 

教員勤務実態調査（２）における成績処理の業務内容

には，「成績処理にかかわる業務，試験問題作成，採点・

評価，通知表記入，調査書作成，指導要録作成など」

が含まれる．このうち，試験問題作成と採点・評価に

関して，「全国の学校における働き方改革事例集」（３）

では，テスト採点支援システム（以下，システム）の

導入が具体的な取り組みとして紹介されている．既存

のシステム（４）（５）（６）では，手作業でのテスト採点と比

較して，システムを用いた場合，いずれも採点時間の

JSiSE Research Report 
vol.36,no.6(2022-3)
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削減が示されており，作業面での効果が期待できる．

しかし，テスト採点業務には，作業面のみならず，学

習指導面の役割がある．市川（７）は，「実際の指導にお

いて，テストや作品提出などでの評価が，点数や評点

のフィードバックで終わってしまうことはしばしばあ

る。教師，あるいは，学習者自身が，そこから有効な

情報を引き出し，学習改善につなげていくことが望ま

れる」とテスト採点業務の学習指導面の役割の重要性

について指摘している． 

先行研究のシステムのうち，初等中等教育で用いら

れる筆答テストの採点支援システム（６）では，「筆答テ

ストの解答用紙を自動原稿送り装置（ADF: Auto 

Document Feeder）付きスキャナでデジタル画像とし

てコンピュータに取込み，同じテストを受けた全ての

解答者の同一解答欄を画像処理して串刺しするように

表示し，採点する方式」を採用している． 

採点支援システムを用いた教員に対して調査した先

行研究（８）では，手作業での採点と比較して，採点支援

システムは，正答率のデータが得られることからクラ

ス全体の学習理解状況の把握が行いやすいと示された．

一方，採点支援システムでは，採点終了後に印刷する

まで解答用紙全体を見ることができないため，学習者

の理解状況の把握が行いにくいということも，インタ

ビュー結果から示されている．採点支援システムの最

適な利用に向けて，採点業務の学習指導面の役割を損

なわない機能追加が求められる． 

2. 目的と方法 

2.1 目的 

本研究では，システムにおいて，教員が学習者の理

解状況を把握する機能を開発し，開発された機能を教

員へのインタビューを通じて評価することを研究の目

的とする． 

2.2 方法 

本研究は，次のとおりの手順で進める． 

(1) 設計 

既存の筆答テストの採点支援システム（６）において，

学習者の理解状況の把握が行える機能（以下，本機能）

を検討し，付加機能として設計する． 

(2) 開発 

(1)で設計した機能を開発する． 

(3) 評価 

(2)で開発した機能の利用経験を持つ教員にインタ

ビュー調査を行い，手作業での採点との比較を通じて，

学習者の理解状況の把握について本機能を評価する． 

3. 機能設計と開発 

3.1 機能設計 

本研究では，既存の採点支援システム（６）の作業面

でみられる採点時間を削減する効果を大きく損なうこ

となく，学習指導面の役割を果たせるよう，以下を要

件として本機能の設計を行った． 

要件１．既存の採点支援システム（６）の操作フローを

大きく変更せず，学習者の採点済みの解答用

紙を印刷せずとも，システム上からページ形

式でプレビューできること 

要件２．本機能を独立したシステムではなく，既存の

採点支援システム（６）の一部として動作させ

られること 

要件３．本機能を使用せずとも，採点が完了できるこ

と 

3.2 機能の開発 

本研究では，図１b)で示したように，機能設計の要

件１を満たすべく，既存の採点支援システム（６）の採

点結果一覧画面に個別解答用紙のプレビューをページ

形式で表示する本機能を開発した．本機能は，機能設

計の要件２を満たすべく，既存の採点支援システム（６）

の一部として実装した．また，図１a)が示すように，

機能設計の要件３を満たすべく，本機能を利用せずと

も採点が完了するように本機能を実装した． 

実際に開発された図１中の「表形式で採点結果一覧」

サンプル画面を図２に示す．また，図２から画面遷移

する図１中の「プレビュー機能による解答者毎の結果

確認」サンプル画面を図３に示す．図３の解答者毎の

採点結果プレビュー画面では，個別解答者の採点済み

解答用紙をページ形式で確認できる機能に加えて，正
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誤判定の修正機能と解答用紙面への書込み機能（デジ

タルインク，テキスト，線，スタンプ）を実装した． 

4. システムの評価 

4.1 調査対象と内容 

本研究では，2022 年 2 月上旬から中旬に国立大学

附属中学校に勤務する教員４名，公立中学校に勤務す

る教員１名，公立小学校に勤務する教員１名の合計 6

名に対して，個別にインタビュー調査を行った．調査

対象となった教員６名は，いずれも採点支援システム

を 1年以上利用し，かつ，2022年２月上旬に実施した

採点業務において，本研究で実装した本機能を利用し

た経験を持つ． 

本インタビュー調査では，次の５項目について質問

した． 

質問１．手作業での採点後に，学習者の理解状況をど

の程度把握していたか 

質問２．本機能実装前の採点支援システム利用時に，

学習者の理解状況の把握をどのように行っ

ていたか 

質問３．本機能実装前の採点支援システムと手作業で

の採点を比較した場合，学習者の理解状況の

把握は，どちらが行いやすかったか 

質問４．本機能実装後の採点支援システムと手作業で

の採点を比較した場合，学習者の理解状況の

把握は，どちらが行いやすかったか 

質問５．今後，本機能実装後の採点支援システムと手

作業での採点のどちらを行いたいか 

4.2 調査結果 

質問１に対する回答は，ほとんどすべてを把握して

いたが 2名，一部を把握していたが 3名，ほとんど把

握していなかったが１名であった．質問２に対する回

答は，印刷後に採点済み解答用紙を見て確認していた

が 5名，確認していなかったが 1名であった．質問３

に対しては，6 名すべてが手作業での採点のほうが学

習者の理解状況の把握がしやすかったと回答した．質

図 1 採点支援システムの操作フロー 図 2 採点結果一覧画面（サンプル） 

図 3 解答者毎の結果プレビュー画面（サンプル） 
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問４に対しては，6 名すべてが手作業での採点と比較

して，遜色なかったと回答した．質問５に対しては，

６名すべてが今後も採点支援システムを利用したいと

回答した． 

質問２では，「印刷された採点済み解答用紙を見て，

学習者の理解状況を把握する際に，用紙を汚したり，

なくしたりしないか心配があった」とのコメントがあ

った．また，「印刷の待ち時間に採点に対する思考が途

切れてしまうため，集中を継続することが難しかった」

とのコメントがあった．さらに，質問４では，「印刷前

に採点済み解答用紙を画面で確認でき，本機能実装前

の採点支援システムとは異なり，思考が途切れず集中

して学習者の理解状況を把握できた」とのコメントが

あった． 

5. まとめ 

本研究では，採点業務の作業面のみならず，学習指

導面の役割に着目し，既存の採点支援システムに対し

て学習者の理解状況を把握する機能を開発した．本機

能は，すべての採点済み解答用紙を印刷する前に，学

習者の採点済み解答用紙を個別にページ形式でプレビ

ュー表示するものである．さらに，本機能を利用する

教員は，プレビュー画面で，正誤判定を修正，さらに

は，解答用紙に解説コメント等を付与できる． 

本機能の評価として，本機能の利用経験のある初等

中等教育の教員に対して，インタビュー調査を行った．

本インタビュー調査では，本機能を実装した採点支援

システムを用いた初等中等教育の教員は，手作業での

採点と同等に，採点支援システムによって学習者の理

解状況の把握が行え，今後も採点支援システムを利用

したいと回答した．さらに，印刷作業による思考の中

断がなく，採点時の集中を維持したまま学習者の理解

状況を把握が行えるとの回答が得られ，本機能を実装

した採点支援システムが，採点業務における学習指導

面の役割を担える可能性が示唆された． 

なお，今回の調査は対象者数が限られた予備調査で

あり，得られた結果を過度に一般化することは避ける

べきである．今後は調査の対象者数を増やし，さらな

る研究を進めたい． 
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